
平 成 ２ ５ 年 度 

予 算 の 概 要 





【 目  次 】 

１ 平成２５年度予算の全体像 ･････････････････････  ４

 (１) 予算編成の基本方針 ････････････････････････････････  ４ 

(２) 予算規模 ･･･････････････････････････････････････････  ４ 

 (３) 予算の特徴 ･････････････････････････････････････････  ５ 

２ 予 算 総 括 表 ･････････････････････････････････････ ２２

３ 一般会計予算 ･････････････････････････････････････ ２３

(１) 歳 入 ･････････････････････････････････････････････ ２３ 

(２) 歳 出（目的別） ･･･････････････････････････････････ ２５ 

 (３) 歳 出（性質別） ･･･････････････････････････････････ ２６

４ 各局・区運営方針(案)及び事業の概要 ････････････ ２７

 (１) 市長公室 ････････････････････････････････････････････ ２８ 

 (２) 行財政改革推進本部 ･･･････････････････････････････････ ３６ 

 (３) 政策局 ･･･････････････････････････････････････････････ ４３ 

 (４) 総務局 ･･･････････････････････････････････････････････ ５９ 

 (５) 財政局 ･･････････････････････････････････････････････ ８５

 (６) 市民・スポーツ文化局 ･････････････････････････････････１０５ 

 (７) 保健福祉局 ･･･････････････････････････････････････････１３９ 

 (８) 子ども未来局 ･････････････････････････････････････････２１９ 

 (９) 環境局 ･･･････････････････････････････････････････････２５２ 

 (10) 経済局 ･･･････････････････････････････････････････････２８９ 

- 1 -



 (11) 都市局 ･･･････････････････････････････････････････････３１８ 

 (12) 建設局 ･･･････････････････････････････････････････････３６４ 

 (13) 西区 ･････････････････････････････････････････････････３９６ 

 (14) 北区 ･････････････････････････････････････････････････４０３ 

 (15) 大宮区 ･･･････････････････････････････････････････････４０９ 

 (16) 見沼区 ･･･････････････････････････････････････････････４１６ 

 (17) 中央区 ･･･････････････････････････････････････････････４２３ 

 (18) 桜区 ･････････････････････････････････････････････････４３０ 

 (19) 浦和区 ･･･････････････････････････････････････････････４３８ 

 (20) 南区 ･････････････････････････････････････････････････４４７ 

 (21) 緑区 ･････････････････････････････････････････････････４５５ 

 (22) 岩槻区 ･･･････････････････････････････････････････････４６３ 

 (23) 消防局 ･･･････････････････････････････････････････････４６９ 

 (24) 出納室 ･･･････････････････････････････････････････････４８６ 

 (25) 教育委員会事務局 ･････････････････････････････････････４９０ 

 (26) 議会局 ･･･････････････････････････････････････････････５６５ 

 (27) 選挙管理委員会事務局 ･････････････････････････････････５７２ 

 (28) 人事委員会事務局 ･････････････････････････････････････５７６ 

 (29) 監査事務局 ･･･････････････････････････････････････････５８０ 

 (30) 農業委員会事務局 ･････････････････････････････････････５８２ 

 (31) 水道局 ･･･････････････････････････････････････････････５８６ 

 (32) 職員人件費（一般職）･････････････････････････････････５９２ 

- 2 -



資 料 編 

資料１ 一般会計局・区別予算額 ･･････････････････････････ ５９６ 

資料２ 一般会計予算額の推移(平成 18 年度～平成 25 年度) 

 (1) 歳入予算額 ････････････････････････････････････････５９７ 

 (2) 歳出予算額(目的別) ･･･････････････････････････････ ５９８ 

 (3) 歳出予算額(性質別) ･･･････････････････････････････５９９ 

資料３ 目的別・性質別歳出予算一覧････････････････････････６００ 

資料４  さいたま市の財政状況

 (1) 市債発行額・公債費・市債残高の推移（一般会計）･･････ ６０２ 

 (2) 市債残高の状況 ････････････････････････････････････ ６０３ 

 (3) 基金残高 ･･････････････････････････････････････････ ６０４ 

 (4) 財政指標 ･･････････････････････････････････････････ ６０５ 

- 3 -



＜予算の特徴＞

＜重点分野＞

(単位：千円)

(3.8%)

(50.2%)

(0.6%)

(16.3%)

＜参考　予算規模の推移＞

16,590,000

　これまでの取組や成果等を踏まえた事業を推進していくことはもとより、「総
合振興計画新実施計画」の達成や、東日本大震災の経験を踏まえた防災対策等へ
の強化、さらにはこれからの１００年に向かって活力あるまちづくりを推進する
予算編成を実施

増減（増減率％）会計

一般会計

平成２４年度

430,930,000

　歳入予算では、個人市民税や固定資産税等の影響から、歳入の根幹をなす市税の増
収が見込まれるものの、歳出予算では、社会保障費等の増額により、収支不足が拡大
する厳しい予算編成となったが、徹底した行財政改革を進め、生産性の高い都市経営
を目指し、限られた財源を効率的、効果的に配分することにより、活力あるまちづく
りを推進する各種事業を重点化する予算とした。

　① 防災、環境・エネルギー対策
　② 高齢者支援、子育て支援、教育の充実
　③ 健康増進、スポーツ振興
　④ 地域経済の活性化

平成２５年度

447,520,000

合計 867,210,719

特別会計

企業会計

121,539,238

207,785,000

745,671,481

106,956,481

312,140,000

107,550,719 594,238

104,355,000

(１) 予算編成の基本方針

(２) 予算規模

１ 平成２５年度予算の全体像
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18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

447,520
(3.8%)

361,718
(▲0.5%)

378,130
(4.5%)

390,430
(3.3%)

391,230
(0.2%)

312,140

211,593
238,827 179,031 174,600

107,551

99,506 111,498
102,114

113,112

一般
会計

特別
会計

企業
会計

全会計

（単位：百万円)

グラフの

( )内は前

年度比

755,065

440,890
(2.8%)

200,806

113,369

722,849

429,000
(9.7%)

184,567

109,282

867,211672,817 682,573719,071 677,328 745,671

207,785

106,956

430,930
(▲2.3%)
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（１）重点分野への取組

① 防災、環境・エネルギー対策
(単位:千円)

No 区分 事業名 事業費 説明 概要掲載
ページ

1 拡 (仮称)危機管理センタ 8,704 危機事案発生時の拠点施設となる(仮称)危機 P.82

総 ー構築事業 管理センターを構築するため、実施設計及び

〔安心安全課〕 資機材を整備

2 拡 地域防災計画作成事業 32,000 地域防災計画に反映するため、新たな知見に P.83

〔防災課〕 基づいた被害想定調査を実施

3 拡 防災行政無線整備事業 606,681 避難所等との更なる情報伝達手段確保のた P.83

総 〔防災課〕 め、防災行政無線(移動系)デジタル化再構築

整備工事を実施

4 新 大宮区役所新庁舎整備 805,688 建て替え方針が決まった大宮区役所につい P.137

総 事業 て、新庁舎の基本・実施設計を実施、また整

〔大宮区役所新庁舎建 備に必要な調査等を実施

設準備室〕

5 新 新エネルギー政策推進 698,200 防災拠点施設のエネルギーセキュリティ強化 P.284

総 事業 事業として、市立学校への太陽光発電設備及

〔地球温暖化対策課〕 び蓄電池設置、並びに設置に係るアドバイザ

リー業務を実施

6 拡 実行計画(事務事業編) 10,717 市役所が行う事業により排出される温室効果 P.284

総 事業 ガスを抑制するための実行計画(事務事業編)

〔地球温暖化対策課〕 の進行管理及び市有施設の環境配慮型施設整

備指針を策定

7 拡 スマートホーム推進事 180,000 再生可能エネルギーの導入や省エネルギーを P.284

総 業 図るための機器などを設置した市民に対し、

〔地球温暖化対策課〕 設置費用の一部補助を実施

8 継 環境未来都市推進事業 46,345 電気自動車(ＥＶ)普及施策｢Ｅ－ＫＩＺＵＮＡ P.287

総 〔環境未来都市推進 Ｐｒｏｊｅｃｔ｣等の実施により、次世代自動

課〕 車の普及を促進

(３)　予算の特徴

〔区分〕　新 … 新規事業　　拡 … 拡大事業　　継 … 継続事業 　　総 … 総合振興計画新実施計画事業
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(単位:千円)

No 区分 事業名 事業費 説明
概要掲載
ページ

9 新 次世代自動車・スマー 201,508 ｢暮らしやすく、活力のある都市として、継続 P.287

総 トエネルギー特区推進 的に成長する環境未来都市｣の実現を目指し、

事業 ハイパーエネルギーステーション等の整備に

〔環境未来都市推進 向けた導入支援、スマートホーム・コミュニ

課〕 ティ推進に向けた調査・設計など、特区の重

点プロジェクトに係る取組を実施

10 新 低炭素型パーソナルモ 21,524 総合特区制度を活用し、低炭素型パーソナル P.311

総 ビリティ普及事業 モビリティの普及に向け、産学官民連携によ

〔産業展開推進課〕 る研究・開発支援を展開

11 継 浦和東部第一特定土地 1,987,000 みそのウィングシティにおけるスマートホー P.359

総 区画整理事業 ム整備に必要な基盤整備を行い、低炭素化と

〔浦和東部まちづくり エネルギーセキュリティの確保による災害に

事務所〕 強い環境未来都市を推進

12 新 小型電子機器等リサイ 12,850 希少金属(レアメタル)の国内循環に寄与する P.264

クル事業 ため、小型電子機器等を新たに分別回収し｢も

〔資源循環政策課〕 えないごみ｣の減量を図るとともに、破砕処理

施設の維持管理費軽減及び最終処分場を延命

13 拡 廃棄物適正処理・処分 11,768 資源循環型廃棄物処理システムの確立及び高 P.281

総 推進事業(廃棄物処理施 効率での熱エネルギーの活用を目指して行う

設基本構想) 計画的な施設の更新、再編成

〔環境施設課〕

14 拡 新クリ－ンセンター整 9,016,571 市民のリサイクル活動機能を備えたリサイク P.282

総 備事業 ルセンター及び高効率で熱回収して発電等を

〔新クリーンセンター 行う廃棄物処理施設を整備

建設準備室〕

15 継 防災・安全都市づくり 9,181 大規模な災害時に起こり得る被害を軽減し、 P.328

総 事業 また、その後の迅速な都市復興が可能となる

〔都市計画課〕 ような災害に強い都市づくりを推進

16 拡 さいたま市既存建築物 634,004 地震防災対策強化のため、住宅や多数の者が P.375

総 耐震補強等助成事業 利用する建築物及び緊急輸送道路閉塞建築物

〔建築総務課〕 の耐震化に対する助成を引き続き実施

〔区分〕　新 … 新規事業　　拡 … 拡大事業　　継 … 継続事業 　　総 … 総合振興計画新実施計画事業
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(単位:千円)

No 区分 事業名 事業費 説明
概要掲載
ページ

17 継 下水道浸水対策事業 5,676,585 浸水被害の軽減を目的とした雨水幹線、貯留 P.395

総 〔下水道計画課〕 施設等のハード対策を引き続き実施するとと

もに、市民の自助及び共助の促進を目的とし

たソフト対策を充実

18 拡 消防団強化対策事業 16,795 消防団車庫の整備や無線機整備に伴う無線従 P.482

総 〔消防総務課・消防施 事者の養成を行うとともに、消防団員確保の P.483

設課〕 広報・啓発を実施

19 新 消防署所整備事業 6,300 (仮称)見沼区片柳地区消防署用地取得に伴う P.476

総 〔消防企画課〕 用地測量、鑑定及び物件調査業務

20 拡 指令センター庁舎整備 9,818 新消防緊急情報システム構築を目的とした、 P.483

総 事業 指令センター庁舎を整備

〔消防施設課〕

21 拡 自家用給油施設整備事 50,000 震災時等における活動用燃料確保を目的とし P.483

総 業 た自家用給油施設を市内2か所に整備

〔消防施設課〕

22 拡 非常用自家発電設備整 183,000 震災時等における消防施設の機能維持を目的 P.483

総 備事業 とした非常用自家発電設備の機能強化及び燃

〔消防施設課〕 料保管施設の整備

23 新 新消防緊急情報システ 11,000 新消防緊急情報システムを整備するため、基 P.481

総 ム整備事業 本設計を実施

〔指令課〕

24 拡 消防救急デジタル無線 902,772 消防救急デジタル無線の整備調達 P.481

総 整備事業

〔指令課〕

25 継 (小・中・高)学校体育 902,213 災害時に避難場所となる学校体育館の非構造 P.524

総 館避難場所機能整備事 部材の耐震化及びバリアフリー化を実施 P.529

業 P.541

〔学校施設課〕

〔区分〕　新 … 新規事業　　拡 … 拡大事業　　継 … 継続事業 　　総 … 総合振興計画新実施計画事業
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② 高齢者支援、子育て支援、教育の充実
(単位:千円)

No 区分 事業名 事業費 説明
概要掲載
ページ

26 継 さいたま新都心第８－ 66,209 さいたま赤十字病院と県立小児医療センター P.56

総 １Ａ街区整備促進事業 を核として、保育所・子育て支援センターな

〔企画調整課〕 どと一体的な整備を促進

27 継 シルバーポイント(介護 27,585 高齢者が行ったボランティア活動に対してポ P.217

ボランティア制度)事業 イントを付与し、奨励金を交付

〔高齢福祉課〕

28 継 アクティブチケット交 23,190 シルバーポイント(介護ボランティア制度)に P.174

付事業 より、一定程度社会参加をした高齢者及び75

〔高齢福祉課〕 歳以上の高齢者を対象として、市内の公共施

設等を無料又は低額で利用できるアクティブ

チケットを交付

29 拡 高齢者見守り事業 9,000 ｢見守り｣に取り組む地域の関係団体等に奨励 P.174

〔高齢福祉課〕 金を交付するなどの支援を実施

30 継 シルバーポイント(長寿 7,180 民間団体等が主催する高齢者サロンや健康サ P.176

応援ポイント)事業 ークルなどの参加者にポイントを付与し、翌

〔高齢福祉課〕 年度に奨励金を交付

31 拡 老人福祉施設整備費補 2,067,407 社会福祉法人等が整備する特別養護老人ホー P.181

総 助金交付事業 ム等に対し、その建設費の一部を助成

〔介護保険課〕

32 新 軽中等度難聴児補聴器 2,685 身体障害者手帳の交付対象とならない軽度・ P.159

購入費助成事業 中等度の難聴児に対し、健全な言語、社会性

〔障害福祉課〕 の発達を支援することを目的として、補聴器

購入費用を助成

33 拡 新生児マス・スクリー 48,112 新生児マス・スクリーニング検査にタンデム P.203

総 ニング検査事業 マス法を導入し、全19疾病の検査を年間を通

〔保健科学課〕 して実施

34 拡 子どもの社会参画推進 8,000 子どもの自己肯定感を育て、まちづくりへの P.232

総 事業 参画意識を醸成する子どもがつくるまち事業

〔子育て企画課〕 を拡大して実施

〔区分〕　新 … 新規事業　　拡 … 拡大事業　　継 … 継続事業 　　総 … 総合振興計画新実施計画事業
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(単位:千円)

No 区分 事業名 事業費 説明
概要掲載
ページ

35 拡 (仮称)さいたま市子ど 89,839 子ども・家庭をとりまく課題に総合的に取り P.239

総 も総合センター整備事 組み、子ども・家庭、地域の子育て機能を総

業 合的に支援する、さいたま市らしさを生かし

〔子育て企画課〕 た中核施設、(仮称)さいたま市子ども総合セ

ンターの基本設計等を実施

36 拡 母子家庭高等技能訓練 94,592 平成25年度から修学を開始した対象者に、高 P.233

総 促進費等支給事業 等技能訓練促進費相当額を市単独事業の生活

〔子育て支援課〕 支援給付金として支給

37 拡 子育て支援センター(単 152,538 1か所で開所日を週6日に拡大するとともに、 P.232

総 独型)事業 子育て支援拠点未整備地域2か所で定期的に出

〔子育て支援課〕 張ひろばを開催

38 拡 放課後児童健全育成施 66,885 民設クラブの開設を促進し、保育環境を整備 P.242

総 設整備事業 することにより、受入れ規模を拡大

〔青少年育成課〕

39 拡 保育所の新設整備事業 1,334,131 保育所待機児童の解消を図るため、保育需要 P.243

総 〔幼児政策課〕 の高い地域に認可保育所を整備

40 拡 民間保育所等運営事業 8,954,255 整備された認可保育所に対して、運営経費等 P.245

〔保育課〕 を支給

41 拡 ナーサリールーム・家 2,276,174 整備されたナーサリールーム・家庭保育室に P.246

総 庭保育室事業 対して、運営経費等を支給

〔保育課〕

42 拡 公立保育所完全給食実 24,750 現在実施している公立保育所の給食におい P.245

総 施事業 て、3歳児クラス以上の児童に主食を提供

〔保育課〕

43 新 子育てタウンフェスタ 3,849 ｢区制施行10周年記念事業｣として、乳幼児の P.408

☆ＫＩＴＡ実施事業 割合が高いといった区の特性を生かした子育

〔北区支援課〕 てに関するイベントを開催

〔区分〕　新 … 新規事業　　拡 … 拡大事業　　継 … 継続事業 　　総 … 総合振興計画新実施計画事業
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(単位:千円)

No 区分 事業名 事業費 説明
概要掲載
ページ

44 継 さいたま土曜チャレン 57,460 土曜日等に、学校の教室等を活用して、地域 P.506

総 ジスクール推進事業 の方々の参画を得て、希望する児童生徒の自

〔教育総務課〕 主的な学習(宿題・課題・ものづくり等)をサ

ポートし、学習意欲や基礎学力の向上、学習

習慣の定着を図る取組を実施

45 継 給食施設整備事業 2,579,595 学校給食センターから給食の提供を受けてい P.555

総 〔学校施設課〕 る学校に単独校調理場(給食室)を整備

46 新 学校施設リフレッシュ 7,000 小・中・高等学校及び特別支援学校の老朽化 P.507

総 計画作成事業 した校舎、体育館等の中長期的な大規模改修

〔学校施設課〕 及び改築計画を作成

47 新 市立高等学校特色ある 12,472 市立4高校それぞれが、高い志を持ち世界で活 P.519

総 学校づくり事業 躍する人材を育成するために、バラエティに

〔指導２課〕 富んだ質の高い教育を提供できる、特色のあ

る魅力的な学校づくりを実施

48 新 いじめ・自殺防止等子 19,341 悪質ないじめ問題等に適切・迅速に対応する P.518

総 どもサポート事業 ため、専門的な知識や経験を有する警察ＯＢ

〔指導２課〕 等を配置するとともに、自殺防止のため、ゲ

ートキーパーとして適切に対応できる知識・

スキルを身につけた教員を養成

49 拡 スクールカウンセラー 92,626 (1)教職員又は保護者への指導助言及び児童生 P.518

総 等活用事業 徒のカウンセリングを行うスクールカウンセ

〔指導２課〕 ラーを市立全中学校に配置

(2)緊急事案や悪質ないじめ等に迅速かつ的確

に対応するために、より経験豊富なスクール

カウンセラースーパーバイザーを各相談室に

新たに配置

50 新 若田宇宙飛行士顕彰事 10,000 平成25年12月から約6か月間の長期滞在が予定 P.553

業 されている若田光一宇宙飛行士に関する展

〔青少年宇宙科学館〕 示、打ち上げ応援や交信イベントなどの事業

を青少年宇宙科学館、宇宙劇場等で実施

〔区分〕　新 … 新規事業　　拡 … 拡大事業　　継 … 継続事業 　　総 … 総合振興計画新実施計画事業
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(単位:千円)

No 区分 事業名 事業費 説明
概要掲載
ページ

51 継 (仮称)内野地区公民館 390,543 ひまわり特別支援学校増築棟の建設計画に併 P.547

総 整備事業 せて、平成26年度の開館に向け、公民館を整

〔生涯学習総合センタ 備

ー〕

③ 健康増進、スポーツ振興
(単位:千円)

No 区分 事業名 事業費 説明
概要掲載
ページ

52 拡 スマートウェルネスシ 1,956 総合的な視点を持った健康づくりをまちづく P.53

ティ構想の研究 りの中核に据えた、新しい都市モデル｢スマー

〔企画調整課〕 トウェルネスシティ構想｣の研究及びモデル事

業を庁内横断的に実施

53 拡 ヘルスプラン２１普及 2,406 ヘルスプラン２１(第2次)に基づき、市民の健 P.195

総 啓発事業 康づくりを支援するため、講演会やウォーキ

〔健康増進課〕 ング講座、健康相談会を実施

54 継 さいたまシティマラソ 76,280 市民の自己実現と健康増進に対する意識向上 P.132

総 ン事業 に資するとともに、本市のＰＲの場として、

〔スポーツ振興課〕 市民に運営参加を促すシティマラソン(ハーフ

マラソン)を開催、また、フルマラソン化を検

討

55 継 多目的広場整備事業 23,942 未利用地を活用したスポーツもできる多目的 P.128

総 〔スポーツ振興課〕 広場を整備

56 継 子宮頸がん予防ワクチ 1,312,339 子宮頸がん予防ワクチン・ヒブワクチン・小 P.200

ン等接種事業 児用肺炎球菌ワクチン接種を実施

〔疾病予防対策課〕

57 新 国際自転車競技大会誘 150,000 世界的に有名な自転車レースを冠に付した国 P.315

総 致開催事業 際自転車競技大会を本市に誘致し、世界トッ

〔観光政策課〕 プレベルの選手参加の下、開催

58 拡 さいたマーチ事業 5,208 さいたまスポーツコミッションの自主事業と P.315

総 〔観光政策課〕 し、平成24年度に開始したウオーキング大会

を一部拡大しながら継続開催

〔区分〕　新 … 新規事業　　拡 … 拡大事業　　継 … 継続事業 　　総 … 総合振興計画新実施計画事業
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(単位:千円)

No 区分 事業名 事業費 説明
概要掲載
ページ

59 新 西区誕生10周年記念 2,626 西区の資源であるサイクリングロードを活か P.402

総 (仮称)西来るフェスタ
　　　　　　     サイ  ク   ル

し、自然環境に親しみながら健康づくりを目

〔西区コミュニティ 指す自転車イベントを開催

課〕

60 新 大宮区制10周年記念 1,332 ＮＡＣＫ５スタジアム大宮を会場に、大宮区 P.415

総 サッカーのまち大宮Ｐ 制10周年記念サッカーのまち大宮ＰＲ事業を

Ｒ事業 実施

〔大宮区コミュニティ

課〕

61 新 桜区区制施行10周年記 4,000 桜区区制施行10周年を記念し、区内の自然や P.437

総 念事業　桜区再発見 歴史・文化を再発見するためのウォーキング

ウォーキングフェスタ イベントの開催

〔桜区コミュニティ

課〕

62 新 魅力あるまちづくり支 1,000 区制施行10周年を記念し、南区内ＪＲ東日本 P.454

総 援事業(駅からハイキン 主要駅との協働で、区内外に南区の魅力を発

グ) 信する｢駅からハイキング｣を実施

〔南区コミュニティ

課〕

④ 地域経済の活性化
(単位:千円)

No 区分 事業名 事業費 説明
概要掲載
ページ

63 新 浦和美園・岩槻地域間 53,681 (1)(仮称)浦和美園インフォメーションセンタ P.53

総 成長発展事業 ーの設置・運営、まちづくり勉強会の開催

〔東部地域・鉄道戦略 等、浦和美園～岩槻地域成長プロデュース業

室〕 務を実施

(2)浦和美園～岩槻間快速バス運行事業を補助

(3)浦和美園～岩槻地域成長市民方策を補助

64 継 地下鉄７号線延伸促進 28,137 (1)大型集客施設を対象としたアンケート、鉄 P.52

総 事業 道サービスの向上、コスト縮減等、地下鉄７

〔東部地域・鉄道戦略 号線延伸線基本計画調査を実施

室〕 (2)浦和美園～岩槻地域移動実態調査を実施

(3)さいたま市地下鉄７号線延伸事業化推進期

成会に補助金を交付

〔区分〕　新 … 新規事業　　拡 … 拡大事業　　継 … 継続事業 　　総 … 総合振興計画新実施計画事業
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(単位:千円)

No 区分 事業名 事業費 説明
概要掲載
ページ

65 拡 さいたまの魅力発信事 7,600 さいたま市の魅力をＰＲするイベントを開催 P.58

業 する等シティセールスを実施

〔東京事務所〕

66 継 さいたまシティマラソ 76,280 市民の自己実現と健康増進に対する意識向上 P.132

総 ン事業【再掲】 に資するとともに、本市のＰＲの場として、

〔スポーツ振興課〕 市民に運営参加を促すシティマラソン(ハーフ

マラソン)を開催、また、フルマラソン化を検

討

67 新 新エネルギー政策推進 698,200 防災拠点施設のエネルギーセキュリティ強化 P.284

総 事業【再掲】 事業として、市立学校への太陽光発電設備及

〔地球温暖化対策課〕 び蓄電池設置、並びに設置に係るアドバイザ

リー業務を実施

68 拡 スマートホーム推進事 180,000 再生可能エネルギーの導入や省エネルギーを P.284

総 業【再掲】 図るための機器などを設置した市民に対し、

〔地球温暖化対策課〕 設置費用の一部補助を実施

69 継 環境未来都市推進事業 46,345 電気自動車(ＥＶ)普及施策｢Ｅ－ＫＩＺＵＮＡ P.287

総 【再掲】 Ｐｒｏｊｅｃｔ｣等の実施により、次世代自動

〔環境未来都市推進 車の普及を促進

課〕

70 新 次世代自動車・スマー 201,508 ｢暮らしやすく、活力のある都市として、継続 P.287

総 トエネルギー特区推進 的に成長する環境未来都市｣の実現を目指し、

事業【再掲】 ハイパーエネルギーステーション等の整備に

〔環境未来都市推進 向けた導入支援、スマートホーム・コミュニ

課〕 ティ推進に向けた調査・設計など、特区の重

点プロジェクトに係る取組を実施

71 拡 ＣＳＲ活動推進事業 12,822 ＣＳＲチャレンジ企業認証制度に基づく企業 P.307

総 〔経済政策課〕 認証及び認証企業に対する支援の充実並びに

認証制度の更なるＰＲを展開

〔区分〕　新 … 新規事業　　拡 … 拡大事業　　継 … 継続事業 　　総 … 総合振興計画新実施計画事業
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(単位:千円)

No 区分 事業名 事業費 説明
概要掲載
ページ

72 継 雇用ミスマッチ対策事 50,775 (1)企業に求められる人材の育成を目的とし P.298

総 業 て、ビジネス力習得や資格取得等との併用型

〔労働政策課〕 の就業体験を新たに実施

(2)市内中小企業と新規学卒者等とのマッチン

グ機会を創出するため、民間就職情報サイト

を活用した市独自の雇用支援を実施

73 継 中小企業支援事業 284,829 市内中小企業者の経営基盤強化、海外展開支 P.309

総 〔産業展開推進課〕 援、産学連携支援、創業者の育成等にかかる

支援事業を総合的に実施

74 継 中小企業資金融資事業 13,668,068 中小企業者及び創業者に対し、経営の安定及 P.310

総 〔産業展開推進課〕 び向上に必要な資金の融資をあっせん

75 新 低炭素型パーソナルモ 21,524 総合特区制度を活用し、低炭素型パーソナル P.311

総 ビリティ普及事業【再 モビリティの普及に向け、産学官民連携によ

掲】 る研究・開発支援を展開

〔産業展開推進課〕

76 継 産学官連携による技術 149,524 企業のニーズと大学のシーズをマッチングさ P.309

総 革新・新産業創出事業 せ、研究開発・新製品開発を支援

〔産業展開推進課〕

77 継 さいたま医療ものづく 16,582 医療機器関連分野への研究開発型ものづくり P.309

総 り都市構想推進事業 企業の新規参入・事業拡大に資する支援策を

〔産業展開推進課〕 展開

78 継 企業誘致等推進事業 324,820 財政基盤の強化、雇用機会の創出、地域経済 P.310

総 〔産業展開推進課〕 の活性化を目的として、戦略的な企業誘致活

動を展開

79 新 商店街活性化キャンペ 81,000 市内全域において商店街活性化キャンペーン P.313

ーン事業 事業を実施する、さいたま市商店会連合会を

〔商工振興課〕 支援

80 継 さいたまるしぇ事業 9,300 市内の｢食｣をテーマとしたイベントの開催や P.315

総 〔観光政策課〕 情報の配信等により、観光客の拡大と地域経

済の活性化を促進

〔区分〕　新 … 新規事業　　拡 … 拡大事業　　継 … 継続事業 　　総 … 総合振興計画新実施計画事業
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(単位:千円)

No 区分 事業名 事業費 説明
概要掲載
ページ

81 新 世界盆栽大会誘致事業 8,030 大宮盆栽を世界に発信し観光客誘致につなげ P.316

総 〔観光政策課〕 るため、平成29年度に開催が予定されている

世界盆栽大会の誘致活動を展開

82 継 盆栽ＪＡＰＡＮブラン 13,853 大宮盆栽を世界的ブランドとして確立し、海 P.315

総 ド化事業 外からの観光客や海外への販路の拡大を図る

〔観光政策課〕 ため、プロモーション活動等を実施

83 新 国際自転車競技大会誘 150,000 世界的に有名な自転車レースを冠に付した国 P.315

総 致開催事業【再掲】 際自転車競技大会を本市に誘致し、世界トッ

〔観光政策課〕 プレベルの選手参加の下、開催

84 継 スポーツコミッション 41,410 スポーツを通じた新たな観光客の拡大を図 P.315

推進事業 り、さいたま市の地域経済を活性化

〔観光政策課〕

85 新 ＭＩＣＥ推進方策基礎 5,000 戦略的なＭＩＣＥ推進を展開していくため、 P.316

調査事業 その方策などについて調査を実施

〔観光政策課〕

86 新 (仮称)政令指定都市移 41,000 政令指定都市移行10周年という節目の年を市 P.316

行10周年記念 民とともに祝い、従来の3会場での花火大会と

さいたま市花火大会 は別に、規模を拡大した花火大会を開催

〔観光政策課〕

87 新 区制10周年記念 10,000 江戸時代初期、徳川家康の鷹狩り行列を地域 P.467

総 (仮称)岩槻・城下町ま イベントと連携して開催

つり事業

〔岩槻区総務課〕

〔区分〕　新 … 新規事業　　拡 … 拡大事業　　継 … 継続事業 　　総 … 総合振興計画新実施計画事業
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（２）重点分野以外の主な施策

(単位:千円)

No 区分 事業名 事業費 説明 概要掲載
ページ

88 拡 総合振興計画策定事業 37,067 今後の都市づくりを総合的、計画的に進めて P.55

〔企画調整課〕 いくための指針となる総合振興計画次期基本

計画を策定するとともに、それに基づく次期

実施計画策定に向けた検討を実施

89 新 本庁舎整備審議会の開 5,947 本庁舎の整備に関し必要な事項を調査審議す P.53

総 催 る｢さいたま市本庁舎整備審議会｣を開催

〔企画調整課〕

90 拡 新情報センター整備事 356,394 情報システムによる市民サービスの継続性を P.57

業 確保するため、民間データセンターへの移行

〔情報システム課〕 と運用を開始

91 新 市史編さん事業 16,085 市史編さんの基本方針を策定するとともに、 P.78

〔総務課〕 未整理の状態で保有している歴史資料の整理

を実施

92 新 暴力団排除活動推進事 2,076 さいたま市暴力団排除条例の制定を契機に、 P.114

業 地域社会から暴力団を排除し、安心・安全な

〔交通防犯課〕 まちづくりを推進するため、暴力団排除活動

に関する街頭キャンペーン等の広報・啓発を

実施

93 継 自治会運営補助金交付 277,654 住みよい豊かな地域社会の形成に資すること P.115

事業 を目的として、自治会及び自治会連合会の運

〔コミュニティ推進 営に要する経費の一部を補助

課〕

94 継 自治会集会所整備事業 93,001 自治会活動の場を確保・充実させることを目 P.115

〔コミュニティ推進 的として、自治会集会所の新築及び増改築修

課〕 繕費用の一部を補助

〔区分〕　新 … 新規事業　　拡 … 拡大事業　　継 … 継続事業 　　総 … 総合振興計画新実施計画事業
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(単位:千円)

No 区分 事業名 事業費 説明
概要掲載
ページ

95 拡 コミュニティ助成事業 7,500 自治会活動の促進を目的として、新たに、集 P.115

〔コミュニティ推進 会所建設時における備品購入費用の一部を補

課〕 助

96 拡 (仮称)浦和美園駅東口 1,386,898 コミュニティセンター、図書館、教育相談 P.116

総 駅前複合公共施設整備 室、支所、拠点備蓄倉庫などからなる、複合

事業 公共施設を整備

〔コミュニティ推進

課〕

97 継 文化芸術都市創造計画 5,600 文化芸術都市創造条例に基づき、審議会や市 P.117

総 策定事業 民等の意見を踏まえながら、文化芸術都市創

〔文化振興課〕 造計画を策定

98 拡 障害者の権利の擁護等 5,772 ノーマライゼーション条例及び障害者の権利 P.157

総 に関する条例推進事業 擁護等について、市民に広く周知、啓発する

〔障害福祉課〕 ため、各種イベントや職員研修等を実施

99 継 交通バリアフリー推進 589,728 市内各駅の移動円滑化(バリアフリー化)を推 P.329

総 事業 進するため、北浦和駅等のエレベーター設置

〔都市交通課〕 工事及び南浦和駅等のエレベーター設置に向

けた詳細設計等を実施

100 継 緑の核づくり公園整備 1,388,792 都市公園の適正な配置・整備に向け、公園の P.343

総 事業 不足する地域を重点に、歩いていける範囲に

〔都市公園課〕 身近な公園整備を進めるとともに、公園内に

おけるドッグラン等の施設整備を検討

101 新 目指せ日本一！ サクラ 6,000 見沼田んぼをステージに日本一の桜並木を目 P.345

サク見沼田んぼプロジ 指し、周辺の桜の現況を把握するとともに、

ェクト推進事業 桜並木づくりに取り組むための調査を実施

〔みどり推進課〕

102 継 岩槻駅周辺地区まちづ 16,718 岩槻まちづくりマスタープランを基に、アク P.336

くり事業 ションプランの策定及び旧岩槻区役所敷地利

〔まちづくり総務課〕 用の検討を行い、城下町の歴史・文化が息づ

くふれあいのまちづくりを推進
〔区分〕　新 … 新規事業　　拡 … 拡大事業　　継 … 継続事業 　　総 … 総合振興計画新実施計画事業
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(単位:千円)

No 区分 事業名 事業費 説明
概要掲載
ページ

103 拡 与野本町駅周辺地区ま 7,326 地域資源と民間活力を活用した、安心安全で P.336

ちづくり事業 持続可能なまちづくりを進めるまちづくりマ

〔まちづくり総務課〕 スタープランの策定作業等を実施

104 拡 アートストリート整備 20,500 与野本町駅から彩の国さいたま芸術劇場への P.337

事業 主要なアクセスルートである｢たつみ通り｣を

〔与野まちづくり事務 整備

所〕

105 継 浦和駅西口南高砂地区 825,695 市街地再開発事業の推進、浦和駅東口駅前交 P.346

総 市街地再開発事業 通広場等の整備、都市計画道路浦和西口停車

〔浦和駅周辺まちづく 場線を整備

り事務所〕

106 拡 大門町２丁目中地区第 187,800 経済・商業機能を高める開発を推進するた P.341

総 一種市街地再開発事業 め、市街地再開発事業の組合設立及び事業認

〔大宮駅東口まちづく 可取得に向けた現況調査、建物調査、基本設

り事務所〕 計等を実施

107 継 氷川緑道西通線整備推 2,181,470 広域的な拠点性を持つまちにふさわしい交通 P.341

総 進事業 体系を形成するため、南区間における用地買

〔大宮駅東口まちづく 収及び一部の道路工事と、北区間における用

り事務所〕 地測量及び事業認可図書を作成

108 継 大宮駅東口公共施設再 7,113 ｢連鎖型まちづくり｣を推進するため、大宮区 P.341

総 編推進事業 役所跡地等、公共施設再編により生み出した

〔大宮駅東口まちづく 用地を活用した駅前開発の推進や、交通イン

り事務所〕 フラ等の強化に関する計画を検討

109 継 暮らしの道路整備事業 2,530,564 整備要望を受け、幅員4メートル未満の生活道 P.378

総 及びスマイルロード整 路の拡幅整備及び道路の排水能力の向上、舗 P.379

備事業 装の再整備など、道路環境の改善につながる

〔道路環境課〕 整備工事を実施　　　　　　　　　

〔区分〕　新 … 新規事業　　拡 … 拡大事業　　継 … 継続事業 　　総 … 総合振興計画新実施計画事業
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(単位:千円)

No 区分 事業名 事業費 説明
概要掲載
ページ

110 継 自転車通行環境整備事 59,450 自転車が安全で快適に通行できるとともに、 P.382

業 歩行者の安全性が高まるような自転車の利用

〔道路環境課〕 環境の整備を推進　　　　　　　　　　　　

111 継 市営住宅建替事業 368,584 市営住宅等長寿命化計画に基づき、老朽化し P.392

総 〔住宅課〕 た市営住宅5団地の計画的な建替えを実施

〔区分〕　新 … 新規事業　　拡 … 拡大事業　　継 … 継続事業 　　総 … 総合振興計画新実施計画事業
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⑦ しあわせ倍増に向けた創造的改革の実践

・自販機設置業者の公募(貸付料収入の拡大)
・区民課窓口(一部)業務の委託化
・図書館運営の見直し〈地区図書館の業務委託〉
・保育園用務業務等の委託化
・小学校給食調理業務の委託化
・一般廃棄物収集運搬業務の委託化

大宮地区のペットボトルと食品包装プラスチックの収集業務を

委託化
・指定管理者の公募の推進〈指定管理者制度の拡大〉
・総務管理業務の委託化
・うらわ美術館の受付・監視業務の委託化
・職員用パソコン広告掲載事業

職員用のパソコン画面を媒体とした広告掲載事業を実施
・提案型公共サービス公民連携制度の推進

市が行う事業を対象に、委託・民営化等の提案を募集する
「提案型公共サービス公民連携制度」を推進

◇ 催事情報システム事業
◇ 広告掲載による財源確保（各区役所庁舎等の有効活用など）
◇ 区ガイドマップ等作成事業／等

・コミュニティサイクルの推進
コミュニティサイクルシステムの導入にあたり、サイクル

ポート(貸出拠点)整備後の運用を民間事業者が実施

見える改革

市民目線による開かれた市政を実現するとともに、公開すべき情報を整備･発信し、市民と
情報共有を行ったうえで、ＰＰＰ(Public Private Partnership:公民連携)の推進など民間活
力を徹底活用し、市民や企業と行政との協働によって新しい公共を推進する。

本市の行財政改革の理念やこれまでの成果を踏まえ、職員の意識改革を着
実に進め、常によりよいさいたま市を目指す、挑戦的な組織を築き、市民目
線による行財政改革を積極的に推進

市政情報の見える化・新しい公共の推進

◇市政情報の整備・発信・共有による開かれた市政運営
・公債管理の一元化【新規】
事務の効率化を図るとともに、市全体の公債費の把握を容易にするために、
各会計で行っていた償還を、公債管理特別会計で一括実施

◇ＰＰＰの推進による市政運営
・(仮称)さいたま公民連携コミュニティの検討【新規】
市内企業を中心に公民連携の参画を促進するため、｢(仮称)さいたま
公民連携コミュニティ｣を検討

効果額

約 4億円

（３）行財政改革の取組

（ 054,930千円 ）
（ 029,659千円 ）
（ 030,408千円 ）
（ 016,048千円 ）
（ 032,585千円 ）
（ 033,044千円 ）

（ 085,837千円 ）
（ 009,200千円 ）
（ 001,675千円 ）
（ 000,490千円 ）

（ 015,349千円 ）

（ 033,000千円 ）/等

サイクルポート設置例

● 行財政改革の取組による、
平成25年度予算案における財政的効果額 約 125億円 歳入確保額 約014億円

歳出削減額 約111億円

効果額
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・職員定員管理の推進
・職員給与の見直し

◇公共施設マネジメント計画に基づく公共施設の有効活用
・公共施設マネジメントの推進【継続】

公共施設の複合化、機能集約などに向け、施設分野ごとのアクションプラ
ン(H26～32)を策定するほか、問題意識を市民と共有するための広報活動
を積極的に実施

◇知恵と工夫による生産性の高い行財政運営
・地域ポータルサイトの運用【新規】

さいたま市関連の情報をインターネット上に発信している個人・事業者の
ブログ情報を集めたポータルサイトを構築することで、さいたま市の魅力を
発見・発信する場を提供

・小型電子機器等リサイクル事業【新規】
レアメタル(希少金属)の国内循環に寄与するため、小型家電のリサイクルを
推進し、｢もえないごみ｣の減量を図るとともに、処理施設の管理費を軽減

◇職員の意識改革・人材育成
・一職員一改善提案制度【継続】
全ての職員が業務改善を身近に感じ、改善・改革が日常的に継続される
ような組織風土を確立するため、業務改善の強化月間の実施や庁内改善
事例発表会を開催、また、民間企業等との積極的なカイゼン交流を実施
・若手プロジェクトチームによる政策立案・実施【継続】
自主的な若手職員によるグループが積極的に活動しやすい環境を創り、
従来にない自由な発想による政策立案を実施
･コンプライアンス体制の強化【拡充】
市民に信頼される誠実な行政運営の実現を図るため、コンプライアンス
研修を拡充するほか、コンプライアンス徹底のためのマニュアル等の活
用により職員の意識を向上

効果額

約 13億円

効果額については、平成24年度当初予算と比較して算出。

職員一人ひとりが高い当事者意識を持ち、全員参加で、常により良いさいたま市を目指す
「挑戦的な組織」に転換し、日常的に改善・改革を行う組織文化を創造する。

（ 989,128千円 ）
（ 281,563千円 ）/等

・市税等の収納率向上
・国民健康保険税の収納率向上
・賠償責任保険の一本化

各所管課で加入していた賠償責任保険の一本化により、全庁的

に予算を統合、事務の負担を軽減
・補助事業等の見直し
・既存事務事業の聖域なき見直しによるコスト削減
・市債残高を見据えた普通建設事業費の平準化

（ 0,308,371千円 ）
（ 0,386,849千円 ）
（ 0,001,308千円 ）

（ 0,037,195千円 ）
（ 0,717,758千円 ）
（ 8,728,854千円 ）/等

民間企業での研修受講

「１円たりとも税金を無駄にしない」徹底的な無駄の削減を行うとともに、知恵と工夫を
凝らして選択と集中を行い、効果的かつ効率的な行財政運営を実現する。さらに庁内分権を
進め、自律的なマネジメントを行う。

行財政運営の自律・マネジメント
効果額

約 108億円

人の改革 職員の意識改革・組織文化の創造

生む改革

使用済携帯電話など

効果額

効果額
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（単位：千円）

平成２５年度 平成２４年度 比 較 対比(％)

447,520,000 430,930,000 16,590,000 3.8

国 民 健 康 保 険 事 業 119,840,000 112,235,000 7,605,000 6.8

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 18,889,000 17,926,000 963,000 5.4

介 護 保 険 事 業 67,343,000 63,445,000 3,898,000 6.1

母 子 寡 婦 福 祉 資 金 貸 付 事 業 44,000 64,000 △ 20,000 △ 31.3

食肉中央卸売市場及びと畜場事業 358,000 371,000 △ 13,000 △ 3.5

用 地 先 行 取 得 事 業 2,367,000 887,000 1,480,000 166.9

大 宮 駅 西 口 都 市 改 造 事 業 2,316,000 1,928,000 388,000 20.1

深 作 西 部 土 地 区 画 整 理 事 業 22,000 36,000 △ 14,000 △ 38.9

東 浦 和 第 二 土 地 区 画 整 理 事 業 1,791,000 1,738,000 53,000 3.0

浦和東部第一特定土地区画整理事業 1,987,000 2,094,000 △ 107,000 △ 5.1

南与野駅西口土地区画整理事業 754,000 563,000 191,000 33.9

指 扇 土 地 区 画 整 理 事 業 420,000 214,000 206,000 96.3

江 川 土 地 区 画 整 理 事 業 554,000 560,000 △ 6,000 △ 1.1

南 平 野 土 地 区 画 整 理 事 業 27,000 130,000 △ 103,000 △ 79.2

公 債 管 理 95,428,000 5,594,000 89,834,000 1605.9

計 312,140,000 207,785,000 104,355,000 50.2

水 道 事 業 44,488,891 44,005,580 483,311 1.1

病 院 事 業 15,461,693 14,740,683 721,010 4.9

下 水 道 事 業 47,600,135 48,210,218 △ 610,083 △ 1.3

計 107,550,719 106,956,481 594,238 0.6

867,210,719 745,671,481 121,539,238 16.3

(公債費一元化の影響を除いた合計) (799,367,719) (745,671,481) (53,696,238) (7.2)

合 計

会 計 名

一 般 会 計

特

別

会

計

企

業

会

計

２ 予算総括表

一般会計予算の規模としては、社会保障費等の増額により、前年度比3.8％増の予算となっ
ている。（主な増減内容はＰ.23）

＜特別会計主な増額要因＞
① 国民健康保険事業特別会計 一般被保険者療養給付費等の増
② 介護保険事業特別会計 保険給付費等の増

③ 公債管理特別会計 公債費・借換債の一元化に伴う増
市場公募地方債元金償還発生に伴う増

＜企業会計主な増減要因＞
① 病院事業会計 建設改良工事費等の増
② 下水道事業会計 下水道汚水事業等の減
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（１）歳入
平成２５年度 平成２４年度 比 較 対比(％) 構成比(％)

1 市 税 218,629,237 215,025,128 3,604,109 1.7 48.9

2 地 方 譲 与 税 3,132,001 2,958,001 174,000 5.9 0.7

3 利 子 割 交 付 金 443,000 494,000 △ 51,000 △ 10.3 0.1

4 配 当 割 交 付 金 318,000 364,000 △ 46,000 △ 12.6 0.1

5 株式等譲渡所得割交付金 95,000 112,000 △ 17,000 △ 15.2 0.0

6 地 方 消 費 税 交 付 金 10,793,000 10,422,000 371,000 3.6 2.4

7 ゴルフ場利用税交付金 61,000 70,000 △ 9,000 △ 12.9 0.0

8 特別地方消費税交付金 1 1 0 0.0 0.0

9 自動車取得税交付金 1,273,001 1,263,001 10,000 0.8 0.3

10 軽 油 引 取 税 交 付 金 6,048,001 6,001,001 47,000 0.8 1.4

11 地 方 特 例 交 付 金 976,000 1,000,000 △ 24,000 △ 2.4 0.2

12 地 方 交 付 税 7,791,000 7,245,000 546,000 7.5 1.7

13 交通安全対策特別交付金 422,000 405,000 17,000 4.2 0.1

14 分 担 金 及 び 負 担 金 4,181,348 3,967,161 214,187 5.4 0.9

15 使 用 料 及 び 手 数 料 6,220,020 6,355,580 △ 135,560 △ 2.1 1.4

16 国 庫 支 出 金 72,332,822 64,927,272 7,405,550 11.4 16.2

17 県 支 出 金 15,257,356 15,374,395 △ 117,039 △ 0.8 3.4

18 財 産 収 入 1,314,566 1,356,537 △ 41,971 △ 3.1 0.3

19 寄 附 金 224,261 24,261 200,000 824.4 0.0

20 繰 入 金 8,462,656 10,084,102 △ 1,621,446 △ 16.1 1.9

21 繰 越 金 1 1 0 0.0 0.0

22 諸 収 入 30,563,029 30,310,559 252,470 0.8 6.8

23 市 債 58,982,700 53,171,000 5,811,700 10.9 13.2

447,520,000 430,930,000 16,590,000 3.8 100.0

（単位：千円）

款

歳 入 合 計

３ 一般会計予算

市税は、個人市民税における納税義務者数の増加及び固定資産税における家屋の新増築等に
より増収が見込まれる。（詳細はＰ.24）

歳入の占める割合は、大きいものから順に、市税、国庫支出金、市債となっている。
【増の主なもの】

国庫支出金 循環型社会形成推進交付金（31億円増）、生活保護費負担金（14億円増）

市債 清掃施設整備事業債（25億円増）
【減の主なもの】

繰入金 財政調整基金繰入金（10億円減）
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＜市税の内訳＞ （単位：千円）

平成２５年度 平成２４年度 比　較 対比(％) 構成比(％)

個 人 88,608,000 87,181,000 1,427,000 1.6 40.5

法 人 21,619,000 21,787,000 △ 168,000 △ 0.8 9.9

計 110,227,000 108,968,000 1,259,000 1.2 50.4

土 地 37,020,000 36,964,000 56,000 0.2 16.9

家 屋 31,395,000 30,284,000 1,111,000 3.7 14.4

償 却 8,743,000 8,961,000 △ 218,000 △ 2.4 4.0

交付金 862,000 806,000 56,000 6.9 0.4

計 78,020,000 77,015,000 1,005,000 1.3 35.7

862,000 836,000 26,000 3.1 0.4

8,335,001 7,354,001 981,000 13.3 3.8

2 2 0 0.0 0.0

1,234 1,125 109 9.7 0.0

4,331,000 4,197,000 134,000 3.2 2.0

土 地 10,330,000 10,359,000 △ 29,000 △ 0.3 4.7

家 屋 6,523,000 6,295,000 228,000 3.6 3.0

計 16,853,000 16,654,000 199,000 1.2 7.7

218,629,237 215,025,128 3,604,109 1.7 100.0

＜市税の推移＞

都市計画税

固定資産税

市税　合計

区分

特 別 土 地 保 有 税

入 湯 税

事 業 所 税

軽 自 動 車 税

市 た ば こ 税

市 民 税

1,143
（52.6)

1,102
(50.4)

1,090
(50.7)

1,072
(49.4)

1,049
(49.1)

1,138
(51.5)

1,162
(52.6)998

(50.1)

753
(34.6)

780
(35.7)

770
(35.8)

802
(36.9)

794
(37.2)

788
(35.7)

768
(34.7)

724
(36.4)

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

１８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

市民税

固定資産税

軽自動車税
市たばこ税
事業所税
都市計画税
ほか

(億円)

296
(13.7)

304
(13.9)

268
(13.5)

278
(12.8)

282
(12.7)

284
(12.8)

2,136
(49.8)

1,990
(55.0)

2,186
(49.0)

2,174
(57.5)

2,210
(56.5)

2,212
(56.7)

市税総額

税 源
移 譲

グラフの( )
内は構成比

2,170
(49.2)

293
(13.7)

290
(13.5)

2,150
(49.9)
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（２）歳出（目的別）

平成２５年度 平成２４年度 比 較 対比（％） 構成比（％）

1 議 会 費 1,733,131 1,614,518 118,613 7.3 0.4

2 総 務 費 43,595,219 39,788,333 3,806,886 9.6 9.8

3 民 生 費 158,766,952 154,515,820 4,251,132 2.8 35.5

4 衛 生 費 44,370,499 38,706,539 5,663,960 14.6 9.9

5 労 働 費 514,769 597,759 △ 82,990 △ 13.9 0.1

6 農 林 水 産 業 費 1,286,156 1,329,397 △ 43,241 △ 3.3 0.3

7 商 工 費 16,165,653 15,854,497 311,156 2.0 3.6

8 土 木 費 81,052,824 80,774,387 278,437 0.3 18.1

9 消 防 費 15,707,005 14,551,887 1,155,118 7.9 3.5

10 教 育 費 36,402,480 36,004,986 397,494 1.1 8.1

11 災 害 復 旧 費 5 5 0 0.0 0.0

12 公 債 費 47,725,307 46,991,872 733,435 1.6 10.7

13 予 備 費 200,000 200,000 0 0.0 0.0

447,520,000 430,930,000 16,590,000 3.8 100.0

（単位：千円）

款

歳 出 合 計

【増の主なもの】

総務費 (仮称)浦和美園駅東口駅前複合公共施設整備事業（13億円増）

民生費 自立支援給付等事業（24億円増）、生活保護事業（21億円増）

衛生費 新クリーンセンター整備事業（56億円増）

土木費 氷川緑道西通線整備事業（18億円増）
消防費 消防救急デジタル無線整備事業（9億円増）

【減の主なもの】
民生費 (仮称)大宮駅西口第四地区複合施設整備事業（13億円減）
土木費 鉄道高架推進事業（22億円減）

※目的別とは、歳出の内訳を行政目的別（総務、民生、土木など）によって分類したものです。
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（３）歳出（性質別）
平成２５年度 平成２４年度 比 較 対比（％） 構成比（％）

222,143,230 211,004,615 11,138,615 5.3 49.7

人 件 費 74,694,715 75,062,412 △ 367,697 △ 0.5 16.7

扶 助 費 99,761,905 94,506,273 5,255,632 5.6 22.3

公 債 費 47,686,610 41,435,930 6,250,680 15.1 10.7

67,967,512 66,338,850 1,628,662 2.5 15.2

72,141,734 64,804,457 7,337,277 11.3 16.1

補 助 事 業 36,223,819 27,011,903 9,211,916 34.1 8.1

単 独 事 業 35,517,915 37,392,554 △ 1,874,639 △ 5.0 7.9

国直轄事業負担金 400,000 400,000 0 0.0 0.1

5 5 0 0.0 0.0

6,576,445 6,939,259 △ 362,814 △ 5.2 1.5

22,154,841 21,930,944 223,897 1.0 4.9

2,280,692 733,948 1,546,744 210.7 0.5

923,751 876,731 47,020 5.4 0.2

22,919,162 23,100,333 △ 181,171 △ 0.8 5.1

30,212,628 35,000,858 △ 4,788,230 △ 13.7 6.8

200,000 200,000 0 0.0 0.0

447,520,000 430,930,000 16,590,000 3.8 100.0

（単位：千円）

区 分

普 通 建 設 事 業 費

物 件 費

義 務 的 経 費

災 害 復 旧 事 業 費

歳 出 合 計

繰 出 金

予 備 費

貸 付 金

積 立 金

投 資 及 び 出 資 金

維 持 補 修 費

補 助 費 等

【増の主なもの】
扶助費 自立支援給付等事業（24億円増）、生活保護事業（21億円増）
公債費 公債管理特別会計繰出金（56億円増）
物件費 障害者福祉執行管理事業（4億円増）

普通建設事業費 新クリーンセンター整備事業（55億円増）
氷川緑道西通線整備事業（18億円増）

【減の主なもの】
普通建設事業費 鉄道高架推進事業（22億円減）
繰出金 公債管理特別会計繰出金（56億円減）

※性質別とは、予算の節の区分を基準とし、市の経費を性質(人件費、物件費など)によって分類した

ものです。
※これまで各会計で行っていた償還を公債管理特別会計で一元管理することに伴い、繰出金としてい

た減債基金積立金等の相当分について、平成25年度から公債費として分類しています。
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４ 各局・区運営方針(案)及び事業の概要 

予算編成過程の公表 

凡     例 

１ 各局・区運営方針(案) 

  ｢各局・区運営方針(案)｣は、平成25年度における各局・区の事業展開の方向性

を示したものです。各局・区はこの方針に基づき、自らが創意工夫をし、効率的･

効果的な事業の推進と市政運営の透明性に努めます。 

２ 事業の概要 

① 予算書に掲載している事務事業について、事業の概要を掲載しています。 

 ② 原則として、すべての事務事業を掲載していますが、次の事業については、

まとめて掲載しています。 

   ・ 職員人件費・・・・Ｐ.592に全会計の職員人件費を一覧にして掲載 

   ・ 特別会計及び企業会計・・・・会計ごとに１つの概要を掲載 

 ③ 掲載順 

   局・区ごとに、予算書に掲載している事務事業・会計の順で掲載しています。

  ※ 平成 24 年度当初予算額は、組織改正等による事業移管により、平成 24 年度

の予算書と異なっている場合があります。 
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市長公室　平成２５年度　局運営方針（案）
１．主な現状と課題

市民意識が成熟し、市民の行政ニーズが複雑・多様化する中、情報発信・受信
による市民との良好な関係づくりは、重要性を増しており、施策に対する市民の
関心を高め、市民の理解・共感を得ることは、施策展開の円滑化と効率化のため
に不可欠となっています。
また、キャッチフレーズ「のびのびシティ さいたま市」を市内外に発信して、

都市イメージを育て定着させて、市の魅力をアピールすることが求められていま
す。
さらに、市民ニーズの多様化が進む中、市に寄せられる市民の声を一元管理し

て、市政への反映を図るとともに、市民の声の反映結果を分かりやすく市民に伝
えることが求められています。

（１）市民は、より多くの情報提供を期待し、効果的な媒体を求めています。

　　　［市役所からの情報伝達度］（％）　全体1262s

＊ 平成21年7月実施「市民Webアンケート調査」（さいたま市民1262s）。

36.5

26.1

35.4

34.8

38.0

51.5

61.1

69.1

59.8

64.0

60.8

47.8 0 .6

1 .1

1 .2

4 .8

4 .8

2 .5

0% 50% 100%

全体(1262)

【年齢】

20代(249)

30代(336)

40代(250)

50代(268)

60代(159)

伝わっている 伝わっていない 無回答

（２） 市民の感じる市の魅力と首都圏・北関東におけるさいたま市のイ
メージは、いずれも「日常生活や交通上の利便性」が上位であり、
「のびのびシティ さいたま市」に沿った都市イメージの形成と確
立が必要です。
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　　　［首都圏・北関東におけるさいたま市のイメージ］（％）　全体 700s

＊ 平成24年6月実施「首都圏・北関東都市イメージに関する調査」（Web調査）
東京都200ｓ、千葉県100ｓ、埼玉県100ｓ、神奈川県100ｓ、栃木県100ｓ、群馬県100ｓ

38.0

32.0

24.4

22.3

21.3

21.1

11.0

10.4

9.7

8.1

7.7

7.3

6.4

5.3

4.9

4.9

1.7

22.4

0 10 20 30 40 50

生活するのに便利なまち

交通の便がよいまち

関東の主要都市

スポーツの盛んなまち

コンサートや舞台などのエンターテインメントを楽しむまち

自然に触れられるまち

文化や芸術に触れられるまち

買物が楽しいまち

歴史や伝統が感じられるまち

子育てしやすいまち

景色やまちなみが美しいまち

ビジネスのまち

最新の情報に触れられるまち

行政の取組みが活発なまち

高齢者が暮らしやすいまち

若者が多いまち

その他

特に何も思い浮かばない

　　　［市民の感じるさいたま市の魅力］（％）　全体2783s

＊ 平成24年6月実施「さいたま市民意識調査」（さいたま市民2783s）。

62.3

58.6

50.2

47.9

46.3

33.8

30.0

21.1

18.0

16.4

12.6

10.2

4.5

4.2

2.6

1.9

0 20 40 60 80

都心（東京）に近い

交通の便がよい

買い物など生活に便利

都会と田舎が融合している

住みやすい

サッカーなどスポーツが盛ん

自然が豊富

素朴で落ち着いている

発展し続けている

コンサートやイベントが多い

文化施設が多い

活気がある

有名な観光スポットがある

特にない

その他

無回答

- 29 -



平成23年度に寄せられた市民の声
事業名 件数

わたしの提案 2,406件
要望書等 723件
コールセンター 65,090件
タウンミーティング 654件
各所管に直接寄せられた市民の声 不明

上記のうち、わたしの提案で、市民意見の一部又は全部が反映された件数

801件（33.3％）

（３）わたしの提案をはじめ様々な機会を通じ、市民の声が寄せられてい
ます。
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２．基本方針・施策体系別主要事業

（１）多様な情報発信媒体を活用します。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

No 区分 事業名 25年度 24年度 説明

1 拡 地域ポータルサイトの 5,139 278 さいたま市関連の情報をインターネット上に

運用 (5,139) (278) 発信している個人・事業者のブログ情報を集

〔広報課〕 めたポータルサイトの作成・運用

2 ホームページの運用 2,826 4,883 ホームページを通して市の情報等の発信を行

〔広報課〕 (2,826) (4,883) う

3 市報さいたまの発行 150,742 160,566 市の施策や行事等の市政情報を掲載する広報

〔広報課〕 (150,742) (160,566) 紙を編集し、毎月１日に発行して、全世帯に

配布

4 テレビ広報番組の制作 33,410 31,793 テレビ広報番組｢のびのびシティさいたま市｣

〔広報課〕 (33,410) (31,793) 等を制作し、テレビ埼玉で放送するともに、

過去放送分をインターネットで映像配信

（２）都市イメージを市民・職員に共有の資産・資源として育てます。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

No 区分 事業名 25年度 24年度 説明

5 ｢のびのびシティさいた 2,855 2,500 市民が誇りの持てるまちづくりを進めていく

たま市｣の市内外への情 (2,855) (2,500) ため、｢のびのびシティさいたま市｣のコンセ

報発信 プトに沿った画像の募集

〔広報課〕

6 新 情報発信の活性化 1,300 0 (仮称)情報発信アドバイザー(非常勤職員)を

〔広報課〕 (1,300) (0) 設置し、広報に関する助言・指導等を各所管

課に行い、方向性の統一した情報発信を行う

ことで、都市イメージを形成

　情報発信を効率的・効果的に行い、市の施策や事業に対する市民の関心を高め、市民の
理解・共感を得るとともに都市イメージを育て定着させて、その魅力をアピールしていき
ます。

　情報発信を効率的・効果的に行い、市の施策や事業に対する市民の関心を高め、市民の
理解・共感を得るとともに都市イメージを育て定着させて、その魅力をアピールしていき
ます。

〔区分〕　新 … 新規事業　　拡 … 拡大事業 　　総 … 総合振興計画新実施計画事業　　防 … 防災、環境・エネルギー対策
            子 … 高齢者支援、子育て支援、教育の充実　　健 … 健康増進、スポーツ振興　　活 … 地域経済の活性化
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（３）市民の声の市政への反映を進めます。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

No 区分 事業名 25年度 24年度 説明

7 タウンミーティングの 779 779 市長と市民が直接対話する機会として開催

開催 (779) (779)

〔広聴課〕

8 市民の声データベース 26,343 53,569 コールセンターを含む市民の声を集約して市

の運用 (26,343) (53,569) 政への反映を図るデータベースの運用

〔広聴課〕

9 拡 コールセンター運営業 104,090 36,839 本庁及び各区の代表電話とコールセンターを

務 (104,090) (36,839) 順次統合し、電話問合せ窓口の一本化を実現

〔広聴課〕 したコールセンター運営業務

３．行財政改革への取組

(１)　民間事業者との協働による事業の推進

　　①　催事情報システム事業を提案型公共サービス公民連携制度事業とすることで、コスト

　　　削減を図るとともに、企業広告の掲出による地域経済の活性化を図ります。〔広報課〕

(２)　コールセンター等電話問合せ窓口の再構築

　　①　代表電話に入る電話をコールセンターに転送し、コールセンターにおいて問合せ対応

　　　を行うように、電話問合せ窓口を段階的に再構築します。

　　　　平成25年度より、本庁舎および各区役所の代表電話を、順次コールセンターに統合し

　　　ます。〔広聴課〕

(３)　既存事業の見直しによるコスト削減の取組

千円

　　①　市民意識調査（インターネット市民意識調査も含む）については、これまでの実績を

　　　勘案し、委託料の見直しを行いました。〔広聴課〕（478千円）

既存事業の見直しによるコスト削減額 2,673

〔区分〕　新 … 新規事業　　拡 … 拡大事業 　　総 … 総合振興計画新実施計画事業　　防 … 防災、環境・エネルギー対策
            子 … 高齢者支援、子育て支援、教育の充実　　健 … 健康増進、スポーツ振興　　活 … 地域経済の活性化
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

75 2款 1項 1目 22款

-

＜主な事業＞

１　秘書事務事業 ３　定例記者会見インターネット動画配信

　市長・副市長のトップマネジメントをサポートし、随 　市長の記者会見について広く市民などの視聴に供する

行業務及び日程管理等を効率的に行なうとともに、意思 ため、インターネットによるライブ中継及び録画配信を

表明に必要な情報を適切に管理する。 行う。

２　表彰事業

　条例・規則等に基づき、市政の伸展に尽力いただいた

方に対して表彰を行う。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

79 2款 1項 6目 22款

-

＜主な事業＞

１　市報さいたまの発行 ４　地域ポータルサイトの運用

　市の施策や行事、魅力等の市政情報を掲載する広報紙 　市民や事業者がブログでさいたま市の魅力を発信でき

を編集し、毎月1日に発行して、全世帯に配布する。 るポータルサイトを開設し、新たな魅力の創出や市民の

さいたま市に対する愛着や誇りを醸成していく。

２　テレビ広報番組の制作

　テレビ広報番組｢のびのびシティさいたま市｣等を制作 ５　都市イメージキャッチフレーズの周知

し、テレビ埼玉で放映するとともに、過去放送分をイン 　都市イメージキャッチフレーズ｢のびのびシティさい

ターネットで映像配信する。 たま市｣を市内外に周知し、市の魅力や認知度を高めて

いくことで、都市イメージを形成する。

３　情報発信の活性化

　(仮称)情報発信アドバイザーを設置し、広報に関する

指導・助言等を行い、全庁的な情報発信を活性化する。

13,550諸収入

増減 △ 6,733 

　広報紙｢市報さいたま｣、公式ホームページ、テレビ広報番組をはじめとした
様々な広報媒体や手法を活用し、市民が必要とする情報を迅速かつ正確に発信し
ます。また、｢さいたま市ＰＲマスタープラン｣に基づき、戦略的な広報活動を行
い、施策や事業に対する市民の関心を高め、市民の理解・共感を得るとともに、
都市イメージの形成と確立に取り組みます。

市長公室/広報課

総務費 総務管理費

＜事業の目的・内容＞

広報広聴費予算書Ｐ.

広報事業

局/部/課

229,287前年度予算額

150,742

＜事業の目的・内容＞

一般管理費

事務事業名

事務事業名

局/部/課

予算書Ｐ. 総務費

　市長・副市長の日程の調整を中心とした秘書業務を行います。
　市政の振興発展に尽力され、功績のあった方々を称え顕彰します。
　芸術又はスポーツの分野において、顕著な功績のあった方々を表彰します。

秘書事務事業

市長公室/秘書課

37,171前年度予算額

222,554

26,156予算額

諸収入

増減

26,136

20

一般財源

総務管理費

209,004一般財源

△ 11,015 

予算額

3,534

16,981

1,300

5,139

5,641

33,410
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

79 2款 1項 6目 -

＜主な事業＞

１　ＮＨＫ大型公開番組

　地域の文化振興を図るとともに、公共放送を通じて、

さいたま市をアピールするため、全国放送の大型公開番

組を大宮ソニックシティ大ホールで開催する。

２　ＮＨＫ全国学校音楽コンクール

　合唱を通して児童・生徒の健全な成長と豊かな感性を

育てるため、全国学校音楽コンクール埼玉県コンクール

及び関東甲信越ブロックコンクールを大宮ソニックシテ

ィ大ホールで開催する。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

79 2款 1項 6目 -

＜主な事業＞

１　市民の声データベースの運用 ３　市長への提案制度の実施 351

　市民の声データベースに市民の声を集約・共有し、市 　公共施設等に配置した専用封筒、ＦＡＸ及び電子メー

政への反映を図る。 ルにより市民から市政に対する建設的な意見を聴取し、

　・平成25年度　運用・保守 市政への市民意見の反映を図る。

　・平成26年度　市民の声の処理の進捗の公開

４　市民意識調査の実施

２　タウンミーティングの開催 779 　市政に関する市民意識を把握し、施策の立案・実施等

　市長と市民が直接対話する機会としてタウンミーティ に活用するため、郵送及びインターネットによるアンケ

ングを開催する。 ート調査を行う。

増減 1,260 

△ 27,628 

2,680

2,680

　広く市民の声を聴取し、市民参加の市政を推進するために、市長への提案制
度、タウンミーティング、市民意識調査などの広聴事業を行います。
　また、寄せられた市民の声を集約し、市政に反映する仕組みを整備します。

事務事業名

総務費 総務管理費

広聴事業

　地域の文化振興と市民福祉の向上を図るとともに、市内外に向けて本市をア
ピールするため、ＮＨＫさいたま放送局及び埼玉県産業文化センターとの共催に
より、大型公開番組や学校音楽コンクールを開催します。

局/部/課

事務事業名 ＮＨＫ大型公開番組等開催事業

＜事業の目的・内容＞

広報広聴費

＜事業の目的・内容＞

局/部/課 市長公室/広報課

予算額

予算書Ｐ. 一般財源

一般財源 33,433予算書Ｐ.

市長公室/広聴課

総務費 総務管理費 広報広聴費

前年度予算額 61,061

増減

33,433

1,420前年度予算額

1,260

1,420

予算額

26,343

5,678
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

79 2款 1項 6目 -

＜主な事業＞

１　パブリック･コメント委員会の開催 66

　制度要綱に基づき実施機関が行う一連の手続の要否に

ついて意見を聴取する。

２　制度の周知 196

　制度に対する市民の関心を高めるための広報を行うと

ともに、意見を提出しやすくするための専用封筒を作成

・配置する。

３　職員研修の実施

　制度に対する職員の理解を深めるための研修を実施す

る。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

79 2款 1項 6目 -

＜主な事業＞

１　コールセンターの運営 ２　コールセンターの周知

　本庁及び区代表電話を含めた市民からの電話、ＦＡＸ 　市民周知のためのチラシ等を作成・配置する。

及び電子メールによる問合せ等に対する回答やイベント

等の予約受付業務について、専門のオペレーターが応対

するコールセンターを運営する。

　【開設時間等】

年中無休

電話　　8時～21時受付・対応

ＦＡＸ・電子メール　　24時間受付

　　　　　　　　　(対応は、8時～21時)

増減 67,251 

増減 0 

262

262

局/部/課 市長公室/広聴課

局/部/課

＜事業の目的・内容＞

　本庁及び区代表電話を含めた市民からの問合せ等に対して1つの窓口で迅速かつ
責任ある対応を行うとともに、市政への要望等を的確に把握し、市民サービスの
向上を図ることを目的としたコールセンターを運営します。

事務事業名 コールセンター運営事業

予算書Ｐ. 総務費 総務管理費 広報広聴費

＜事業の目的・内容＞

パブリックコメント事業事務事業名

予算書Ｐ. 総務費 総務管理費 広報広聴費

　パブリック・コメント制度要綱の適正な運用を図るため、実施機関の一連の手
続に対する進行管理とパブリック・コメント委員会を開催するなどの支援を行い
ます。

市長公室/広聴課

前年度予算額

36,839

104,090予算額

予算額 262

一般財源

一般財源 104,090

103,751 309

前年度予算額

- 35 -



行財政改革推進本部　平成２５年度　局運営方針（案）
１．主な現状と課題

本市では、近年の社会経済情勢の変化や今後の社会構造の大転換に的確に対応
し、生産性の高い都市経営を実現するため、平成22年度に「さいたま市行財政改
革推進プラン２０１０」（計画期間：平成22～24年度）を策定し、これまで行財
政改革に積極的に取り組んできました。
平成25年度以降も、これまでの成果を踏まえ、行財政改革を継続的に推進して

いく必要があります。

（１）「さいたま市行財政改革推進プラン２０１０」では、市民の目線からど
の程度行財政改革が進展しているかを測る「市民目線改革度」を成果指標
として掲げていますが、「改革に対する評価」「職員に対するイメージ」
が低い結果となっています。
行財政改革をはじめとした行政の取組については、実施すればよいので

はなく、行政サービスを市民生活の向上にいかに結びつけ、市民にしあわ
せを実感していただけるかが重要です。これまで以上に「市民目線」を意
識し、行財政改革に取り組む必要があります。

0%

20%

40%

60%

80%

100%

参考

59%

H21
実績

69%

21%
31%

40%

70%

20%
30%

44%

H24目標 70% H24目標 70% H24目標 70%

H24目標 50%

市民満足度 改革に対する
評価

職員に対する
イメージ

市民協働度

H22実績
（H23調査）

H23実績
(H24調査)

H23達成率：
43%

H23達成率：
100%

H23達成率：
88%

H23達成率：
29%

※市民満足度：「今の生活に満足しているかどうか」という
問に対し、「満足している」「どちらかといえば満足してい
る」という回答を合わせた割合
※改革に対する評価：「市役所の改革は進んでいると思う
か」の問に対し、「そう思う」「どちらかといえばそう思う」を
合わせた割合
※職員に対するイメージ：「市役所の職員は市民目線に
立って誠実に業務をしていると思うか」の問に対し、「そう
思う」「どちらかといえばそう思う」を合わせた割合
※市民協働度：「住まいの地域で行われている活動（地縁
的な活動、市民活動等）への参加意向」の問に対し、「現
在参加している」の割合
※市民満足度を除く３つの項目は平成22年度からの新た
な調査項目

（２）職員の意識改革や組織文化醸成の進展度を図る成果指標として掲げた
「職員意識改革度」では、「改革・改善風土」「働きがい」とも、前年度
と比較してほぼ横ばいであることから、今後は、民間企業や他都市の事例
を学ぶなど、さらなる改革・改善への意欲や働きがいにつながるような、
職員のモチベーション・アップに向けた工夫に力を入れていく必要があり
ます。

市民目線改革度（市民意識調査結果より）

71% 73%73% 73%

参考

67%

H21
実績

参考

70%

H21
実績

0%

20%

40%

60%

80%

100%

　　　　改革・改善風土 　　　　　働きがい

H22実績
（H23調査）

H23実績
(H24調査)

H23達成率：
91%
111

H23達成率：
91%

H24目標 80% H24目標 80%

※改革・改善風土：「現状に満足することなく、常に仕事の
やり方を見直すなど改革・改善の風土が職場にあると思う
か」の問に対し、「思う」「少し思う」を合わせた割合
※働きがい：「現在の職場に『働きがい』を感じているか」の
問に対し、「強く感じている」「感じている」という回答を合わ
せた割合

職員意識改革度（職員意識調査結果より）
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全体目標

個別方針

各局による
検討・検証
（取組方針）

個別方針

取組方針

全体目標

H26（2014）～H32（2020）

全
体
方
針

（マ
ク
ロ
）

分
野
別
方
針

（ミ
ク
ロ
）

※建築物保全計画
策定指針

分
野
横
断
的
調
整

調整・
見直し

分野別
ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝ

H24（2012）・H25（2013）
第１期 （H24（2012）～H32（2020））計画策定

（H22～23）
第2期

（H33～42）
第3期

（H43～52）
第4期

（H53～62）

公共施設
マネジメント計画

公共施設
マネジメント計画

（第1次ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝ）
第2次

ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝ
第3次

ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝ

第4次
ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝ

※計画のローリング

概ね10年ごとに計画の見直しを
行う他、歳入減や扶助費等の増、
制度変更など、試算の前提条件
に変更が生じた場合には、試
算・目標設定をし直し、計画を見
直す。

（３）本市の公共施設の多くは、昭和45年から56年頃に整備されており、建物
の老朽化が進行しています。今後は大規模改修や建替え等による大幅な経
費の増加が予想されるため、「さいたま市公共施設マネジメント計画」を
踏まえた施設分野ごとのアクションプラン（平成26～32年度）を策定し、
このプランに基づく取組を速やかに行う必要があります。
また、公共施設マネジメントの取組については、市民の理解と協力が不

可欠であるため、市民と情報・問題意識を共有し、合意形成を図りながら
推進する必要があります。

（４）今後、市税収入の大幅な増加が見込めない一方で、多様化、複雑化する
行政課題に対応する必要があることから、「官」と「民」が役割を分担し
ながら、公民連携の下で公共サービスを提供していくことが求められます。

【本市における民間の活力を生かす取組の例】

○ 指定管理者
制度を活用
する施設数
の推移

○ 市有財産や
市の発行物
への広告掲
載による収
入の推移

公共施設マネジメント計画の計画期間

2,246 

2,659 

1,515 1,629 
1,802 

2,117 

2,788 

0
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3,000

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

広告

収入額

見込み

（単位：万円）
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240
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248

250

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

導入

施設数

公募率

見込み 【平成25年１月４日時点】

（単位：施設）

- 37 -



２．基本方針・施策体系別主要事業

（１）行財政改革を継続的に推進します。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

No 区分 事業名 25年度 24年度 説明

1 行財政改革の推進 668 675 平成22年度から24年度を集中改革期間とした

〔行政改革チーム〕 (668) (675) ｢行財政改革推進プラン２０１０｣の成果等を

踏まえ、市民目線による行財政改革を積極的

に推進

2 行財政改革公開審議の 1,648 2,216 事業の見直し・再構築に係る庁内の議論を公

実施 (1,648) (2,216) 開審議方式で実施

〔行政改革チーム〕

3 一職員一改善提案制度 482 767 職員が業務改善を身近に感じ、改善・改革が

の推進 (482) (767) 日常的に継続されるような組織風土を確立

〔行政改革チーム〕

4 外郭団体改革の推進 823 423 外郭団体経営改革推進委員会の助言等を受け

〔民間力活用チーム〕 (823) (423) ながら、本市と出資関係や人的、財政的に強

い関係にある外郭団体の改革を継続的に推進

（２）全市的・総合的な視点から公共施設の効果的かつ効率的な管理運営を推進します。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

No 区分 事業名 25年度 24年度 説明

5 公共施設マネジメント 7,277 10,475 公共施設の複合化、機能集約などに向け、施

計画の推進 (7,277) (10,475) 設分野ごとのアクションプランを策定するほ

〔行政改革チーム〕 か、市民との情報・問題意識を共有し、合意

形成を図るための広報活動を積極的に展開

・本市の行財政改革の理念やこれまでの成果を踏まえ、職員の意識改革を着実に進める
ことにより、常によりよいさいたま市を目指す、挑戦的な組織を築き、市民目線による
行財政改革を積極的に推進します。

・｢さいたま市公共施設マネジメント計画｣に基づき、全市的・総合的な視点から公共施設の効
果的かつ効率的な管理運営を推進するとともに、 この取組を推進するためには市民の理解と
協力が不可欠であることから、市民との情報・問題意識の共有化を図ります。

・少子高齢化が進み、財政状況が非常に厳しくなる一方で、多様化、複雑化する行政課
題に対応する必要があることから、民間の活力やノウハウ、アイデアを行政に活用し、
公共サービスを提供するＰＰＰ(公民連携)の取組を推進します。

〔区分〕　新 … 新規事業　　拡 … 拡大事業 　　総 … 総合振興計画新実施計画事業　　防 … 防災、環境・エネルギー対策
            子 … 高齢者支援、子育て支援、教育の充実　　健 … 健康増進、スポーツ振興　　活 … 地域経済の活性化

- 38 -



*( )内は一般財源 (単位:千円)

No 区分 事業名 25年度 24年度 説明

6 公共施設マネジメント 389 0 市民参加によるワークショップの手法を通し

・ワークショップの実 (389) (0) て、公共施設の複合化、効率的な管理運営や

施 効果的な合意形成の図り方などを検討

〔行政改革チーム〕

7 公共施設市民パートナ 611 990 市民との協働により、新しい公共の観点から

ー制度の活用 (611) (990) 安心・安全・快適な公共施設の環境づくりを

〔行政改革チーム〕 推進するため、制度を導入する公共施設を拡

充

（３）民間の活力を生かして公共サービスを充実させるため、ＰＰＰを推進します。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

No 区分 事業名 25年度 24年度 説明

8 新 (仮称)さいたま公民連 251 0 市内企業を中心に公民連携への参画を促進す

活 携コミュニティの構築 (251) (0) るため、｢(仮称) さいたま公民連携コミュニ

〔民間力活用チーム〕 ティ｣の構築を検討

9 活 提案型公共サービス公 1,564 1,774 市が行う事業を対象に、委託・民営化等の提

民連携制度の推進 (1,564) (1,774) 案を募集する ｢提案型公共サービス公民連携

〔民間力活用チーム〕 制度｣を推進

10 活 指定管理者制度の推進 4,240 2,400 ｢指定管理者審査選定委員会｣(行革本部所管)

〔民間力活用チーム〕 (4,240) (2,400) 及び ｢指定管理者審査選定小委員会｣(各局所

管) を開催し、管理運営水準の向上を図るた

め第三者評価や指定管理者候補者の選定に当

たり財務診断業務を実施

11 活 広告事業等の推進 95 107 広告掲載の推進により積極的に自主財源を確

〔民間力活用チーム〕 (95) (107) 保するとともに、企業等との連携事業などを

推進

〔区分〕　新 … 新規事業　　拡 … 拡大事業 　　総 … 総合振興計画新実施計画事業　　防 … 防災、環境・エネルギー対策
            子 … 高齢者支援、子育て支援、教育の充実　　健 … 健康増進、スポーツ振興　　活 … 地域経済の活性化
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３．行財政改革への取組

①

②

③

(２)　一職員一改善提案制度の推進

①

(３)　公共施設マネジメントの推進

①

②

(４)　指定管理者制度の推進

①

(５)　ＰＰＰ（公民連携）への市内企業の参画促進

①

(６)　既存事業の見直しによるコスト削減の取組

千円

①

②

③

④

　全ての職員が業務改善を実践するための強化月間や庁内改善事例発表会の開催、
全国都市改善改革実践事例発表会への参加、また、民間企業等との積極的なカイゼ
ン交流などを実施することにより、職員が業務改善を身近に感じ、改善・改革が日
常的に継続されるような組織風土の確立を目指します。〔行政改革チーム〕

　「さいたま市公共施設マネジメント計画」に基づき、全市的・総合的な視点から
公共施設の効果的かつ効率的な管理運営を推進するとともに、この取組を推進する
ためには市民の理解と協力が不可欠であることから、市民との情報・問題意識の共
有化を図ります。さらには、公共施設の複合化、機能集約などに向け、平成26～32
年度のアクションプランを策定します。〔行政改革チーム〕

　公共施設マネジメント計画を推進するに当たり、市民参加によるワークショップ
の手法を通して、公共施設の複合化、効率的な管理運営や効果的な合意形成の図り
方などの検討を行います。〔行政改革チーム〕

(１)　行財政改革の継続的な推進

　本市の行財政改革の理念やこれまでの成果を踏まえ、引き続き、全職員の知恵と
工夫による、更なる事業の見直し・改善を行うとともに、市民目線による行財政改
革を積極的に推進します。〔行政改革チーム〕

　事業の見直し・再構築に係る庁内の議論を、公開審議方式で実施します。
〔行政改革チーム〕

　行財政改革公開審議の市民委員に対して、継続的なモニターとして、本市の行財
政改革全般について意見を聴取します。〔行政改革チーム〕

　外郭団体経営改革推進委員会については、これまでの開催実績を勘案し、会場使
用料の見直しを行いました。〔民間力活用チーム〕（60千円）

4,758既存事業の見直しによるコスト削減額

　指定管理者制度の活用を推進するとともに、「指定管理者審査選定委員会」及び
「指定管理者審査選定小委員会」の開催による指定管理者選定段階における客観性
や透明性などの向上、指定管理者制度を導入している施設に対する第三者評価や指
定管理者候補者の選定に当たり財務診断の実施による管理運営水準の更なる向上を
図ります。〔民間力活用チーム〕

　市内企業を中心に公民連携への参画を促進するため、｢(仮称)さいたま公民連携コ
ミュニティ｣の構築を目指します。〔民間力活用チーム〕

　行財政改革公開審議については、過去3年間の実績を勘案し、議事録作成に要する
経費や会場使用料の見直しを行いました。〔行政改革チーム〕（619千円）

　公共施設マネジメント支援業務については、仕様書の精査を行い、委託料の見直
しを行いました。〔行政改革チーム〕（3,700千円）

　公共施設市民パートナー制度については、これまでの開催実績を勘案し、企画運
営に要する経費や会場使用料の見直しを行いました。
〔行政改革チーム〕（379千円）
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

81 2款 1項 9目 -

＜主な事業＞

１　行財政改革有識者会議の運営 512 ３　行財政改革公開審議の実施

　市の行財政改革について、有識者が有する優れた識見 　事業の見直し・再構築に係る庁内の議論を公開審議方

並びに民間の経営感覚及び経営手法による高度で専門的 式で実施するとともに、無作為抽出により選定した市民

指導、助言を得る。 委員等から意見を聴取し、見直し・再構築の方向の参考

とする。

２　行財政改革市民モニター制度の活用 156

　行財政改革公開審議の市民委員に対して、継続的なモ

ニターとして、本市の行財政改革全般について意見を聴

取する。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

81 2款 1項 9目 -

＜主な事業＞

１　公共施設マネジメント計画の推進 ３　公共施設市民パートナー制度の活用 611

　公共施設の複合化、機能集約などに向け、施設分野ご 　市民との協働により、新しい公共の観点から安心・安

とのアクションプランを策定するほか、市民との情報・ 全・快適な公共施設の環境づくりを推進するため、制度

問題意識を共有し、合意形成を図るための広報活動を積 を導入する公共施設の拡充を図る。

極的に行う。

２　公共施設マネジメント・ワークショップの実施

389

　市民参加によるワークショップの手法を通して、公共

施設の複合化、効率的な管理運営や効果的な合意形成の

図り方などを検討する。

7,277

△ 3,188 

11,465

3,918予算額

一般財源

行財政改革推進事業

行財政改革推進本部/行政改革チーム

総務管理費

＜事業の目的・内容＞

公共施設マネジメント推進事業

予算書Ｐ.

局/部/課

事務事業名 8,277

1,648

95 

予算額

3,823前年度予算額

＜事業の目的・内容＞

行政管理費 3,918

事務事業名

局/部/課

予算書Ｐ. 総務費

行財政改革推進本部/行政改革チーム

増減

8,277一般財源

　本市の行財政改革の理念やこれまでの成果を踏まえ、引き続き、全職員の知恵
と工夫による、更なる事業の見直し・改善を行うとともに、市民目線による行財
政改革を積極的に推進します。

総務費 総務管理費 行政管理費

　｢さいたま市公共施設マネジメント計画｣に基づき、全市的・総合的な視点から
公共施設の効果的かつ効率的な管理運営を推進するとともに、この取組を推進す
るためには市民の理解と協力が不可欠であることから、市民との情報・問題意識
の共有化を図ります。
　また、市民との協働により、安心・安全・快適な公共施設の環境づくりを推進
するため、公共施設市民パートナー制度の活用を図ります。

増減

前年度予算額

平成24年度行財政改革公開審議

公共施設マネジメント計画・パンフレット抜粋
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

81 2款 1項 9目 -

＜主な事業＞

１　庁内改善事例発表会の開催 36 ２　全国都市改善改革実践事例発表会の開催

　各職場での自主的な業務改善の取組をその職場のもの 　自治体間のカイゼン活動の情報の共有化を図り、参加

だけではなく、全庁にその効果を広げ、改革・改善を常 者が気付きを持ち帰り、カイゼンの活性化を目指す。

に実践する組織風土を確立するため、｢カイゼンさいた

マッチ｣を開催する。 ３　民間企業との改善交流会の促進

　民間企業の改善事例を直接｢視る｣ことや組織風土を

｢知る｣ことで、職員の意識改革を推進する。

４　職員アンケートの実施

　職員の働きがいや職場環境等に関するアンケートを実

施し、その結果を職場環境等の改善、人材育成等に反映

させることで、市民サービスの向上につなげる。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

81 2款 1項 9目 -

＜主な事業＞

１　指定管理者制度の推進 　(2)　民間の資金や技術力等を活用し、効率的な公の

　公の施設の管理運営について、指定管理者制度を活用 　　 施設等の整備や維持を行うため、ＰＦＩの活用を

し、市民サービスの向上や経費の削減を図る。 　　 推進する。

　(3)　民間企業等との協定締結など、民間との連携・

２　提案型公共サービス公民連携制度の推進 　　 協働を進め、市民サービスの向上を図る。

　市が行う事業を対象に、委託・民営化等の提案を募集 　(4)　市の発行する冊子や市有財産等への広告掲載や

する｢提案型公共サービス公民連携制度｣を推進する。 　　 公の施設等の命名権(ネーミングライツ)の活用を

　　 推進し、自主財源の積極的な確保を図る。

３　ＰＰＰ(公民連携)の推進 554

　(1)　市内企業等を中心に公民連携への参画を促進す ４　外郭団体改革の推進 823

　　 るため、｢(仮称)さいたま公民連携コミュニティ｣ 　｢さいたま市外郭団体経営改革推進委員会｣の助言等を

　　 の構築を目指す。 受けながら、外郭団体の経営改善等を図る。

第２回カイゼンさいたマッチ

4,240

1,564

　少子高齢化が進み、財政状況が非常に厳しくなる一方で、多様化、複雑化する
行政課題に対応する必要があることから、民間の活力やノウハウ、アイデアを行
政に活用し、公共サービスを提供するＰＰＰ(公民連携)の取組を推進します。
　また、｢さいたま市外郭団体経営改革推進委員会｣の助言等を受けながら、外郭
団体改革を推進します。

局/部/課 行財政改革推進本部/民間力活用チーム

予算書Ｐ.

局/部/課 行財政改革推進本部/行政改革チーム

150

420

前年度予算額 4,808

増減 2,373 

7,181総務費 総務管理費 行政管理費

△ 285 

事務事業名 民間力活用推進事業 予算額 7,181

　全ての職員が業務改善を実践するための強化月間や庁内改善事例発表会の開
催、全国都市改善改革実践事例発表会への参加により、職員が業務改善を身近に
感じ、改善・改革が日常的に継続されるような組織風土の確立を目指します。
　また、全職員を対象に｢さいたま市職員の働きがいや職場環境等に関するアン
ケート｣を実施し、その結果を職場環境等の改善、人材育成等に反映させること
で、市民サービスの向上につなげます。

前年度予算額

296

1,187

予算書Ｐ. 一般財源総務費 総務管理費 行政管理費

＜事業の目的・内容＞

902

事務事業名 事務改善推進事業 902

＜事業の目的・内容＞

予算額

増減

一般財源
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政策局　平成２５年度　局運営方針(案)
１．主な現状と課題

人口減少、超高齢社会の到来を目前に控え、行政運営を取り巻く環境が年々厳
しさを増している中、社会経済情勢の変化に即応しながら、より一層戦略的な都
市経営を推進する必要性がますます高まっています。
その中で、総合振興計画「希望（ゆめ）のまちプラン」に掲げられた本市の将

来都市像の実現に向けて、重要施策や特命事項等の調査研究など、市民生活向上
のための諸施策を推進するとともに、平成25年度で計画期間を終了する現行の基
本計画の後継計画を策定し、総合的、計画的に都市づくりに取り組んでいくこと
が必要です。

また、本市の重要課題である「本庁舎のあり方の検討」、「さいたま新都心第
８－１Ａ街区の整備促進」並びに「浦和美園～岩槻地域成長・発展」及び「地下
鉄７号線の延伸」に関する取組を進める必要があります。
さらに、今後ますます、情報システムへの依存が高まる中、システムの安定稼

動が求められるとともに、行政運営の高度化・迅速化を進め、市民サービスの充
実や行政コストの低減を図るため、情報通信技術を積極的に活用する必要があり
ます。

（１）市政運営の最も基本となる総合振興計画のうち、基本構想（目標年次：
平成32年度）に基づき、各行政分野における施策を総合的、体系的に示す
現行の基本計画が平成25年度末で計画期間を満了するため、次期基本計画
及びそれに基づく実施計画の策定が必要です。

（２）「合併協定書（平成12年9月）」にある「新市の事務所の位置」など、本
庁舎のあり方については、さいたま市誕生後10年を経過した現在も残され
た課題であり、具体的かつ専門的な議論を行っていく必要があります。

また、本庁舎等は、行政サービスや災害応急対策の拠点となる重要な施
設であり、施設の更新の時期に備え、必要な財源を計画的に積み立てるこ
とが必要です。

【基本構想】

まちづくりの基本的な理念、目指すべき将来都市像や

行政施策の大綱を示すもの。目標年次は平成32年度

（2020年度）。

【基本計画】
基本構想に基づき、各行政分野における施策を総合
的、体系的に示すもの。計画期間は平成16年度（2004
年度）～25年度（2013年度）までの10年間。

【実施計画】
基本計画に定められた施策を展開するため、個別の具
体的な事業を定めるもの。現行の「新実施計画」の計
画期間は平成21年度（2009年度）～25年度（2013年
度）までの５年間。

希
望
の
ま
ち
プ
ラ
ン

ゆ
め

総合振興計画の３層構造と
計画期間（現状）
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（４）「第三次さいたま市情報化計画」を着実に実行し、市民サービスの充実
に取り組むとともに、情報システム経費の適正化及び情報セキュリティの
強化推進を図る必要があります。
さらに、東日本大震災の経験を生かし、情報システムの中断を最小限に

とどめ、業務の継続を実現するため、情報システムにおける業務継続計画
の運用体制を確立することが必要です。

（３）さいたま新都心第８－１Ａ
街区については、さいたま赤
十字病院と県立小児医療セン
ターを移転し、一体的な整備
とともに、街区の基本コンセ
プトである安心・安全をより
一層高める機能として、保育
機能・子育て支援機能の設置
に向け、引き続き、埼玉県、
さいたま赤十字病院等と連携
を図りながら、取組を進めて
いく必要があります。

第８－１Ａ街区

北与野駅

東
北
・
上
越
新
幹
線

埼
京
線

京浜東北線
宇都宮・高崎線

さいたま新都心駅

さいたま

スーパー
アリーナ

けやき

ひろば

合同庁舎１号館

合同庁舎２号館

民間
施設

新
都
心
東
広
場

東口駅前広場

新都心郵便局
郵政庁舎

さいたま新都心ゾーニング図

便利な市民
サービス

財務会計

住民記録

文書管理

税

契 約

保健福祉

申請
届出

情報
公開

施設利用
予約等

入札
調達

情報
提供

さいたま市

ICTの活用で
業務のスリム化

いつでも・
どこでも・
誰でも

市民・企業

さいたま市電子市役所のイメージ

地理情報
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（６）住民に身近な行政はできる限り基礎自治体に委ね、地域住民が自らの判
断と責任において地域の諸課題に取り組むことができるよう、地方分権改
革を推進する必要があります。また、高い自立性と独自性を備えた新たな
大都市制度「特別自治市」の創設に向けて、指定都市市長会等とも連携を
図りながら、本市の提言及び要望を積極的に発信する必要があります。

（５）情報システムの安定稼動のため調達した民間データセンター（新情報セ
ンター）への情報システム移設及び移行作業を、確実に実施する必要があ
ります。あわせて、さらなる安定性を確保するために、旧態化したシステ
ムを再構築することや老朽化した機器を更新することが必要です。

24時間365日稼動可能な
環境へ移行することが必要

データ

災害時や計画停電
にも影響されない
情報システムの安
定運用が可能

防災センター（現情報センター）

・施設老朽化
・電力不足
・スペース不足

民間データセンター(新情報センター）

・災害に強い設備
・セキュリティレベルの向上
・省電力設計

市役所

安定した行政
サービスの提供

新整備

新情報センター整備イメージ

<あるべき大都市制度の姿>

■広域自治体と同格

■地方事務を全て一元的に

担当

■新たな役割分担に応じた

税財政制度

■住民自治・参加機能を充

実強化する仕組みを構築

■大都市の多様性を踏まえ
た制度設計

指
定
都
市

市 町 村

国

道 府 県

現 状

特
別
自
治
市

基礎自治体

広域自治体

国

多様な連携

多様な連携

特別自治市創設後

特別自治市創設後の広域自治体と基礎自治体の関係図
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（７）さいたま市東部に位置する浦和美園～岩槻地域の成長・発展は、地下鉄
７号線延伸実現を強力に後押しするとともに、既設線を運行する埼玉高速
鉄道株式会社の経営安定化に大きく寄与し、ひいては市全体の魅力・価値
を高める重要事項です。
そのため、浦和美園～岩槻地域の成長・発展（定住人口と交流人口の増

加）に資する開発促進等の各種方策を戦略的に推進する必要があります。
あわせて、埼玉高速鉄道株式会社の経営安定化に向け、引続き埼玉県及

び川口市と共同で財政支援と利用促進を実施するとともに、概ね５年後の
事業着手（都市鉄道等利便増進法に基づく鉄道事業者による申請手続きに
入ること）を目標に、県や鉄道事業者など関係機関と連携して、地下鉄７
号線延伸に関する施策を進める必要があります。
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（８）市の政策立案、施策、事業の推進及び市政の発展に寄与するため、市政
に関連する情報の収集、国会、各省庁その他関係機関との連絡調整、提案
要望活動等に際しての支援が求められています。また、市の都市イメージ
の確立や存在感を高めるため、企業誘致の支援、市政情報の発信やさいた
ま市の魅力ＰＲなどのシティセールスに取り組むことが求められています。

さいたま市の魅力発信イメージ

日本都市センター会館内
都市ＰＲコーナー

さいたま市の魅力を

東京から発信します

昨年度開催した都市ＰＲイベント
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２．基本方針・施策体系別主要事業

（１）本市の都市づくりを総合的、計画的に進めるため、総合振興計画次期基本計画及びそれに

　　基づく実施計画の策定を進めます。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

No 区分 事業名 25年度 24年度 説明

1 拡 総合振興計画策定事業 37,067 26,565 今後の都市づくりを総合的、計画的に進めて

〔企画調整課〕 (37,067) (26,565) いくための指針となる総合振興計画次期基本

計画を策定するとともに、それに基づく次期

実施計画策定に向けた検討を実施

（２）本庁舎のあり方について、具体的かつ専門的な議論を審議会で行うとともに、本庁舎等の

　　整備に必要な財源について、計画的に積立てを行います。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

No 区分 事業名 25年度 24年度 説明

2 新 本庁舎整備審議会の開 5,947 0 本庁舎の整備に関し必要な事項を調査審議す

総 催 (5,947) (0) る｢さいたま市本庁舎整備審議会｣を開催

し 〔企画調整課〕

3 拡 庁舎整備基金積立金 507,419 505,914 本庁舎等の整備に必要な経費に充てるため設

総 〔企画調整課〕 (500,000) (500,000) 置した｢さいたま市庁舎整備基金｣への積立て

（３）安心・安全の基本コンセプトの下、さいたま新都心第８－１Ａ街区の整備を促進します。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

No 区分 事業名 25年度 24年度 説明

4 総 さいたま新都心第８－ 66,209 6,299 さいたま赤十字病院と県立小児医療センター

防 １Ａ街区整備促進事業 (34,181) (6,299) を核として、保育所・子育て支援センターな

子 〔企画調整課〕 どと一体的な整備を促進

　基本的な施策を体系的に定め、本市の都市づくりを総合的、計画的に進めていくため
の指針として、総合振興計画次期基本計画の策定を進めます。
　また、本市の重要課題である｢本庁舎のあり方の検討｣、｢さいたま新都心第８－１Ａ
街区の整備促進｣並びに｢浦和美園～岩槻地域成長・発展｣及び｢地下鉄７号線の延伸｣に
関する取組を進めます。
　さらに、安定的な情報システムの運用を継続して実施するとともに、電子市役所構築
を推進し、情報システム経費の適正化及び情報セキュリティの強化に取り組みます。

〔区分〕　新 … 新規事業　　拡 … 拡大事業 　　総 … 総合振興計画新実施計画事業　　防 … 防災、環境・エネルギー対策
            子 … 高齢者支援、子育て支援、教育の充実　　健 … 健康増進、スポーツ振興　　活 … 地域経済の活性化
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（４）情報システム最適化事業を推進します。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

No 区分 事業名 25年度 24年度 説明

5 総 情報システム最適化事 44,262 46,346 (1)情報化技術を効果的に利活用した行政サー

業 (44,262) (46,346) ビスの展開と市民ニーズの実現

し 〔ＩＴ政策課〕 (2)情報システム経費の適正化及び情報セキュ

リティの強化推進

6 防 情報システム部門にお 9,975 14,700 災害時において、情報システムの中断を最小

ける業務継続計画(ＢＣ (9,975) (14,700) 限にとどめ、業務の継続を実現するための計

Ｐ)推進事業 画を運用するＢＣＭ体制(業務継続マネジメ

〔ＩＴ政策課〕 ント体制)を確立

（５）情報システムの安定的運用を実施します。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

No 区分 事業名 25年度 24年度 説明

7 総 情報システム更改事業 447,738 314,453 システムの安定稼動の確保のため、旧態化し

〔情報システム課〕 (446,898) (314,453) たシステムの再構築と、老朽化した機器の更

新作業を実施

8 拡 新情報センター整備事 356,394 69,700 情報システムによる市民サービスの継続性を

業 (356,394) (69,700) 確保するため、民間データセンターへの移行

〔情報システム課〕 と運用を開始

（６）地方分権改革や大都市制度のあり方などについて、国に対して本市の意見を発信します。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

No 区分 事業名 25年度 24年度 説明

9 指定都市市長会運営事 5,055 5,564 大都市行財政の円滑な推進と伸張を図ること

業 (5,055) (5,564) を目的に設置された指定都市の市長で構成す

〔都市経営戦略室〕 る指定都市市長会を通じ、国等へ本市の意見

を発信

10 九都県市首脳会議 95 154 首都圏の広域的な諸課題の解決に向けて積極

〔都市経営戦略室〕 (95) (154) 的に取り組むことを目的に設置された九都県

市の首長で構成する九都県市首脳会議におい

て、首脳提案による共同取組を実施

11 国の施策及び予算に対 621 519 本市の政策課題を解決するため、国に対する

する提案・要望の実施 (621) (519) 提案・要望を実施

〔都市経営戦略室〕

〔区分〕　新 … 新規事業　　拡 … 拡大事業 　　総 … 総合振興計画新実施計画事業　　防 … 防災、環境・エネルギー対策
            子 … 高齢者支援、子育て支援、教育の充実　　健 … 健康増進、スポーツ振興　　活 … 地域経済の活性化
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（７）浦和美園～岩槻地域の成長・発展のため、開発促進などの各種方策を戦略的に推進すると

　　ともに、地下鉄７号線の延伸及び埼玉高速鉄道線の支援に積極的に取り組みます。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

No 区分 事業名 25年度 24年度 説明

12 新 浦和美園・岩槻地域間 53,681 0 (1)(仮称)浦和美園インフォメーションセンタ

総 成長発展事業 (52,681) (0) ーの設置・運営、まちづくり勉強会の開催

活 〔東部地域・鉄道戦略 等、浦和美園～岩槻地域成長プロデュース業

し 室〕 務を実施

(2)浦和美園～岩槻間快速バス運行事業を補助

(3)浦和美園～岩槻地域成長市民方策を補助

13 総 地下鉄７号線延伸促進 28,137 28,557 (1)大型集客施設を対象としたアンケート、鉄

活 事業 (22,050) (22,470) 道サービスの向上、コスト縮減等、地下鉄７

し 〔東部地域・鉄道戦略 号線延伸線基本計画調査を実施

室〕 (2)浦和美園～岩槻地域移動実態調査を実施

(3)さいたま市地下鉄７号線延伸事業化推進期

成会に補助金を交付

14 総 埼玉高速鉄道線支援事 545,800 548,900 (1)埼玉高速鉄道(株)に対する経営基盤強化の

防 業 (139,800) (139,900) ための出資及び資金調達円滑化のための貸付

〔東部地域・鉄道戦略 けを実施

室〕 (2)利用促進のためのイベントシャトルバスを

運行

（８）指定都市として積極的に情報を収集・発信します。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

No 区分 事業名 25年度 24年度 説明

15 東京事務所管理運営事 9,744 10,229 市政に関連する情報の収集

業 (9,744) (10,229) 国会、各省庁その他関連機関との連絡調整

〔東京事務所〕 市政情報の発信及びさいたま市の魅力のＰＲ

16 拡 さいたまの魅力発信事 7,600 5,122 さいたま市の魅力をＰＲするイベントを開催

業 (7,600) (5,122) する等シティセールスを実施

〔東京事務所〕

〔区分〕　新 … 新規事業　　拡 … 拡大事業 　　総 … 総合振興計画新実施計画事業　　防 … 防災、環境・エネルギー対策
            子 … 高齢者支援、子育て支援、教育の充実　　健 … 健康増進、スポーツ振興　　活 … 地域経済の活性化
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３．行財政改革への取組

(１)　情報セキュリティ体制の強化

　　①　各課執務室内の情報資産管理状況について、12項目からなるチェックリストに基づき、

　　　情報セキュリティ担当職員による目視と各課職員へのヒアリングにより確認および助言

　　　を行い、市全体の情報セキュリティレベルの向上を図ります。〔ＩＴ政策課〕

(２)　情報システム経費の最適化

　　①　当初予算編成時等において、開発等作業の具体性、機器の構成、価格の妥当性などを

　　　精査し、情報システム経費の適正化を図ります。〔ＩＴ政策課〕

(３)　創意工夫による新たな財源の創出

　　①　事業の特性を生かし、職員用パソコンの画面を媒体とした広告掲載事業を本格的に実

　　　施します。〔情報システム課〕

(４)　情報システム運用管理方法の見直し

　　①　情報システム運用管理について、「所有から利用」の考え方に基づき、情報システム

　　　や機器の設置場所を市独自に所有し、維持管理する形態から、クラウドサービスや民間

　　　データセンターを利活用することにより経費の縮減を推進します。〔情報システム課〕

(５)　シティセールスの推進

　　①　都市ＰＲイベントを開催すること等により、都市ブランドの向上や誘客促進に資する

　　　シティセールスに取り組みます。〔東京事務所〕

(６)　既存事業の見直しによるコスト削減の取組

千円

　　①　情報セキュリティ内部監査の実施体制を見直し、監査員の支援を職員が行うことで、

　　　委託料の見直しを行いました。〔ＩＴ政策課〕（360千円）

　　②　プリンタを共用化することで、賃貸借していた財務端末用のプリンタを廃止しました。

　　　〔情報システム課〕（10,780千円）

既存事業の見直しによるコスト削減額 11,695
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

85 2款 1項 13目 23款

-

＜主な事業＞

１　埼玉高速鉄道(株)への出資

　埼玉高速鉄道(株)の経営基盤の強化のために出資を行

う。

２　埼玉高速鉄道(株)への資金の貸付け

　埼玉高速鉄道(株)の資金調達の円滑化のために貸付け

を行う。

３　埼玉高速鉄道(株)の利用促進

　埼玉高速鉄道(株)の利用促進を図るため、浦和美園駅

から岩槻イベント会場へシャトルバスを運行する。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

85 2款 1項 13目 17款

18款

-

＜主な事業＞

１　地下鉄７号線延伸線基本計画調査 ３　高速鉄道東京７号線建設促進事業支援補助金

　埼玉県と共同して、大型集客施設を対象としたアンケ 　

ート、鉄道サービスの向上、延伸線建設費のコスト縮減 　延伸事業化に向けた全市的な機運や協働意識の醸成に

等の調査を行う。 取り組む｢さいたま市地下鉄７号線延伸事業化推進期成

会｣の活動に対して支援を行う。

２　浦和美園～岩槻地域移動実態調査

　延伸計画の需要予測等に生かすため、浦和美園～岩槻

地域の移動実態を詳細に把握する。

増減

＜事業の目的・内容＞

総務管理費

12,000

交通対策費

28,137

28,557前年度予算額

6,000県支出金

10,000

545,800予算額

市債

一般財源 22,050

87財産収入

△ 3,100 

548,900前年度予算額

139,800

406,000

一般財源＜事業の目的・内容＞

交通対策費

事務事業名

　埼玉高速鉄道株式会社の経営安定化を図るため、経営状況を確認しながら、平
成22年度から平成31年度まで、県及び川口市と共同で経営支援を行います。

262,800

279,000

4,000

地下鉄７号線延伸促進事業

事務事業名

局/部/課

予算書Ｐ. 総務費

埼玉高速鉄道線支援事業

政策局/東部地域・鉄道戦略室

増減

総務管理費

予算額

局/部/課 政策局/東部地域・鉄道戦略室

総務費

　地下鉄７号線の延伸については、平成26年度の採算性等の再算定に向け、地下
鉄７号線延伸線基本計画調査(埼玉県と共同)を行うとともに、浦和美園～岩槻地
域における移動実態調査を行います。また、延伸の機運を高める活動等を行う全
市的な団体に対して支援を行います。

予算書Ｐ.

△ 420 

6,000

大宮

南浦和

王子

浦和

赤羽岩淵

東川口

浦和美園

岩槻

埼
玉
高
速
鉄
道

(

S
R

）

シャトルバス運行
（浦和美園駅⇔岩槻駅）

鉄道むすめ（川口みその）

埼玉高速鉄道（SR）
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

85 2款 1項 13目 17款

-

＜主な事業＞

１　浦和美園～岩槻地域成長プロデュース業務 ３　浦和美園～岩槻地域成長市民方策支援補助金

　(仮称)浦和美園インフォメーションセンターの設置、 　地域の資源を生かし、交流人口の創出や地域のブラン

まちづくり勉強会の開催、土地利用促進調査等、浦和美 ド化に寄与する市民等の活動に対して支援を行う。

園～岩槻地域のまちづくりを促進する方策を実施する。

２　浦和美園～岩槻間快速バス運行事業補助金

　浦和美園～岩槻地域の連携を強化し、地域間の移動の

創出及び公共交通の利用促進を図るとともに、移動量を

確認するため快速バスを運行する。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

89 2款 2項 1目 -

＜主な事業＞

１　本庁舎整備審議会の開催 る。

　本庁舎の整備に関して必要な事項を調査審議するた

め、｢さいたま市本庁舎整備審議会｣を開催する。 ４　ＰＲキャラクターの利活用

　つなが竜ヌゥの利活用の促進とヌゥ・サポーターズ・

２　スマートウェルネスシティ構想の研究 クラブの運営等を行う。

　総合的な視点を持った健康づくりをまちづくりの中核

に据えた、新しい都市モデル｢スマートウェルネスシテ ５　ユニバーサルデザインの推進 380

ィ構想｣の研究及びモデル事業を庁内横断的に実施する。　ユニバーサルデザイン推進基本指針に基づき、総合的

にユニバーサルデザインを推進するとともに、指針の増

３　大学コンソーシアムとの連携 209 刷を行う。

　市と大学コンソーシアムさいたまとの包括協定に基づ

き、学生政策提案フォーラムの開催等、連携を推進す

1,956

前年度予算額 0

21,118

1,50022,339

5,947

企画調整事務事業

総務費 企画費 企画総務費

＜事業の目的・内容＞

局/部/課

28,025

予算額

県支出金

一般財源

交通対策費

政策局/東部地域・鉄道戦略室

総務費 総務管理費

52,681

予算額

前年度予算額

増減

一般財源 21,118

11,413

事務事業名 浦和美園・岩槻地域間成長発展事業

予算書Ｐ.

＜事業の目的・内容＞

政策局/政策企画部/企画調整課

　政策局の筆頭課となる企画調整課が所掌する事務事業が円滑に行われるように
するとともに、本庁舎整備審議会の開催、スマートウェルネスシティ構想の研究
等を推進します。

　浦和美園～岩槻地域の成長・発展を図るため、情報発信拠点施設の設置、まち
づくり勉強会の開催、快速バスの運行等、開発や交流を促進する各種方策を戦略
的に展開します。

局/部/課

予算書Ｐ.

事務事業名

9,705 

6,249

増減 皆増 

53,681

1,000

〔浦和美園～岩槻地域〕

 地域資源の活用

中間駅周辺

 観光機能強化 開発促進・地域のブランド化

浦和美園駅周辺

埼玉ｽﾀｼﾞｱﾑ２○○２

岩槻駅周辺

　各種方策を展開　⇒　地域の成長・発展〔定住・交流人口の増加〕

来訪者

ＳＲ

（
東
京
方
面

）

目白大学 時の鐘

来訪者
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

89 2款 2項 1目 -

＜主な事業＞

１　大都市企画主管者会議 267 ３　首都圏業務核都市首長会議 34

　20政令指定都市の企画行政及び都市問題に関し、協力 　多極分散型国土形成促進法における業務核都市の育成

して調査研究等を行う。 ・整備を促進し、自立都市圏の形成を先導するため、首

都圏の業務核都市21市の首長が意見交換、連絡調整を行

２　首都圏県都市長懇話会 う。

　首都圏県都として共通する諸問題を提起し、長期的展

望のもと個性と活力ある地域づくりを図るため、首都圏 ４　九都県市首脳会議首都機能部会 28

県都7市の市長が意見交換を行う。 　九都県市で共同して、長期的展望のもとに、共有する

　なお、平成25年度懇話会は本市で開催する。 膨大な地域活力を生かし、人間生活の総合的条件の向上

を図るため、首都機能に関する諸問題等について検討を

行う。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

89 2款 2項 1目 18款

＜主な事業＞

１　合併振興基金への積立て [参考]

　合併振興基金を金融機関で運用することにより生じた 　運用益の推移

預金利子を、さいたま市民の連帯の強化や一体感の醸成 　　・平成19年度運用益　　　 　21,189,150円

や地域振興のための歳出事業に充当するため、同基金に 　　・平成20年度運用益　　　　 　20,896,890円

積み立てる。 　　・平成21年度運用益　　　　 11,698,400円

　　・平成22年度運用益　　　 　7,159,717円

　　・平成23年度運用益　　　　 5,500,925円

　充当先事業

　　・平成19～22年度：咲いたまつり開催事業

　　・平成23～24年度：観光団体運営補助事業

1,096

12,000

＜事業の目的・内容＞

合併振興基金積立金

12,000

財産収入 12,000

前年度予算額

総務費 企画費 企画総務費

　様々な行政課題に対応していくため、国・県・政令指定都市等と連携し、広域
行政を積極的に推進します。

政策局/政策企画部/企画調整課

前年度予算額

予算額 12,000

予算額 1,447

＜事業の目的・内容＞

広域行政推進事業事務事業名

予算書Ｐ. 一般財源

予算書Ｐ. 総務費 企画費 企画総務費

　合併振興基金の運用から生じる預金利子により、市民の連帯強化や一体感の醸
成、地域振興のための事業展開を図ります。

事務事業名

局/部/課

局/部/課 政策局/政策企画部/企画調整課

増減 973 

1,447

474

増減 0 
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

89 2款 2項 1目 18款

-

＜主な事業＞

１　庁舎整備基金積立金への積立て [参考]

　庁舎整備基金への積み増しを行い、併せて基金を金融 　基金残高の推移

機関で運用することにより生じた預金利子を、同基金に 　　・平成22年度末残高 968,357,393円

積み立てる。 　　・平成23年度末残高 1,470,097,952円

　　・平成24年12月31日時点残高 1,971,021,824円

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

89 2款 2項 1目 -

＜主な事業＞

１　次期基本計画等(平成26年度～)の策定

　(1)　次期基本計画の策定

　　・　総合振興計画審議会の開催

　　・　アンケートの実施

　　・　パブリック・コメントの実施

　(2)　次期実施計画の策定

　　・　次期実施計画の検討

　　・　パブリック・コメントの実施

２　新実施計画(平成21～25年度)の進行管理 315

　現行の新実施計画に掲げた事業の進捗状況を確認し、

その結果を公表する。

企画費

企画総務費

事務事業名 庁舎整備基金積立金

予算書Ｐ.

局/部/課

507,419

36,752

予算書Ｐ. 37,067

26,565前年度予算額

増減 10,502 

505,914前年度予算額

政策局/政策企画部/企画調整課

財産収入総務費 企画費

＜事業の目的・内容＞

　市政運営の最も基本となる総合振興計画のうち、基本構想に基づき、各行政分
野における施策を総合的、体系的に示す次期基本計画(計画期間(予定):平成26～
32年度)を策定します。
　また、次期基本計画に定める施策を展開するため、個別の具体的な事業を定め
る次期実施計画についても併せて策定します。

企画総務費

事務事業名 総合振興計画策定事業

局/部/課 政策局/政策企画部/企画調整課

総務費

＜事業の目的・内容＞

　庁舎の更新の時期に備え、庁舎(本庁舎又は区役所)整備に必要な経費の財源に
充てるため、基金への積立てを行います。

一般財源

一般財源

37,067予算額

増減 1,505 

507,419

500,000

7,419

予算額

【基本計画】基本構想に基づき、
各行政分野における施策を総合
的、体系的に示すもの。

【新実施計画】基本計画に定めら
れた施策を展開するため、個別の
具体的な事業を定めるもの。

【基本構想】まちづくりの基本的な
理念、目指すべき将来都市像や
行政施策の大綱を示すもの。

現行総合振興計画の構造現行総合振興計画の構造
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

89 2款 2項 1目 18款

22款

-

＜主な事業＞

１　さいたま新都心第８－１Ａ街区の整備促進 (イメージ)

　さいたま赤十字病院への支援として、街区内の市有地

を新病院建設用地として貸付けを行うため、アスファル

ト等の撤去を行う。

[参考]

(事業スケジュール)

　・平成25年度　アスファルト等撤去

　　　　　　　　街区整備事業　工事着工

　・平成27年度　竣工

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

89 2款 2項 1目 -

＜主な事業＞

１　情報システム最適化業務 ４　地域ＩＴ人材育成業務

　効率的な情報システムの構築・プロセスの標準化を図 　情報格差の解消、ＩＴ利活用による地域コミュニティ

りＩＴ経費の適正化に取り組む。 の活性化を市民・ＮＰＯ・行政の協働により実施する。

２　情報セキュリティ強化業務 ５　情報システムにおける業務継続計画(ＢＣＰ)推進業

　情報セキュリティ対策を充実・強化し、情報セキュリ 　務

ティレベルの維持・向上を図るため、関連施策を継続的 　災害時において、情報システムの中断を最小限にとど

に実施する。 め、業務の継続を実現するための計画を運用する、ＢＣ

Ｍ体制(業務継続マネジメント体制)を確立する。

３　電子市役所構築業務

　第三次情報化計画に基づき電子市役所の構築に向けて

情報通信技術を活用した全庁の情報化施策を推進する。

9,975

2,979

66,209

21,605

11,661

8,017

　情報システムの業務プロセスを標準化し、効率的な情報システムの構築・運用
を進め、情報システム経費の適正化を図るとともに、情報セキュリティ研修や監
査の継続的な実施により、情報セキュリティの強化を推進します。また、｢第三次
さいたま市情報化計画｣に基づき、電子市役所の構築等、市民サービスの充実に取
り組みます。

予算額

前年度予算額

＜事業の目的・内容＞

総務費 企画費 企画総務費予算書Ｐ.

66,209

一般財源

財産収入

6,299

72,659

34,181

増減

前年度予算額

諸収入

72,659

企画総務費

80,614

増減

事務事業名

さいたま新都心第８－１Ａ街区整備促進事業

予算書Ｐ.

情報システム最適化事業

企画費総務費

政策局/政策企画部/企画調整課

5,628

事務事業名

局/部/課

予算額

一般財源

△ 7,955 

59,910 

26,400

政策局/政策企画部/ＩＴ政策課

＜事業の目的・内容＞

　さいたま新都心第８－１Ａ街区は、さいたま赤十字病院と県立小児医療セン
ターを移転し、一体的な整備に向け、取組を進めます。
　また、街区の基本コンセプトである｢安心・安全｣をより一層高める機能とし
て、保育機能・子育て支援機能の設置を進めます。

局/部/課

歩行者デッキ

け
や
き
ひ
ろ
ば
側

ブ
リ
ラ
ン
テ
武
蔵
野
側

小児医療
センター

さいたま
赤十字病院

付加機能
出入口

病院出入口

病院出入口
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

89 2款 2項 1目 16款

＜主な事業＞

１　地域経済活性化・雇用創出臨時交付金基金への積立

　て

　地域経済活性化・雇用創出臨時交付金を活用し、公共

投資を円滑に行い、市内における経済の活性化や雇用の

創出を図るため、基金を設置し、積立てを行う。

0前年度予算額

増減

　地域経済活性化・雇用創出臨時交付金を活用し、公共投資を円滑に行い、市内に
おける経済の活性化及び雇用の創出を図るため、基金を設置し、積立てを行いま
す。

皆増

1,600,000予算額

国庫支出金

地域経済活性化・雇用創出臨時交付金基金積立金

政策局/政策企画部/企画調整課

企画費 1,600,000

1,600,000

事務事業名

局/部/課

予算書Ｐ. 総務費

＜事業の目的・内容＞

企画総務費
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

89 2款 2項 1目 22款

-

＜主な事業＞

１　情報システム管理運用事業

　本市の情報系及び基幹系システムの安定稼動を確保す

るため、保守点検、改修及び情報セキュリティ対策等を

行う。

２　新情報センター整備事業

　情報システムによる市民サービスの継続性を確保する

ため、民間データセンターへ移行し、運用を開始する。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

89 2款 2項 1目 -

＜主な事業＞

１　指定都市市長会運営事業 ３　全国市長会、埼玉県市長会

　全国の政令指定都市の緊密な連携のもとに、国への政 　全国及び埼玉県内各都市間の連絡協調を図り、市政の

策提言などを通じて、大都市行財政の円滑な推進と伸張 円滑な運営と進展に資するため、国との協議、意見の申

を図る。 出や調査研究、連絡調整等を行う。

２　九都県市首脳会議 95 ４　国の施策及び予算に対する提案・要望の実施 621

　春と秋の年2回開催される九都県市首脳会議を通じ、 　市単独では解決が困難である重要な政策課題につい

長期的展望のもとに、共有する膨大な地域活力を生か て、各省庁予算の概算要求時期等に提案・要望活動を行

し、人間生活の総合的条件の向上を図るため共同して広 う。

域的課題に積極的に取り組む。

予算額 3,995,641

3,639,247

5,055 9,108

予算額

一般財源

15,524

増減 7,326 

＜事業の目的・内容＞

　指定都市市長会、九都県市首脳会議や全国市長会、埼玉県市長会等と連携し、
地方分権や大都市制度等について、国や県に対して本市の意見を積極的に発信し
ます。

予算書Ｐ. 総務費 企画費 22,850

諸収入

局/部/課 政策局/政策企画部/情報システム課

事務事業名

予算書Ｐ.

政策調査事務事業

　政令指定都市にふさわしい行政運営の効率化や質の高い市民サービスの提供を
行うことを目的として、情報システムの効率的・安定的な管理運用を行います。

総務費 企画費

356,394

事務事業名 情報化推進事業

企画総務費

＜事業の目的・内容＞

局/部/課

企画総務費

政策局/都市経営戦略室

前年度予算額

増減

3,994,801

840

3,653,753

一般財源

22,850

341,888 

前年度予算額
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

89 2款 2項 1目 -

＜主な事業＞

１　市政に関連する情報の収集 ４　市政情報の発信及びさいたま市の魅力のＰＲ 489

　市政運営に有益な情報・資料を効率的・効果的に入手 　企業誘致活動支援をはじめ、各種メディアに対する市

し、所管課に迅速に提供する。 政情報の提供、さいたま市の魅力に関する情報の発信、

ふるさと応援寄附の募集等、関係する他部局と連携を図

２　国会、各省庁その他関係機関との連絡調整 730 りながら、東京都心部においてＰＲを実施する。

　効率的・効果的な市政運営のため、各関係機関との連

絡調整を行い、良好な関係を保持する。

３　事務所の維持管理

　所掌事務を円滑に遂行できるよう、入居する事務所の

賃借料の負担や清掃業務委託を実施し、適切な維持管理

を行う。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

89 2款 2項 1目 -

＜主な事業＞

１　シティセールスの推進

　さいたま市の良好なイメージとしての都市ブランドの

向上を図る。

２　都市ＰＲイベントの開催

　(1)　ＰＲイベント名称

　　 のびのびシティさいたま市フェア２０１３

　(2)　開催予定時期

　　 平成25年10月

　(3)　概要

　　 誘客施設、食、伝統産業、歴史、文化、スポー

　 ツ、自然等の様々なさいたま市の魅力をＰＲする。

6,215

＜事業の目的・内容＞

1,000

【平成24年10月に開催したイベントの様子】

2,310

△ 485 

前年度予算額

2,478 

一般財源

5,122

7,600

一般財源 9,744

10,229

予算額

総務費 企画費 企画総務費

政策局/東京事務所

予算額 9,744

予算書Ｐ. 総務費 企画費 企画総務費

局/部/課

7,600

政策局/東京事務所

事務事業名 さいたまの魅力発信事業

事務事業名 東京事務所管理運営事業

　市の政策立案、施策・事業の推進及び市政の発展に寄与するため、市政に関連
する情報の収集、国会、各省庁その他関係機関との連絡調整を行うとともに、市
の都市イメージや存在感を高めるＰＲを実施します。

局/部/課

予算書Ｐ.

＜事業の目的・内容＞

　都市ＰＲイベントを開催すること等により、都市ブランドの向上や誘客促進に
資するシティセールスに取り組みます。

増減

前年度予算額

増減

6,600
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総務局　平成２５年度　局運営方針（案）
１．主な現状と課題

危機事案に対し、迅速かつ的確に対応するための危機管理体制を整備するととも
に、市民の生命、身体及び財産を保護し、市民生活のさらなる安心と安全を確保し
たまちづくりを実現することが急務となっています。
急速な高齢化の進展や厳しい経済・雇用情勢、東日本大震災による未曾有の危機

などを受け、公務員を取り巻く環境は劇的に変化している状況であり、本市におい
ても、増大する行政需要と厳しい行財政運営の状況から費用対効果を念頭に、地域
の実情や市民の信頼に応えられる簡素で効率的な行政体制の整備が求められていま
す。
市民の市政に対する信頼を深めるため、また公正で開かれた市政運営を実現する

ために、情報公開制度の適切な運用、行政情報の「見える化」の推進、コンプライ
アンス体制のより一層の強化が求められています。
平和の尊さや大切さを国際社会に広く発信し、世界の恒久平和を実現するために、

また、根強く残る人権問題を解決するために、事業を展開しさらに、歴史を記録し
未来へ継承していくための取り組みにも着手していく必要があります。

（１）万全な危機管理体制を構築します。

本市の危機管理の初動体制としては、２４時間情報収集にあたる宿日直体制と、
瞬時に登庁し指示・対応を図る危機管理部幹部職員の待機宿舎制度、さらには市幹
部職員を迅速に参集させるための職員参集システムの運用等により、被害を最小限
に抑えるべく、市民生活の安心安全の確保に努めているところです。
今後とも、東日本大震災の教訓を踏まえ、災害時等に迅速かつ的確な対応を図る

ため、全庁的な情報の収集・集約、指示・命令等の機能をつかさどる（仮称）危機
管理センターの構築に鋭意取り組んでいるところです。進捗状況については、平成
２４年１１月に基本構想・基本計画等を策定、平成２５年２月から実施設計を行い
ます。さらに早期の完成を目指すため、今後とも補正予算等での対応を視野に入れ
ながら改修工事等を行い、平成２６年１２月の供用開始を予定しています。なお、
（仮称）危機管理センター完成までの間は、消防庁舎３階の講堂に（仮称）危機管
理センターの核となるオぺレーションルームを暫定的に整備し、即時に対応できる
よう、その体制を整えてまいります。

（仮称)危機管理センター構築スケジュール
＜スケジュール＞
①平成２４年５月～１１月 基本構想・基本計画等策定業務
②平成２５年２月～１０月 実施設計業務（H24.12月補正）
③平成２６年２月～１１月 改修工事（H25.12月補正予定）
④平成２６年１２月～ 供用開始予定

＜設置場所＞

・消防庁舎３階
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①中央防災会議や埼玉県が最新の知見に基づいた被害想定を発表することから、
これらを踏まえて国・県と整合性を持った本市における被害想定の見直し調査を
行い、さいたま市地域防災計画の次回改定に反映します。

★中央防災会議、埼玉県の被害想定の見直し

さいたま市地域防災計画の改定

東京湾北部を震源とする被害想定の見直し

東京湾沿岸全域に津波や液状化現象などの被害

長周期地震動による高層建築物へのダメージ。

荒川の津波の遡上 等

反映

★さいたま市被害想定調査

②東日本大震災の教訓を踏まえて、災害時に通信障害による情報の混乱・途絶が
発生した場合は、被害の拡大や２次災害等の発生が予測されることから、迅速・
確実な現地被害状況の把握、帰宅困難者への対応や避難所の避難者情報等、区役
所や避難所との情報伝達手段の確保に関して、独自の通信手段の確立が必要です。

平成２５年度 平成２６年度

被害想定
地域防災
計画改定

（２）安心に暮らせるまちづくりを推進します。

東日本大震災以降、首都直下地震の発生確率が高まったといわれるなか、平成２
４年６月４日に本市地域防災計画の改定を行うとともに、災害に強いまちづくり計
画の見直し、事業継続計画の策定、災害用備蓄の充実などを進めているが、震災を
経験した市民の防災に対する意識・関心は高まるばかりであり、いつ起きてもおか
しくない災害に対処するために、緊急かつ必要な防災対策の充実・強化に努め、安
全・安心な暮らしを向上させる必要があります。

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

基本構想・設計 実施設計 構築工事 構築工事 全局運用開始
（実設計費の算出） （工事費の算出） 設置完了場所から 設置完了場所から （４月）

（24年度予算要求） （25年度予算要求） 順次運用開始予定 順次運用開始予定

移動系防災行政無線デジタル化再構築整備年度計画
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③拠点備蓄倉庫については、それぞれの地域の人口集中度及び地域性を考慮した

うえで、バランスのとれた備蓄の分散化が図れるよう、原則各区に最低１か所設

置することとし、未だ設置されていない西区、見沼区への倉庫建設及び旧岩槻区

役所からの移設を行います。

また、首都直下地震、東海地震などが発生すると本市が東京都、神奈川県、千

葉県方面への支援物資の供給基地となることから、広域的な拠点備蓄倉庫を備え

る必要があります。

必要とされる拠点備蓄倉庫の仕様（西区拠点備蓄倉庫）

ア必要床面積 ： 250㎡（ﾌﾟﾗｯﾄﾎｰﾑを含め300㎡）

◎主な備蓄内容(250㎡）

毛布や仮設組立トイレ、アルファ米を備蓄予定。

・毛布（15,000枚）・・・・・・・・ 100㎡ ・仮設組立トイレ（50台）・・・ 50㎡

・アルファ米（4,000箱）・・・・・ 50㎡・その他作業スペース・・・・・ 50㎡

イ構造

・鉄骨平屋建て、プラットホーム、階高仕様

・出入口扉： 両開きでフォークリフトや大型の台車が通過できる幅及び高さとする。

ウ付帯施設
・駐車場：普通車10台分若しくは大型トラック（ウイング車）が横付け可能なスペース
・水道及び排水設備、換気扇、倉庫内及び駐車場への照明設備

拠点防災倉庫（既存）
広　さ
㎡

毛　布
（枚）

仮設組立て
トイレ（台）

アルファ米
ビスケット
（食）

1 本庁舎地下倉庫　(浦和区） 105 391 0 0
2 防災センター　（大宮区） 242 4,207 7 0
3 大宮災害対策庫　（北区） 252 3,090 15 20,000
4 与野災害対策庫　（中央区） 134 0 0 13,250
5 北浦和ターミナルビル地下倉庫　（浦和区） 206 8,300 20 0
6 武蔵浦和ラムザタワー駐輪場倉庫　（南区） 81 4,800 5 0
7 記念総合体育館倉庫　（桜区） 263 2,830 7 111,410
8 市営浦和駅東口駐車場倉庫　（浦和区） 213 5,000 12 0
9 旧岩槻区役所倉庫（Ｈ２５取壊予定）　（岩槻区） 104 1,400 0 18,500

（既存）小　計　　　 (a) 1,600 30,018 66 163,160

1 旧岩槻区役所倉庫（Ｈ２５取壊予定）　（岩槻区） 104 1,400 0 18,500
2 北浦和ﾀｰﾐﾅﾙﾋﾞﾙ地下倉庫 地下２F部撤収　（浦和区） 103 4,150 10 0

（減少）小　計　　　 (b) 207 5,550 10 18,500

1 西区　拠点防災倉庫（計画） 250 19,100 10 56,900
2 見沼区　拠点防災倉庫（計画） 250 19,100 10 56,900
3 広域拠点防災倉庫（計画） 300 22,900 10 68,200
4 岩槻区　拠点防災倉庫（計画） 250 19,100 10 56,900
5 サウスピア地下倉庫（南区）（H25.1.4開設） 80 6,100 0 18,200
6 （仮称）浦和美園駅東口駅前複合公共施設（緑区）（予定） 200 14,890 10 45,230

（新設）小　計　　　 (c) 1,330 101,190 50 302,330
各避難場所倉庫保管量　　　　 　　 (d) 97,754 597 316,200
　　　　　　　　　　　　　合　計 　　　(a)-(b)+(c)+(d) 2,723 223,412 703 763,190
備蓄計画目標値 223,412 597 763,190

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度
西区　用地
買収に伴う
鑑定評価

西区
拠点備蓄
倉庫建設

見沼区
拠点備蓄
倉庫建設

広域拠点
備蓄倉庫
建設

岩槻区
拠点備蓄
倉庫建設

西区
用地買収
倉庫設計

見沼区
拠点備蓄
倉庫設計

広域拠点備
蓄倉庫設計

岩槻区
拠点備蓄
倉庫設計
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（３）計画の最終年次を迎える定員管理計画に基づき、簡素で効率的な行政体
制の整備を進めるとともに、職員の純減及び総人件費の抑制に努めます。

（４）ワークライフバランスに考慮した職場環境の整備、職員の公務能力の向
上など、時代の変化に対応した人事諸制度を構築します。

20.1
20.9

22.4

25
23.2

20.1
20.9

22.4

25
23.2

10

15

20

25

30

H19 H20 H21 H22 H23

さいたま市 時間外勤務の状況（一人あたり月平均時間）

年次別目標

区分 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年
合計

（平成23～25年）

職員数 9,006 8,991 8,939 8,820

増員数 121 52 48 221

減員数 -136 -104 -167 -407

差引増減 -15 -52 -119 -186

増減率 -0.2% -0.6% -1.3% -2.1%

※平成22年の職員数は確定数。

（各年4月1日現在職員数）
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（５）過去を学び、未来を考えることにより、世界の恒久平和の実現に向けて
意識の高揚を図ります。

世界で唯一の被爆国であるわが国は、次代を担う子どもたちに、戦争の歴史
を「学び」平和な未来を「考える」機会を与えることが求められています。平
和宣言都市であり、平和市長会議加盟都市である本市は、「さいたま市平和
展」や「さいたま市平和図画・ポスターコンクール」など、より多くの人々が、
核兵器等の廃絶や世界の恒久平和への関心を高める契機となる事業を展開する
ことにより、平和の尊さや大切さを市内外へ広く発信し、わが国を代表する都
市として、国際貢献を果たしてまいります。

（６）歴史を記録し、未来へ継承します。

旧市から引き継いだものを含め、膨大な量の歴史資料を収集、保存する一方
で、市の歴史的変遷の過程を記録し、未来へ継承するための取組みが求められ
ています。このため、収集した歴史資料をもとに市史を編さんし、郷土意識の
醸成と市民文化の向上を図るとともに、これからの市政発展の羅針盤（温故知
新）としてまいります。

（７）コンプライアンス体制を強化します。

公正な職務の執行と不祥事を起こさせない職場作りに取り組むコンプライア
ンス体制を強化することにより、市民の市政に対する理解と信頼をさらに深め
ていく必要があります。市民に信頼される誠実な行政運営の実現を図るため、
職員に対する意識啓発の徹底や研修を拡充し、本市全ての職員が公正な職務執
行と不祥事を起こさない職場作りに取り組みます。

（８）市民の目線に立った情報公開を総合的に推進します。

市政情報の「見える化」と新しい公共を推進するために、市民が市政に関す
る情報を容易に得られるよう、情報公開制度の一層の整備・充実を図ることに
より、市政に対する理解と信頼を深め、市民参加を更に促進することが求めら
れています。情報公開制度を適正に運営し、常に実施状況や社会情勢の変化等
を考慮して改善を図るとともに、個人情報を正確に取り扱い、漏えい等により
個人の権利利益が害されないよう、職員に対して注意喚起を行います。また、
市政情報の「見える化」を推進するため、行政サービスの内容や政策の形成過
程などを積極的に公開し、情報提供の充実を図ってまいります。

（９）人権意識の普及高揚を図ります。

様々な人権問題が依然として社会に根強く存在し、基本的人権が完全に保障
されていない状況にあります。こうした問題の解決には、市民一人ひとりの人
権意識の普及・高揚を図る必要があります。人権啓発講演会や研修会などの開
催を通して、人権教育・啓発を推進してまいります。
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２．基本方針・施策体系別主要事業

（１）万全な危機管理体制を構築します。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

No 区分 事業名 25年度 24年度 説明

1 拡 (仮称)危機管理センタ 8,704 4,800 危機事案発生時の拠点施設となる(仮称)危機

総 ー構築事業 (2,704) (4,800) 管理センターを構築するため、実施設計及び

防 〔安心安全課〕 資機材を整備

（２）安全に暮らせるまちづくりを推進します。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

No 区分 事業名 25年度 24年度 説明

2 拡 地域防災計画作成事業 32,000 6,615 地域防災計画に反映するため、新たな知見に

防 〔防災課〕 (32,000) (6,615) 基づいた被害想定調査を実施

3 拡 防災行政無線整備事業 606,681 17,500 避難所等との更なる情報伝達手段確保のた

総 〔防災課〕 (104,181) (17,500) め、防災行政無線(移動系)デジタル化再構築

整備工事を実施

4 新 拠点備蓄倉庫建設事業 729 0 西区拠点備蓄倉庫の用地買収に伴う鑑定評価

防 〔防災課〕 (729) (0)

（３）簡素で効率的な行政体制の整備を目指し、総人件費の抑制に努めます。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

No 区分 事業名 25年度 24年度 説明

5 人事管理事務事業 173,928 82,014 市民サービスの向上を図るための、職員の採

〔人事課〕 (173,675) (81,812) 用・退職者管理・定員管理・適材適所の人事

配置等職員の適正な人事管理

6 給与管理事業 1,983 1,677 民間企業の給与水準と均衡を図り、適正な給

〔職員課〕 (1,983) (1,677) 与制度を構築

　万全な危機管理体制を構築し、市民生活のさらなる安心と安全を確保したまちづくりを
進めてまいります。時代の変化に対応した人事諸制度を構築し、市民の視点に立った｢職
員の意識改革｣を図り、職員の｢やる気｣を引き出すとともに、働きやすい職場環境づくり
を推進することにより、公務能率を高め、市民サービスのより一層の向上を図ります。情
報公開制度の適切な運用、行政情報の｢見える化｣の推進、コンプライアンス体制の一層の
強化により、市民の市政に対する信頼を深めてまいります。

〔区分〕　新 … 新規事業　　拡 … 拡大事業 　　総 … 総合振興計画新実施計画事業　　防 … 防災、環境・エネルギー対策
            子 … 高齢者支援、子育て支援、教育の充実　　健 … 健康増進、スポーツ振興　　活 … 地域経済の活性化
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（４）職員の公務能力を高め、働きやすい職場環境づくりを促進します。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

No 区分 事業名 25年度 24年度 説明

7 人事評価事務事業 15,282 13,815 職員が職務を通じて発揮した能力や意欲・態

〔人事課〕 (15,282) (13,815) 度・業績を的確に把握し、適正に評価する人

事評価制度により、職員のやる気と満足度を

高め、複雑化、多様化、高度化する行政需要

に対応できる人材を育成

8 職員安全衛生管理事業 121,200 119,740 職員の労働安全衛生と健康確保のための事業

〔人事課〕 (121,108) (119,642) を実施

9 職員福利厚生事業 1,521 1,799 職員の元気回復を図り、公務能率を増進する

〔職員課〕 (1,521) (1,218) ための事業を実施

10 職員研修事業 26,089 27,432 自治体を取り巻く環境変化や直面する行政課

〔人材育成課〕 (25,949) (27,117) 題に的確に対応できる職員を育成するために、

基本研修、課題別研修、派遣研修、所属内研

修への支援等を実施

（５）過去を学び、未来を考えることにより、世界の恒久平和の実現に向けて意識の高揚を図り

　　ます。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

No 区分 事業名 25年度 24年度 説明

11 拡 平和推進事業 1,520 2,324 ｢さいたま市平和展｣では、戦争体験者による

総 〔総務課〕 (1,520) (2,324) お話し会の開催や、ビデオ上映会を行うな

ど、戦争資料や写真パネルの展示に加えて内

容を充実

（６）歴史を明らかにすることにより、郷土意識の醸成と市民文化の向上を図るとともに、市政

　　発展の羅針盤としていきます。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

No 区分 事業名 25年度 24年度 説明

12 新 市史編さん事業 16,085 0 市史編さんの基本方針を策定するとともに、

〔総務課〕 (16,085) (0) 未整理の状態で保有している歴史資料の整理

を実施

〔区分〕　新 … 新規事業　　拡 … 拡大事業 　　総 … 総合振興計画新実施計画事業　　防 … 防災、環境・エネルギー対策
            子 … 高齢者支援、子育て支援、教育の充実　　健 … 健康増進、スポーツ振興　　活 … 地域経済の活性化
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（７）コンプライアンス体制を強化します。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

No 区分 事業名 25年度 24年度 説明

13 拡 コンプライアンス推進 1,339 746 コンプライアンス研修を拡充するほか、コン

事業 (1,339) (746) プライアンス徹底のためのマニュアル等を作

〔コンプライアンス推 成し、各局区におけるコンプライアンスの取

進課〕 組を支援

（８）市民の目線に立った情報公開を総合的に推進します。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

No 区分 事業名 25年度 24年度 説明

14 情報公開・個人情報保 2,764 2,459 情報公開制度の適切な運用、国の情報公開法

護制度推進事業 (2,003) (1,596) 改正への対応、個人情報保護制度の適正な

〔行政透明推進課〕 取扱

15 情報提供推進事業 11,066 12,145 公正で開かれた市政運営のための行政情報の

〔行政透明推進課〕 (4,766) (11,012) ｢見える化｣を推進

（９）人権意識の普及高揚を図ります。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

No 区分 事業名 25年度 24年度 説明

16 総 人権啓発・人権教育推 24,329 25,537 人権啓発講演会・人権問題研修会等を開催し

進事業 (14,300) (15,415) 人権に関する教育・啓発活動を推進

〔人権政策推進課〕

〔区分〕　新 … 新規事業　　拡 … 拡大事業 　　総 … 総合振興計画新実施計画事業　　防 … 防災、環境・エネルギー対策
            子 … 高齢者支援、子育て支援、教育の充実　　健 … 健康増進、スポーツ振興　　活 … 地域経済の活性化
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３．行財政改革への取組

（１）　職員の意識改革

　　①　あらゆる危機事案を想定した図上訓練等を実施することで、職員一人ひとりの危機

　　　管理・防災意識の継続・向上を図ります。〔安心安全課〕

（２）　事業の実施方法の見直しによるコスト削減

　　①　総合防災訓練のあり方について、住民主体の体験型訓練を重視することにより地域

　　　防災力の向上を図るとともに、経費の削減に努めます。〔防災課〕

（３）　総務管理事務の委託化による人員削減と委託業務範囲の拡大

　　①　人事部内の人事、給与、福利厚生事務に関連する業務の一部を民間会社に委託し、

　　　平成24年10月より本格稼動したことにより市職員合計6名の人員を削減するとともに、

　　　委託業務範囲の拡大を検討していきます。〔人事課・職員課〕

（４）　人事評価等システムを活用した人事管理の促進

　　①　情報端末を利用した人事評価等システムが平成24年度より本格稼動したことに伴い、

　　　職員の人事管理を更に効率・効果的に実施するとともに、評価結果を反映した昇給制

　　　度を構築していきます。〔人事課〕

（５）　時代に即した給与制度の構築

　　①　職員給与を民間の給与水準と均衡させるとともに、社会経済情勢の変化等に対応し

　　　た適正な給与制度を構築します。〔職員課〕

（６）　福利厚生事業の見直し

　　①　社会経済情勢に配慮したうえで、職員の元気回復を図り、公務能率を増進するため、

　　　有効かつ適正な事業の実施に努めます。〔職員課〕

（７）　市政情報の見える化とコスト意識の向上

　　①　事業ごとの直接的な経費に加えて、職員の人件費も含めた総コストを公表するとと

　　　もにサービス単位あたりのコストも表示します。これにより、市政の透明性の確保と

　　　職員のコスト意識の更なる向上を図ります。〔行政透明推進課〕

（８）　事務執行の効率化

　　①　事務文書の電子化を進め、紙の使用枚数の抑制に努めることにより、事務執行の効

　　　率化を図り、より一層のコスト削減に努めます。〔総務課〕

（９）　平和推進事業、人権政策推進事業の推進

　　①　平和都市宣言の精神を生かし、平和推進事業の内容の充実化とコスト削減に努めま

　　　す。 〔総務課〕

　　②　社会に根強く存在する様々な人権問題を解決するため、人権意識の普及・高揚を図

　　　りながら、事業の実施にあたっては、一層の効率化を検討します。〔人権政策推進課〕
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（10）　既存事業の見直しによるコスト削減の取組

千円

　①　総合防災情報システムへの移行に伴う効率的な見直しを行いました。

　　〔防災課〕（3,335千円）〔安心安全課〕（504千円）

　②　コピー用紙やファイリング用品など、消耗品のストック量を勘案して、購入量を精査

　　しました。〔総務課〕（4,331千円）

　③　臨時職員の適正な配置に努めました。〔職員課〕（22,767千円）

　④　研修用機器の長期継続契約が満了となるにあたり、新年度以降は現有機器にて対応す

　　ることで、賃借料の見直しを行いました。〔人材育成課〕（319千円）

46,656既存事業の見直しによるコスト削減額

- 68 -



（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

75 2款 1項 1目 -

＜主な事業＞

１　さいたま市新年名刺交換会の実施

　市勢発展に貢献のある市内各界の代表者を招待する。

市長と招待者が一堂に会し、新年の抱負を語り、活発な

情報交換を行う。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

75 2款 1項 1目 -

＜主な事業＞

１　さいたま市平和展の開催 749

　戦争の実態と平和の尊さを広くＰＲするとともに、市

民の平和への関心を醸成し、人類共通の願いである世界

の恒久平和実現の推進を図る。

　戦争に関する資料や写真パネルの展示、戦争体験者に

よるお話会、戦争関連のビデオ上映会等を実施する。

２　平和図画・ポスターコンクールの開催 771

　市内小・中学校の児童・生徒に平和をテーマとした作

品を募集、展示することにより、次代を担う子どもたち

の平和への関心を促し、平和教育に資する。

前年度予算額

一般財源

総務管理費

＜事業の目的・内容＞

716前年度予算額

1,290一般財源一般管理費

　新年に、市内各界の代表者と市長が一堂に会し、市勢発展に向けて抱負を語
り、情報交換の場とすることを目的とした、｢さいたま市新年名刺交換会｣を実施
します。

予算書Ｐ.

＜事業の目的・内容＞

局/部/課 総務局/総務部/総務課

総務費

総務局/総務部/総務課

一般管理費総務管理費

　人類共通の願いである世界の恒久平和を実現するため、｢さいたま市平和展｣及
び｢さいたま市平和図画・ポスターコンクール｣を実施し、戦争の悲惨さやおろか
さ、平和の尊さや大切さを後世に伝えるとともに、市民の平和意識の高揚を図り
ます。

1,290

予算書Ｐ. 総務費

1,520

1,520

予算額

式典事務事業

局/部/課

事務事業名 平和推進事業

事務事業名 予算額 1,290

2,324

増減 △ 804 

増減 574 
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

75 2款 1項 1目 -

＜主な事業＞

１　コンプライアンス研修の実施 ３　不当要求対応研修の実施

　職員のコンプライアンス意識の一層の向上を図るた 　(1)　新任課長級対象の研修

め、コンプライアンス研修を拡充して実施する。 　(2)　不当要求行為等対策責任者講習

　(1)　局区コンプライアンス責任者・副責任者研修

　(2)　課長職コンプライアンス研修 ４　庁内コンプライアンス体制の支援

　(3)　課長補佐・係長職コンプライアンス研修 　コンプライアンス徹底のためのマニュアル等を作成し

　(4)　階層別公務員倫理研修 各局区におけるコンプライアンスの取組を支援する。

　(5)　契約事務に係る公務員倫理研修(調達課との共

　　催)

２　事務処理ミス等の再発防止、未然防止の支援・調整

　各局区の取組に対して支援や調整を行う。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

75 2款 1項 1目 -

＜主な事業＞

１　育児休業等の代替に係る配置

　産休・育児休業等の職員の代替として臨時職員を配置

する。

２　業務増等に係る配置

　一定の期間に繁忙となる業務や特定の専門的知識等に

基づいて職員を補完する業務に従事するため、臨時職員

を配置する。

３　臨時職員に係る共済費

　臨時職員に係る社会保険料等(事業主負担分)を支出す

る。

340,309

363,076

593 

予算額 1,339

総務局/人事部/職員課

1,177

事務事業名

　市民に信頼される誠実な行政運営の実現を図るため、職員のコンプライアンス
意識の一層の向上を図るとともに、庁内のコンプライアンス体制の下、適正な事
務執行を実践し、市政に対する市民の信頼回復に努めてまいります。

予算額 340,309

一般財源

△ 22,767 増減

予算書Ｐ.

＜事業の目的・内容＞

コンプライアンス推進事業

総務費 総務管理費 一般管理費

局/部/課

＜事業の目的・内容＞

臨時職員等管理事業（職員課）事務事業名

一般財源 1,339予算書Ｐ.

総務局/総務部/コンプライアンス推進課

総務費 総務管理費 一般管理費

局/部/課

前年度予算額 746

増減

　緊急若しくは臨時の職又は育児休業等の職員の代替として臨時職員を配置しま
す。

前年度予算額

144,417

165,670

30,222
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

77 2款 1項 3目 -

＜主な事業＞

１　共用複写機の設置・管理

　本庁舎及び各区役所に共用複写機を設置し、庁舎ごと

に管理する。

２　印刷センターの運営・管理

　本庁舎西側の印刷センターにおいて、比較的簡易な印

刷業務を集中化させて行う。

３　軽印刷機の設置・管理

　職員自らが印刷を行うよう、本庁舎及び各区役所に軽

印刷機を設置し、庁舎ごとに管理する。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

77 2款 1項 3目 -

＜主な事業＞

１　文書事務の管理・指導 ４　庁舎間の連絡

　文書事務の適正な執行について、管理・指導を行う。 　庁舎間で文書をやりとりするため、連絡便を運行す

る。

２　郵便物の発送

　各課の郵便物について、庁舎ごとに取りまとめて発送 ５　文書のマイクロフィルム化

する。 　閲覧等の利用頻度が高い長期保存文書について、マイ

クロフィルム化を行う。

３　文書の整理・保存・廃棄

　ファイリング用品や保存箱の購入、民間倉庫への保 ６　公印の管理

管、及び保存期間満了文書の廃棄を行う。 　組織改編による公印の新調や廃止、消耗が著しい公印

の改刻を行う。

△ 5,379 

増減 42,626 

482,205

前年度予算額

一般財源

増減

総務管理費 事務管理費

　共用複写機を設置して台数や使用枚数を適正に管理すること、比較的簡易な印
刷業務を印刷センターへ集中化させて行うこと、及び軽印刷機を使って職員自ら
が印刷を行うことにより、浄書印刷の経費抑制と事務の効率化を図ります。

予算書Ｐ. 総務費

事務事業名 文書管理事業

事務事業名

＜事業の目的・内容＞

　各課における文書事務を統括管理し、公文書の適正かつ効率的な処理及び管理
を行います。

局/部/課

＜事業の目的・内容＞

80,180

総務局/総務部/総務課

浄書印刷事業 予算額

前年度予算額 85,559

一般財源 80,180

予算書Ｐ.

局/部/課 総務局/総務部/総務課

総務費 総務管理費 事務管理費 482,205

予算額

439,579

222

38,004

37,660

4,516

133

411,610

59,848
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

77 2款 1項 3目 -

＜主な事業＞

１　庶務事務

　市議会及び局内の連絡調整や事務遂行に当たり、必要

な庶務(旅費の支給、消耗品の購入等)を行う。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

77 2款 1項 3目 -

＜主な事業＞

１　訴訟事務委託 ２　法律相談業務

　本市に対して訴訟が提起された場合、弁護士へ訴訟事 　行政執務上の法律問題について、顧問弁護士から専門

務全般について委託し、所管課と連携しながら的確かつ 的な助言及び指導を受ける。

迅速な対応を行う。  ［参考］

 ［参考］ 　　過去の法律相談件数

　　過去の訴訟等発生件数

100 件

19 件 112 件

41 件 92 件

25 件

年度 件数

平成23年度

件数

平成22年度

平成23年度平成22年度

平成21年度

増減

平成21年度

　市議会及び局・部・課内外との連絡調整等について、効率的かつ効果的な執務
環境を図ることにより、円滑な事務の遂行を確保します。

訟務事務事業

予算書Ｐ.

年度

予算書Ｐ.

　行政執務上の法律問題及び訴訟に対して、顧問弁護士制度及び弁護士への訴訟
委託を実施し、法的な対応及び判断を明確なものとします。

＜事業の目的・内容＞

総務管理費総務費 事務管理費

総務管理費 事務管理費

3,505

総務局/総務部/法制課

＜事業の目的・内容＞

一般財源

4,158

事務事業名

局/部/課

一般財源 3,505

予算額

総務費

前年度予算額 3,585

8,273

△ 80 

増減 △ 23 

8,273

8,296

3,505

局/部/課 総務局/総務部/総務課

予算額事務事業名 総務管理事業

前年度予算額

4,000
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

77 2款 1項 3目 -

＜主な事業＞

１　議案書の印刷

　市議会議案書を外注により印刷する。

 ［参考］

　　印刷部数の推移

870 部

850 部

340 部

340 部

340 部

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

77 2款 1項 3目 -

＜主な事業＞

１　例規集の維持管理

　例規集の編集・発行(データベース化を含む。)を行う

ことにより、本市の例規整備を確保し、例規情報を市民

等へ提供する。

２　法令参考図書の整備

　法令参考図書を整備充実するとともに、その全庁的な

活用を促進する。

３　大都市法規事務連絡協議会等への参加 110

　他の全国の政令指定都市及び県内他市と法規事務につ

いて情報交換・意見交換などを促進する。

＜事業の目的・内容＞

事務事業名 議案作成等事業

総務局/総務部/法制課

総務費 総務管理費

局/部/課 総務局/総務部/法制課

914

平成21年度

平成22年度

平成25年度

年度 部数

増減

　市議会における審議が円滑に行われるよう、見やすく適切な議案書を作成しま
す。

前年度予算額

局/部/課

予算書Ｐ.

　市の条例、規則等を掲載した例規集について、情報公開コーナー、インター
ネット等により情報提供を行っています。また、法律参考図書の整備及び他の地
方公共団体との情報交換などにより、行政上の諸問題についての調査研究等を
行っています。

前年度予算額

増減

予算書Ｐ.

10,000

総務費 総務管理費 事務管理費

＜事業の目的・内容＞

事務管理費

予算額

一般財源

939

△ 229 

14,351一般財源

平成23年度

平成24年度

1,168

15,339

△ 988 

939

14,351事務事業名 法規事務事業

3,696

予算額
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

77 2款 1項 5目 18款

22款

-

＜主な事業＞

１　人事管理事務事業

　市民サービスの向上を図るために、職員の採用・退職

者管理・定員管理・適材適所の人事配置など、職員の適

正な人事管理を行う。

２　人事評価事務事業

　職員が職務を通じて発揮した能力や意欲・態度、業績

を的確に把握して適正に評価する人事評価制度により、

職員のやる気と満足度を高め、複雑化、多様化、高度化

する行政需要に対応できる人材の育成を図る。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

77 2款 1項 5目 22款

-

＜主な事業＞

１　各種安全衛生研修等の開催及び派遣 633 ３　健康相談及び健康相談室の管理運営

　庁内職員研修として、メンタルヘルス研修や健康管理 　産業医や相談員等を配置し、職員が健康相談をしやす

研修を実施する。また、衛生管理者受験講習会をはじめ い環境の整備を図るとともに、各区に設置されている健

安全衛生に関する様々な外部研修へ各安全衛生委員会の 康相談室の管理運営を行う。

委員などを派遣する。

２　各種健康診断・予防接種の実施

　職員定期健康診断、深夜業務従事者等を対象とした特

殊健康診断及び破傷風などの予防接種を実施する。

＜事業の目的・内容＞

　市民サービスの向上を図るために、職員の適正な人事管理を行います。

増減

前年度予算額

局/部/課

189,210

人事管理費予算書Ｐ. 総務費 総務管理費

人事管理事務事業 予算額

総務局/人事部/人事課

事務事業名

247

70,018 

188,957一般財源

財産収入

諸収入

6

119,192

前年度予算額 119,740

増減 1,460 

20,647

173,928

15,282

事務事業名 職員安全衛生管理事業 予算額 121,200

局/部/課 総務局/人事部/人事課

予算書Ｐ. 総務費 総務管理費 人事管理費 諸収入 92

＜事業の目的・内容＞ 一般財源 121,108

　職員の労働安全衛生と健康管理に係る事業を実施し、意識の向上・安全の確
保・健康の保持及び増進を図り、快適な執務環境の整備と事務の効率化を促すこ
とを目的とするものです。

99,920

年次別目標

区分 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年
合計

（平成23～25年）

職員数 9,006 8,991 8,939 8,820

増員数 121 52 48 221

減員数 -136 -104 -167 -407

差引増減 -15 -52 -119 -186

増減率 -0.2% -0.6% -1.3% -2.1%

※平成22年の職員数は確定数。

（各年4月1日現在職員数）

-15

-52

-119
9,006 8,991

8,939

8,820

8,700

8,750

8,800

8,850

8,900

8,950

9,000

9,050-140

-120

-100

-80

-60

-40

-20

0

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年

職員数の推移

差引増減

職員数

（人）

- 74 -



（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

77 2款 1項 5目 -

＜主な事業＞

１　公務・通勤災害による被災職員への補償 1

　さいたま市議会の議員又は非常勤の職員が公務又は通

勤による災害にあった際、その療養費の補償を行う。

２　認定委員会・審査会の開催・運営 106

　さいたま市議会の議員又は非常勤の職員から公務又は

通勤災害認定請求があった際にその災害の認定を行う認

定委員会、及び、認定を不服とする際にその内容につい

て審査をする審査会を開催する。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

77 2款 1項 5目 -

＜主な事業＞

１　適正な給与制度の構築

　社会経済情勢の変化や人事委員会勧告等を考慮し、ま

た、国、他団体の制度改正状況も踏まえながら、適正な

給与制度を構築する。

２　給与支給事務

　職員の例月給与、期末手当及び勤勉手当並びに退職手

当の支給を行う。

３　特別職報酬等審議会の運営 510

　市議会議員の議員報酬、市長等の給料の額等を審議す

る特別職報酬等審議会の運営を行う。

　職員給与について、本市人事委員会勧告等を考慮し、適正な給与制度を構築す
るとともに、効率的かつ正確な支給を行います。
　また、市長等の給料の額等を審議する、さいたま市特別職報酬等審議会の運営
を行います。

局/部/課

予算書Ｐ.

＜事業の目的・内容＞

事務事業名 給与管理事業

総務費 総務管理費 人事管理費

総務局/人事部/職員課

1,983

107

前年度予算額

1,677

増減

前年度予算額

一般財源 1,983

306 

予算額

一般財源 107

事務事業名 公務災害補償及び認定・審査会事務事業 予算額

局/部/課 総務局/人事部/人事課

予算書Ｐ. 総務費 総務管理費 人事管理費

107

増減 0 

＜事業の目的・内容＞

　議会の議員又は非常勤職員の公務・通勤災害に対する補償の実施と、認定委員
会・審査会を開催・運営し、被災職員の損害に対して必要な補償を行い、職員や
遺族の生活の安定と福祉の向上を目的とするものです。
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

77 2款 1項 5目 -

＜主な事業＞

１　福利厚生事務 119

　共済組合等の事業に係る事務を行う。

２　生命保険料などの控除事務 530

　保険会社等へ支払うため、職員の給与から保険料を控

除する。

３　旧職員住宅の管理事務 872

　蓮沼・岩槻にある旧職員住宅の建物・敷地の管理等を

行う。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

77 2款 1項 5目 22款

-

＜主な事業＞

１　基本研修 ３　派遣研修

　階層ごとに求められる知識の習得や能力の向上を目指 　外部の機関等に職員を派遣し、専門的な知識の習得や

す。 能力向上を目指す。

　・管理者研修、部長研修、課長研修、課長補佐研修、 　・自治大学校、政策研究大学院大学、市町村職員中央

　　係長研修、新規採用職員研修等 　　研修所、自治人材開発センター等

２　課題別研修 ４　所属内研修支援

　行政課題別に知識の習得や能力の向上を目指す。 　各局・区単位で実施する集合研修に対し、各種支援を

　・政策形成実践研修、自治体法務研修、交渉力研修、 実施する。

　　プレゼンテーション研修等 　・研修会社や講師の紹介、講師謝礼への補助、職員研

　　修センター研修室の貸出し等

3,295

職員研修事業（人材育成課）

総務費 総務管理費 人事管理費

総務局/人事部/人材育成課

＜事業の目的・内容＞

局/部/課

予算書Ｐ.

予算書Ｐ. 総務費

　適切な福利厚生事業を実施することにより、職員の元気回復を図り、公務能率
の増進に資することを目的とします。

事務事業名

職員福利厚生事業事務事業名

＜事業の目的・内容＞

総務管理費 人事管理費

局/部/課 総務局/人事部/職員課

△ 131,078 増減

予算額

27,432前年度予算額

増減

一般財源

前年度予算額 132,599

6,899

△ 1,343 

1,432

1,521

　自治体を取り巻く様々な環境の変化や直面する行政課題に的確に対応できる職
員を育成するために、基本研修をはじめ、課題別研修、派遣研修、所属内研修へ
の支援等を実施するものです。

13,847

1,521

一般財源 25,949

諸収入 140

予算額 26,089
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

77 2款 1項 5目 22款

-

＜主な事業＞

１　職員研修センターの管理運営

　職員研修の効率的・効果的運営を行うための職員研修

センターの施設及び設備の維持・管理運営を行う。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

81 2款 1項 9目 -

＜主な事業＞

１　包括外部監査委託料

　さいたま市の財務事務や、さいたま市が財政援助等を

行っているもののうち、外部監査人が自ら特定のテーマ

を決めて監査を行う。

　監査結果(報告書)及び指摘事項に対する措置状況につ

いては、監査委員が公表する。

＜事業の目的・内容＞

総務局/人事部/人材育成課

予算書Ｐ. 総務費 総務管理費 人事管理費

局/部/課

局/部/課 総務局/総務部/総務課

総務費 総務管理費 行政管理費

予算額 34,782

諸収入 801

前年度予算額

予算額

0 

　職員研修の効率的・効果的運営を行うため、職員研修センターの施設及び設備
の維持・管理運営を行います。

予算書Ｐ.

行政管理事業事務事業名

34,782

18,060

増減

前年度予算額

　地方自治法の規定に基づき、本市の組織に属さない外部の専門家である公認会
計士、弁護士、税理士等と包括外部監査契約を締結し、監査報告を受けることな
どにより、適切な行政管理を行います。

18,050

18,060

一般財源 33,981

△ 1,533 

36,315

18,060一般財源

増減

職員研修センター管理運営事業事務事業名

＜事業の目的・内容＞
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

81 2款 1項 9目 18款

-

＜主な事業＞

１　歴史資料の収集・整理・保存 ３　歴史刊行物の発刊

　保存期間が満了した行政文書の中から、歴史的価値を 　市域に関する新聞記事を収集・整理し、｢新聞記事目

有するものを収集し、過去に収集した歴史資料とともに 録｣を刊行する。

整理・保存を行う。 　配布先　各区役所情報公開コーナー、市立図書館、市

立博物館、市立学校、他自治体等(販売はしていない)

２　歴史資料の活用

　所蔵している歴史資料を活用し、市民や職員からの問

合せに対応するとともに、閲覧・貸出し等の利用に供す

る。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

81 2款 1項 9目 -

＜主な事業＞

１　基本方針策定

　庁内検討会議を設置し、市史編さんの組織体制、体

系、刊行時期などについて協議し、有識者の意見を聴取

しながら、事業推進の礎となる基本方針を策定する。

２　歴史資料整理

　未整理の状態で保有している歴史資料について、市史

編さん作業の資料とするための整理を行う。

8,085

前年度予算額 0

増減 皆増 

　本市の歴史的変遷の過程を記録し、未来へ継承するため、市史を編さんし、郷
土意識の醸成や市民文化の向上を図るとともに、市政発展の方向を示す羅針盤と
します。

一般財源 16,085予算書Ｐ. 総務費 総務管理費 行政管理費

16,085

局/部/課 総務局/総務部/総務課

事務事業名 市史編さん事業 予算額

総務局/総務部/総務課

予算書Ｐ.

局/部/課

＜事業の目的・内容＞

9,474前年度予算額

△ 318 

＜事業の目的・内容＞

　市域に関する古文書や行政文書、写真、刊行物等を収集・整理・保存し、市民
の文化的財産として後世に伝えていくとともに、郷土の歴史資料として活用を図
ります。

増減

一般財源

総務管理費 行政管理費

事務事業名 歴史資料収集・保存・活用事業 予算額 9,156

9,136

総務費 財産収入 20

66

8,415
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

81 2款 1項 9目 18款

22款

-

＜主な事業＞

１　情報開示制度推進事務 620 ４　情報公開・個人情報保護審査会事務

　行政情報開示制度の適切な運用と推進に係る事務を行 　不開示処分等に対する不服申立てに関する諮問に対

う。 し、公平かつ客観的に審査して答申を行う。

２　個人情報保護制度推進事務 164 ５　情報公開・個人情報保護審議会事務 612

　市の保有する個人情報について個人情報保護制度の適 　情報公開制度及び個人情報保護制度をより良い制度へ

切な運用と推進に係る事務を行う。 と発展させるための審議、答申等を行う。

３　情報提供事務 ６　議会資産等公開審査会事務 82

　市政の｢見える化｣を推進するため、各区情報公開開コ 　市議会議員の公表する資産等報告書に疑義がある場

ーナーにおいて行政情報を閲覧等に供するほか、附属機 合、有権者からの申出に基づき審査を行う。

関等の会議の公開などを推進する。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

87 2款 1項 16目 16款

-

＜主な事業＞

１　講演会、研修会の開催 　平成25年度の主な講演会、研修会

　企業の社員を対象とした人権同和問題研修会及び市民 ○人権啓発講演会・研修会

を対象とした人権啓発講演等を開催する。 ○市内企業等人権問題研修会

○公正採用選考人人権啓発推進員研修会

２　人権啓発冊子・用品の作成 956 ・浦和公共職業安定所(共催)

　人権啓発パンフレット・冊子・用品を作成し、講演会 ・大宮公共職業安定所(共催)

等で配布する。 ○市職員研修(人材育成課共催)

・新規職員研修

３　人権擁護委員活動への支援 ・課長補佐職研修

　人権擁護委員が行う人権相談や啓発活動(人権作文の ・職員人権問題研修

募集審査、人権の花運動、街頭啓発等)に対し、会場の ○企業・公共団体への研修支援　　など

提供などの支援をする。

増減 △ 341 

総務局/総務部/人権政策推進課局/部/課

総務費

予算書Ｐ. 総務費 総務管理費

総務管理費

局/部/課 総務局/総務部/行政透明推進課

事務事業名 人権政策推進事業 予算額 11,711

6,809一般財源

4,902

予算額 13,830

財産収入行政管理費

＜事業の目的・内容＞

6,769

6,126

935

　市の行政情報の開示を求める市民の知る権利を保障する情報開示制度と、市の
保有する個人情報の適正な取扱いを確保し、自己に関する個人情報の開示等の請
求権を保障する個人情報保護制度の事務を行うとともに、市政に関する正確で分
かりやすい情報を市民が迅速かつ容易に得られるように情報を提供することによ
り、市政の｢見える化｣を推進します。また、情報公開・個人情報保護審査会、情
報公開・個人情報保護審議会及び市議会資産等公開審査会の運営を行います。

予算書Ｐ.

前年度予算額

諸収入

一般財源

事務事業名 情報公開制度推進事業

＜事業の目的・内容＞

　同和問題をはじめとする様々な人権問題は依然として社会に根強く存在し、基
本的人権が完全に保障されていない状況にあります。こうした問題の解決には、
市民一人ひとりの人権意識を高める必要があるため、講演会や研修会を開催する
などして人権啓発・教育を推進します。

14,604

増減 △ 774 

前年度予算額 12,052

1,394

10,958

1,099

4,144

人権政策推進費 国庫支出金
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

87 2款 1項 16目 16款

22款

-

＜主な事業＞

１　人権講演会の開催 108 　平成25年度三つ和会館の主な事業

　会館主催事業として人権問題(同和問題、障害者、子 ○人権講演会

ども等)に係る講演会を年3回開催する。 ○ほのぼの交流会

○健康づくり教室（実践）

２　各種講座・教室の開催 377 ○子ども造形教室

　会館主催事業として地域福祉と文化の向上を図るた ○編み物教室

め、講座や教室(フラワーアレンジント、健康づくり教 ○絵本読み聞かせ

室等)を開催する。 ○絵手紙教室

○木目込み人形教室

３　会館施設の提供 ○フラワーアレンジメント教室

　住民交流のコミュニティ活動の場として、地域住民に ○文化祭  　　など

会場の貸出しを行う。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

89 2款 1項 19目 -

＜主な事業＞

１　遺族扶助料の支給事務

　恩給(退隠料)を受給していた永年勤続者が死去した

後、扶助料を受給する権利を有する遺族に対して給付を

行う。

　共済制度移行以前の永年勤続者の遺族の生活を支えることを目的とします。

予算書Ｐ.

総務局/人事部/職員課

総務管理費

局/部/課

＜事業の目的・内容＞

恩給及び退職年金費

49

国庫支出金 5,078

予算額

諸収入

総務局/総務部/人権政策推進課

予算書Ｐ. 総務費 総務管理費 人権政策推進費

一般財源

前年度予算額

事務事業名 恩給支給事務事業

2,835

0 

総務費

　様々な人権問題に対する理解を深めるための講演会や講座を行う人権啓発の拠
点施設として、また、近隣地域住民の交流活動の場として、人権意識の高揚や地
域福祉の向上を図ります。

局/部/課

増減

予算額

7,491

増減 △ 867 

一般財源

2,835

前年度予算額

＜事業の目的・内容＞

事務事業名

2,835

12,618三つ和会館管理運営事業

13,485

2,835
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

101 2款 7項 1目 17款

18款

22款

-

＜主な事業＞

１　統計調査員確保対策事業 581 ４　産業連関表の作成

　基幹統計調査等を円滑に実施するため、調査員の確保 　平成23年に市内で行われた物やサービスの産業間の取

と資質の向上を目的に調査員研修を実施する。 引及び産業と家計、他地域との取引など、500を超える

部門ごとのデータから生産額等を推計して、5年をかけ

２　統計書の刊行 399 て産業連関表を作成する。

　本市の自然、人口、経済、社会、教育等の各分野にお 　平成25年度は作成基本要領の作成、推計資料の収集、

ける統計資料を総合的に収録し、市勢の現状及びその推 市内生産額の推計などを行う。

移を明らかにする。

３　各種調査結果報告書の作成 396

　基幹統計調査の結果を集計して公表する。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

101 2款 7項 2目 17款

22款

＜主な事業＞

１　住宅・土地統計調査 ２　工業統計調査

　住宅などの人が居住する建物に関する実態、現住居以 　製造業に属する事業所を対象として、事業所数、従業

外の住宅及び土地の保有状況並びに住宅等に居住してい 者数、製造品出荷額等を調査し、工業の実態を明らかに

る世帯に関する実態を調査し、その現状と推移を全国及 することにより、工業に関する行政施策の基礎資料を得

び地域別に明らかにすることにより、住宅・土地関連諸 ることを目的に実施する。

施策の基礎資料を得ることを目的に実施する。 ・調査期日　平成25年12月31日

・調査期日　平成25年10月1日

・調査対象　平成22年国勢調査の調査区から、総務大臣

　　　　　が指定した調査区において抽出した住宅と世

　　　　　帯

＜事業の目的・内容＞

予算書Ｐ. 総務費 統計調査費

予算額 82,998

＜事業の目的・内容＞

　統計法に基づく国の基幹統計を作成するための調査を実施します。

増減

82,977

局/部/課

予算書Ｐ. 総務費 統計調査費 統計調査費

　統計調査を円滑に実施するため、統計調査員の資質を向上させ、統計事務の研
究・改善を図ります。また、統計書の刊行や各種統計調査の結果を公表するとと
もに、調査結果を分析して、市民の所得水準や市の経済構造を明らかにし、新た
な行政計画や政策形成にも資することができる基礎資料を提供します。

総務局/総務部/総務課

事務事業名 基幹統計調査事業

8,925 

21

増減

2,147

財産収入 66

10,789

11,072

局/部/課 総務局/総務部/総務課

県支出金

37,091

県支出金 196

前年度予算額

前年度予算額

諸収入

76,854 5,343

統計調査総務費

事務事業名 統計事務事業

45,907 

21

9,000

諸収入

一般財源

予算額
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

101 2款 7項 2目 17款

＜主な事業＞

１　埼玉県町(丁)字別人口調査 361

　埼玉県内市町村の町(丁)字別の年齢別及び男女別人口

を明らかにし、人口に関する小地域別の統計情報を整備

し、各種施策の基礎資料を得ることを目的に実施する。

・調査期日　毎年1月1日

２　埼玉県住民異動月報 109

　埼玉県内に居住する住民異動状況及び市町村別人口・

世帯の実態を把握し、各種行政施策、その他の基礎資料

を得ることを目的に実施する。

・調査期日　毎月

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

103 2款 9項 1目 23款

-

＜主な事業＞

１　危機発生時の初動体制の確保 ４　国民保護計画関係事業の推進

　24時間体制で危機事案に対応するため、危機管理宿日 　国民保護計画事業を推進するため、国民保護図上訓練

直体制や危機管理待機宿舎を整備・充実させる。 を実施するとともに、特殊標章作成等による体制整備を

行う。

２　危機管理体制の拠点施設の整備

　危機事案発生時の拠点施設となる(仮称)危機管理セン ５　放射線対策の推進 192

ターを構築するため、実施設計及び資機材等の整備を行 　学識経験者の意見を聴取し、市の取組に反映させるた

う。 め、さいたま市放射線等対策専門委員会を開催するな

ど、放射線問題への継続的な対応を図る。

３　職員の危機管理意識の向上・強化 496

　危機意識の向上を図り、危機発生時の対応を習得させ

るための危機管理研修を階層別に実施する。

3,536 

12,555

増減

前年度予算額

　自然災害や事件・事故・感染症などの市民生活を脅かす危機事案に対し、危機
発生時の初動対応を確保するための体制を整備・充実させ、併せて職員の危機意
識の向上・強化を図ります。
　また、危機管理体制の拠点施設となる(仮称)危機管理センターの実施設計を行
います。

8,704

＜事業の目的・内容＞

予算書Ｐ.

事務事業名

総務費 危機管理費

局/部/課 総務局/総務部/総務課

予算書Ｐ. 総務費

470

増減

県支出金

0 

470

予算額

　埼玉県統計調査条例等に基づく埼玉県町(丁)字別人口調査及び埼玉県住民異動
月報を調査作成します。

前年度予算額

総務局/危機管理部/安心安全課

事務事業名 危機対策事業

一般財源

470

10,091

防災総務費

統計調査費 統計調査費

＜事業の目的・内容＞

局/部/課

市債 6,000

各種統計調査事業 予算額

2,7422,841

16,091

- 82 -



（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

103 2款 9項 1目 23款

-

＜主な事業＞

１　防災行政無線整備事業 ３　災害用備蓄事業

　市民への情報伝達手段である同報系防災行政無線の維 　東日本大震災の教訓を踏まえた備蓄計画の見直しに基

持管理、職員間の災害情報の収集及び伝達手段である移 づき、非常用物資の分散備蓄を計画的に行うとともに、

動系防災行政無線のデジタル化再構築整備を図る。 災害時に資機材が適切に稼動できるよう、保守点検等を

実施する。

２　災害用マンホール型トイレ整備事業

　災害等の長期にわたる避難生活に備え、災害用マンホ ４　地域防災計画作成事業

ール型トイレを避難場所に設置する。 　地域防災計画に反映するため、新たな知見に基づいた

被害想定調査を行う。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

103 2款 9項 1目 -

＜主な事業＞

１　さいたま市総合防災訓練

　地域住民、自主防災組織、事業所等を主体とした訓練

を実施し、自助・共助の更なる充実強化を図るととも

に、九都県市及び防災関係機関の相互連携を強化・検証

し、災害対応能力の向上及び防災意識の高揚を図る。

２　各区避難場所運営訓練

　地域住民等で構成される避難場所運営委員会を中心と

した避難場所の運営訓練を実施し、｢自助｣・｢共助｣の充

実強化を図る。

予算書Ｐ.

局/部/課

事務事業名 防災訓練事業

　東日本大震災の教訓を踏まえ見直した備蓄計画に基づき、応急的に必要な物資
を防災倉庫等へ計画的に分散備蓄するとともに、災害用マンホール型トイレや移
動系防災行政無線の整備を進めます。
　また、国や県の最新の知見を踏まえ被害想定を見直し、地域防災計画の反映に
向け検討します。

危機管理費 防災総務費

総務費 危機管理費 防災総務費

総務局/危機管理部/防災課局/部/課

事務事業名 防災対策事業

市債

予算額 923,094

593,900

22,793

16,960

329,194＜事業の目的・内容＞

　地域防災計画に基づき、防災体制の充実強化及び防災関係機関相互連携の強化
を図るとともに、災害対応能力の向上及び市民等の防災意識の高揚を図ることを
目的に実施します。

予算書Ｐ.

増減

前年度予算額 47,165

△ 7,412 

90,366

一般財源

総務局/危機管理部/防災課

予算額 39,753

32,000

総務費 39,753

＜事業の目的・内容＞

843,083

増減 80,011 

606,681

132,939

前年度予算額

一般財源
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

103 2款 9項 1目 -

＜主な事業＞

１　自主防災組織育成

　自主防災組織への活動支援として、運営補助金、防災

訓練補助金、育成補助金の各種補助金を交付する。

２　地域防災力向上スキルアップ

　防災アドバイザー、防災ボランティアコーディネータ

ーに対するフォローアップ研修を行い、地域防災力の向

上を図る。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

103 2款 9項 1目 -

＜主な事業＞

１　災害応急対策業務 5

　災害発生時において、災害対策用臨時電話の設置や災

害応急対策用物品の移送(備蓄品等運搬)を行う。

総務費

＜事業の目的・内容＞

138,411

　災害発生時、被害が発生した場合に応急対策を行い、被害を最小限に食い止め
ることを目的とします。

5

局/部/課

一般財源予算書Ｐ.

局/部/課

予算書Ｐ. 総務費

＜事業の目的・内容＞

事務事業名 災害応急対策事業

危機管理費 防災総務費

139,132

3,399

　｢自分たちのまちは自分たちで守る｣というスローガンのもと、災害時において
地域住民が団結して地域を守る自主防災組織の結成促進及び育成強化を図りま
す。また、防災アドバイザー、防災ボランティアコーディネーターに対し継続的
なフォローアップ研修を行います。

総務局/危機管理部/防災課

事務事業名 自主防災組織育成事業 予算額 142,531

一般財源 142,531

増減 4,120 

0 増減

5

前年度予算額

前年度予算額

総務局/危機管理部/防災課

危機管理費 防災総務費

予算額

5
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財政局　平成２５年度　局運営方針（案）
１．主な現状と課題

年末の内閣府の月例経済報告によると、「景気は、世界景気の減速等を背景とし
て、このところ弱い動きとなっている。」更に「先行きについては、当面は弱さが
残るものの、復興需要が引き続き下支えするなかで、海外経済の状況が改善するに
つれ、再び景気回復へ向かうことが期待される。ただし、海外経済を巡る不確実性
は依然として高く、我が国の景気を下押しするリスクとなっている。また、雇用・
所得環境の先行き、デフレの影響等にも注意が必要である。」と示されており、地
方財政は依然として厳しい状況が予想されています。

（２）税負担の公平性確保の観点から、市税等の収納率向上が課題となっており、
更なる収納対策の推進が求められています。

（１）健全な財政運営を維持するためには、歳入予算の大きなウェイトを占める
市税収入の確保が強く求められています。

①市税(48.9％)
2,186億2,923万7千円

②国庫支出金(16.2％)
723億3,282万2千円

③市債(13.2％)
589億8,270万円

④諸収入(6.8％)
305億6,302万9千円

⑤県支出金(3.4％)
152億5,735万6千円

⑥地方消費税交付金(2.4％)
107億9,300万円

⑦繰入金(1.9％)
84億6,265万6千円

⑧地方交付税(1.7％)
77億9,100万円 ⑨使用料及び手数料(1.4％)

62億2,002万円
⑩軽油引取税交付金
(1.4％)60億4,800万1千円

○その他(2.8％)
124億4,017万9千円

歳 入
4,475億2,000万円

平成25年度さいたま市一般会計予算における歳入予算の内訳

98.0 98.0 98.0 98.3 98.4 98.5 

23.5 21.2 23.3 25.2 26.1 25.3 

94.4 

93.9 93.8 

94.3 
94.6 94.7 
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93
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95

0

20

40

60

80

100

H２０ H２１ H２２ H２３ H２４ H２５

（単位:%）

現年分 滞繰分 合計

市税収納率の推移

※平成23年度から、債権整理の専門組織である「債権整理推進室」を設置。
※平成23年度以前は決算。平成24年度は当初予算。平成25年度は当初予算見込。

- 85 -



２．基本方針・施策体系別主要事業

（１）滞納の未然防止、収納事務の効率化を図ります。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

No 区分 事業名 25年度 24年度 説明

1 拡 さいたま市納税催告セ 24,050 27,820 納期限経過後も納付の確認ができない市税等

ンター事業 (0) (0) 納税者に対し、民間委託により電話での納税

〔収納対策課〕 の呼びかけを実施。対象範囲を国民健康保険

税単独未納者にも拡大し、市税と国保税の累

積滞納を防止

2 拡 徴収金収納事務事業 19,850 14,972 納税等により収納された市税の消込等の業務

〔収納調査課〕 (0) (0) 委託に国民健康保険税の消込等を追加し事務

効率を向上

（２）電気自動車普及施策｢E-KIZUNA　Project｣を推進します。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

No 区分 事業名 25年度 24年度 説明

3 総 次世代自動車の導入 3,410 9,515 次世代自動車(電気自動車・ＣＮＧ・ハイブ

防 〔庁舎管理課〕 (3,410) (9,515) リッド車)の率先的導入により、市公用車の次

世代自動車化を推進

（３）市債の計画的かつ適正な償還を実施します。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

No 区分 事業名 25年度 24年度 説明

4 新 市場公募地方債の満期 10,000,000 0 平成15年度に発行した市場公募地方債につい

一括償還 (0) (0) て、計画的に積み立てた減債基金の取崩し及

〔財政課〕 び借換債により満期で一括償還

　税収の大幅な増が見込めない状況下において、予算や契約、税務事務など管理事務のよ
り一層の効率化・適正化を図ることにより、１円たりとも税金を無駄にしないよう、正確
で迅速かつ丁寧な事務執行を行います。
　また、環境に配慮した次世代自動車の導入により、地球温暖化防止に向けた取組を推進
します。

　税収の大幅な増が見込めない状況下において、予算や契約、税務など管理事務のより一
層の効率化・適正化を図ることにより、限りある財源を有効かつ効果的に活用して事務執
行を行います。
　また、環境に配慮した次世代自動車の導入により、地球温暖化防止に向けた取組を推進
します。

〔区分〕　新 … 新規事業　　拡 … 拡大事業 　　総 … 総合振興計画新実施計画事業　　防 … 防災、環境・エネルギー対策
            子 … 高齢者支援、子育て支援、教育の充実　　健 … 健康増進、スポーツ振興　　活 … 地域経済の活性化
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３．行財政改革への取組

(１)　賠償責任保険の一本化

　　①　各事業ごとに加入している賠償責任保険について、可能な範囲で「全国市長会市民総

　　　合賠償補償保険」に一本化することにより、全庁的な経費削減及び事務の効率化を図り

　　　ます。〔用地管財課〕

(２)　既存事業の見直しによるコスト削減の取組

千円

　　①　個人市民税特別徴収の勧奨をより効果的に行うため、通知発送数を見直しました。

　　　〔市民税課〕（2,415千円）

　　②　業務の発注方法を見直し、印刷及び封入封緘業務を一本化することにより、金額及び

　　　事務負担の軽減を図りました。〔収納調査課〕（1,006千円）

　　③　帳票等の必要見込量を見直しました。〔収納対策課・債権回収課〕（468千円）

既存事業の見直しによるコスト削減額 8,981
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

79 2款 1項 7目 16款

-

＜主な事業＞

１　予算編成事務 ４　中期財政収支見通しの更新

　当初予算及び補正予算について、各局からの予算要求 　中長期的な財政収支の見通しを更新し、将来を見据え

を受けて査定を行い、予算案として調製する。 た財政運営を行う。

２　予算編成過程の公表 ５　宝くじ広報活動

　予算編成過程の透明化を推進するため、予算要求状況 　県内における宝くじの売上げに応じて市の歳入が増加

等について、段階的な公表を行う。 することから、市内での販売促進のため広報活動を行

う。

３　予算の執行管理

　予算の適正な執行管理を行うとともに、各課における

予算の執行状況を把握し、無駄のない財政運営を行う。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

79 2款 1項 7目 -

＜主な事業＞

１　企業会計的手法による財政状況の公表

　総務省方式改定モデルに基づいて企業会計的手法を用

い、本市の財務状況だけでなく、本市が関わる出資法人

等を含めた財務状況を明らかにする。

２　他政令指定都市との比較等

　他政令指定都市との比較等を行い、様々な財務分析を

行う。

３　健全財政の維持

　財務書類、財政指標等を活用し、健全財政の維持に努

めていく。

＜事業の目的・内容＞

予算書Ｐ.

局/部/課 財政局/財政部/財政課

総務管理費 財政管理費総務費

　企業会計的手法を用いて財務書類を整備し、本市の財政状態を明らかにしま
す。

増減

前年度予算額

△ 210 

10,831予算額

一般財源

一般財源

3,990

12,084

事務事業名

局/部/課

予算書Ｐ.

＜事業の目的・内容＞

財政管理費

予算編成及び執行管理事業

総務管理費

事務事業名

3,593

　予算編成にかかる各種調製作業及び執行管理における事務を行うとともに、市
議会における予算案の審議において必要となる予算書及び予算案の概要を作成し
ます。併せて、積極的な行政情報の｢見える化｣を推進します。

財政公表及び財政分析事業

総務費 184国庫支出金

10,647

財政局/財政部/財政課

3,990

前年度予算額

△ 1,253 

予算額

増減

4,200
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

79 2款 1項 7目 15款

18款

22款

-

＜主な事業＞

１　業者登録管理 ３　入札制度の調査、研究等 582

　適正かつ公正な契約事務を遂行するため、本市との契 　(1)　入札における公正性、競争性及び透明性の向上

約を希望する業者を対象に、入札参加資格の申請受付・ 　　 を図り、社会情勢に応じた入札制度の調査及び研

審査を行い、資格を有する者を登録名簿に登載する。 　　 究を行う。また、公共工事の品質の確保を図るた

　　 め、引き続き総合評価方式の研究等を行う。

２　工事等契約事務 　(2)　契約の相手方となることが不適切であると認め

　建設工事及び建設工事に伴う設計、調査、測量業務に 　　 られる有資格業者に入札参加停止等の措置を行

ついて、業者選定、入札及び契約事務を行う。 　　 う。

　また、施設修繕業務について、不適正な事務処理を未 　(3)　入札・契約手続における公正性の確保と客観性

然に防止するよう、引き続き事務手続の見直しを行う。 　　 及び透明性の向上を図るため、入札監視・苦情検

　　 討委員会を開催する。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

79 2款 1項 7目 18款

＜主な事業＞

１　物品購入等事務 244

　物品購入等について、各所管からの依頼に基づき、業

者選定、入札及び契約事務を行う。

　また、不用物品(車両等)について、各所管からの依頼

に基づき、売払いを行う。

7,084

前年度予算額 244

増減

　物品購入等について、各所管からの依頼に基づき、業者選定、入札及び契約事
務を行います。

35,015

予算書Ｐ. 財政管理費

　建設工事等について、業者選定、入札及び契約事務を行うとともに、入札制度
に係る調査及び研究を行います。
　また、本市との契約を希望する業者を対象に入札参加資格の申請受付・審査を
行い、資格を有する者を登録名簿に登載し、適正かつ公正な契約事務の遂行を図
ります。

＜事業の目的・内容＞

総務費 総務管理費

局/部/課

事務事業名 工事等契約関係及び業者登録管理事業 予算額 42,681

諸収入 1

一般財源 29,324

＜事業の目的・内容＞

物品購入事務事業 予算額 244

財政局/契約管理部/調達課

財産収入

事務事業名

財産収入 13,354

244

前年度予算額 29,570

増減 13,111 

局/部/課 財政局/契約管理部/契約課

予算書Ｐ. 使用料及び手数料 2総務費 総務管理費 財政管理費

0 

- 89 -



（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

79 2款 1項 7目 18款

＜主な事業＞

１　業務委託契約事務 212

　(1)　建物総合管理、受付案内、電話交換、人による

　　 警備及び建物清掃の業務委託について、各所管か

　　 らの依頼に基づき、業者選定、入札及び契約事務

　　 を行う。

　(2)　契約事務の適正な執行を目的に外部講師等によ

　　 る研修会を実施し、職員のスキルアップを図る。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

79 2款 1項 7目 -

＜主な事業＞

１　工事検査

　土木工事・建築工事の請負工事に伴う契約の適正な履

行を確保するとともに施工管理、安全管理等、工事主管

課の監督業務としての施工技術の向上を図る。

2,954

＜事業の目的・内容＞

増減 △ 63 

　工事請負費にて発注された工事を対象に、地方自治法第234条の2(契約の履行の
確保)に基づく検査業務を厳正かつ、公平に行い、行政予算の効率的執行と公共施
設の資質向上を図ります。

3,017前年度予算額

局/部/課 財政局/契約管理部/工事検査課

予算書Ｐ. 一般財源 2,954

増減

予算額事務事業名 工事検査事業

　入札・契約事務に関し、より一層の公平性・透明性を確保するとともに、効率
的に事務を執行するため、庁内職員を対象とした業務委託の契約事務に必要な研
修会を開催します。
　また、当課職員も契約事務に関する外部の講習会に参加します。

前年度予算額 212

予算書Ｐ. 総務費 総務管理費 財政管理費

＜事業の目的・内容＞

財産収入 212

2,954

0 

総務費 総務管理費 財政管理費

事務事業名 委託契約事務事業

局/部/課 財政局/契約管理部/調達課

予算額 212
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

81 2款 1項 8目 15款

18款

22款

＜主な事業＞

１　普通財産の維持管理 ３　公有財産管理システム運用保守

　用地管財課で所管している普通財産の適正な維持管理 　複雑化・大量化している市保有の公有財産台帳及び公

を行う。 会計制度導入に対応するためのシステムの保守を行う。

２　火災・施設賠償責任保険加入等の手続事務

　行財政改革推進プラン２０１０｢賠償補償保険の一本

化｣により、庁内各課が加入していた保険を可能な範囲

で統合し、併せて補償内容の見直しを行う。

　(1)　建物総合損害共済(全国市有物件災害共済会)

　(2)　賠償補償保険(全国市長会)

　(3)　森林国営保険(埼玉県森林組合連合会)

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

81 2款 1項 8目 -

＜主な事業＞

１　財産評価委員会開催事務 737

　財産評価委員会は、市長又は水道事業管理者が財産の

取得又は処分をしようとするときに、その都度諮問に応

じ、財産の価格を審議し、結果を答申する。

30,504

3,215

前年度予算額 117,538

増減

80,969

諸収入 13,310　公有財産の取得・管理・処分を適正に行い、効果的な財産の運用を図ります。

△ 2,850 

＜事業の目的・内容＞

事務事業名 公有財産管理事業

局/部/課 財政局/財政部/用地管財課

使用料及び手数料 1

＜事業の目的・内容＞ 財産収入 101,377

予算書Ｐ. 総務費 総務管理費 財産管理費

予算額 114,688

財産評価委員会運営事業

予算書Ｐ. 総務費 総務管理費 財産管理費

事務事業名

局/部/課 財政局/財政部/用地管財課

一般財源

予算額 737

737

前年度予算額

増減 0 

　財産評価委員会を開催し、不動産の取得又は処分に関する価格の審議・答申が
受けられるよう適正に執行します。

737

- 91 -



（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

81 2款 1項 8目 -

＜主な事業＞

１　適正な用地事務の推進

　研修への参加や用地対策連絡協議会へ加入することに

より、適正な用地事務のための情報収集を行う。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

81 2款 1項 8目 15款

18款

22款

-

＜主な事業＞

１　本庁舎管理業務

　本庁舎の適正な管理を行う。

２　本庁舎修繕等業務

　本庁舎の適正な維持管理に要する修繕等を行う。

＜事業の目的・内容＞

　さいたま市における用地事務の適正化・公平性の維持に努めるため、用地対策
連絡協議会への加入や研修への参加を通じて用地に関する情報収集を行い、補償
基準等の改正・整備を行います。

事務事業名

財政局/財政部/庁舎管理課

516,063

総務費 財産管理費

582事務事業名 用地取得管理事業 予算額

582総務管理費

局/部/課 財政局/財政部/用地管財課

予算書Ｐ. 一般財源

前年度予算額 616

庁舎管理事業 予算額

使用料及び手数料 567予算書Ｐ.

増減 △ 34 

総務費 総務管理費 財産管理費

563,064

局/部/課

＜事業の目的・内容＞

一般財源 559,586

　本庁舎を安全で効率のよい施設として維持するために適正な管理運営を行うと
ともに、本庁舎耐震化の設計等が進捗することに伴う本庁舎への影響について、
検討を行います。

財産収入 1,487

598,256

諸収入 1,424

前年度予算額

47,001

増減 △ 35,192 

582
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

81 2款 1項 8目 -

＜主な事業＞

１　次世代自動車の導入

　次世代自動車(電気自動車・ＣＮＧ・ハイブリッド車)

の率先的導入により、市公用車の次世代自動車化を推進

する。

２　自動車保険業務

　庁舎管理課が所掌する車両の自動車保険業務等の業務

を一括して行う。

３　車両の保守管理業務

　本庁舎及び区役所の車両管理業務を行う。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

87 2款 1項 17目 18款

＜主な事業＞

１　財政調整基金への積立て

　財政調整基金を金融機関に預入れしていること等によ

り生じた利子について、同基金に積立てを行う。

　[参考]

102,091

21,023

財政局/財政部/庁舎管理課

総務費予算書Ｐ.

＜事業の目的・内容＞

　自動車保険業務等の一括業務、本庁舎及び区役所の車両管理業務を行います。

総務管理費 財産管理費

増減 △ 8,924 

一般財源 126,524

予算額 126,524

財政局/財政部/財政課

3,410

事務事業名 庁用自動車等管理事業

局/部/課

44,869

＜事業の目的・内容＞

事務事業名 財政調整基金積立金 予算額

局/部/課

予算書Ｐ. 財産収入総務費 総務管理費

　年度間の財源調整等のために積み立てている財政調整基金に対し、積立てを行
います。

44,875

増減 △ 6 

財政調整基金費 44,869

前年度予算額

44,869

前年度予算額 135,448

財政調整基金残高の推移 （単位：円）

年度 新規積立 運用利子積立 取崩 年度末残高
平成19年度 0 42,467,383 0 9,108,070,083
平成20年度 5,687,511,000 44,637,507 0 14,840,218,590
平成21年度 0 37,152,855 0 14,877,371,445
平成22年度 0 21,034,992 0 14,898,406,437
平成23年度 0 12,722,799 0 14,911,129,236
平成24年度 0 31,575,000 3,072,100,000 11,870,604,236
平成25年度 0 44,869,000 4,000,000,000 7,915,473,236
*平成23年度以前は決算額。平成24年度は2月補正後の予算額、平成25年度は当初予算額の見込み。
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

89 2款 1項 18目 18款

＜主な事業＞

１　減債基金への積立て

　減債基金を金融機関に預入れしていること等により生

じた利子について、同基金に積立てを行う。

　[参考]

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

91 2款 3項 1目 -

＜主な事業＞

１　固定資産評価審査委員会の開催 ２　外部研修会等への参加 90

　(1)　全体会 　固定資産評価審査委員会の運営や固定資産税の判例等

　　　年度当初の全体会において9人の委員のうちから に関する研修会へ参加する。

　　委員長を選出し、併せて審査申出の審査を行う合議

　　体の審査長及び構成員を指定する(3合議体各3人)。

　　また、内部研修や事案の報告等を行う。

　(2)　合議体による審査

　　　固定資産課税台帳に登録された価格に対して納税

　　者から不服の申出があった場合、合議体において審

　　査して決定する。

事務事業名

　市債の償還に必要な財源を確保し、将来にわたる財政の健全な運営を行うため
の基金に対して、積立てを行います。

1,185

固定資産評価審査委員会事業

＜事業の目的・内容＞

　固定資産税及び都市計画税において、固定資産課税台帳に登録された価格に関
する納税者からの不服の申出に対し、固定資産評価審査委員会で審査して決定し
ます。

税務総務費総務費予算書Ｐ. 徴税費

減債基金費

予算額 20,137

1,275

＜事業の目的・内容＞

局/部/課

財産収入 20,137総務費 総務管理費

局/部/課 財政局/税務部/税制課

20,137

財政局/財政部/財政課

事務事業名 減債基金積立金

予算書Ｐ.

3,033

前年度予算額 20,140

一般財源 1,275

増減 △ 3 

予算額

前年度予算額

増減 △ 1,758 

減債基金残高の推移 （単位：円）

年度 新規積立 運用利子積立 取崩 年度末残高
平成19年度 0 32,784,116 0 6,622,955,888
平成20年度 0 33,563,631 0 6,656,519,519
平成21年度 0 20,366,119 0 6,676,885,638
平成22年度 0 9,502,406 0 6,686,388,044
平成23年度 0 5,800,110 0 6,692,188,154
平成24年度 0 14,040,000 2,000,000,000 4,706,228,154
平成25年度 0 20,137,000 2,000,000,000 2,726,365,154
*平成23年度以前は決算額。平成24年度は2月補正後の予算額、平成25年度は当初予算額の見込み。
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

91 2款 3項 2目 15款

22款

-

＜主な事業＞

１　地方税ポータルシステム管理運用業務 ３　税の啓発と研修

　地方税における手続(地方税の申告・届出、国税庁か 　市民の税に対する理解を深め、納税意識の高揚を図る

らの所得税確定申告データの受信、年金保険者との年金 ため、税の啓発活動や広報冊子の作成を行う。

特徴データの受渡しなど)を、インターネットを利用し 　また、税務職員としての専門知識の習得のために、研

て電子的に行うシステム(地方税ポータルシステム)の管 修を実施する。

理、運用を行う。

２　税証明等事業

　税システム(税宛名、税証明)及び各種機器の管理、運

用を行う。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

91 2款 3項 2目 15款

17款

22款

-

＜主な事業＞

１　個人市民税の申告受付 ３　納税通知書等発送

　賦課期日(1月1日)現在、①市内に住所を有する個人、 　毎年5月(給与特別徴収分)及び6月(普通徴収及び年金

②市内に住所を有しないが、事務所・事業所又は家屋敷 特別徴収分)に納税通知書等を発送する。また、税額や

を有する個人に対して申告受付を実施する。 徴収方法などが変更となる際は、随時に納税通知書等を

発送する。

２　個人市民税賦課

　提出された申告書や給与支払報告書などの課税資料に ４　無申告調査

ついて、内容の精査を行い、適正に課税する。 　申告書が提出されていないなど、課税資料がない個人

について調査を行い、申告書の提出を促す。

4,124

5,341

23,196

11,165

財政局/税務部/市民税課

215,101前年度予算額

41,702

2,836

20,321

　①市内に住所を有する個人、②市内に住所を有しないが、事務所・事業所又は
家屋敷を有する個人に対し、個人市民税を課税することを目的として提出された
申告書等の課税資料の内容を精査し、公平・適正な個人市民税の課税に努めま
す。

一般財源 102,261

県支出金

増減 △ 10,456 

総務費 徴税費 賦課徴収費

諸収入

＜事業の目的・内容＞

予算書Ｐ.

局/部/課

総務費 徴税費 賦課徴収費

財政局/税務部/税制課

個人市民税賦課事業

　課税事務を円滑に進める上での総合調整、税の啓発、研修等を行います。

＜事業の目的・内容＞

事務事業名 税務管理事業

局/部/課

事務事業名

予算書Ｐ. 使用料及び手数料 25,880

前年度予算額 43,559

諸収入 150

予算額 35,830

一般財源 9,800

81,858

予算額 204,645

増減 △ 7,729 

使用料及び手数料

205

148,942
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

91 2款 3項 2目 15款

-

＜主な事業＞

１　法人市民税賦課

　市内に事業所等を有する法人に対して、法人市民税を

賦課するため、設立や異動等の届出により各法人の活動

状況を把握するとともに、提出された申告内容の精査、

データ登録を行い、適正に課税する。また、国税・県税

の課税資料との突合により、必要に応じて更正処理を行

う。

２　法人実態調査

　市内に事業所等を有していると思われながら申告書の

提出のない法人等の実態を把握するため、現地調査を行

う。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

91 2款 3項 2目 22款

-

＜主な事業＞

１　軽自動車税賦課 ３　納税義務者、課税客体の調査 562

　市内に定置場のある軽自動車等の所有者からの申告書 　市内に所在する軽自動車等の所有者に対し、納税義務

を受け付け、申告内容の精査、データ登録を行い、適正 及び課税客体を把握するため、現地調査を行う。

に課税する。

２　標識の交付及び納税通知書の発送

　原動機付自転車及び小型特殊自動車の標識を交付する

とともに、賦課期日(4月1日)現在の所有者に対して毎年

5月に納税通知書を発送する。

法人市民税賦課事業

局/部/課

＜事業の目的・内容＞

予算書Ｐ. 総務費

14,306

予算書Ｐ. 140

予算額

局/部/課 財政局/税務部/市民税課

43,645軽自動車税賦課事業

事務事業名

財政局/税務部/市民税課

賦課徴収費

28,777

10,984

総務費 徴税費 賦課徴収費 使用料及び手数料

一般財源 10,844＜事業の目的・内容＞

予算額

前年度予算額 10,804

増減 180 

諸収入 110

46,912

一般財源

前年度予算額

　市内に定置場のある軽自動車等の所有者に対し、軽自動車税を課税することを
目的として提出された申告書等の課税資料の内容を精査し、公平・適正な軽自動
車税の課税に努めます。

43,535

△ 3,267 増減

徴税費

10,984

　市内に事業所等を有する法人に対し、法人市民税を課税することを目的として
提出された申告書等の課税資料の内容を精査し、公平・適正な法人市民税の課税
に努めます。

事務事業名
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

91 2款 3項 2目 -

＜主な事業＞

１　市たばこ税賦課 ３　事業所税賦課

　たばこ製造業者や卸売販売業者等を特別徴収義務者と 　市内合計床面積が1千平方メートルを超える事業所等

し、毎月提出される申告内容の精査を行い、適正に課税 にかかる資産割、市内従業者の合計が100人を超える事

する。 業所等にかかる従業者割について、申告内容の精査を行

い、適正に課税する。また、新設や未申告の事業所等の

２　入湯税賦課 14 実態を把握するため、現地調査を行う。

　鉱泉浴場の入湯行為に対して課税するもので、宿泊を

伴う温泉施設を特別徴収義務者とし、毎月提出される申

告内容の精査を行い、適正に課税する。また、新規施設

の実態把握のため、現地調査を行う。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

91 2款 3項 2目 15款

22款

-

＜主な事業＞

１　固定資産税及び都市計画税賦課 ４　償却資産申告調査

　賦課期日現在における市内の土地・家屋・償却資産の 　地方税法第383条に基づく申告に対する実地調査を行

利用状況を正確に把握し、適正な評価に基づく固定資産 う。

税及び都市計画税の賦課を行い、税額を確定させる。

５　平成27年度標準宅地鑑定評価

２　納税通知書等発送 　地方税法に基づく固定資産評価基準により、適正な時

　毎年5月上旬に発送する固定資産税、都市計画税納税 価を課税標準として課税するために、3年に一度固定資

通知書等の様式の印刷や封入封緘等を行う。 産評価の見直しを行う。

３　固定資産関係研修への参加

　外部機関が行う固定資産の評価に関する研修に参加し

職員の資質向上を図る。

予算書Ｐ.

123,500

一般財源 310,412

予算書Ｐ. 総務費

19,680

167,089

前年度予算額 202,870

増減

10,129 

115,031 

総務費 徴税費 賦課徴収費 使用料及び手数料

諸収入 830

6,659

12,061

局/部/課 財政局/税務部/市民税課

9,187

予算額 317,901

前年度予算額 1,932

増減

固定資産税及び都市計画税賦課事業

事務事業名 その他市税賦課事業

2,860

　市内の固定資産税及び都市計画税の課税客体である土地・家屋・償却資産の把
握を的確に行い、所有者に対して公平・公正に賦課し、適正な課税に努めます。

財政局/税務部/固定資産税課

＜事業の目的・内容＞

事務事業名

局/部/課

徴税費

1,186

予算額 12,061

賦課徴収費 一般財源

＜事業の目的・内容＞

　市たばこ税、入湯税、事業所税の納税義務者に対し、課税することを目的とし
て提出された申告書等の課税資料の内容を精査し、公平・適正な課税に努めま
す。
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

91 2款 3項 2目 17款

22款

-

＜主な事業＞

１　市税還付金及び還付加算金

　市税等の過誤納金、課税の更正・取消等により生じる

還付金及び還付加算金を還付及び充当する。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

91 2款 3項 2目 17款

22款

-

＜主な事業＞

１　市税及び国民健康保険税収納対策の推進

　(1)　市税及び国民健康保険税収納対策の企画・調整

　　 及び区収納課・債権回収課等の進捗状況を管理し

     て支援・指導を行う。

　(2)　さいたま市納税催告センターにおいて、稼働日

 　　数を増やし、引き続き納税の呼びかけを行う。

２　債権回収対策の推進

　｢さいたま市債権回収対策基本計画｣に基づき、債権所

管課からの引継債権の滞納整理及び債権所管課の徴収技

術向上のための支援を行う。

65,170

局/部/課

＜事業の目的・内容＞

局/部/課 財政局/債権整理推進室/収納対策課

賦課徴収費

＜事業の目的・内容＞

諸収入 7,603

諸収入

一般財源

前年度予算額

479,998

増減 △ 460 

前年度予算額 66,103

一般財源 31,783

予算書Ｐ. 総務費 徴税費 賦課徴収費 県支出金 26,257

予算額 800,000

320,000

市税還付金及び還付加算金

総務費 徴税費

増減

県支出金

予算額 65,643

800,000

0 

2

事務事業名 収納対策事業

事務事業名

予算書Ｐ.

財政局/債権整理推進室/収納調査課

800,000

　市税等の収納管理を適正に行うため、過誤納金、課税の更正・取消等により生
じる還付金及び還付加算金を還付及び充当します。

　市税及び国民健康保険税の収入未済額の圧縮と収納率の向上を図るため、収納
対策を推進します。また、｢さいたま市債権回収対策基本計画｣に掲げる対象債権
のうち、入学準備金・奨学金貸付金及び市立病院入院医療費の高額困難事案を引
き継ぎ、滞納整理を行うとともに、債権所管課の徴収技術の向上を図るための支
援を行います。

473
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

91 2款 3項 2目 17款

22款

-

＜主な事業＞

１　市税収納滞納システムの運用管理 ３　口座振替の管理

　(1)　市税収納滞納システムの適切な運用管理を行 　市税の口座振替利用者の口座情報を登録し管理を行

　　 う。 う。

　(2)　市税の消込等の業務委託に国民健康保険税の消

　　 込等を追加し事務効率を高める。 ４　滞納者に係る調査

　市税及び国民健康保険税の滞納者の実態調査及び財産

２　督促状及び催告書の発送 調査を集中的に行う。

　市税の督促状及び催告書を一括して作成し、発送す

る。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

91 2款 3項 2目 17款

22款

-

＜主な事業＞

１　滞納処分の効率的かつスピーディーな実施

　納税折衝並びに徹底的な財産調査及び納付資力の調査

を実施し、滞納整理事務のスピード向上を図り、公平性

の観点から適正な滞納処分を行う。

２　迅速な滞納処分の停止の実施

　財産調査を徹底し、滞納処分の停止事由に該当するこ

とが判明した案件は、速やかに滞納処分の停止を行う。

1,652

127,402

増減

7,190

3,260

6

予算額 8,150

前年度予算額

　催告・折衝、財産調査、滞納処分、滞納処分の停止といった一連の滞納整理事
務をスピードアップし、各事案に対しての処分と停止の早期見極めをし、早期完
結を行います。

一般財源 4,884

増減

賦課徴税費 県支出金

諸収入

債権回収事業

960 

予算書Ｐ. 総務費 徴税費

前年度予算額

＜事業の目的・内容＞

△ 43,005 

局/部/課 財政局/債権整理推進室/債権回収課

11,998

8,873

61,874

事務事業名

＜事業の目的・内容＞ 諸収入 61

　市税等の収納管理及び滞納整理を円滑に行うため、口座振替の管理、滞納者に
係る督促及び催告並びに調査を行います。

一般財源 50,578

県支出金 33,758

事務事業名 収納調査事業 予算額 84,397

局/部/課 財政局/債権整理推進室/収納調査課

予算書Ｐ. 総務費 徴税費 賦課徴収費

- 99 -



（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

191 12款 1項 1目 15款

20款

22款

-

＜主な事業＞

１　公債管理特別会計への繰出し 　[参考]

　(1)　市場公募地方債の満期一括償還に備えるため、 　　繰出金の推移

　　 一般会計から繰出しを行う。

　(2)　市民生活に必要不可欠な道路、教育施設などの

　　 公共施設整備において、借入れた市債の元金を償

　　 還するため、一般会計から繰出しを行う。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

191 12款 1項 2目 -

＜主な事業＞

１　一時借入金の利子償還

　一会計年度内において歳計現金が不足した場合に、支

払い資金の不足を補うために金融機関等から借入れた借

入金の利子の支払いを行う。

　[参考]

繰入金 2,000,000

事務事業名

20,060

予算額 41,901,108

使用料及び手数料元金公債費

諸収入

前年度予算額

　金融機関等から借り入れた一時借入金の利子の支払いを行います。

増減

前年度予算額

△ 27,502 

公債費 利子

160,266

＜事業の目的・内容＞

財政局/財政部/財政課

公債費

事務事業名 一時借入金利子

一般財源予算書Ｐ.

局/部/課

80,385

一般財源 39,800,663

160,266

予算額

187,768

41,010,076

増減 891,032 

公債管理特別会計繰出金

160,266

公債費

局/部/課 財政局/財政部/財政課

予算書Ｐ.

41,901,108

＜事業の目的・内容＞

　普通建設事業費の世代間負担の公平を確保するため、借り入れた市債の元金償
還及び市場公募地方債の満期一括償還に要する経費について、公債管理特別会計
に対して繰出しを行います。

(単位：円）

基金積立分
（満期一括分）

19年度 1,200,000,000 － 30,115,417,400
20年度 1,800,000,000 － 34,893,765,312
21年度 2,400,000,000 － 33,801,052,640
22年度 3,000,000,000 － 35,916,959,607
23年度 3,600,000,000 － 35,913,252,038
24年度 4,200,000,000 － 36,810,076,000
25年度 4,200,000,000 37,701,108,000 －

*平成23年度以前は決算額。平成24年度以降は当初予算額。

元金償還金分
一般会計での
元金償還金

公債管理特別会計への繰出金
年度

一時借入金の推移 (単位　千円)

基金 金融機関
平成19年度 31,429,692 478,904 31,908,596
平成20年度 35,275,109 356,220 35,631,329
平成21年度 51,044,945 0 51,044,945
平成22年度 36,504,552 1,007,683 37,512,235
平成23年度 26,564,083 1,884,931 28,449,014

資金の調達先
合計年度 ＊基金からの一時借入(繰替運用)は、

各基金の設置条例に基づいて行い、一
時借入金利子は「18款 財産収入/1項
財産運用収入/2目 利子及び配当金」
として収入した後、基金に積み立て
る。
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

191 12款 1項 2目 -

＜主な事業＞

１　公債管理特別会計への繰出し 　[参考]

　(1)　市場公募地方債の利子等の支払いのため、一般 　　繰出金の推移

　　 会計から繰出しを行う。

　(2)　市民生活に必要不可欠な道路、教育施設などの

　　 公共施設整備において、借り入れた市債の利子を

　　 支払うため、市場公募債利子以外の利子について

　　 一般会計から繰出しを行う。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

191 12款 1項 3目 -

＜主な事業＞

１　市債の借入事務

　市債の借入事務を、起債システムなどにより、適正か

つ円滑に執行する。

増減 602 

前年度予算額

前年度予算額 5,756,086

増減

予算書Ｐ.

局/部/課 財政局/財政部/財政課

事務事業名 公債管理特別会計繰出金 5,625,236

予算額 753

予算額

△ 130,850 

一般財源 5,625,236

事務事業名 市債借入事務事業

＜事業の目的・内容＞

利子公債費 公債費

　普通建設事業費の世代間負担の公平を確保するため、借り入れた市債の利子の
支払いに要する経費について、公債管理特別会計に対して繰出しを行います。

予算書Ｐ.

5,625,236

局/部/課 財政局/財政部/財政課

一般財源

151

＜事業の目的・内容＞

753

公債費 753

　普通建設事業費の世代間負担の公平を確保するため、地方財政法による総務省
との協議、届出により市債の借入れを行います。

公債費 公債諸費

(単位：円）

市場公募利子等 長期借入金利子分
19年度 626,000,000 － 5,420,491,819
20年度 792,000,000 － 5,120,277,638
21年度 949,000,000 － 4,774,310,519
22年度 1,088,000,000 － 4,472,959,890
23年度 1,209,000,000 － 4,304,918,198
24年度 1,318,000,000 － 4,438,086,000
25年度 1,388,000,000 4,237,236,000 －

*平成23年度以前は決算額。平成24年度以降は当初予算額。

一般会計での
長期借入金利子

公債管理特別会計への繰出金
年度
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

191 12款 1項 3目 -

＜主な事業＞

１　公債管理特別会計への繰出し 　[参考]

　市場公募地方債の発行等に要する諸経費について、一 　　繰出金の推移

般会計から繰出しを行う。 　　　・平成19年度決算額

　(1)　市場公募地方債事務にかかる諸経費 　　　・平成20年度決算額

　(2)　市場公募地方債発行にかかる手数料 　　　・平成21年度決算額

　　　・平成22年度決算額

　　　・平成23年度決算額

予算書Ｐ. 一般財源公債費 公債費

局/部/課

事務事業名

公債諸費

公債管理特別会計繰出金

財政局/財政部/財政課

予算額

36,661,170円

37,944

37,944

37,108,030円

36,818,670円

36,349,559円

増減

＜事業の目的・内容＞

574

153 

　市場公募地方債の発行等に要する諸経費について、公債管理特別会計に対して
繰出しを行います。

前年度予算額

36,503,670円

37,791

37,370
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（特別会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

1款

2款

3款

＜主な事業＞

［1款:公債費］ 　(4)　市債借入事務事業

　(1)　元金償還金 　　　市場公募地方債の発行にかかる事務及び投資家へ

　　　一般会計、特別会計及び企業会計において借り入 　　の広報活動(ＩＲ)を行う。

　　れた市債の元金償還を行う。 　(5)　減債基金積立金

　(2)　長期借入金利子 　　　基金預金利子及び市場公募地方債の満期一括償還

　　　一般会計、特別会計及び企業会計において借り入 　　準備のために積立てを行う。

　　れた市債の利子等の支払いを行う。

　(3)　借換債の発行

　　　発行済みの市債の借換えを行うため借換債の発行

　　を行う。

　[参考]

79,434,347

11,705,073

5,594,000

増減 89,834,000 

　一般会計、特別会計及び企業会計において借り入れた市債の元利償還を一括し
て行います。また、借換債の発行、減債基金への積立て及び当該積立金に係る運
用益の経理の明確化など、市債管理事務を適切に行います。

市債 17,708,420

予算書Ｐ. 591 財産収入

＜事業の目的・内容＞ 繰入金

予算額 95,428,000会計名

50,636

公債管理特別会計

37,944

4,250,636

局/部/課 財政局/財政部/財政課

77,668,944

前年度予算額

（単位：千円）

元金償還金
長期借入金

利子
公債費合計

59,609,528 5,625,236 65,234,764

(41,901,108) (5,625,236) (47,526,344)

3,846,390 168,213 4,014,603

母子寡婦福祉資金貸付事業 4,898 - 4,898

食肉中央卸売市場及びと畜場事業 3,795 139 3,934

用地先行取得事業 1,955,026 32,241 1,987,267

大宮駅西口都市改造事業 206,686 21,691 228,377

東浦和第二土地区画整理事業 387,320 34,741 422,061

浦和東部第一特定土地区画整理事業 873,340 57,889 931,229

南与野駅西口土地区画整理事業 57,683 5,622 63,305

指扇土地区画整理事業 7,796 1,020 8,816

江川土地区画整理事業 338,162 13,891 352,053

南平野土地区画整理事業 11,684 979 12,663

15,978,429 5,911,624 21,890,053

水道事業 4,905,984 1,621,758 6,527,742

病院事業 242,023 54,049 296,072

下水道事業 10,830,422 4,235,817 15,066,239

79,434,347 11,705,073 91,139,420

(61,725,927) (11,705,073) (73,431,000)(借換債を除いた額)

全会計合計

会計名

特別会計

一般会計

企業会計

(借換債を除いた額)
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（単位：千円）

＜予算額の大幅増の要因＞

１　公債費の一元化

　公債費総額の明確化と事務の効率化を図るため、一般

会計、特別会計及び企業会計で行っている償還を公債管

理特別会計で一元管理する。

２　借換債の一元化

　各会計において、借換債の額の増減により、市債及び

公債費が増減し、実質的な予算規模が分かりにくくなる

ため、借換債は公債管理特別会計で一括計上する。

３　市場公募地方債の元金償還

　平成15年度に本市で初めて市場公募地方債を発行して

いるが、発行額100億円、償還年限10年の満期一括償還

であるため、平成25年度に100億円の元金償還を行う。

10,000,000

11,908,420

67,843,000

●見直し前 ●見直し後

　借換債を各会計で計上すると、市債残高が
　実際には変わらないのに予算規模が増大
　してしまい、実質的な予算規模の把握が困
　難になる。(平成25年度に一般会計で約119
　億円の借換債)

　借換債を公債管理特別会計に一元化することで、各会計
　(公債管理特別会計を除く)での実質的な予算規模の把握
　が容易になる。

　一般会計分の借換債を公債管理特別会計で計上するた
　め、公債管理特別会計の予算額は約119億円の増

借換債
償還金

（借換分）

一般会計

公債管理特別会計歳入 歳出

歳入 歳出

実質的な
予算規模

約119億円

・・

借換債
償還金

（借換分）歳入 歳出

歳入 歳出

公債管理特別会計

一般会計

実質的な
予算規模

約119億円

⇒

償還金　　 繰出金等（償還金分）　　

→ →

→ →→ →→ →→ →→ →→ →→ →→ →→ →→ →
→ →
→ →
→ →

一 般 会 計 一 般 会 計

特 別 会 計

企 業 会 計

特 別 会 計

企 業 会 計

金
融
機
関
等

公
債
管
理
特
別
会
計

金
融
機
関
等

●見直し前 ●見直し後

→ →

　各会計で償還を行っているため、市
　の公債費総額を把握するためには
　各会計の公債費を合算しなければ
　ならない。

　公債管理特別会計に各会計から償還金分を繰り入れ、一括償還
　を行うことで、公債管理特別会計において、市の公債費総額が把
　握できる。また、償還事務の効率化が図れる。

　各会計の公債費と公債管理特別会計の公債費が重複する。

　公債管理特別会計において、一般会計分 約419億円※1、特別会
　計分 約40億円、企業会計分 約219億円、合計 約678億円を新た
　に重複して計上

　 ※1 一般会計分の公債費総額約652億円から、借換債対応約177億
         円、減債基金取崩対応42億円、既存の重複分（市場公募地方債
　　　　利子等)約14億円を除いた額

・

⇒

・

- 104 -



市民・スポーツ文化局　平成２５年度　局運営方針（案）

１．主な現状と課題

多様化する市民ニーズや地域の課題に迅速かつ的確に対応していくため、市

民の声を反映した生活重視のまちづくりが求められています。

地域自治の推進など市民と行政の連携・協働により、市民が安全で安心に暮

らすことのできる地域社会を実現する必要があります。

また、スポーツ及び文化芸術の普及・振興により、市民の健康で心豊かな生

活の向上を図るとともに、地域経済の活性化等にも寄与することで、活力ある

まちづくりを進める必要があります。

さらに、市民サービスの拠点となる区役所においては、市民の安心と信頼を

得られるよう、窓口サービスの満足度向上に向けた取組を進めるとともに、建

て替えの方針が決まった大宮区役所新庁舎の整備を早急に行う必要があります。

（２）自治会加入率の低下など、人と人

との「絆」が薄れつつあります。

自治会をはじめとする様々な地域

の団体や人々が、課題解決に向けて

自主的・継続的に取り組むことが可

能となるよう、活動のきっかけづく

りや人材の発掘・育成など支援の仕

組みづくりを進める必要があります。

70.9%

69.7%
69.0%

68.5%

67.1%

Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24

【自治会加入率の推移】

（３）浦和美園駅周辺地域のにぎわいの

創出と生活の利便性の向上を図り、

人口の定着を促進するため、複合公

共施設の整備を進める必要がありま

す。

（４）「男は仕事、女は家庭」という考え方を肯定する市民の割合が依然とし

て高く、固定的な性別役割分担の意識改革の推進が必要となっています。

（５）消費生活相談の内容は、訪問販売や電話勧誘、多重債務問題など複雑多

様化しています。啓発活動や消費生活相談を通じて、消費者トラブルの未

然防止や、あっせん解決につなげる必要があります。

（１）「自分たちのまちは自分たちで守る」という意識の高まりから、自治会

やＰＴＡ等による交通安全や防犯の活動が行われています。

交通安全施設の設置や地域防犯活動に対する支援の継続に加え、さいた

ま市暴力団排除条例の制定を契機とする、暴力団排除活動に関する啓発活

動の推進が課題となっています。

【（仮称）浦和美園駅東口駅前複合公共施設イメージ案】
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（６）スポーツに関する市民意識調査で

は、本市のスポーツ施設に満足して

いる人の割合は２割程度にとどまっ

ており、市民が健康で心豊かな生活

を送ることができるよう、スポーツ

を身近で気軽に親しむことができる

環境の整備を進める必要があります。
(n=2,236)

2.3% 16.0% 58.9% 16.8% 5.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

満足している やや満足している

どちらともいえない あまり満足していない

満足していない

【市内スポーツ施設の設置状況に対する満足度】

出典：スポーツに関する市民意識調査（平成２１年）

（７）20代、30代、40代など仕事や家事

に時間の取られることの多い年齢層

に顕著なように、全体として運動不

足の傾向にあります。

スポーツ活動のきっかけとなる機

会の提供や、誰もが身近で気軽に楽

しめるウォーキング・ランニング・

サイクリングを推進するため、様々

なスポーツイベントを開催するとと

もに、シティマラソンのフルマラソ

ン化を検討するなど、運動不足や健

康増進等に対する市民意識の向上を

図り、市民参加を促す必要がありま

す。

（８）市民意識調査（平成24年）によると、さいたま市のイメージとして「文

化的なまち・芸術のまち」という意識は13.7％であり、決して高い傾向に

あるとはいえない状況にあります。

市民等の意見を取り入れながら「文化芸術都市創造計画」を策定し、施

策を展開することで、活力ある都市を形成する必要があります。

（９）本市の特色ある文化資源を活用し、

文化振興に加え、産業振興、観光振

興にも寄与するためには、人形や盆

栽など、さいたま市の地域資源を活

用した施設の整備及び運営の充実が

求められています。

【市民の運動不足感】

48.5%

47.9%

53.7%

54.7%

43.2%

33.1%

38.3%

40.6%

34.9%

34.8%

42.2%

43.8%

9.2%

9.1%

8.0%

9.2%

17.8% 5.4%

7.0%

5.4%

3.5%

3.4%

2.4%

3.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

20代

30代

40代

50代

60代以上

大いに感じている ある程度感じている

あまり感じていない ほとんど感じていない

感じている 感じていない

出典：スポーツに関する市民意識調査（平成２１年）

【大宮盆栽美術館】
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（10）全市的に経費の削減や職員数の削減が求められる中にあって、複雑多様

化する市民ニーズに適切に対応するためには、区役所においても、選択と

集中による財源の活用や職員の配置が重要となっています。

市民目線に立った、より利便性の高いサービスを効果的・効率的に提供

し、市民満足度の向上を図るため、区役所窓口業務の委託化や戸籍事務の

更なる効率化など、区役所等窓口サービスの改善や、システムの最適化を

図る必要があります。

（11）老朽化が進んでいる大宮区役所については、市民・職員の安全確保、防

災拠点としての耐震性確保、ライフサイクルコストなどを総合的に検討し

た結果、耐震改修の選択が困難であり、建て替えの方針が決まったことか

ら、新庁舎の整備を早急に行う必要があります。
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２．基本方針・施策体系別主要事業

（１）安心して暮らせる安全なまちづくりを推進します。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

No 区分 事業名 25年度 24年度 説明

1 総 地域防犯活動団体への 16,130 16,160 地域防犯活動の促進を図るため、自主防犯活

助成事業 (16,130) (16,160) 動団体に対し、活動経費の一部を助成

〔交通防犯課〕

2 新 暴力団排除活動推進事 2,076 0 さいたま市暴力団排除条例の制定を契機に、

業 (2,076) (0) 地域社会から暴力団を排除し、安心・安全な

〔交通防犯課〕 まちづくりを推進するため、暴力団排除活動

に関する街頭キャンペーン等の広報・啓発を

実施

3 総 交通安全施設設置事業 308,205 258,400 道路照明灯など各種交通安全施設を設置

〔交通防犯課〕 (308,205) (258,400) (ＬＥＤ公衆街路灯の設置を含む)

（２）活力ある地域づくりや協働の取組を推進します。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

No 区分 事業名 25年度 24年度 説明

4 自治会運営補助金交付 277,654 280,346 住みよい豊かな地域社会の形成に資すること

事業 (277,654) (280,346) を目的として、自治会及び自治会連合会の運

〔コミュニティ推進 営に要する経費の一部を補助

課〕

5 自治会集会所整備事業 93,001 78,601 自治会活動の場を確保・充実させることを目

〔コミュニティ推進 (93,001) (78,601) 的として、自治会集会所の新築及び増改築修

課〕 繕費用の一部を補助

6 拡 コミュニティ助成事業 7,500 4,889 自治会活動の促進を目的として、新たに、集

〔コミュニティ推進 (7,500) (4,889) 会所建設時における備品購入費用の一部を補

課〕 助

○○○･･･
○○○･･･
○○○･･･

　複雑多様化する市民ニーズや地域の課題に迅速かつ的確に対応していくため、地域の
様々な活動への支援を強化します。
　また、健康で心豊かな市民生活のために、スポーツ及び文化芸術を活用したまちづくり
を推進します。
　さらに、市民の安心と信頼を得られる区役所となるよう、窓口サービスの向上など満足
度向上に向けた取組を進めます。

〔区分〕　新 … 新規事業　　拡 … 拡大事業 　　総 … 総合振興計画新実施計画事業　　防 … 防災、環境・エネルギー対策
            子 … 高齢者支援、子育て支援、教育の充実　　健 … 健康増進、スポーツ振興　　活 … 地域経済の活性化
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*( )内は一般財源 (単位:千円)

No 区分 事業名 25年度 24年度 説明

7 拡 自治会加入促進事業 1,319 623 地域で支えあい、安心して暮らせる地域社会

〔コミュニティ推進 (1,119) (623) づくりのため、自治会に加入し、地域活動へ

課〕 の参加を促す市民啓発を実施

8 総 マッチングファンド事 17,778 20,745 市民活動団体が実施する公益的な事業を支援

活 業 (5,275) (6,242) するため、基金を活用した助成事業を実施

〔コミュニティ推進

課〕

（３）浦和美園駅東口の複合公共施設の整備を進めます。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

No 区分 事業名 25年度 24年度 説明

9 拡 (仮称)浦和美園駅東口 1,386,898 40,000 コミュニティセンター、図書館、教育相談

総 駅前複合公共施設整備 (107,298) (40,000) 室、支所、拠点備蓄倉庫などからなる、複合

活 事業 公共施設を整備

〔コミュニティ推進

課〕

（４）男女共同参画が進む社会づくりを推進します。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

No 区分 事業名 25年度 24年度 説明

10 総 男女共同参画のまちづ 2,042 295 第２次男女共同参画のまちづくりプランの計

くりプランの進行管理 (2,042) (295) 画期間(平成25年度)の満了に伴い、次期基本

事業 計画を策定

〔男女共同参画課〕

11 総 啓発事業 14,414 14,406 男女共同参画社会情報誌を年2回発行し、市

〔男女共同参画課〕 (14,037) (13,521) 内全戸に配布するとともに、男女共同参画社

会づくりに向けた機運の醸成を図るため、内

閣府との共催により「男女共同参画フォーラ

ム」を実施

12 拡 相談事業 24,105 23,676 男女共同参画社会の実現に向けて、女性の悩

総 〔男女共同参画課〕 (16,683) (16,219) み電話相談を充実するとともに、男性のため

の悩み相談を新たに実施

13 総 学習・研修事業 7,001 7,132 仕事と生活の調和(ワーク・ライフ・バラン

〔男女共同参画課〕 (6,051) (6,002) ス)を実現するための周知及び講座の開催

〔区分〕　新 … 新規事業　　拡 … 拡大事業 　　総 … 総合振興計画新実施計画事業　　防 … 防災、環境・エネルギー対策
            子 … 高齢者支援、子育て支援、教育の充実　　健 … 健康増進、スポーツ振興　　活 … 地域経済の活性化
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（５）市民の消費生活における安心・安全の向上を図ります。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

No 区分 事業名 25年度 24年度 説明

14 総 消費生活相談事業 44,350 44,177 専門知識を有する相談員による、被害の未然

〔消費生活総合センタ (44,350) (38,925) 防止・救済のための消費生活相談を実施

ー〕

15 総 消費生活講座、セミナ 300 894 地区公民館講座・学校・福祉関係者の研修等

ーの実施 (300) (450) に講師を派遣し、消費者啓発を実施

〔消費生活総合センタ

ー〕

（６）スポーツ・レクリエーション活動の場の充実を図ります。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

No 区分 事業名 25年度 24年度 説明

16 総 多目的広場整備事業 23,942 81,428 未利用地を活用したスポーツもできる多目的

健 〔スポーツ振興課〕 (11,102) (20,754) 広場を整備

（７）スポーツ活動に親しむことができるよう、多彩なプログラムを提供します。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

No 区分 事業名 25年度 24年度 説明

17 総 さいたまシティカップ 40,700 40,000 サッカーを活用したまちづくりを推進するた

健 開催事業 (40,700) (40,000) めに、海外の強豪クラブチームを招聘し、国

〔スポーツ振興課〕 際親善試合の開催に努めるとともに、｢サッカ

ーのまちさいたま｣にふさわしいシティカップ

を開催

18 総 さいたまシティマラソ 76,280 75,000 市民の自己実現と健康増進に対する意識向上

健 ン事業 (76,280) (75,000) に資するとともに、本市のＰＲの場として、

〔スポーツ振興課〕 市民に運営参加を促すシティマラソン(ハーフ

マラソン)を開催、また、フルマラソン化を検

討

（８）文化芸術都市の創造を推進します。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

No 区分 事業名 25年度 24年度 説明

19 総 文化芸術都市創造計画 5,600 6,834 文化芸術都市創造条例に基づき、審議会や市

活 策定事業 (5,600) (6,834) 民等の意見を踏まえながら、文化芸術都市創

〔文化振興課〕 造計画を策定

〔区分〕　新 … 新規事業　　拡 … 拡大事業 　　総 … 総合振興計画新実施計画事業　　防 … 防災、環境・エネルギー対策
            子 … 高齢者支援、子育て支援、教育の充実　　健 … 健康増進、スポーツ振興　　活 … 地域経済の活性化
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*( )内は一般財源 (単位:千円)

No 区分 事業名 25年度 24年度 説明

20 総 アートフェスティバル 10,000 10,000 文化芸術によるまちづくりを推進するため、

活 支援事業 (10,000) (10,000) アートフェスティバル事業の実施を支援

〔文化振興課〕

21 総 ジュニアソロコンテス 4,959 5,183 小・中学生による、管楽器・打楽器の独奏コ

ト事業 (4,959) (5,183) ンテストを開催

〔文化振興課〕

（９）人形や盆栽など、さいたま市の地域資源を活用した施設の整備及び運営の充実を図ります。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

No 区分 事業名 25年度 24年度 説明

22 総 （仮称）岩槻人形会館 24,696 48,417 日本人形を中心とした展示や、各種の事業展

活 整備事業 (24,696) (48,417) 開を図ることにより、本市の特色である人形

〔文化振興課〕 文化の振興、そして、観光振興、産業振興等

に寄与する施設として（仮称）岩槻人形会館を整

備

23 総 大宮盆栽美術館管理運 101,305 86,963 盆栽その他の盆栽文化の資料等収集、情報発

営事業 (84,515) (69,204) 信を行うとともに、盆栽文化の振興・活用及

〔大宮盆栽美術館〕 び観光振興の拠点施設としての管理・運営を

実施

（10）効率的で市民満足度の高い窓口を目指します。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

No 区分 事業名 25年度 24年度 説明

24 拡 区民課窓口(一部)業務 194,946 53,819 民間委託による窓口申請パッケージ工房（住

委託化事業 (194,946) (53,819) 民異動系）の全区実施を継続するとともに証

〔区政推進室〕 明書請求受付・交付窓口委託化を全区へ拡大

25 新 除籍システム統合化等 46,970 0 どの区役所でも除籍等を同じシステムから打

対応事業 (46,970) (0) ち出すことを可能にし、市民サービスの向上

〔区政推進室〕 と事務の効率化を図るため、除籍システムを

統合化

〔区分〕　新 … 新規事業　　拡 … 拡大事業 　　総 … 総合振興計画新実施計画事業　　防 … 防災、環境・エネルギー対策
            子 … 高齢者支援、子育て支援、教育の充実　　健 … 健康増進、スポーツ振興　　活 … 地域経済の活性化
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（11）大宮区役所新庁舎の整備を推進します。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

No 区分 事業名 25年度 24年度 説明

26 新 大宮区役所新庁舎整備 805,688 0 建て替え方針が決まった大宮区役所につい

総 事業 (683,588) (0) て、新庁舎の基本・実施設計を実施、また整

防 〔大宮区役所新庁舎建 備に必要な調査等を実施

設準備室〕

３．行財政改革への取組

(１)　区役所窓口の改善

　　①　平成24年12月から実施している区民課窓口(一部)業務の委託化については、試行結果

　　　を検証し、証明書等請求受付・交付窓口を全区で委託化します。

　　　〔区政推進室〕

(２)　既存事業の見直しによるコスト削減の取組

千円

　　①　道路照明施設の定額制電気使用料については、一括で年度当初に支払うことにより割

　　　引を受けられるよう契約の見直しを行いました。〔交通防犯課〕（10,000千円）

　　②　複合公共施設コムナーレの清掃業務や設備点検業務については、過去の実績を勘案し、

　　　委託料の見直しを行いました。〔コミュニティ推進課〕（5,912千円）

　　③　職員の男女共同参画ハンドブックについては、印刷業務委託を取りやめ、市印刷セン

　　　ターを利用することにより経費の削減を図りました。〔男女共同参画課〕（47千円）

21,896既存事業の見直しによるコスト削減額

〔区分〕　新 … 新規事業　　拡 … 拡大事業 　　総 … 総合振興計画新実施計画事業　　防 … 防災、環境・エネルギー対策
            子 … 高齢者支援、子育て支援、教育の充実　　健 … 健康増進、スポーツ振興　　活 … 地域経済の活性化
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

79 2款 1項 6目 16款

18款

-

＜主な事業＞

１　市民相談の実施 [参考]市民相談一覧(平成25年度実施予定)

　弁護士による法律相談のほか、司法書士による登記・

法律相談等を各区くらし応援室で定期的に実施する。

２　市民手帳の販売

　市民生活に役立つ情報を満載した市民手帳を区役所、

支所、市民の窓口等で販売する。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

81 2款 1項 10目 22款

-

＜主な事業＞

１　｢第3次さいたま市男女共同参画のまちづくりプラ ３　啓発事業の推進

　ン｣の策定 　男女共同参画を推進するため、男女共同参画社会情報

　現行計画である｢第2次さいたま市男女共同参画のまち 誌を年2回発行し、市内全戸へ配布することにより、市

づくりプラン｣の計画期間満了に伴い、次期基本計画を 民への意識啓発を行う。

策定する。

４　ＤＶ及びデートＤＶの防止

２　男女共同参画フォーラムの開催 　(1)　ドメスティック・バイオレンス防止対策関係機

　男女共同参画社会の実現に向けた機運の醸成を図るた 　　 関連携会議の開催

め、内閣府との共催により、男女共同参画フォーラムを 　(2)　民間緊急一時避難施設運営団体への補助金交付

開催する。

18,918

　｢さいたま市男女共同参画のまちづくり条例｣や｢第2次さいたま市男女共同参画
のまちづくりプラン｣を基に、本市における男女共同参画社会の実現に向け、推進
基盤や環境の整備等、あらゆる分野における男女共同参画を推進します。また、｢
さいたま市ＤＶ防止基本計画｣に基づき、ＤＶの防止をはじめ被害者の自立に向け
た支援を行います。

増減

前年度予算額

市民・スポーツ文化局/市民生活部/男女共同参画課

増減

377諸収入

　多種・多様化する市民からの相談に対して、各区役所くらし応援室などにおい
て専門相談窓口を設け、個々のケースに即した助言・回答を行い、市民生活の安
定に努めます。

総務費 総務管理費 男女共同参画推進費

事務事業名

局/部/課

予算書Ｐ. 総務費

予算額

＜事業の目的・内容＞

広報広聴費

2,975

206

財産収入

前年度予算額

一般財源

事務事業名

＜事業の目的・内容＞

男女共同参画推進事業

予算書Ｐ.

局/部/課

18,394

19,571

2,607

23 

住民相談事業

市民・スポーツ文化局/市民生活部/市民総務課

総務管理費

△ 524 

23,472予算額

国庫支出金

20,291

18,017一般財源

23,449

相談区分 相談員

　民事一般・多重債務相談 　弁護士

　税務相談 　税理士

　登記・法律相談 　司法書士

　登記相談 　土地家屋調査士

　年金・保険・労務相談 　社会保険労務士

　相続遺言・内容証明相談 　行政書士

　行政相談 　行政相談委員

　借地・借家相談 　専門相談員

　外国人生活相談 　専門相談員
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

81 2款 1項 10目 15款

16款

22款

-

＜主な事業＞

１　相談事業 ３　学習・研修事業

　センター、女・男プラザ等に相談員を配置し、ここ 　｢第2次さいたま市男女共同参画のまちづくりプラン｣

ろ、からだ、生き方、家族、ＤＶ、人間関係等の女性の 及び｢さいたま市ＤＶ防止基本計画｣に基づき、男女共同

悩み電話相談、また専門家による法律・健康相談等、女 参画についての学習機会を提供するため、講座・講演会

性のための総合的な相談を実施する。 を開催する。

　また、平成25年度からセンターにおいて男性の悩み電

話相談を開設する。 ４　団体活動・交流支援事業

　男女共同参画推進団体で組織される協議会が企画、運

２　情報収集・提供事業 587 営する｢女・男フェスタさいたま｣の開催を支援する。

　男女共同参画の推進のために図書・行政資料等を収集 　また、団体間の交流に向けたネットワークづくりの支

・提供する。また、市民との協働によりセンター広報誌 援を行う。

を発行し、事業のＰＲを行う。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

83 2款 1項 11目 -

＜主な事業＞

１　防犯活動・啓発活動

　(1)　公用車による青色防犯パトロール

　(2)　地域防犯ステーションの運用

　(3)　広報・啓発活動

２　地域防犯活動助成金等

　(1)　地域防犯活動団体への支援

　(2)　さいたま市防犯協会への補助

　(3)　さいたま市暴力排除推進協議会への補助

３　暴力団排除活動推進事業

　(1)　暴力団排除に関する広報啓発事業

　安心して暮らせる安全なまちづくりを推進するため、市民、事業者、警察等関
係機関との連携の下、広報啓発活動を通じて市民の防犯や暴力排除意識の向上を
図るとともに、地域における自主防犯活動の支援や暴力排除活動を推進します。

27,130

2,076

＜事業の目的・内容＞

予算額

局/部/課 市民・スポーツ文化局/市民生活部/男女共同参画課

事務事業名 男女共同参画推進センター等管理運営事業 32,728

国庫支出金 7,317

予算書Ｐ. 使用料及び手数料総務費 総務管理費 男女共同参画推進費

＜事業の目的・内容＞

863

33,041

諸収入 192

一般財源 24,356

増減 △ 313 

事務事業名 防犯対策事業 予算額 32,624

　男女共同参画推進のための拠点施設である男女共同参画推進センターにおい
て、男女共同参画社会の実現に向け、相談、情報収集・提供、学習・研修、団体
活動・交流支援などの各種事業の充実を図ります。

前年度予算額

局/部/課 市民・スポーツ文化局/市民生活部/交通防犯課

予算書Ｐ. 一般財源 32,624総務費 総務管理費 自治振興費

24,105 7,001

1,035

3,418 【公用車による青色防犯パトロールの状況（浦和区）】

前年度予算額 30,958

増減 1,666 
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

83 2款 1項 11目 22款

-

＜主な事業＞

１　自治会運営補助金交付事業　 ３　コミュニティ助成事業

　住みよい豊かな地域社会の形成に資することを目的と 　自治会活動の促進を目的として、新たに、集会所建設

して、自治会及び自治会連合会の運営に要する経費の一 時における備品購入費用の一部を補助する。

部を補助する。

４　自治会加入促進事業

２　自治会集会所整備事業 　自治会加入促進を目的として、さいたま市自治会連合

　自治会活動の場を確保・充実させることを目的とし 会と連携して市民啓発用のリーフレット、ポスター等を

て、自治会集会所の新築及び増改築修繕の費用の一部を 作成する。

補助する。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

83 2款 1項 11目 15款

18款

22款

-

＜主な事業＞

１　馬宮コミュニティセンター外3施設の管理運営 　施設一覧

２　南浦和コミュニティセンター外5施設の管理運営

３　東大宮コミュニティセンター外3施設の管理運営 　

４　コミュニティセンターいわつき外2施設の管理運営

５　日進公園コミュニティセンターの管理運営

６　武蔵浦和コミュニティセンターの管理運営

予算書Ｐ.

総務費 総務管理費 自治振興費

事務事業名 南浦和コミュニティセンター外１８施設管理運営事業

予算書Ｐ.

局/部/課 市民・スポーツ文化局/市民生活部/コミュニティ推進課

＜事業の目的・内容＞

93,001

諸収入 320総務費 総務管理費 自治振興費

予算額 393,143

局/部/課 市民・スポーツ文化局/市民生活部/コミュニティ推進課

事務事業名 自治振興事業

一般財源 392,823

増減 △ 45,215 

前年度予算額 379,065

増減 14,078 

336,530

1,062,624

前年度予算額 1,269,414

一般財源

223,533

171,491

＜事業の目的・内容＞

　コミュニティ活動・市民活動を推進していくため、生涯学習・地域交流・地域支
援にあった機能の充実に努めるとともに、コミュニティ活動等の場を提供します。

予算額 1,224,199

1,319

　｢さいたま市自治会等の振興を通じた地域社会の活性化の推進に関する条例｣に基
づき、地域住民で自主的・自立的に組織される自治会及びその連合組織を支援する
ことにより、地域社会の発展と市民福祉の向上を図ります。

28,527

277,654 7,500

使用料及び手数料 158,270

財産収入 564

諸収入 2,741

225,872

161,912

下落合コミュニティセンター 武蔵浦和コミュニティセンター

浦和コミュニティセンター

上峰コミュニティホール ふれあいプラザいわつき

西与野コミュニティホール 日進公園コミュニティセンター

南浦和コミュニティセンター コミュニティセンターいわつき

与野本町コミュニティセンター 岩槻駅東口コミュニティセンター

大宮公房館 片柳コミュニティセンター

高鼻コミュニティセンター 宮原コミュニティセンター

馬宮コミュニティセンター 東大宮コミュニティセンター

西部文化センター 七里コミュニティセンター
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

83 2款 1項 11目 16款

23款

-

＜主な事業＞

１　実施設計業務の実施 　[参考]

　平成24年度に行った基本設計を基に建築工事等を行う 　・所在地　　　浦和東部第二特定土地区画整理事業

ための実施設計業務を実施する。 　地内94街区1画地、同2画地

　・敷地面積　　約4,700㎡

２　施設建設用地の取得 　・延床面積　　約5,200㎡

　当該施設の整備工事施工前に、施設建設用地を取得す 　・導入施設案　コミュニティセンター、図書館、教育

る。 　相談室、支所、拠点備蓄倉庫ほか

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

83 2款 1項 11目 -

＜主な事業＞

１　コムナーレの管理運営 　コムナーレの概要

　コムナーレ内の清掃、設備保守、施設修繕等を行う。 　浦和駅東口駅前ストリームビルの８階～１０階にある

さいたま市の複合公共施設

２　浦和駅東口駅前市民広場の管理運営

　浦和駅東口駅前市民広場の清掃、施設修繕等を行う。 ８階 中央図書館

　 市民活動サポートセンター

　 国際交流センター

９階 浦和消費生活センター

シルバーバンク事務所

市民活動支援室

10階 浦和コミュニティセンター

1,299,993

173,685

7,784

＜事業の目的・内容＞

　複合公共施設｢コムナーレ｣における清掃、設備保守やストリームビル管理組合
への負担金・修繕積立金等の支払いなどの業務と浦和駅東口駅前市民広場の管理
運営に係る業務を行い、地域住民をはじめとした市民の交流拠点として、コミュ
ニティの醸成と賑わいの創出を図ります。

前年度予算額 190,064

増減 △ 8,595 

局/部/課 市民・スポーツ文化局/市民生活部/コミュニティ推進課

予算書Ｐ. 一般財源 181,469総務費 総務管理費 自治振興費

増減 1,346,898 

　浦和美園駅周辺では、計画住宅や戸建て住宅等の立地が進み、人口定着が進ん
でいます。人口定着の促進や地元の要望等を踏まえ、市民の利便性の向上を図る
ため、浦和美園駅東口に複合公共施設の整備を行います。

事務事業名 コムナーレ管理運営調整事業 予算額 181,469

前年度予算額 40,000

一般財源 107,298

＜事業の目的・内容＞

国庫支出金 522,800

市債 756,800

予算額 1,386,898

総務費 総務管理費 自治振興費

事務事業名 （仮称）浦和美園駅東口駅前複合公共施設整備事業

予算書Ｐ.

局/部/課 市民・スポーツ文化局/市民生活部/コミュニティ推進課
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

83 2款 1項 11目 22款

-

＜主な事業＞

１　消費生活相談の充実 250 ３　消費生活相談員の資質の向上 105

　相談者からの消費生活相談に対し、必要に応じ、弁護 　消費生活相談員の自主的な研修会を開催するほか、国

士からアドバイスを受け、消費生活相談の充実を図る。 や県が主催する研修会へ参加するなど、消費生活相談員

の資質の向上を図る。

２　消費生活講座による啓発 300

　市内の学校や自治会等からの要望により、悪質商法や

や契約、食生活に関することなど、消費生活に関する知

識を身に付けるための消費生活講座へ講師を派遣し、市

民への啓発を図る。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

83 2款 1項 11目 -

＜主な事業＞

１　さいたま市文化芸術都市創造計画策定事業

　さいたま市文化芸術都市創造条例に基づき、審議会や

意見交換会での協議内容や意見等を踏まえ、計画を策定

する。

２　ジュニアソロコンテスト

　小学生・中学生による管楽器、打楽器のソロコンテス

トを実施する。

３　市民ギャラリー事業

　庁舎東側広場内の市民ギャラリーを貸し出す。

＜事業の目的・内容＞

　文化芸術を通じて市民が心豊かに暮らせるよう、施策等を検討するとともに、
計画的な文化芸術事業の展開を図り、効果的な文化行政を推進します。

予算額 63,401

局/部/課 市民・スポーツ文化局/市民生活部/消費生活総合センター

事務事業名 消費者行政推進事業

諸収入 218

一般財源 63,183

86,291

＜事業の目的・内容＞

増減 △ 22,890 

　市民からの消費生活相談に適切に対応するため、消費生活相談員の研修機会の
確保を図り、消費生活相談の更なる資質の向上を図ります。また、弁護士から消
費生活相談員へのアドバイスを受けるなどして、消費生活相談の充実を図りま
す。さらに、学校等からの要望による消費生活講座へ講師を派遣するなどして、
啓発を図ります。

事務事業名 文化行政推進事業 予算額 19,148

前年度予算額

局/部/課 市民・スポーツ文化局/スポーツ文化部/文化振興課

予算書Ｐ. 一般財源 19,148総務費 総務管理費 自治振興費

前年度予算額 20,342

増減 △ 1,194 

5,600

総務費 総務管理費 自治振興費予算書Ｐ.
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

83 2款 1項 11目 18款

＜主な事業＞

１　文化財産等取得基金への積立て 953

　文化財産等取得基金を金融機関に預け入れしているこ

と等により生じた利子について、同基金に積立てを行

う。

　［参考］

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

83 2款 1項 11目 18款

-

＜主な事業＞

１　さいたま市民文芸 ３　文化芸術活動等支援事業

　さいたま市民文芸を発刊する。 　(1)　名曲コンサート負担金

　(2)　プライマリーコンサート負担金

２　さいたま市民文化祭 　(3)　アートフェスティバル事業補助金

　さいたま市民文化祭リーフレットを作成する。 　(4)　さいたま市文化協会補助金

　(5)　子ども文化祭実行委員会補助金

　(6)　さいたま市展実行委員会補助金

　(7)　市民音楽祭実行委員会補助金

　(8)　さいたま市文化事業補助金

＜事業の目的・内容＞

　文化芸術の発表や鑑賞の機会を充実するなど市民の自主的な文化芸術活動等を
支援するとともに、地域の文化的な資源を活用した総合的かつ持続的な文化芸術
の振興を図ります。

総務費 総務管理費 自治振興費

事務事業名 文化財産等取得基金積立金

予算書Ｐ.

予算額 953

局/部/課 市民・スポーツ文化局/スポーツ文化部/文化振興課

財産収入 953

961

＜事業の目的・内容＞

増減 △ 8 

　文化財産等を取得するために積み立てている文化財産等取得基金に対して、積
立てを行います。

事務事業名 文化芸術振興事業 予算額 35,250

前年度予算額

局/部/課 市民・スポーツ文化局/スポーツ文化部/文化振興課

予算書Ｐ. 財産収入 150総務費 総務管理費 自治振興費

一般財源 35,100

前年度予算額 37,797

増減 △ 2,547 

32,910

文化財産等取得基金残高の推移

＊平成23年度以前は決算額。平成24年度は2月補正後の予算額、平成25年度は当初予算額の見込み。

953,000 3,000,000 316,023,052

961,000 3,000,000 318,070,05224

25

55,000

0

年度 新規積立 運用利子積立 取崩 年度末残高
（単位　円）

457,984 2,997,840 320,054,052

627,236 5,869,186 322,493,908

1,375,201 8,084,000 327,635,858

100,000

100,000

80,000

23

22

21
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

83 2款 1項 12目 22款

-

＜主な事業＞

１　交通安全啓発事業         【交通指導員による通学路立哨活動】

　交通事故防止を図るため、季節ごとの交通事故防止期

間中におけるキャンペーン活動などを実施する。

２　交通安全指導事業

　(1)　交通指導員による通学路の朝の立哨活動

　(2)　交通教育指導員による交通安全教室の開催

３　交通安全補助事業

　交通安全団体補助金交付要綱に基づき、各種交通安全

団体への補助を実施する。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

83 2款 1項 12目 -

＜主な事業＞

【ＬＥＤ公衆街路灯】

　夜間の交通事故防止を図るため、道路照明施設の設置

やＬＥＤ公衆街路灯設置の推進を図る。

２　道路反射鏡等設置

　道路における危険箇所や交通事故現場へ道路反射鏡や

路面標示などの交通安全施設を設置する。

３　交通安全施設設置維持管理

　道路照明灯の電気使用料支払いなど、交通安全施設を

適正に管理するための維持管理を実施する。

＜事業の目的・内容＞

　交通事故防止を図るための道路照明灯、道路反射鏡や路面表示などの各種交通
安全施設を設置するとともに、維持管理を行います。

１　道路照明灯設置

105,000

総務費 総務管理費 交通安全費

事務事業名 交通安全推進事業

予算書Ｐ.

予算額 71,576

局/部/課 市民・スポーツ文化局/市民生活部/交通防犯課

諸収入 41

一般財源 71,535

71,607

＜事業の目的・内容＞

事務事業名 交通安全施設設置及び維持管理事業 予算額 1,005,636

局/部/課 市民・スポーツ文化局/市民生活部/交通防犯課

予算書Ｐ. 一般財源 1,005,636総務費 総務管理費 交通安全費

前年度予算額 742,926

増減 262,710 

1,607

58,147

11,822

増減 △ 31 

　交通安全の一層の推進を図るため、交通安全推進団体及び関係機関との連携に
より、各種イベントなどの実施を通じて交通安全思想の普及を図ります。

前年度予算額

697,431

203,205
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

83 2款 1項 12目 -

＜主な事業＞

１　啓発活動事業 190

　季節ごとの交通事故防止期間中におけるキャンペーン

活動などにおいて、違法駐車等を防止するためのチラシ

などを配布して啓発活動を実施する。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

85 2款 1項 14目 22款

-

＜主な事業＞

１　施設の管理運営 [参考]大宮ソニック市民ホールの概要

　施設の管理運営を指定管理者が行うとともに、施設の

設備点検や修繕に要する費用について、占有面積に応じ

て定められた負担割合等に基づいた負担を行う。

２　施設のリニューアル工事

　施設の老朽化に伴い平成22年度から実施しているリニ

ューアル工事に要する費用について、占有面積に応じて

定められた負担割合等に基づいた負担を行う。

総務費 総務管理費 交通安全費

事務事業名 違法駐車防止対策事業

予算書Ｐ.

予算額 674

局/部/課 市民・スポーツ文化局/市民生活部/交通防犯課

一般財源 674

684

＜事業の目的・内容＞

増減 △ 10 

　違法駐車等防止条例に基づき、重点地域を中心に啓発活動を実施します。

事務事業名 大宮ソニック市民ホール管理運営事業 予算額 57,492

前年度予算額

予算書Ｐ. 諸収入 13,200総務費 総務管理費 生活文化施設費

一般財源 44,292

前年度予算額 86,323

増減 △ 28,831 

11,197

46,295

＜事業の目的・内容＞

　ソニックシティビル内に設置している大宮ソニック市民ホールの管理運営を指
定管理者が行い、市民文化の向上及び市民相互の交流の促進を図ります。

局/部/課 市民・スポーツ文化局/市民生活部/市民総務課

スクール ロ形

第１集会室 90席 54席

第２集会室 111席 54席

第３集会室 111席 54席

第４集会室 90席 54席

定員
施設区分 開設年

昭和63年
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

85 2款 1項 14目 15款

16款

22款

-

＜主な事業＞

１　文化センター等文化会館の管理運営

　管理運営を指定管理者が行うとともに、利用者の安心

・安全の観点から必要な点検、修繕等を行う。

　(1)　文化センターの管理運営

　(2)　市民会館うらわの管理運営

　(3)　市民会館おおみやの管理運営

　(4)　市民会館いわつきの管理運営

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

85 2款 1項 14目 15款

22款

-

＜主な事業＞

１　プラザイースト及びプラザウエストの管理運営

　管理運営を指定管理者が行うとともに、利用者の安心

・安全の観点から必要な点検、修繕等を行う。

　(1)　プラザイーストの管理運営

　(2)　プラザウエストの管理運営

総務費 総務管理費 生活文化施設費

事務事業名 文化会館管理運営事業

予算書Ｐ.

予算額 591,483

局/部/課 市民・スポーツ文化局/スポーツ文化部/文化振興課

使用料及び手数料 7,426

国庫支出金 13,768

615,712

諸収入 9,444

＜事業の目的・内容＞

一般財源 560,845

増減 △ 24,229 

　指定管理者制度により文化会館各館の管理運営を委託し、市民文化の向上を図
ります。

事務事業名 プラザイースト外１施設管理運営事業 予算額 547,571

前年度予算額

局/部/課 市民・スポーツ文化局/スポーツ文化部/文化振興課

予算書Ｐ. 使用料及び手数料 92,592総務費 総務管理費 生活文化施設費

諸収入 2,181

一般財源 452,798

前年度予算額 545,991

増減 1,580 

221,850

148,253

102,021

119,359

＜事業の目的・内容＞

　指定管理者制度によりプラザイースト外1施設の管理運営を委託し、市民のコ
ミュニティ活動及び市民文化の向上を図ります。

221,191

326,380
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

85 2款 1項 14目 15款

18款

22款

-

＜主な事業＞

１　盆栽四季の家の管理運営

　盆栽四季の家の管理運営を行うとともに、利用者の安

心・安全の観点から必要な点検、修繕等を行う。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

85 2款 1項 14目 15款

22款

-

＜主な事業＞

１　恭慶館・氷川の杜文化館の管理運営

　管理運営を指定管理者が行うとともに、利用者の安心

・安全の観点から必要な点検、修繕等を行う。

　(1)　恭慶館の管理運営

　(2)　氷川の杜文化館の管理運営

予算額 4,536

使用料及び手数料 295

財産収入 49

事務事業名 盆栽四季の家管理運営事業

4,723

諸収入 42

＜事業の目的・内容＞

一般財源 4,150

増減 △ 187 

　盆栽四季の家の管理運営を行い、市民の憩い及び相互の交流の場を提供しま
す。

事務事業名 恭慶館・氷川の杜文化館管理運営事業 予算額 47,480

前年度予算額

市民・スポーツ文化局/スポーツ文化部/文化振興課

予算書Ｐ. 使用料及び手数料 43総務費 総務管理費 生活文化施設費

諸収入 33

一般財源 47,404

前年度予算額 47,427

増減 53 

総務費 総務管理費 生活文化施設費予算書Ｐ.

局/部/課 市民・スポーツ文化局/スポーツ文化部/文化振興課

4,536

47,480

＜事業の目的・内容＞

　指定管理者制度により恭慶館・氷川の杜文化館の管理運営を委託し、伝統文化
の普及・伝承及び市民文化の向上を図ります。

局/部/課
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

85 2款 1項 14目 18款

-

＜主な事業＞

１　収蔵品展、企画漫画展、市民漫画展等の開催

　収蔵品展は北沢楽天の業績や収蔵資料を紹介する。企

画漫画展は魅力ある｢現代漫画｣を紹介する。市民漫画展

は漫画作品の公募展で、漫画文化の裾野を広げる事業と

して実施する。また、漫画教室等を開催する。

２　施設の維持管理

　清掃・機械警備等の業務委託、施設修繕等を実施す

る。

 平成24年度企画漫画展｢石ノ森章太郎の萬画ワールド｣

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

85 2款 1項 14目 15款

22款

-

＜主な事業＞

１　プラザノースの管理運営

　管理運営を指定管理者が行うとともに、利用者の安心

・安全の観点から必要な点検、修繕等を行う。

△ 3,584 

　指定管理者制度によりプラザノースの管理運営を委託し、市民のコミュニティ
活動及び市民文化の向上を図ります。

一般財源 795,662

前年度予算額 859,002

増減

使用料及び手数料 54,632

＜事業の目的・内容＞ 諸収入 5,124

予算書Ｐ. 総務費 総務管理費 生活文化施設費

局/部/課 市民・スポーツ文化局/スポーツ文化部/文化振興課

事務事業名 プラザノース管理運営事業 予算額 855,418

前年度予算額 15,676

△ 575 増減

予算額 15,101

14,781

財産収入

＜事業の目的・内容＞ 一般財源

　日本近代漫画の先駆者である北沢楽天などの漫画関係資料の収集、保管及び管
理を行うとともに、企画漫画展、市民漫画展、漫画教室等を通じて、漫画文化の
振興、市民文化の向上を図ります。

予算書Ｐ. 総務費 総務管理費 生活文化施設費 320

市民・スポーツ文化局/スポーツ文化部/文化振興課

5,849

9,207

事務事業名 漫画会館管理運営事業

局/部/課

855,418
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

85 2款 1項 14目 -

＜主な事業＞

１　ＪＲおおみや鉄道ふれあいフェア 850

　ＪＲおおみや鉄道ふれあいフェアに参加・協力し、啓

発品の配布等を行い、鉄道文化の振興及び普及啓発を図

る。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

85 2款 1項 14目 -

＜主な事業＞

１　振興計画(アクションプラン)推進・支援 ３　資料写真撮影

　平成23度に作成した(仮称)岩槻人形会館振興アクショ 　展示を予定する所蔵資料について、データベース用の

ンプランを、実行性のあるものにするため、各プロジェ 写真を撮影する。

クト担当課の進捗管理を行うとともに、人形会館への回

遊性実現のための検討を行う。 ４　講演会の開催

　(仮称)岩槻人形会館整備の周知を図るため、人形文化

２　所蔵品展の開催 に造詣の深い有識者による講演会を実施する。

　本市が所蔵する人形資料等について、広報・ＰＲを図

るため展示会を開催する。

前年度予算額 48,417

増減 △ 23,721 

＜事業の目的・内容＞

　日本人形を中心とした展示のほか、各種の事業を展開することにより、本市の
特色である人形文化の振興を図るとともに、観光振興、産業振興にも寄与する施
設として(仮称)岩槻人形会館を整備します。

局/部/課 市民・スポーツ文化局/スポーツ文化部/文化振興課

予算書Ｐ. 総務費 総務管理費 生活文化施設費 一般財源 24,696

増減 0 

事務事業名 （仮称）岩槻人形会館整備事業 予算額 24,696

　本市の代表的な文化の一つである鉄道文化の振興及び普及啓発を図るため、Ｊ
Ｒおおみや鉄道ふれあいフェアへの参加協力を行います。

前年度予算額 850

局/部/課 市民・スポーツ文化局/スポーツ文化部/文化振興課

予算書Ｐ. 総務費 総務管理費 生活文化施設費 一般財源 850

事務事業名 鉄道文化振興事業 予算額 850

1,672

3,638

＜事業の目的・内容＞
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

85 2款 1項 14目 15款

18款

20款

22款

-

＜主な事業＞

１　美術館施設の運営 ３　特別展や企画展、盆栽講座などの実施

　運営委員会や評価委員会及び海外広報専門部会の開 　資料等の通常展示をはじめ、特別展、企画展及び盆栽

催、観覧券やミュージアムガイドなどの印刷、情報機器 講座などを実施する。また、学校や鉄道博物館との連携

などの賃借、受付業務などの施設運営を行う。 事業を実施する。

２　美術館施設の維持管理

　清掃、警備、盆栽の育成管理などの業務委託や施設修

繕、盆栽展示環境の改善などの施設維持管理を行う。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

87 2款 1項 15目 -

＜主な事業＞

１　イベントへの参加

　国内友好都市で開催されるお祭り等のイベントに参加

し交流を深める。

[参考]イベント一覧(平成25年度参加予定)

前年度予算額 2,169

増減 △ 10 

＜事業の目的・内容＞

　国内友好都市(福島県南会津町・新潟県南魚沼市・千葉県鴨川市・群馬県みなか
み町)と、市民参加によるイベントや、｢浦和まつり｣｢農業祭｣｢区民まつり｣などに
おける物産品の販売等を通じて多様な交流の促進を図ります。

局/部/課 市民・スポーツ文化局/市民生活部/市民総務課

予算書Ｐ. 総務費 総務管理費 市民保養施設費 一般財源 2,159

事務事業名 国内交流推進事業 予算額 2,159

前年度予算額 86,963

増減 14,342 

＜事業の目的・内容＞ 財産収入 4,556

　本市の貴重な地域資源である盆栽その他の盆栽文化に関する資料等を収集・調
査・研究し、国内外に向け発信するとともに、大宮盆栽村や周辺地域を訪れる
人々に対し、世界に誇る盆栽の銘品に触れ合う機会を提供し、盆栽の楽しみ方や
技を紹介するなど、盆栽文化の振興・活用や観光振興の拠点施設として、大宮盆
栽美術館の管理、運営を行います。

繰入金 1,000

諸収入 482

一般財源 84,515

局/部/課 市民・スポーツ文化局/スポーツ文化部/大宮盆栽美術館

予算書Ｐ. 総務費 総務管理費 生活文化施設費 使用料及び手数料 10,752

事務事業名 大宮盆栽美術館管理運営事業 予算額 101,305

45,704

33,490 22,111

都市名 主なイベント名

　福島県南会津町 　会津田島祇園祭

　新潟県南魚沼市 　南魚沼市雪まつり

　千葉県鴨川市 　シーフェスタ

　群馬県みなかみ町 　みなかみ夏まつり
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

87 2款 1項 15目 15款

22款

-

＜主な事業＞

１　保養施設の管理運営 [参考]保養施設の概要

　施設の管理運営を指定管理者が行うとともに、利用者

の安心・安全の観点から必要な修繕等を行う。

　(1)　ホテル南郷

　(2)　六日町山の家

　(3)　新治ファミリーランド

　(4)　見沼ヘルシーランド

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

89 2款 2項 2目 -

＜主な事業＞

１　さいたま市スポーツ振興審議会の開催 486

　スポーツの振興に関する重要事項について、調査審議

し、これらの事項に関して建議する。

△ 20,484 

22,228

164,736前年度予算額

増減

1,744一般財源

事務事業名

局/部/課

予算書Ｐ. 総務費

＜事業の目的・内容＞

市民保養施設費

7

2,864

諸収入

1,744

49,874

14,640

78,436

195,061一般財源

＜事業の目的・内容＞

スポーツ企画事業

予算書Ｐ.

局/部/課 市民・スポーツ文化局/スポーツ文化部/スポーツ振興課

総務費 企画費

41,000

スポーツ企画費

事務事業名

197,932予算額

使用料及び手数料

保養施設管理運営事業

市民・スポーツ文化局/市民生活部/市民総務課

総務管理費

　福島県南会津町に設置しているホテル南郷等の保養施設の管理運営を指定管理
者が行い、市民の健康の増進及びレクリエーションの促進を図ります。

33,196 

予算額

増減

前年度予算額

　生涯スポーツの振興及びスポーツを活用した総合的なまちづくりを推進するた
め、さいたま市スポーツ振興まちづくり計画に基づき、諸施策の展開を図るとと
もに、計画の進行管理を行います。

施設区分 所在地 開設年

　ホテル南郷 　福島県南会津町 昭和63年

　六日町山の家 　新潟県南魚沼市 昭和49年

　新治ファミリーランド 　群馬県みなかみ町 平成13年

　見沼ヘルシーランド 　埼玉県さいたま市 昭和62年
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

89 2款 2項 2目 -

＜主な事業＞

１　サッカーのまちづくり推進協議会補助金

　サッカーを核としたスポーツのまちづくりを推進する

ための補助金をさいたま市サッカーのまちづくり推進協

議会へ交付する。

　さいたま市サッカーのまちづくり推進協議会における

主な事業

　(1)　さいたま市高校選抜サッカー選手団海外派遣

　(2)　サッカー指導者講習会

　(3)　軟式野球教室

　(4)　浦和レッズレリーフの設置

　(5)　大宮アルディージャレリーフの設置

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

89 2款 2項 2目 -

＜主な事業＞

１　さいたまシティカップ開催事業

　さいたまシティカップ開催にかかる補助金をさいたま

市サッカーのまちづくり推進協議会へ交付する。

7,299

予算額 7,299

局/部/課 市民・スポーツ文化局/スポーツ文化部/スポーツ振興課

事務事業名 サッカーのまちづくり推進事業

予算書Ｐ. 一般財源総務費 企画費 スポーツ企画費

＜事業の目的・内容＞

7,218

増減 81 

事務事業名 さいたまシティカップ開催事業 予算額 40,700

　本市の伝統あるサッカーを核としたスポーツのまちづくりを推進するため、さ
いたま市サッカーのまちづくり推進協議会を主体として、Ｊリーグチームの浦和
レッズ・大宮アルディージャと連携するなど、諸事業を展開します。

前年度予算額

予算書Ｐ. 一般財源 40,700総務費 企画費 スポーツ企画費

前年度予算額 40,000

増減 700 

＜事業の目的・内容＞

　本市のスポーツの核である、サッカーを活用したまちづくりを一層推進するた
めに、海外の強豪クラブチームを招き、国際親善試合の開催に努めるとともに、｢
サッカーのまちさいたま｣にふさわしいシティカップを開催します。

局/部/課 市民・スポーツ文化局/スポーツ文化部/スポーツ振興課

7,000

40,000
さいたまシティカップ実績一覧（平成１９年度～平成２２年度）
平成１９年度
 日時：平成１９年７月１７日(火)
 対戦：浦和レッズｖｓマンチェスター・ユナイテッド
 会場：埼玉スタジアム２００２　　 入場者数：58,716人

平成２０年度
 日時：平成２０年７月３１日(木)
 対戦：浦和レッズｖｓＦＣバイエルン・ミュンヘン
 会場：埼玉スタジアム２００２　 　入場者数：27,292人

平成２１年度
 日時：平成２２年２月１３日(土)
 対戦：大宮アルディージャｖｓ水原サムスン・ブルーウイングス
 会場：ＮＡＣＫ５スタジアム大宮　 入場者数：6,053人

平成２２年度
 日時：平成２３年２月２０日(日)
 対戦：大宮アルディージャｖｓ浦和レッズ
 会場ＮＡＣＫ５スタジアム大宮　　 入場者数：11,362人

平成２２年度さいたまシティカップ

浦和駅西口伊勢丹浦和店前
浦和レッズレリーフ

大宮駅東口高島屋大宮店前
大宮アルディージャレリーフ
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

89 2款 2項 2目 -

＜主な事業＞

１　スポーツ・クリニックの開催 336

　民間企業や大学の協力を得て、スポーツに関する技術

の向上や、知識の習得を図るための講習会を開催する。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

89 2款 2項 2目 16款

23款

‐

＜主な事業＞

１　多目的広場の整備 [参考]市全体の整備箇所数(H24・25予定)

　親子や友達など多世代にわたり、気軽に身近なスポー 　(1)　未利用地を活用した多目的広場の整備

ツを楽しむことができる広場の整備を行う。 　　　 H23(3か所) H24(8か所) H25(2か所)

　スポーツ振興課分 　(2)　都市公園内のグラウンド等の個人への開放

　(1)　委託料 　　　 H23(17公園)

　(2)　工事請負費(1か所) 　(3)　民有地を活用した多目的広場の整備

　　見沼区蓮沼299-1外 　　　 H23(1か所)　　　　　　H25(1か所)

　(4)　公園内の一角にスポーツもできる広場を整備

　　　 H23(4か所) H24(4か所)

　(5)　農業関連施設へのスポーツもできる多目的広場

　　　 の整備

　　　 H23(3か所)

予算書Ｐ.

局/部/課 市民・スポーツ文化局/スポーツ文化部/スポーツ振興課

予算額 336

局/部/課 市民・スポーツ文化局/スポーツ文化部/スポーツ振興課

事務事業名 産学官連携スポーツ振興事業

一般財源 336

＜事業の目的・内容＞

前年度予算額 393

　企業、大学、本市のそれぞれが提供可能な資源・財産等を融合させることによ
り、効率的・効果的なスポーツ振興を図ります。

増減 △ 57 

予算額 23,942

国庫支出金 5,040

市債 7,800

一般財源 11,102

＜事業の目的・内容＞

　市有未利用地、市有農業施設、民有地などを活用した、スポーツもできる多目
的広場を整備するとともに、市民に身近な公園内の一角にボール遊びなどスポー
ツもできる広場を整備します。また、都市公園内のグラウンド等の運動施設に個
人利用ができる開放日を設け、だれもが気軽にスポーツができる機会を増やしま
す。 前年度予算額 81,428

増減 △ 57,486 

総務費 企画費 スポーツ企画費予算書Ｐ.

22,113

総務費 企画費 スポーツ企画費

事務事業名 多目的広場整備事業

　平成２３年度の様子：

　　中学校体育指導教員を対象にした柔道の実技研修
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

89 2款 2項 2目 18款

22款

-

＜主な事業＞

１　各施設管理棟点検調査

　大原サッカー場及び八王子スポーツ施設管理棟の定期

点検調査業務等を行う。

２　八王子スポーツ施設管理運営費補助金

　八王子スポーツ施設管理運営の補助金を交付する。

　           ＜八王子スポーツ施設＞

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

89 2款 2項 2目 -

＜主な事業＞

１　管理運営費

　安全・安心して利用してもらうため、清掃等を委託す

る。

　美園臨時グラウンド 他10か所

　　　＜美園臨時グラウンド＞

市民・スポーツ文化局/スポーツ文化部/スポーツ振興課

総務費 企画費 スポーツ企画費

事務事業名 大原サッカー場・八王子スポーツ施設管理事業

予算書Ｐ.

局/部/課

予算額 11,812

財産収入 50

諸収入 1

14,605

一般財源 11,761

＜事業の目的・内容＞

増減 △ 2,793 

　大原サッカー場及び八王子スポーツ施設管理棟の定期点検調査業務等を行い、
ファン・サポーターや施設利用者の安全を図るとともに、八王子スポーツ施設管
理運営の補助金を交付します。

事務事業名 臨時グラウンド事業 予算額 8,267

前年度予算額

予算書Ｐ. 一般財源 8,267総務費 企画費 スポーツ企画費

前年度予算額 8,041

増減 226 

局/部/課 市民・スポーツ文化局/スポーツ文化部/スポーツ振興課

10,982

＜事業の目的・内容＞

　市が管理する未利用地等の暫定的な活用の一環として、市民のスポーツ・レク
リエーション活動の場所の提供を図るため、臨時グラウンドとして開放します。
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

89 2款 2項 2目 15款

16款

18款

22款

-

＜主な事業＞

１　体育館の管理運営

　管理運営を指定管理者が行うとともに、利用者の安心

安全の観点から必要な点検、修繕等を行う。

　記念総合体育館 他4館

２　施設の耐震化

　耐震化の必要な施設について順次、計画的に改修を進

める。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

89 2款 2項 2目 15款

-

＜主な事業＞

１　大宮武道館の管理運営

　管理運営を指定管理者が行うとともに、利用者の安心

安全の観点から必要な点検、修繕等を行う。

＜事業の目的・内容＞

　指定管理者制度により利用者が安全で使いやすい魅力ある武道館になるよう、
充実した管理運営を行います。

局/部/課

予算額 515,016

局/部/課 市民・スポーツ文化局/スポーツ文化部/スポーツ振興課

事務事業名 体育館管理運営事業

使用料及び手数料 734

国庫支出金 15,942

374,582

財産収入 930

＜事業の目的・内容＞

諸収入 1

増減 140,434 

　指定管理者制度により利用者が安全で使いやすい魅力ある体育館になるよう、
充実した管理運営を行います。

事務事業名 武道館管理運営事業 予算額 48,300

一般財源 497,409

前年度予算額

市民・スポーツ文化局/スポーツ文化部/スポーツ振興課

予算書Ｐ. 使用料及び手数料 200総務費 企画費 スポーツ企画費

一般財源 48,100

前年度予算額 56,420

増減 △ 8,120 

総務費 企画費 スポーツ企画費予算書Ｐ. 15款

16款

18款

22款

23款

‐

市債 99,800

一般財源

財産収入 930

諸収入 1

397,609

使用料及び手数料 734

国庫支出金 15,942

15款

16款

18款

22款

23款

‐

市債 99,800

一般財源

財産収入 930

諸収入 1

397,609

使用料及び手数料 734

国庫支出金 15,942

15款

16款

18款

22款

23款

‐

市債 99,800

一般財源

財産収入 930

諸収入 1

397,609

使用料及び手数料 734

国庫支出金 15,942

15款

16款

18款

22款

23款

‐

市債 99,800

一般財源

財産収入 930

諸収入 1

397,609

使用料及び手数料 734

国庫支出金 15,942

15款

16款

18款

22款

23款

‐

市債 99,800

一般財源

財産収入 930

諸収入 1

397,609

使用料及び手数料 734

国庫支出金 15,942

15款

16款

18款

22款

23款

‐

市債 99,800

一般財源

財産収入 930

諸収入 1

397,609

使用料及び手数料 734

国庫支出金 15,942

15款

16款

18款

22款

23款

‐

市債 99,800

一般財源

財産収入 930

諸収入 1

397,609

使用料及び手数料 734

国庫支出金 15,942

15款

16款

18款

22款

23款

‐

市債 99,800

一般財源

財産収入 930

諸収入 1

397,609

使用料及び手数料 734

国庫支出金 15,942

浦和西体育館 平成２５年度 平成２６年度

[今後の耐震化予定]

大宮体育館 平成２５年度 平成２７年度

与野体育館 平成２４年度 平成２５年度

施設名 耐震設計 耐震工事

浦和駒場体育館 平成２５年度 平成２６年度
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

89 2款 2項 2目 16款

23款

-

＜主な事業＞

１　既存施設の改修及び修繕

　既存施設の安全面を重視した改修、修繕を行う。

２　学校体育施設開放事業交付金の交付

　学校体育施設開放事業の運営を自主的に行う開放運営

委員会に対し、その運営費として交付金を交付する。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

89 2款 2項 2目 18款

-

＜主な事業＞

１　スポーツ推進委員活動事業 ４　総合型地域スポーツクラブ支援事業 213

　市主催事業においてスポーツ推進委員の活用を図るほ 　総合型地域スポーツクラブへの支援策の検討、認知度

か、資質向上のための研修会の実施等を行う。 向上のための広報等を行う。

２　体育賞表彰事業 ５　各スポーツ団体への補助事業

　本市を拠点に活動し優秀な成績を収めた選手、スポー 　体育協会やレクリエーション協会など、市内のスポー

ツ振興に功績のあった者を表彰する。 ツ・レクリエーションの振興を目的に活動する団体に補

助金を交付する。

３　市民体育大会開催事業

　広く市民がスポーツに親しみ、理解を深め、健康増進

を図ることを目的に各種目の大会を開催する。

＜事業の目的・内容＞

　生涯スポーツ全般に関する事業であり、指導者の養成及びその資質の向上、事
業の実施・奨励、団体の育成及びその資質の向上、事故防止、技術水準の向上等
を行います。
　また、市内で活動するスポーツ・レクリエーションの振興を目的とした団体に
補助金を交付し、運営の支援を行います。

1,355

総務費 企画費 スポーツ企画費

事務事業名 学校体育施設開放事業

予算書Ｐ.

予算額 75,010

局/部/課 市民・スポーツ文化局/スポーツ文化部/スポーツ振興課

国庫支出金 5,252

市債 40,400

20,451

一般財源 29,358

＜事業の目的・内容＞

増減 54,559 

　市民に身近なスポーツ・レクリエーション活動の場として、学校教育に支障の
ない範囲内で市立小・中学校の体育施設を開放します。学校ごとに開放運営委員
会を設置しており自主的な運営が行われています。

事務事業名 生涯スポーツ振興事業 予算額 79,368

前年度予算額

市民・スポーツ文化局/スポーツ文化部/スポーツ振興課

予算書Ｐ. 財産収入 2,403総務費 企画費 スポーツ企画費

一般財源 76,965

前年度予算額 82,124

増減 △ 2,756 

9,455

7,657

局/部/課

63,424

6,000
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

89 2款 2項 2目 -

＜主な事業＞

１　さいたま市・南会津町たていわ親善ツーデーマーチ ３　フルマラソン検討委員会運営業務

　開催事業 　フルマラソン開催にかかる検討委員会の運営を行う。

　市民が友好都市である南会津町の豊かな自然の中を、

2日間にわたり歩き、親睦を深めながら健康増進を図

る。

２　さいたまシティマラソン開催事業

　市民の自己実現と健康増進に対する意識向上に資する

とともに、本市のＰＲの場としてハーフマラソンと3km

の2部門での大会を開催する。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

89 2款 2項 2目 22款

＜主な事業＞

１　スポーツ拠点づくり推進事業

　財団法人地域活性化センターの助成を受け、全日本選

抜高等学校パワーリフティング選手権大会を、種目団体

とともに開催する。

＜事業の目的・内容＞

　地域再生に向けた取組みとして、小・中・高校生が参加するスポーツの拠点を
つくることでスポーツの振興と地域の再生を図ります。

総務費 企画費 スポーツ企画費

事務事業名 スポーツイベント事業

予算書Ｐ.

予算額 87,580

局/部/課 市民・スポーツ文化局/スポーツ文化部/スポーツ振興課

一般財源 87,580

76,350

＜事業の目的・内容＞

増減 11,230 

　生涯スポーツの振興を図るため、多くの市民の参加ができるスポーツイベント
を開催し、市民のスポーツへの意識の向上と健康・体力の増進を促します。

事務事業名 各種競技大会事業 予算額 4,000

前年度予算額

局/部/課 市民・スポーツ文化局/スポーツ文化部/スポーツ振興課

予算書Ｐ. 諸収入 4,000総務費 企画費 スポーツ企画費

前年度予算額 4,000

増減 0 

1,300
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

91 2款 2項 3目 18款

19款

20款

22款

-

＜主な事業＞

１　マッチングファンド制度による助成事業の実施 ３　市民活動及び協働に関する意識啓発 786

　 　市民を対象として市民活動や協働事業の情報を効果的

　地域の課題を解決するための市民活動に対して、基金 に発信するために(仮称)市民活動記者事業を実施する。

を活用した助成事業を実施する。 また、職員を対象とした研修を実施する。

２　市民活動推進委員会の運営 ４　ＮＰＯ法人の認証等事務の実施 568

　市民活動及び協働の推進に関する必要な事項の調査審 　ＮＰＯ法人の認証及び認定、法人への指導監督等、所

議や、マッチングファンド事業の審査等を行うための市 轄庁としての事務を実施する。

民活動推進委員会を開催する。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

91 2款 2項 3目 15款

22款

-

＜主な事業＞

１　市民活動サポートセンターの管理運営 　市民活動サポートセンターの概要

　市民活動サポートセンターを指定管理者と協働管理運 　(設置目的)

営を行う。 　　市民活動を支援し、その活性化を図るための拠点施

　設

　(設置場所)

　　複合公共施設｢コムナーレ｣9階

　(施設の概要)

　　市民活動団体の情報や資料の閲覧コーナー

　　会議や打合せができるスペース

　　印刷作業室

　　多目的展示コーナー等

＜事業の目的・内容＞

　市民活動サポートセンターの管理運営を指定管理者と協働で行い、市民活動を
支援し、その活性化を図ります。

57,828

総務費 企画費 市民活動推進費

事務事業名 市民活動等支援事業

予算書Ｐ.

8,250

予算額 22,421

局/部/課 市民・スポーツ文化局/市民生活部/コミュニティ推進課

財産収入 3

寄附金 4,250＜事業の目的・内容＞

諸収入 1

事務事業名 市民活動サポートセンター管理運営事業 予算額 57,828

2,047

前年度予算額

繰入金

局/部/課 市民・スポーツ文化局/市民生活部/コミュニティ推進課

予算書Ｐ. 使用料及び手数料 1,250総務費 企画費 市民活動推進費

諸収入 216

一般財源 56,362

17,778

増減 △ 3,999 

　市民活動に対して助成するマッチングファンド事業の実施、市民活動推進委員
会の開催、市民活動及び協働の意識啓発のための情報発信及び職員研修、ＮＰＯ
法人の認証等の事務を行い、市民活動及び協働の推進を図ります。

一般財源 9,917

26,420

前年度予算額 58,128

増減 △ 300 
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

93 2款 4項 1目 15款

16款

17款

22款

-

＜主な事業＞

１　住民基本台帳法改正に伴うシステム改修 ３　区民課窓口（一部）業務委託

　住民基本台帳法改正に伴い、平成25年7月8日から外国 　平成24年度から開始した、10区の窓口申請パッケージ

人住民を対象に住民基本台帳ネットワークの運用が開始 工房及び2区の証明書請求受付・交付窓口の民間委託に

されるため、住民記録システム等について、法改正に対 ついて、2区での試行結果を基に、証明書請求受付・交

応するための改修を行う。 付窓口の委託化を全区に拡大し、区民課窓口業務の民間

委託を推進する。

２　除籍システム統合化

　合併前の旧市の状況から、除籍等のデータについて、

管理の状況が異なるため、これを統合化し、一元的に管

理を行うことで市民サービスの向上と事務の効率化を図

る。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

93 2款 4項 1目 -

＜主な事業＞

１　町字界変更(三室南宿地区) 【参考】町字界変更対象地区　位置図

　さいたま市三室南宿土地区画整理事業の施行地区及び

その周辺(緑区大字三室・松木一丁目の各一部)につい

て、区画整理の換地処分に合わせ町字界の変更を行うた

め、住民記録システムの改修等を行う。

２　街区表示板、街区案内板等の交換・修繕

　住居表示実施地区において、電柱や壁面等に設置して

いる街区表示板や街区案内板に汚れや破損等が発生した

場合、交換や修復を行う。

194,946

総務費 戸籍住民基本台帳費 戸籍住民基本台帳費

事務事業名 戸籍住民基本台帳事務事業

予算書Ｐ.

予算額 472,431

局/部/課 市民・スポーツ文化局/区政推進室

使用料及び手数料 245,882

国庫支出金 4,918

508,290

県支出金 275

＜事業の目的・内容＞

諸収入 31

前年度予算額

事務事業名 住居表示事業 予算額 21,883

局/部/課 市民・スポーツ文化局/区政推進室

予算書Ｐ. 一般財源 21,883総務費 戸籍住民基本台帳費 戸籍住民基本台帳費

前年度予算額 9,001

増減 12,882 

29,642

増減 △ 35,859 

　行政サービスや社会生活の基礎となる、戸籍や住民基本台帳等に関する事務を
正確かつ迅速に行い、市民サービスの向上を目指します。

一般財源 221,325

46,970

13,091

＜事業の目的・内容＞

　住所の表示を土地の地番を利用したものから、地番と切り離した分かりやすい
住所の表示に切り替え、街区表示板等の設置・維持管理を行います。
　また、区画整理の完了等により町名や町字界を変更する場合、その手続を行い
ます。

8,060
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

93 2款 4項 1目 -

＜主な事業＞

１　自動交付機の維持管理

　各区役所及び公共施設に計16台設置している自動交付

機について、機械警備、監視業務及び維持管理を行う。

２　コンビニ交付サービスの周知及び維持管理

　全国のコンビニエンスストアにおいて各種証明書等が

取得できるコンビニ交付サービスを市民へ周知するた

め、チラシ作成等を行うとともに、維持管理を行う。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

93 2款 4項 1目 -

＜主な事業＞

１　各種証明書等発行

　各区区民課、課税課及び郵便局に専用の行政ＦＡＸを

設置し通信を行うことで、郵便局において各種証明書等

を発行する。

２　廃止局の原状回復

　取扱いを廃止する45局について、備品や電気設備等の

撤去を行い、原状回復を行う。

予算額 29,059

局/部/課 市民・スポーツ文化局/区政推進室

事務事業名 自動交付機維持管理事業

一般財源 29,059

10,108

＜事業の目的・内容＞

増減 18,951 

　自動交付機及びコンビニ交付サービスの維持管理経費です。

事務事業名 郵便局証明書等発行事務事業 予算額 29,309

前年度予算額

局/部/課 市民・スポーツ文化局/区政推進室

予算書Ｐ. 一般財源 29,309総務費 戸籍住民基本台帳費 戸籍住民基本台帳費

前年度予算額 10,785

増減 18,524 

予算書Ｐ.

8,653

総務費 戸籍住民基本台帳費 戸籍住民基本台帳費

4,494

20,406

24,815

＜事業の目的・内容＞

　日本郵便株式会社との協定により、さいたま市内の郵便局に住民票などの証明
書等発行事務を委託し、市民サービスの向上を目指します。
　なお、取扱郵便局数を見直し、前年度までの72局のうち45局での取扱いを廃止
し、27局での取扱いを継続させるため、今年度については、廃止局の原状回復、
継続局の機器更改等を実施します。
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

93 2款 4項 2目 15款

22款

-

＜主な事業＞

１　施設の運営及び維持管理

　16か所の支所及び9か所の市民の窓口の運営、施設の

保守や修繕等を行う。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

95 2款 5項 1目 22款

-

＜主な事業＞

１　さいたま市区政概要(平成25年度版)の作成

　さいたま市の区関連情報をとりまとめた冊子｢さいた

ま市区政概要｣を作成する。

前年度予算額 268,028

増減 △ 247,998 

＜事業の目的・内容＞ 一般財源 1,903

　区行政の拠点である区役所の現況や区行政の変遷についての情報提供等を行い
ます。

局/部/課 市民・スポーツ文化局/区政推進室

予算書Ｐ. 総務費 区政振興費 区政総務費 諸収入 18,127

2,834 

事務事業名 区役所管理事業 予算額 20,030

　区役所から離れた地域の市民の方の利便を図るため、支所及び市民の窓口にお
いて、各種行政サービスを提供します。

一般財源 12,440

増減

使用料及び手数料 100,984

＜事業の目的・内容＞ 諸収入 943

前年度予算額 111,533

予算額 114,367

局/部/課 市民・スポーツ文化局/区政推進室

予算書Ｐ. 総務費 戸籍住民基本台帳費 支所費

事務事業名 支所等管理運営事業
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

95 2款 5項 1目 -

＜主な事業＞

１　区役所環境マネジメントシステム推進事業

　初期研修・環境監査員養成研修・環境監査員フォロー

アップ研修を行い、各区役所での環境負荷の低減を目指

した活動を支援する。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

95 2款 5項 1目 23款

-

＜主な事業＞

１　大宮区役所新庁舎設計の実施 ４　基本計画のリーフレット印刷

　概要を定めた基本計画に基づき、大宮区役所新庁舎の 　区民に説明するための、基本計画のリーフレットの印

基本・実施設計を行う。 刷を行う。

２　県大宮合同庁舎に係る調査の実施

　県大宮合同庁舎解体工事に必要な、地質調査や事前周

辺家屋調査を行う。

３　大宮区役所別館改修工事の実施

　県大宮合同庁舎の機能を維持するため、大宮区役所別

館への移転に必要な改修工事を行う。

前年度予算額 0

増減 皆増 

前年度予算額

＜事業の目的・内容＞ 一般財源 683,588

　大宮区役所については、市民・職員の安全確保、防災拠点としての耐震性確
保、ライフサイクルコストなどを総合的に検討した結果、建て替えの方針が決
まったことから、新庁舎の基本・実施設計の実施、また整備に必要な調査等を実
施します。

局/部/課 市民・スポーツ文化局/区政推進室/大宮区役所新庁舎建設準備室

予算書Ｐ. 総務費 区政振興費 区政総務費 市債 122,100

事務事業名 大宮区役所新庁舎整備事業 予算額 805,688

1,831

増減 △ 323 

＜事業の目的・内容＞

　地域の拠点である各区役所において、環境マネジメントシステムを運用し、区
民との協働を推進しながら、職員一人ひとりが環境の保全を意識し、地域におけ
る環境負荷の低減を図ります。

局/部/課 市民・スポーツ文化局/区政推進室

予算書Ｐ. 総務費 区政振興費 区政総務費 一般財源 1,508

事務事業名 区役所環境マネジメントシステム推進事業 予算額 1,508

1,508
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

95 2款 5項 2目 -

＜主な事業＞

１　区ガイドマップ等作成事業(10区役所)

　転入された方などに区の案内図、公共施設、関係事業

所、イベント等の市民生活に必要となる情報を提供し、

区民満足度の向上を図る。

前年度予算額 7,715

増減 △ 1,395 

＜事業の目的・内容＞

　区民との協働を進め、区の個性を生かしたまちづくりを推進するため、各区と
の連携の強化を図ります。

局/部/課 市民・スポーツ文化局/区政推進室

予算書Ｐ. 総務費 区政振興費 区民まちづくり推進費 一般財源 6,320

事務事業名 区まちづくり推進事業 予算額 6,320
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　本市は、超高齢社会を目前に控え、高齢者が健康を維持し引き続き活躍できる環境
の整備、経済雇用環境の悪化により増加した生活困窮者に対する支援や生活保護事業
の適正実施、食中毒の発生や食品への放射性物質の影響などによる市民の食への不安
の解消など保健・福祉・医療各分野に様々な課題を抱えています。

　(１)　第５期高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画の策定のため、本市の将来推
　　　計人口を算出したところ、本市は平成２６年度には高齢化率が21.4％に達し、
　　　「生産年齢人口」の割合は減少することが予想されます。

　　　　また、核家族化の進行とともに、単身等の高齢者が増加することも懸念され
　　　これまで以上に「お互いの顔の見える地域づくり」や「地域による助け合い・
　　　支え合い」の重要性を地域社会全体の問題として共有するなど、いわゆる「超
　　　高齢社会」に対する取組みが急務となっています。
　　　　このため、市民が安心して長生きでき、一人ひとりが「生涯現役」として地
　　　域のなかで引き続き活躍できる環境を整え、高齢者にとって活気あふれる社会
　　　を築きあげる必要があります。
　　　　これに加え、高齢者に限らず、誰にも気付かれることなく死に至り、相当の
　　　時間を経過した後に発見される、いわゆる「孤立死」という事案が後を絶たな
　　　いことから、異変に気付いたときの通報の仕組みを構築することが求められて
　　　います。

　(２)　本市における主な死因として、がん、心疾患、脳血管疾患といった三大生活
　　　習慣病が上位を占めています。このため、ヘルスプラン２１及び食育推進計画
　　　の改訂を踏まえ、ライフスタイルの多様化による生活習慣病を予防するため、
　　　市民一人ひとりの食生活の改善や手軽に楽 さいたま市がん検診受診者数 (人)

　　　しく健康づくりに取り組めるウォーキング
　　　の推奨などを通じて、生活習慣の改善とそ
　　　の継続化につながる意識づけが必要です。
　　　　また、がんの早期発見・早期治療のため
　　　には、がん検診の受診が最も効果的です。
　　　超高齢社会への移行に伴い、年々受診対象
　　　者数が増加する中にあっても、さらなる受
　　　診率向上を図っていく必要があります。

保健福祉局　平成２５年度　局運営方針(案)
１．主な現状と課題

さいたま市の将来推計人口
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　　　　さらに、寿命が延び、年齢を重ねれば重ねるほど、要介護状態になるリスク
　　　は高くなってきます。市民がしあわせを実感しながら生活していくためには、
　　　単に長生きをするだけでは
　　　なく、いつまでも元気でい 要介護(要支援)認定者数の推移[各年３月] (人)

　　　きいきと暮らすことが大切
　　　です。そのため、できるだ
　　　け多くの高齢者が健康づく
　　　りや生活機能の維持、認知
　　　症の予防、あるいは地域活
　　　動などに積極的に取り組め
　　　るように介護予防や地域活
　　　動への支援策などを充実さ
　　　せていくことが重要となっ
　　　ています。

　(３)　平成２０年秋以降の経済雇用環境の悪化等により、生活保護受給者の増加傾
　　　向が続いており、それに伴い生活保護費が増大しています。特に稼働能力のあ
　　　る生活保護受給者(その他世帯)の増加傾向が著しく、経済雇用情勢の厳しさが
　　　継続する中、生活保護からの自立が難しい状態が続いています。そのため、生
　　　活保護受給者に対する自立支援の取組みを充実させる必要があります。　
　　　　現在、各区に就労支援員を配置し就労の支援を実施していますが、支援対象
　　　者の中には就労意欲の低い方も少なくなく、就労意欲を喚起する方策が課題と
　　　なっています。

生活保護の動向[各年4月1日] 生活保護世帯推移(世帯類型別)[各年4月1日]

(世帯・人) (世帯)

　　　　また、一時的な起居の場である無料低額宿泊所等に多くの生活保護受給者が
　　　入所している状況があり、安定した居宅の確保に向けた支援が必要ですが、ケ
　　　ースワーカーによる支援には限界があることから、支援の在り方が課題となっ
　　　ています。この無料低額宿泊所等の入所者増への対応を含め、不正受給への対
　　　応等、制度の適正実施に向けた取組みも進める必要があります。

無料低額宿泊所の推移 (人・施設) 法的位置付けのない施設の推移 (人・施設)
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　(４)　本市では障害者数が年々増加しており、障害福祉に関する予算も併せて増大
　　　の一途を辿っています。
　　　　政令市初となる「誰もが共に暮らすための障害者の権利の擁護等に関する条
　　　例(ノーマライゼーション条例)」の施行により、障害福祉施策に対する市民の
　　　期待は高まっており、また、国においては、障害者の範囲の見直し、障害者に
　　　対する支援の充実等が盛り込まれた「障害者総合支援法」が成立し、平成２５
　　　年４月の施行が予定されていることから、市としても、ノーマライゼーション
　　　の理念に基づく環境を整備していく必要があります。

障害者数と予算規模の推移

(総人口)

　　　　特に、障害者の社会参加意欲は大きく、就労意欲が高まる中、就労に関する
　　　相談が増加傾向にあること、及び発達障害に関する相談や困難事例が増加傾向
　　　にあることを踏まえ、ノーマライゼーションの理念に基づく就労支援及び発達
　　　障害者支援に関する新たな環境整備、社会資源の開拓をしていく必要がありま
　　　す。

　(５)　妊婦健康診査は、厚生労働省の通知に基づき、健診回数１４回を実施してお
　　　り、妊婦の利便性の向上と経済的負担の軽減を図っています。
　　　　当該事業は、平成２５年度より地域子ども・子育て支援事業に位置づけられ
　　　ているものの、具体的な財政措置や実施方法は未定で、国庫補助等の詳細も明
　　　確になっておらず、平成２５年度以降の取扱いが不透明な状況です。

　　　　「子宮頸がん予防ワクチン等接種事業」については、国の「子宮頸がん等ワ
　　　クチン接種緊急促進臨時特例交付金」を活用し、平成２３年３月より事業を開
　　　始しました。本市としてのワクチン接種促進の取り組みは、平成２５年度以降
　　　も継続して行う必要がありますが、国の交付金制度が継続されるのか、または
　　　法に基づく定期予防接種とされるのか、現時点では不透明な状況です。
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　　　　特定不妊治療費助成事業の対象となる さいたま市特定不妊治療費助成事業　申請件数

　　　体外受精・顕微授精は、医療保険が適用
　　　されず負担が大きく、申請件数が年々増
　　　加しています。こうした現状から、経済
　　　的・精神的両面からの支援が求められて
　　　います。

　　　　さらに、市内の医療機関で出生した新
　　　生児を対象に、知的障害等を伴う疾病の
　　　早期発見、早期治療を目的として、１９
　　　疾病の新生児マス・スクリーニング検査
　　　を継続して実施する必要があります。

　(６)　公立病院は、地域における基幹的な公的医療機関として、地域医療の確保の
　　　ため重要な役割を果たしていますが、全国的に公立病院を取り巻く経営環境や
　　　医療提供体制の維持が極めて厳しい状況となっています。さいたま市立病院に
　　　ついては、外部委員を含む「さいたま市立病院のあり方検討委員会」からの報
　　　告を踏まえ、平成２４年３月に策定した中期経営計画に基づき、医療機能の充
　　　実と健全経営の確立を図る必要があります。
　　　　また、施設及び設備が老朽化しており、災害時の対応も踏まえ、安定した医
　　　療提供体制を維持するために、施設の更新を行うとともに、地域がん診療連携
　　　拠点病院として質の高い医療を提供するため、高度医療機器の整備や、緩和医
　　　療を含めた診療体制の充実を図っていく必要があります。

　(７)　新型インフルエンザ、市内で確認された多剤耐性菌による感染症など、感染
　　　症に係る健康危機事案が発生しています。
　　　　近年、腸管出血性大腸菌による食中毒の発生や、福島第一原子力発電所の事
　　　故に伴う食品への放射性物質の影響などにより、市民の食に対する不安は増大
　　　しました。環境面でも、有機溶剤による地下水汚染など健康危機に係わる事案
　　　が発生しています。
　　　　こうした予測困難な健康危機事案に迅速かつ的確に対応できる監視指導・検
　　　査体制の整備、強化等を進めていく必要があります。

　　　　また、健康科学研究センターでは、保健衛生・環境分野に関する有益な情報
　　　を多数蓄積しています。感染症など健康に直結する情報を迅速かつ正確に提供
　　　することで市民の健康危機管理意識を高めることができます。さらに、身近な
　　　科学情報は子どもをはじめ広く市民の好奇心を刺激し、自然・科学に対する関
　　　心を高めるきっかけとなります。
        これらの情報を体系的に整理し、健康と身近な科学に関する総合窓口として
　　　ポータルサイトを構築し、情報発信の強化を進めていく必要があります。
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２．基本方針・施策体系別主要事業

　急速な高齢化の進展に加え、近年の経済雇用情勢の悪化や地域コミュニティの脆弱化により、

保健福祉行政に対する市民のニーズは、これまで以上に増加し、その内容も多様化しています。

さらに、東日本大震災において、市民の安全・安心な生活を維持するための社会インフラとして

の重要性も改めて確認されました。こうした状況を踏まえ、保健福祉局の担う分野を、下記の７

つの主要な柱に分け、局内５部の主要事業を可能な限り横断的に取りまとめ、一体的に取組を進

めていきます。

（１）安心して長生きできるまちづくりを推進します。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

No 区分 事業名 25年度 24年度 説明

1 子 シルバーポイント(介護 27,585 39,992 高齢者が行ったボランティア活動に対してポ

ボランティア制度)事業 (3,448) (4,999) イントを付与し、奨励金を交付

〔高齢福祉課〕

2 総 宅配食事サービス事業 129,135 140,000 ひとり暮らしの高齢者及び高齢者世帯に対し

子 〔高齢福祉課〕 (129,135) (140,000) 地域ボランティア等の社会資源を活用し定期

的に食事の宅配を実施

3 子 アクティブチケット交 23,190 19,200 シルバーポイント(介護ボランティア制度)に

付事業 (23,190) (19,200) より、一定程度社会参加をした高齢者及び75

〔高齢福祉課〕 歳以上の高齢者を対象として、市内の公共施

設等を無料又は低額で利用できるアクティブ

チケットを交付

4 拡 高齢者見守り事業 9,000 1,000 ｢見守り｣に取り組む地域の関係団体等に奨励

子 〔高齢福祉課〕 (9,000) (1,000) 金を交付するなどの支援を実施

5 子 介護予防高齢者住環境 5,250 15,750 転倒等の危険性の高い高齢者を対象に、改修

改善支援事業 (5,250) (15,750) 工事1件15万円を上限として、所得状況に応じ

〔高齢福祉課〕 て満額又は2/3の住宅改修費用を助成

6 子 介護予防高齢者生活総 7,167 33,000 ｢二次予防事業対象者｣のうち、必要な外出が

合支援事業 (7,167) (33,000) できていない高齢者にボランティアによる移

〔高齢福祉課〕 動支援を含む総合的なサポートを展開するシ

ルバー人材センターへの補助

〔区分〕　新 … 新規事業　　拡 … 拡大事業 　　総 … 総合振興計画新実施計画事業　　防 … 防災、環境・エネルギー対策
            子 … 高齢者支援、子育て支援、教育の充実　　健 … 健康増進、スポーツ振興　　活 … 地域経済の活性化
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（２）生涯にわたって健康を維持する健康寿命の延伸に取り組みます。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

No 区分 事業名 25年度 24年度 説明

7 拡 ヘルスプラン２１普及 2,406 852 ヘルスプラン２１(第2次)に基づき、市民の健

総 啓発事業 (2,406) (852) 康づくりを支援するため、講演会やウォーキ

健 〔健康増進課〕 ング講座、健康相談会を実施

8 がん検診等 3,827,418 3,788,176 がんを早期に発見し、がんによる死亡率を減

〔地域保健支援課〕 (3,474,386) (3,574,006) 少させるため、がん検診等を実施

9 総 介護予防事業 220,672 237,986 元気な高齢者や要介護状態等になるおそれの

子 〔高齢福祉課〕 (27,583) (31,938) ある高齢者に対し、介護予防のための心身機

能の向上及び介護予防に対する知識の普及・

啓発に関する教室等を実施

10 子 シルバーポイント(長寿 7,180 30,000 民間団体等が主催する高齢者サロンや健康サ

応援ポイント)事業 (7,180) (30,000) ークルなどの参加者にポイントを付与し、翌

〔高齢福祉課〕 年度に奨励金を交付

11 新 (仮称)宝来グラウンド 15,816 0 西区宝来にある約2万平方メートルの土地に高

子 ・ゴルフ場等整備事業 (15,816) (0) 齢者の方の健康づくりのためのグラウンド・

〔高齢福祉課〕 ゴルフ場を整備するための設計等を実施

（３）生活困窮者の総合的な支援体制を整備するとともに、生活保護の適正実施を図ります。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

No 区分 事業名 25年度 24年度 説明

12 新 生活保護受給者職業訓 84,699 0 長期にわたり離職しているなど就労意欲が低

総 練事業 (0) (0) 下している者を対象として、就労体験や各種

〔保護課〕 セミナー等を実施

13 新 生活保護受給者居宅移 85,142 0 第二種無料低額宿泊所及び法的位置付けのな

行支援事業 (0) (0) い施設に入居する生活保護受給者に対し、ア

〔保護課〕 パート等への居宅移行を支援

14 生活保護受給者学習支 91,806 55,176 生活保護受給の中学生を対象に基礎学力の向

援事業 (0) (0) 上、学習意欲の喚起を図り、生活保護世帯の

〔保護課〕 自立を助長

〔区分〕　新 … 新規事業　　拡 … 拡大事業 　　総 … 総合振興計画新実施計画事業　　防 … 防災、環境・エネルギー対策
            子 … 高齢者支援、子育て支援、教育の充実　　健 … 健康増進、スポーツ振興　　活 … 地域経済の活性化
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（４）ノーマライゼーションの理念に基づく環境を整備します。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

No 区分 事業名 25年度 24年度 説明

15 拡 障害者の権利の擁護等 5,772 5,199 ノーマライゼーション条例及び障害者の権利

総 に関する条例推進事業 (5,772) (5,199) 擁護等について、市民に広く周知、啓発する

〔障害福祉課〕 ため、各種イベントや職員研修等を実施

16 総 障害者生活支援センタ 237,576 237,576 障害者本人や家族からの様々な相談に対応で

ー運営事業 (212,103) (210,741) きる身近な相談機関として、障害者生活支援

〔障害福祉課〕 センターを各区に設置し、うち6区に障害者虐

待及び差別事案に対応するため、権利擁護支

援員を配置

17 新 軽中等度難聴児補聴器 2,685 0 身体障害者手帳の交付対象とならない軽度・

購入費助成事業 (2,685) (0) 中等度の難聴児に対し、健全な言語、社会性

〔障害福祉課〕 の発達を支援することを目的として、補聴器

購入費用を助成

18 拡 聴覚障害者コミュニケ 18,356 12,400 平成25年4月に施行される｢障害者総合支援法｣

ーション支援従事者養 (4,589) (3,103) を受け、要約筆記奉仕員を要約筆記者へステ

成講習会等開催事業 ップアップさせる講習会及び要約筆記者養成

〔障害福祉課〕 講習会を新たに実施

（５）安心して子どもを産み、健やかに育てることのできる環境を整備します。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

No 区分 事業名 25年度 24年度 説明

19 子宮頸がん予防ワクチ 1,312,339 1,877,752 子宮頸がん予防ワクチン・ヒブワクチン・小

ン等接種事業 (1,312,339) (1,048,460) 児用肺炎球菌ワクチン接種を実施

〔疾病予防対策課〕

20 拡 ４種混合ワクチン予防 801,999 479,170 4種混合ワクチン(百日せき・ジフテリア・破

接種事業 (801,999) (479,170) 傷風・不活化ポリオ)接種を実施

〔疾病予防対策課〕

21 総 不妊治療支援事業 185,674 196,577 不妊等に悩む夫婦等に対し、相談や情報提供

〔地域保健支援課〕 (92,837) (98,415) ・特定不妊治療費の助成を行うなど、総合的

な支援を実施

22 拡 新生児マス・スクリー 48,112 40,861 新生児マス・スクリーニング検査にタンデム

総 ニング検査事業 (48,112) (40,861) マス法を導入し、全19疾病の検査を年間を通

子 〔保健科学課〕 して実施

〔区分〕　新 … 新規事業　　拡 … 拡大事業 　　総 … 総合振興計画新実施計画事業　　防 … 防災、環境・エネルギー対策
            子 … 高齢者支援、子育て支援、教育の充実　　健 … 健康増進、スポーツ振興　　活 … 地域経済の活性化
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（６）充実した医療提供体制の確保に努めます。

(単位:千円)

No 区分 事業名 25年度 24年度 説明

23 総 市立病院エネルギーセ 737,840 289,105 安定した医療機能を確保するため、老朽化し

ンター更新ＥＳＣＯ事 た市立病院のエネルギーセンターについて、

業 ＥＳＣＯ事業を導入しながら更新

〔庶務課〕

24 拡 市立病院次期医療総合 273,124 21,258 患者サービスを充実することを目的に、地域

情報システム業務 医療の連携をスムーズにするためのシステム

〔医事課〕 の導入及び震災等の災害時に対応するための

患者データの外部保管システムの構築に向け

た次期医療総合情報システム機能強化を実施

25 拡 市立病院高度医療機器 183,500 151,200 地域がん診療連携拠点病院としてがん医療に

整備事業 取り組むための、ＣＴ(コンピューター断層

〔財務課〕 撮影)装置の更新及び内視鏡センター拡充のた

めの機器整備

（７）健康危機管理体制の充実を図ります。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

No 区分 事業名 25年度 24年度 説明

26 総 新型インフルエンザ対 6,327 4,443 新型インフルエンザに備えた検査を実施する

策事業 (6,327) (4,443) ための試薬、器材等の整備及び最新の感染症

〔保健科学課〕 情報の収集・解析・発信

27 総 食の安全確保対策事業 3,047 3,266 食中毒発生予防のため、市民へ食の安全性確

〔食品安全推進課〕 (3,047) (3,266) 保に関する意識向上の取組みを継続実施

28 総 食の安全確保対策事業 22,471 13,728 高齢者等のハイリスク者に重点を置いた食中

〔食品衛生課〕 (0) (0) 毒予防啓発活動及び食品関係営業施設への監

視指導や食品検査を実施

29 総 食の安全確保対策事業 106,883 94,987 食品の監視指導計画に基づく食品中の放射性

〔生活科学課〕 (106,051) (94,129) 物質などの規格基準検査の実施や検査機能の

充実

30 新 ｢サイエンスなび｣構築 1,757 0 健康危機管理情報や身近な科学情報を発信す

事業～健康と身近な科 (1,757) (0) るためのポータルサイトを構築し、市民へ情

学の情報発信～ 報を発信

〔環境科学課〕

〔区分〕　新 … 新規事業　　拡 … 拡大事業 　　総 … 総合振興計画新実施計画事業　　防 … 防災、環境・エネルギー対策
            子 … 高齢者支援、子育て支援、教育の充実　　健 … 健康増進、スポーツ振興　　活 … 地域経済の活性化
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３．行財政改革への取組

(１)　公平公正の原則に基づく財源の確保

　　①　使用料や手数料等、公平公正の観点から未納が生じないよう、収納に努めます。

　　②　債権整理推進室と連携し、口座振替率の向上、資格の適正化等により、国民健康保険

　　　税の増収及び収納率の向上に努めます。〔国民健康保険課〕

　　③　介護保険における歳入を確保するため、収納対策を強化し、介護保険料の収納率向上

　　　に努めます。〔介護保険課〕

(２)　民間活力の導入

　　①　老朽化した市立病院のエネルギーセンターの更新事業にＥＳＣＯ事業を導入し、民間

　　　のノウハウを活用して事業を進めます。〔市立病院　庶務課〕

(３)　公営企業の健全経営の維持

　　①　市立病院の中期経営計画の着実な推進を図るため、外部の有識者で構成する「さいた

　　　ま市立病院経営評価委員会」において、専門的な見地から計画の達成度に対する点検・

　　　評価を行っていきます。〔病院経営企画課〕

(４)　外郭団体改革の推進

　　①　（公社）シルバー人材センターへの派遣職員を削減します。〔高齢福祉課〕

(５)　既存事業の見直しによるコスト削減の取組

千円

　　①　業務委託の仕様を見直す等、経費節減に努めました。

86,712既存事業の見直しによるコスト削減額
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

105 3款 1項 1目 -

＜主な事業＞

１　さいたま市保健福祉総合計画(地域福祉計画)の進行

　管理事業

　保健福祉総合計画の関連事業について評価することに

より、評価の結果を次年度の事業に反映させる。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

105 3款 1項 1目 -

＜主な事業＞

１　福祉のまちづくり推進協議会等の運営 ４　福祉のまちづくり資金利子助成

　条例の整備基準に基づき、生活関連施設を新築、改築

２　モデル地区部会活動 等する事業者に対して利子の1/2を助成する。

　福祉のまちづくりを推進するために調査、検証等を行    

う。 ５　福祉有償運送運営協議会の運営

３　｢心のバリアフリー｣の周知啓発

　福祉のまちづくりの推進に向け、心のバリアフリーの   

意識向上を図るための啓発活動を行う。

413 

1,734

　さいたま市だれもが住みよい福祉のまちづくり条例に基づき、高齢者、障害者
等をはじめとするすべての市民が安心して生活し、だれもが心豊かに暮らすこと
ができるよう、バリアフリーのまちづくりを推進します。

保健福祉局/福祉部/福祉総務課

増減

2,147一般財源

　｢さいたま市保健福祉総合計画(地域福祉計画)｣に基づき、個人の状況に応じた
効果的・効率的な保健福祉サービスを提供することを目的に、市民・事業者・行
政の協働による福祉サービスを展開します。

民生費 社会福祉費 社会福祉総務費

事務事業名

局/部/課

予算書Ｐ. 民生費

＜事業の目的・内容＞

社会福祉総務費 2,033

4,475前年度予算額

事務事業名

＜事業の目的・内容＞

福祉のまちづくり推進事業

予算書Ｐ.

局/部/課

2,147

2,033予算額

一般財源

福祉総合計画進行管理及び地域福祉等推進事業

保健福祉局/福祉部/福祉総務課

社会福祉費

△ 2,442 

予算額

増減

前年度予算額

690 110

360

394
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

105 3款 1項 1目 16款

22款

＜主な事業＞

１　社会福祉管理運営費 ４　中国残留邦人等地域生活支援の推進

　統計書｢さいたま市の福祉｣の発行、大都市福祉事務所 　専門支援相談員を配置するとともに、日本語教室を開

長会議等への出席及び福祉事務所における社会福祉主事 催する。

等を養成する。

２　国民生活基礎調査等事業

　国の委託事業である国民生活基礎調査及び後続調査を    

対象地区の世帯に対して実施する。

３　要支援世帯の早期把握のための対策事業

　孤立死防止のための市民向けのリーフレットや事業者

向けの携帯用ガイドラインの作成等を行う。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

105 3款 1項 1目 16款

-

＜主な事業＞

１　介護サービス施設・事業所調査

　国からの委託事業である介護サービス施設・事業所に

係る調査を行う。

２　地域密着型サービス運営委員会の開催

　さいたま市地域密着型サービス運営委員会を開催す

る。

10

248

20,655

予算額 20,684

局/部/課 保健福祉局/福祉部/福祉総務課

事務事業名 社会福祉執行管理事業（福祉総務課）

諸収入 29

予算書Ｐ. 国庫支出金民生費 社会福祉費 社会福祉総務費

＜事業の目的・内容＞

11,200

事務事業名 社会福祉執行管理事業（介護保険課） 予算額 258

局/部/課 保健福祉局/福祉部/介護保険課

予算書Ｐ. 国庫支出金 10民生費 社会福祉費 社会福祉総務費

一般財源 248

前年度予算額 258

増減 0 

2,886 7,337

2,439

増減 9,484 

　厚生労働行政及び社会福祉行政の企画、運営、推進に必要な基礎資料を得るた
めの調査を実施します。また、統計書の発行や大都市福祉事務所長会議等への出
席、孤立死防止のための取組、中国残留邦人等に対する支援など、社会福祉各事
業の推進を図ります。

前年度予算額

4,781

＜事業の目的・内容＞

　介護サービスの基盤整備に関する全国的な基礎資料を得るため、介護保険施設
等の事業所に対し、介護サービスの提供体制、提供内容を把握する厚生労働統計
調査を行います。また、さいたま市の地域密着型サービスの円滑かつ適正な運営
を確保するため、さいたま市地域密着型サービス運営委員会を開催します。
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

105 3款 1項 1目 16款

-

＜主な事業＞

１　民生委員推薦会等の開催

　民生委員・児童委員を厚生労働省に推薦するために民

生委員推薦準備会・民生委員推薦会・民生委員審査専門

分科会を開催する。

２　民生委員への研修

　社会福祉向上のため、民生委員への研修を実施する。

３　民生委員活動費等

　民生委員活動での実費弁償費等を補助する。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

105 3款 1項 1目 16款

-

＜主な事業＞

１　福祉介護人材の養成確保研修事業

　社会福祉施設等職員に対して専門的な知識・技術の習

得などサービス従事者のスキルアップを目的とした研修

を実施する。

２　社会福祉施設職員キャリアアップ支援事業　3,900

　社会福祉施設職員が参加した研修費用及び研修に参加

している職員の代替職員に係る人件費を補助する。

３　福祉事務職員等研修事業

　福祉業務に携わる職員の職務能力を高めるための研修

を実施する。

民生費 社会福祉費 社会福祉総務費

事務事業名 福祉介護人材の養成確保事業

予算書Ｐ.

局/部/課 保健福祉局/福祉部/福祉総務課

予算額 179,751

局/部/課 保健福祉局/福祉部/福祉総務課

事務事業名 民生委員活動事業

国庫支出金 358

一般財源 179,393＜事業の目的・内容＞

前年度予算額 174,795

　さいたま市を担当する民生委員・児童委員の資質の向上及びさいたま市民生委
員児童委員協議会組織の強化を目的とし、委員活動の必要経費や研修・大会への
参加経費の一部を補助します。

増減 4,956 

予算額 14,631

国庫支出金 875

一般財源 13,756＜事業の目的・内容＞

　福祉介護人材の養成確保を図るため、社会福祉施設等職員に対して研修を実施
するとともに、研修費及び代替職員人件費の補助等を通じて、社会福祉施設等が
職員を研修に派遣しやすい環境を整備します。

前年度予算額 13,625

増減 1,006 

2,520

171,169

民生費 社会福祉費 社会福祉総務費予算書Ｐ.
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

105 3款 1項 1目 -

＜主な事業＞

１　社会福祉法人認可等審査委員会の運営

　社会福祉法人の新設及び新たな社会福祉施設等の整備

計画の審査を実施する。

２　社会福祉法人設立の手引の発行

　社会福祉法人を新設する事業者向けの手引を作成し、

発行する。

３　蓮沼下特定土地区画整理事業地内の草刈にかかる経

　費

　福祉総務課所管の土地の管理を行う。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

105 3款 1項 1目 -

＜主な事業＞

１　社会福祉法人等指導監査

　社会福祉法、老人福祉法及び児童福祉法に基づき、市

長が所管する社会福祉法人及び社会福祉施設に対し、指

導事項、最低基準等の実施状況について指導監査を行

う。

　また、障害者自立支援法及び児童福祉法の規定に基づ

き、指定障害福祉サービス事業者等に対し、人員、設備

及び運営に関する基準等について実地指導等を行う。

＜事業の目的・内容＞

　社会福祉法人及び社会福祉施設の適正な運営を確保し、本市における福祉サー
ビスの向上を図るため、社会福祉法等関係法令の規定に基づき、社会福祉法人・
施設に対して監査するとともに、必要な助言、指導を行います。
　また、自立支援給付等対象サービスの質の確保及び自立支援給付の適正化を図
るため、障害者自立支援法等の規定に基づき、指定障害福祉サービス事業者等に
対して実地指導等を行います。

民生費 社会福祉費 社会福祉総務費

事務事業名 社会福祉法人認可等及び施設整備審査事業

予算書Ｐ.

局/部/課 保健福祉局/福祉部/福祉総務課

予算額 453

一般財源 453

452

＜事業の目的・内容＞

増減 1 

　社会福祉法人設立及び社会福祉施設整備に係る事前相談に伴う指導、申請書の
受理及び審査を行うことにより、社会福祉法人の適正な運営と社会福祉施設の円
滑な運営を確保します。

事務事業名 社会福祉施設等指導監査事業 予算額 434

前年度予算額

局/部/課 保健福祉局/福祉部/監査指導課

予算書Ｐ. 一般財源 434民生費 社会福祉費 社会福祉総務費

前年度予算額 457

増減 △ 23 

434

224

- 151 -



（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

105 3款 1項 1目 -

＜主な事業＞

１　集団指導

　指定介護サービス事業者等へ人員基準、設備基準、運

営基準及び報酬算定の周知徹底を図る。

２　実地指導及び監査

　介護サービスの記録、帳簿書類、事業所の設備の状況

等を検査し、必要な助言、是正処置を講ずる。

３　業務管理体制の監督

　業務管理体制の整備に関する届出内容について、確認

検査を行い、必要な助言、是正処置を講ずる。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

105 3款 1項 1目 -

＜主な事業＞

１　審査支払業務委託

　心身障害者医療・ひとり親家庭等医療・子育て支援医

療受給者の市内での受診における医療費の審査支払とデ

ータ作成業務を委託する。

　委託先：埼玉県国民健康保険団体連合会

　　　　　社会保険診療報酬支払基金埼玉支部

２　福祉医療電算システム運用業務

　年金医療課及び各区保険年金課の職員が福祉医療又は

後期高齢者医療制度の徴収業務を効率的かつ円滑に行う

ため、福祉医療電算システムの運用支援・改修業務を委

託し、機器を賃借する。

＜事業の目的・内容＞

　心身障害者、ひとり親家庭等の福祉の増進、子育て支援の推進、後期高齢者医
療制度保険料徴収業務の効率的かつ安定運用に寄与することを目的として、心身
障害者医療・ひとり親家庭等医療・子育て支援医療の各医療費助成業務全般及び
後期高齢者医療の徴収システムの管理を行います。

民生費 社会福祉費 社会福祉総務費

事務事業名 介護保険事業者指導監査事業

予算書Ｐ.

局/部/課

予算額 317

局/部/課 保健福祉局/福祉部/監査指導課

一般財源 317

334

＜事業の目的・内容＞

増減 △ 17 

　介護給付等対象サービスの質の確保及び保険給付の適正化を図るため、介護保
険法の規定に基づき、市内の指定介護サービス事業者等に対し、人員、設備及び
運営に関する基準等について集団指導、実地指導及び監査を実施します。

事務事業名 福祉医療管理事務事業 予算額 480,355

前年度予算額

保健福祉局/福祉部/年金医療課

予算書Ｐ. 一般財源 480,355民生費 社会福祉費 社会福祉総務費

前年度予算額 447,058

増減 33,297 

209

107

1
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

107 3款 1項 2目 -

＜主な事業＞

１　戦没者追悼式

　戦没者の遺功を偲ぶとともに、恒久平和の実現に向け

た誓いの場として｢戦没者追悼式｣を実施する。

２　社会福祉大会 607

　社会福祉事業に功績のあった方への表彰の場として

｢社会福祉大会｣を実施する。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

107 3款 1項 2目 22款

-

＜主な事業＞

１　行旅病人及び死亡人取扱い　

　歩行に耐えない行旅中の病人や、葬祭執行者がいない

行旅死亡人に対し、救護または埋火葬を行う。

2,096

民生費 社会福祉費 社会福祉費

事務事業名 社会福祉行事事業（福祉総務課）

予算書Ｐ.

予算額 2,742

局/部/課 保健福祉局/福祉部/福祉総務課

一般財源 2,742

2,625

＜事業の目的・内容＞

増減 117 

　戦争の犠牲となった戦没者のご冥福をお祈りするとともに、恒久平和を祈念し
て｢戦没者追悼式｣を実施します。
　長年にわたり社会福祉事業に功績のあった人々を表彰し、感謝の意を表すると
ともに、福祉関係者が一堂に会し、地域福祉の課題解決に向けて総力をあげて取
り組む決意を行うため、｢社会福祉大会｣を開催します。

事務事業名 社会福祉行事事業（保護課） 予算額 2,096

前年度予算額

局/部/課 保健福祉局/福祉部/保護課

予算書Ｐ. 諸収入 1民生費 社会福祉費 社会福祉費

一般財源 2,095

前年度予算額 2,096

増減 0 

2,135

＜事業の目的・内容＞

　行旅病人及行旅死亡人取扱法に基づき、歩行に耐えない行旅中の病人に対する
救護や、葬祭執行者がいない行旅死亡人に対する埋火葬を行います。
　また、行旅死亡人の遺骨を安置する納骨堂の管理を行い、遺骨の適切な管理に
努めます。
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

107 3款 1項 2目 16款

22款

-

＜主な事業＞

１　各種福祉団体等への補助金

　・埼玉土建国保組合、埼玉県建設国保組合

　・更生保護関係団体(5団体)

　・遺族会等(6団体)

　・社会福祉法人さいたま市社会福祉協議会

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

107 3款 1項 2目 18款

19款

20款

-

＜主な事業＞

１　ふれあい福祉基金運用補助金の交付

　市内で活動する民間福祉団体、ボランティア及びＮＰ

Ｏの行う地域福祉の推進を目的とする事業等に対して、

補助金を交付する。

２　ふれあい福祉基金寄附金の積立て 20,450

予算額 598,167

局/部/課 保健福祉局/福祉部/福祉総務課

事務事業名 社会福祉協議会等運営補助事業

国庫支出金 19,572

諸収入 288

599,754

一般財源 578,307

＜事業の目的・内容＞

増減 △ 1,587 

　地域福祉の推進や福祉活動の充実を図るため、さいたま市社会福祉協議会やそ
の他の福祉団体等に対し、運営費の一部を補助します。

事務事業名 ふれあい福祉基金補助事業 予算額 40,500

前年度予算額

保健福祉局/福祉部/福祉総務課

予算書Ｐ. 財産収入 450民生費 社会福祉費 社会福祉費

寄附金 20,000

繰入金 20,000

一般財源 50

前年度予算額 95,840

増減 △ 55,340 

598,167

20,050

民生費 社会福祉費 社会福祉費予算書Ｐ.

局/部/課

6,944

6,274

1,276

583,673

＜事業の目的・内容＞

　市内の地域健康福祉活動の充実のため、ボランティア・ＮＰＯ・自治会などが
安定的な運営と効率的な事業の執行ができるよう、市民や企業等からの寄附金を
積み立てた｢さいたま市ふれあい福祉基金｣を活用し、補助金を交付します。
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

107 3款 1項 2目 17款

＜主な事業＞

１　住宅手当の支給

　住宅の喪失または喪失のおそれのある離職者に対し、

原則6か月間、生活保護の住宅扶助の特別基準額に準拠

した額を限度として、家賃を支給する。

２　自立生活支援相談窓口の実施

　福祉事務所とハローワーク、弁護士、こころの健康セ

ンター等、関連する支援機関とのネットワークを構築

し、生活困窮者に対する総合的な支援を実施する。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

107 3款 1項 3目 -

＜主な事業＞

１　浦和ふれあい館の管理運営

　指定管理者：社会福祉法人さいたま市社会福祉協議会

47,821

26,955

＜事業の目的・内容＞

　障害者や高齢者福祉をはじめとする市民が福祉活動を行う施設の指定管理者に
よる管理運営、建築物の定期点検、施設修繕等を行い、施設利用者へのサービス
向上を図ります。

37,605

予算書Ｐ. 社会福祉費

予算額 74,776

局/部/課 保健福祉局/福祉部/保護課

事務事業名 緊急特別住宅手当支給事業

県支出金 74,776

85,909

＜事業の目的・内容＞

増減 △ 11,133 

　市内全福祉事務所に設置された自立生活支援相談窓口において、住宅手当を支
給するほか、相談者の事情に応じた自立へ向けた総合的な支援を実施します。

事務事業名 浦和ふれあい館管理運営事業 予算額 37,605

前年度予算額

局/部/課 保健福祉局/福祉部/福祉総務課

予算書Ｐ. 一般財源 37,605民生費 社会福祉費 社会福祉施設費

前年度予算額 40,405

増減 △ 2,800 

民生費 社会福祉費
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

107 3款 1項 3目 15款

-

＜主な事業＞

１　大宮ふれあい福祉センターの管理運営

　指定管理者：社会福祉法人さいたま市社会福祉協議会

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

107 3款 1項 3目 -

＜主な事業＞

１　民間社会福祉施設産休等代替職員費補助事業

　社会福祉施設などの職員が、出産又は疾病のため休暇

を取得して代替職員を任用した場合、施設に対し、任用

の経費について予算の範囲内で補助金を交付する。

＜事業の目的・内容＞

　社会福祉施設等の職員に対して、産休代替職員費を補助することにより、社会
福祉施設等の円滑な運営の確保を図ります。

民生費 社会福祉費 社会福祉施設費

事務事業名 大宮ふれあい福祉センター管理運営事業

予算書Ｐ.

予算額 41,926

局/部/課 保健福祉局/福祉部/福祉総務課

使用料及び手数料 16

一般財源 41,910

63,986

＜事業の目的・内容＞

増減 △ 22,060 

　障害者や高齢者福祉をはじめとする市民が福祉活動を行う施設の指定管理者に
よる管理運営、建築物の定期点検、施設修繕等を行い、施設利用者へのサービス
向上を図ります。

事務事業名 社会福祉施設運営費等補助事業 予算額 2,280

前年度予算額

局/部/課 保健福祉局/福祉部/福祉総務課

予算書Ｐ. 一般財源 2,280民生費 社会福祉費 社会福祉施設費

前年度予算額 2,280

増減 0 

2,280

41,857
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

107 3款 1項 3目 22款

-

＜主な事業＞

１　民間社会福祉施設整備貸付金の預託

　整備資金を貸し付けた社会福祉施設の未返済額の1/2

を金融機関に預託する。

２　民間社会福祉施設貸付金前年度分利子助成 498

　社会福祉施設が前年度に返済した利子分に対して補助

金を交付する。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

109 3款 2項 1目 -

＜主な事業＞

１　障害者施策の総合的かつ計画的な推進を行う事業 ３　障害福祉システムの再構築及び運用管理等

　・障害福祉システム再構築業務

　・障害者政策委員会の開催 　・障害福祉システム再構築に伴うデータ抽出業務

　・障害者総合支援計画の進行管理及び新規策定に係る 　・障害福祉システム情報維持管理支援業務

　　アンケート調査 　・データセンター開設に伴うサーバ機器等移転業務

　・地域自立支援協議会の開催

４　その他の事業

２　ノーマライゼーションの理念の推進を行う事業 　・障害者福祉ガイドブックの作成

　・身体障害者福祉法第15条第１項に基づく指定医師を

　・条例の周知啓発に関する取組の実施 　　対象とした研修会の開催

　・誰もが共に暮らすための市民会議の開催 　・身体障害者福祉法第15条第２項に基づく指定医師審

　・障害者の権利の擁護に関する委員会の開催 　　査部会の開催

6,198

＜事業の目的・内容＞

　障害者に関する施策の総合的かつ計画的な推進を行うために必要な事項等を調
査審議する委員会を開催するほか、さいたま市誰もが共に暮らすための障害者の
権利の擁護等に関する条例に関する周知・啓発活動、障害福祉システムの再構築
及び運用管理等に関する事業を行います。
　また、障害福祉課及び各区支援課における障害者に関する施策を円滑に実施す
るため、事務の執行管理を行います。

7,156

民生費 社会福祉費 社会福祉施設費

事務事業名 民間社会福祉施設整備資金貸付事業

予算書Ｐ.

予算額 12,908

局/部/課 保健福祉局/福祉部/福祉総務課

諸収入 12,410

一般財源 498

15,672

＜事業の目的・内容＞

事務事業名 障害者福祉執行管理事業 予算額 488,121

局/部/課 保健福祉局/福祉部/障害福祉課

予算書Ｐ. 一般財源 488,121民生費 障害者福祉費 障害者福祉総務費

前年度予算額 48,220

増減 439,901 

12,410

増減 △ 2,764 

　市内に土地を購入して社会福祉施設を整備しようとする社会福祉法人に対し、
整備資金の一部を貸し付けるとともに、前年度に支払った利子分に対して補助す
ることにより、施設整備の早期実現を助長します。

前年度予算額
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

109 3款 2項 1目 -

＜主な事業＞

１　各種障害者団体の補助

　・さいたま市障害者協議会

　・さいたま市障害難病団体協議会

　・さいたま市身体障害者福祉協会

　・さいたま市聴覚障害者協会

　・さいたま市視覚障害者福祉協会

　・さいたま市手をつなぐ育成会

　・埼玉県筋ジストロフィー協会

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

109 3款 2項 1目 -

＜主な事業＞

１　身体障害者更生相談所 ３　身体障害者手帳、療育手帳の交付決定

　身体障害者に関する専門的・技術的相談指導、医学的 　身体障害者手帳、療育手帳の交付決定及び手帳の作成

・心理学的・職能的判定、補装具の処方・適合判定、情 を行う。

報提供等の必要な援助を行う。

２　知的障害者更生相談所

　18歳以上の知的障害者に関する専門的・技術的相談指

導、医学的・心理学的・職能的判定等の必要な援助を行

う。

＜事業の目的・内容＞

局/部/課 保健福祉局/福祉部/障害者更生相談センター

7,843

増減 23 

　身体障害者及び知的障害者の方々の自立と社会参加を支援するため、福祉事務
所の求めに応じて本人及びその家族からの相談を行い、必要に応じて医学的・心
理学的・職能的判定などの専門的・技術的援助、関係機関等への情報提供、連絡
調整等を行います。

前年度予算額

予算書Ｐ. 民生費 障害者福祉費 障害者福祉総務費 一般財源 7,866

△ 900 

事務事業名 障害者更生相談センター管理運営事業 予算額 7,866

　さいたま市障害者団体補助金等交付要綱に基づき、障害者の福祉の増進を目的
として活動する障害者団体や、障害児(者)をもつ親の会が実施する福祉事業に要
する経費に対して補助金を交付します。

増減

一般財源 2,347

＜事業の目的・内容＞

前年度予算額 3,247

事務事業名 福祉団体補助事業 予算額 2,347

局/部/課 保健福祉局/福祉部/障害福祉課

予算書Ｐ. 民生費 障害者福祉費 障害者福祉総務費

4,356 1,940

1,570
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

109 3款 2項 2目 15款

16款

22款

-

＜主な事業＞

１　軽中等度難聴児補聴器購入費助成事業 ４　障害者工賃増額モデル事業

　身体障害者手帳の交付対象にならない軽度・中等度の 　障害者工賃増額モデル事業として採用された事業に対

難聴児に対し、健全な言語、社会性の発達を支援するこ し、その事業に要する費用の一部を補助金として交付す

とを目的として、補聴器購入費用の一部を助成する。 る。

２　福祉タクシー利用料金助成事業 ５　心身障害者地域デイケア事業

　重度心身障害者の生活圏の拡大及び社会参加の拡大を 　身近な地域で通所により必要な自立訓練又は授産活動

図るため、精神障害者を新たに対象者に加え、福祉タク を行う心身障害者地域デイケア施設に対し、必要な経費

シー利用券を交付する。 を補助する。

３　自動車燃料費助成事業 ６　生活ホーム事業

　自家用車を使用する重度心身障害者に対し、精神障害 　生活ホームを運営している設置主体への運営費の補助

者を新たに対象者に加えるとともに、同居の保護者運転 及び入居者への家賃補助を行う。

の支給要件を拡大し、自動車燃料費の一部を助成する。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

109 3款 2項 2目 16款

17款

18款

22款

-

＜主な事業＞

１　自立支援給付事業 ４　自立支援医療費給付事業

　障害者総合支援法に定められている障害施策体系によ 　障害者総合支援法に基づき、障害の部位に対する手術

る介護給付・訓練等給付などの自立支援給付費を支給す などの医療や精神障害者の通院に係る医療費の一部を公

る。 費負担する。また、精神障害者保健福祉手帳及び自立支

援医療費(精神通院医療)受給者証を発行する。

２　障害児通所支援事業

　児童福祉法に基づき、障害児の通所に係る費用につい

て障害児通所給付費を支給する。

３　補装具給付事業

　身体の障害を補い、日常生活の向上を図るため、補装

具の交付又は修理のための補装具費を支給する。

前年度予算額 12,782,371

増減 2,423,166 

10,646,399

2,685

3,295,319

989,680

＜事業の目的・内容＞ 県支出金

国庫支出金 6,784,355

2,899,062

　障害者総合支援法等に定められている障害施策体系による、介護給付、訓練等
給付、補装具、自立支援医療等の自立支援給付等を円滑に実施することにより、
障害者の自立と社会参加を促進します。

財産収入 3

諸収入 3,671

一般財源 5,518,446

予算書Ｐ. 民生費 障害者福祉費 障害者福祉費

66,168 84,840

局/部/課 保健福祉局/福祉部/障害福祉課

局/部/課 保健福祉局/福祉部/障害福祉課

予算書Ｐ. 民生費 障害者福祉費 障害者福祉費 使用料及び手数料 11

事務事業名 障害者支援事業 予算額 520,766

721,108

増減 △ 200,342 

事務事業名 自立支援給付等事業 予算額 15,205,537

2,490

131,904 33,013

＜事業の目的・内容＞ 国庫支出金 16,484

　身体障害者手帳の交付対象にならない軽中等度難聴児の補聴器購入費用への一
部助成、福祉タクシー利用料金・自動車燃料費の助成、障害者施設における工賃
増額を目的とした取組に対する費用の一部助成、障害者の日中活動の場である心
身障害者地域デイケア施設・生活ホームなどの運営費補助、各種在宅サービスな
ど、市単独の事業を主とする障害施策を実施することにより、障害者の日常生活
における自立と社会参加を促進します。

諸収入 90

一般財源

前年度予算額

225,206

504,181

- 159 -



（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

109 3款 2項 2目

＜主な事業＞

１　障害者生活支援センター運営事業 ３　移動支援事業

　障害者本人や家族からの様々な相談に対応できる身近 　屋外での外出が困難な障害児(者)を対象として、社会

な相談機関として、障害者生活支援センターを各区に設 生活上必要不可欠な外出や余暇活動等社会参加のための

置し、うち6区に障害者虐待及び差別事案に対応するた 外出の際の移動を支援する。

めの権利擁護支援員を配置する。 ４　日中一時支援事業

２　高齢・障害者権利擁護センター運営事業 　障害児(者)を日常的に介護している家族の就労支援、

　高齢者又は障害者に対する虐待事案や障害者に対する 一時的な休息等を目的に、障害児(者)を一時的に預か

差別事案のうち、特に処遇が困難な事例について関係機 り、日中活動の場を提供する。

関に助言等を行うとともに、市民後見人の育成及び法人 ５　日常生活用具給付事業

後見を実施する高齢・障害者権利擁護センターを設置・ 　重度障害者(児)の日常生活の便宜を図るため、自立生

運営する。 活支援用具等の日常生活用具の給付・貸与を行う。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

109 3款 2項 2目 16款

17款

-

＜主な事業＞

１　聴覚障害者コミュニケーション支援従事者養成講習 ４　｢障害者週間｣記念事業

　会等開催事業 　障害者基本法に基づく12月3日から9日までの｢障害者

　聴覚障害者のコミュニケーション手段の一つである手 週間｣を顕彰して、各種イベントを実施する障害者週間

話通訳者及び要約筆記者を養成するための講習会を開催 市民の集いを開催する。

する。

２　手話通訳者及び要約筆記奉仕員派遣事業 ５　ふれあいスポーツ大会開催事業

　障害者の社会参加を推進するため、聴覚障害者とのコ 　障害及び障害者に対する理解と社会参加を促進するこ

ミュニケーションを仲介する手話通訳者等を派遣する。 とを目的として、スポーツ競技・イベントを実施するふ

３　視覚障害者情報提供事業 れあいスポーツ大会を開催する。

　点訳及び音訳等による情報提供や点訳・音訳ボラン

ティアの養成を行う。

92,800

219,177

844,775

前年度予算額 1,742,076

増減 132,483 

　障害者が地域で生活するために必要な権利擁護に資する体制を整備するととも
に、障害者総合支援法第77条に規定する相談支援・移動支援・日中一時支援・日
常生活用具の給付などの地域生活支援事業を実施することにより、障害者の日常
生活における自立と社会参加を促進します。

＜事業の目的・内容＞

前年度予算額 95,391

増減 9,768 

2,370

＜事業の目的・内容＞ 県支出金 21,884

　障害者の社会参加の場の拡大、活躍の機会の創出及び市民の障害者に対する理
解を深めることを目的とし、障害者の社会参加を推進するための聴覚障害者コ
ミュニケーション支援従事者養成講習会等開催事業、手話通訳者及び要約筆記奉
仕員派遣事業、市民の障害者に対する理解等を啓発するための障害者週間市民の
集い、ふれあいスポーツ大会などを開催します。

一般財源 39,505

局/部/課 保健福祉局/福祉部/障害福祉課

予算書Ｐ. 民生費 障害者福祉費 障害者福祉費 国庫支出金 43,770

事務事業名 社会参加推進事業 予算額 105,159

保健福祉局/福祉部/障害福祉課

民生費 障害者福祉費 障害者福祉費

事務事業名 地域生活支援事業 予算額 1,874,559

局/部/課

予算書Ｐ.

237,576

23,792

1,120

18,356

33,514

14款

16款

17款

18款

22款

‐

分担金及び負担金 19,000

国庫支出金 653,002

876,441

県支出金 324,279

財産収入 1,330

諸収入 507

一般財源

14款

16款

17款

18款

22款

‐

分担金及び負担金 19,000

国庫支出金 653,002

876,441

県支出金 324,279

財産収入 1,330

諸収入 507

一般財源
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

109 3款 2項 2目 16款

17款

-

＜主な事業＞

１　障害者スポーツレクリエーション教室開催事業 ２　全国障害者スポーツ大会事業(開催：東京都）

　・個人競技 　・出場種目

　　陸上・水泳・卓球・サウンドテーブルテニス・ 　　陸上・水泳・アーチェリー・卓球(サウンドテーブ

　　フライングディスク・ボウリング 　　ルテニス含む)･フライングディスク・ボウリング

　・団体競技

　　野球・ソフトボール・バスケットボール・

　　サッカー・バレーボール・フットベースボール

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

109 3款 2項 2目 16款

-

＜主な事業＞

１　ペアレントメンター養成講習会の開催 ３　発達障害を理解するための講演会の開催

　発達障害のある子どもを育てた経験を生かして、後輩 　発達障害への理解啓発を図るため、市民向けの講演会

保護者の相談相手となる先輩保護者(ペアレントメンタ を開催する。

ー)を養成するための講習会を開催する。

４　発達障害を理解するためのパンフレットの作成

２　発達障害者支援体制整備検討委員会の開催

　発達障害者やその家族への支援体制整備について検討 　発達障害への理解啓発を図るためのパンフレットを作

を行うための委員会を開催する。また、委員会での意見 成し、関係機関等へ配布する。

をまとめた報告書を作成する。

1,351 

＜事業の目的・内容＞ 県支出金 225

　障害者スポーツ・レクリエーション教室の開催、全国障害者スポーツ大会への
さいたま市選手団の派遣等を行い、スポーツ活動を通じて、障害者の体力増強・
社会参加の推進を図ります。

11,243

900

2,274

増減 △ 222 

一般財源 1,026

　発達障害者の支援体制を整備し、乳幼児期からの早期発見、早期支援、学校教
育における支援、就労、社会参加への支援など、各ライフステージに応じた一貫
した支援体制を整備し、総合的な福祉の向上を図ります。

前年度予算額

予算書Ｐ. 民生費 障害者福祉費 障害者福祉費 国庫支出金 1,026

事務事業名 発達障害者支援体制整備事業 予算額 2,052

11,018

前年度予算額 10,567

11,918

国庫支出金 450

増減

一般財源

局/部/課 保健福祉局/福祉部/障害福祉課

障害者スポーツ振興事業 予算額事務事業名

予算書Ｐ. 民生費 障害者福祉費 障害者福祉費

局/部/課 保健福祉局/福祉部/障害福祉課

＜事業の目的・内容＞

- 161 -



（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

109 3款 2項 2目 17款

22款

-

＜主な事業＞

１　心身障害者福祉手当給付事業

　次の障害者を対象として、福祉手当を支給する。

(但し、所得等により支払いが制限される場合がある。)

　・月額5,000円

　　　身体障害者手帳1、2級

　　　療育手帳 Ａ 、Ａ、Ｂ

　　　精神障害者保健福祉手帳1級

　・月額2,500円

　　　身体障害者手帳3級

　　　療育手帳Ｃ

　　　精神障害者保健福祉手帳2級

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

109 3款 2項 2目 16款

22款

-

＜主な事業＞

１　特別障害者手当等給付事業 　(3)　経過的福祉手当(月額14,280円)

　次の障害者を対象として、福祉手当を支給する。 　　　昭和61年4月の手当制度改正以前の福祉手当を受

(但し、所得等により支払いが制限される場合がある。) 　　給していた障害者のうち、特別障害者手当、障害者

　(1)　特別障害者手当(月額26,260円) 　　基礎年金のどちらにも該当にならなかった20歳以上

　　　重度の障害により、日常生活で常時特別の介護を   　の障害者を対象とする。

　　必要とする20歳以上の障害者を対象とする。

　(2)　障害児福祉手当(月額14,280円)    

　　　重度の障害により、日常生活で常時特別の介護を

　　必要とする20歳未満の障害児者を対象とする。

前年度予算額 349,011

増減 427 

＜事業の目的・内容＞ 諸収入 1

　特別児童扶養手当等の支給に関する法律、国民年金法の一部を改正する法律に
基づき、特別障害者手当、障害児福祉手当及び経過措置による福祉手当を支給し
ます。

一般財源 85,207

保健福祉局/福祉部/障害福祉課

予算書Ｐ. 民生費 障害者福祉費 障害者福祉費 国庫支出金 264,230

1,023,558

増減 61,503 

事務事業名 特別障害者手当等給付事業 予算額 349,438

1,085,061

諸収入 1

　身体障害者手帳の1～3級又は精神障害者保健福祉手帳の1・2級、療育手帳のい
ずれかを所持しており、特別障害者手当、障害児福祉手当及び経過措置による福
祉手当の受給資格を有しない在宅の障害者（これらの手当受給者のうち身体障害
者手帳1級又は2級と療育手帳の Ａ 又はＡの重複障害者を除く）に対して、月額
5,000円又は2,500円を支給します。

一般財源 735,060

前年度予算額

予算書Ｐ. 民生費 障害者福祉費 障害者福祉費 県支出金 350,000

事務事業名 心身障害者福祉手当給付事業 予算額 1,085,061

局/部/課 保健福祉局/福祉部/障害福祉課

＜事業の目的・内容＞

局/部/課

349,438
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

109 3款 2項 2目 -

＜主な事業＞

１　難病患者見舞金支給事業

　難病患者(指定疾患医療受給者)に対して見舞金を支給

する。(年額30,000円)

２　難病患者手術見舞金支給事業

　難病手術をした難病患者(指定疾患医療受給者)に見舞

金を支給する。(1回につき50,000円)

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

109 3款 2項 2目 16款

22款

-

＜主な事業＞

１　心身障害者扶養共済事業

　障害者を扶養する保護者が掛金を納付することにより

保護者が万一死亡したときに障害者に終身一定の年金を

支給する。

　(1)　掛金(保険料)

　　 保護者の加入時の年齢によって額が決定する。

　 平成20年4月1日以降の加入者：

　　 月額9,300～23,300円の7段階

　(2)　年金

　　 1口につき月額20,000円(年間240,000円)

　(3)　その他

　　 脱退一時金、弔慰金

3,800

212,640

前年度予算額 123,028

増減 △ 3,602 

＜事業の目的・内容＞ 諸収入 75,240

　心身障害者の将来に対して保護者の抱く不安の軽減を図るため、心身障害者を
扶養している保護者が相互扶助の精神に基づき毎月一定の掛金を拠出し、保護者
が死亡又は重度障害になった後に障害者に対して終身年金を支給します。

一般財源 26,207

局/部/課 保健福祉局/福祉部/障害福祉課

予算書Ｐ. 民生費 障害者福祉費 障害者福祉費 国庫支出金 17,979

事務事業名 心身障害者扶養共済事業 予算額 119,426

前年度予算額 202,750

増減 13,690 

＜事業の目的・内容＞

　難病患者に対し、難病患者見舞金又は難病患者手術見舞金を支給し、難病患者
の経済的、精神的負担の軽減を図ります。

局/部/課 保健福祉局/福祉部/障害福祉課

予算書Ｐ. 民生費 障害者福祉費 障害者福祉費 一般財源 216,440

事務事業名 難病見舞金等給付事業 予算額 216,440
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

111 3款 2項 2目 17款

22款

-

＜主な事業＞

１　心身障害者医療給付事業

　身体障害者手帳1・2・3級の方、療育手帳Ａ・Ａ・Ｂ

の方、65歳以上で埼玉県後期高齢者医療広域連合等の障

害認定を受けている方を対象に、入通院の医療費(保険

診療の一部負担金及び入院時には食事療養標準負担額の

1/2の額)を助成する。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

111 3款 2項 2目 -

＜主な事業＞

１　在日外国人障害者等福祉手当給付事業 　[参考]

　在日外国人や海外居住の日本人は、国民年金の加入か 　　受給者の推移

ら適用除外とされていたため、過去に遡った加入等の救 　　・平成20年度末　　　 2名

済措置がなかったことを鑑みて、国において同様の趣旨 　　・平成21年度末　　　 2名

の制度が創設されるまでの間の福祉的な措置を行う。 　　・平成22年度末　　　 3名

　・支給額　月額　30,000円 　　・平成23年度末　　　 2名

　　・平成24年度12月末　 1名

前年度予算額 1,082

増減 △ 60 

＜事業の目的・内容＞

　国民年金法の制度的な理由から、公的年金の受給権を得られなかった在日外国
人無年金重度障害者及び日本人無年金重度障害者に対して、福祉的な措置として
手当金の支給を行います。

局/部/課 保健福祉局/福祉部/年金医療課

予算書Ｐ. 民生費 障害者福祉費 障害者福祉費 一般財源 1,022

事務事業名 在日外国人障害者等福祉手当給付事業 予算額 1,022

前年度予算額 3,928,341

増減 169,293 

＜事業の目的・内容＞ 諸収入 469,001

　心身に障害がある方の福祉の増進を図ることを目的として、対象者に対し医療
費の一部を助成します。

一般財源 1,991,252

局/部/課 保健福祉局/福祉部/年金医療課

予算書Ｐ. 民生費 障害者福祉費 障害者福祉費 県支出金 1,637,381

事務事業名 心身障害者医療給付事業 予算額 4,097,634

4,083,246

1,020
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

111 3款 2項 3目 15款

-

＜主な事業＞

１　公立施設の指定管理者による管理運営 ２　公立施設の修繕

　障害者福祉施設みのり園、大崎むつみの里、障害者福 　公立施設において、適正に維持管理を行うために必要

祉施設春光園(けやき、うえみず)、槻の木(槻の木、第 な施設修繕を実施する。

１やまぶき、第２やまぶき)、日進職業センター、かや

の木、みずき園、さくら草学園、杉の子園、大砂土障害 ３　公共建築物定期点検

者デイサービスセンター、はるの園の指定管理者による 　公立施設に対する建築基準法に基づく定期点検を実施

管理運営を行う。 する。

　指定管理者：(福)さいたま市社会福祉事業団 ４　土地賃借料の算定及び支払

　障害者施設の土地借受に係る借地料を支払う。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

111 3款 2項 3目 16款

23款

-

＜主な事業＞

１　障害者施設整備事業 ３　第２やまぶき　作業室兼倉庫建替え事業

　特別支援学校在校生が卒業後に通所することができる 　本体とは別棟となっている老朽化した作業場兼倉庫及

通所施設の新設を予定する整備案件に対して、補助金を び倉庫の2棟を1棟に集約して、建替えるため、設計・地

交付する。 質調査・土壌調査・アスベスト調査・測量を実施する。

２　グループホーム等設置促進補助事業

　障害者が自ら選択した地域で生活することができるグ

ループホーム及びケアホームの新設を予定する整備案件

に対して、補助金を交付する。

前年度予算額 30,460

増減 177,071 

＜事業の目的・内容＞ 市債 79,100

　障害者福祉施設の整備及び維持管理を通じて、安定的な障害福祉サービスの提
供を図ります。

一般財源 25,185

局/部/課 保健福祉局/福祉部/障害福祉課

予算書Ｐ. 民生費 障害者福祉費 障害者福祉施設費 国庫支出金 103,246

事務事業名 障害者施設整備事業 予算額 207,531

前年度予算額 993,476

増減 1,314 

＜事業の目的・内容＞ 一般財源 994,777

　障害者の社会参加の場である公立の障害者施設について、指定管理者制度を利
用し、効率的かつ効果的に施設の運営管理を行います。

局/部/課 保健福祉局/福祉部/障害福祉課

予算書Ｐ. 民生費 障害者福祉費 障害者福祉施設費 使用料及び手数料 13

事務事業名 障害者施設管理運営事業 予算額 994,790
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

111 3款 2項 3目 22款

-

＜主な事業＞

１　施設等保守管理業務

　市民が安全に施設を利用できるよう、清掃業務、防火

設備点検業務、その他の設備の保守点検業務及び施設敷

地内の環境美化を行う。

２　維持管理業務

　就労及び社会参加支援事業に必要な機材の借り上げ、

光熱水費の支払い等、障害者総合支援センターの管理

を行う。

【参考】さいたま市障害者総合支援センター

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

111 3款 2項 3目 22款

-

＜主な事業＞

１　障害者就労支援事業

　障害者の就労支援を促進するため、職域の開発、ジョ

ブコーチの企業への派遣を行う。また、障害者の作業体

験や各種研修、企業での職業訓練を行う。

　障害者が就労後についても、安定的に就労を継続でき

るよう、離職予防事業を行う。

２　障害者授産活動支援事業 

　授産製品の品質向上、販路拡大を支援し、障害者の工

賃の増加を目指す。 【参考】就労した障害者を対象とした講座の様子

37,782

増減 △ 45 

1,464

36,273

一般財源 37,647

　障害者の就労を促進するための支援を行います。障害者向けの職業訓練や各種
研修を行います。また、障害者授産施設の支援を行います。

前年度予算額

局/部/課 保健福祉局/福祉部/障害者総合支援センター

予算書Ｐ. 民生費 障害者福祉費 障害者福祉施設費 諸収入 90

事務事業名 障害者総合支援センター障害者支援事業 予算額 37,737

前年度予算額 24,750

増減 △ 945 

＜事業の目的・内容＞ 一般財源 22,933

　障害者の就労支援や生活支援、発達障害者支援を目的とした、障害者総合支援
センターの施設維持管理を行います。

局/部/課 保健福祉局/福祉部/障害者総合支援センター

予算書Ｐ. 民生費 障害者福祉費 障害者福祉施設費 諸収入 872

事務事業名 障害者総合支援センター維持管理事業 予算額 23,805

＜事業の目的・内容＞

12,990

10,815
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

111 3款 2項 3目 16款

＜主な事業＞

１　職業能力開発推進会議の運営 ３　障害者職業能力開発プロモーターの配置

　障害者の就労支援機能を向上させるため、関係諸機関 　障害者の就労支援機能を向上するため、障害者就労支

の連携のあり方、委託訓練の効果的な推進方法等につい 援の見識、経験を有し、地域関係機関の状況に精通する

て協議する。 職員を配置する。

２　職業能力開発説明会・セミナーの開催

　特別支援学校教員、生徒、保護者、施設利用者、支援

機関等を対象に、職業訓練への理解や就職支援内容等に

ついての説明会、セミナーを開催する。

【参考】職業能力開発セミナーの様子

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

111 3款 2項 3目 16款

17款

-

＜主な事業＞

１　発達障害者支援連絡協議会の運営

　発達障害者(児)の状況に関する情報を共有し、発達障

害者(児)への総合的なサービスの提供、緊急時等におけ

る迅速かつ的確な対応等の必要な支援に関する検討を行

う。

２　発達障害者支援事業

　発達障害者及びその家族、支援者からの相談に応じ、

各種情報の提供や指導助言を行う。併せて発達障害に関

する知識・情報の普及に努め、地域の理解者を増やしな

がら、支援体制を構築する。 【参考】発達障害者支援センターの相談室

増減 △ 65 

局/部/課 保健福祉局/福祉部/障害者総合支援センター

予算書Ｐ. 民生費 障害者福祉費 障害者福祉施設費 国庫支出金 1,748

4,520

増減 △ 10 

事務事業名 発達障害者支援センター運営事業 予算額 3,498

257

　障害者職業能力開発推進基盤の形成を目的とし、就労に対する障害者本人や支
援者、企業に対する相談支援、事業周知、埼玉県と連携した障害者委託訓練事業
を推進します。

前年度予算額

予算書Ｐ. 民生費 障害者福祉費 障害者福祉施設費 国庫支出金 4,510

局/部/課 保健福祉局/福祉部/障害者総合支援センター

事務事業名 地域における障害者職業能力開発促進事業 予算額 4,510

875

　発達障害者(児)の各ライフステージに応じた一貫した支援体制を整備するた
め、関係機関との連携や相談支援の中核機関として発達障害者支援センターを運
営します。

一般財源 875

前年度予算額 3,563

2,183

2,070

県支出金

＜事業の目的・内容＞

＜事業の目的・内容＞

3,373

125
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

111 3款 3項 1目 22款

-

＜主な事業＞

１　高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画進行管理 ３　高齢者相談員事業

　｢第5期さいたま市高齢者保健福祉計画・介護保険事業 　高齢者の福祉増進のため、各区に1名ずつ配置してい

計画｣の推進について、さいたま市社会福祉審議会高齢 る高齢者相談員により、高齢者本人又はその家族等の相

者福祉専門分科会の意見を反映しながら行う。 談に応じ、必要な指導及び助言等を行う。

２　高齢者福祉電算システム運用事業 ４　本庁区役所経費業務

　高齢福祉課及び各区高齢介護課の職員が各種の高齢者 　高齢者福祉の諸業務の効率的な執行のため、高齢福祉

サービス業務を効率的かつ円滑に行うために、高齢者福 課及び各区高齢介護課の職員の研修等参加、所管管理備

祉電算システムの運用支援業務を委託するとともに、必 品等の管理、高齢者福祉情報の提供などを行う。

要な機器の管理を行う。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

113 3款 3項 2目 -

＜主な事業＞

１　敬老会等事業 ３　長寿者訪問事業

　地区社会福祉協議会が開催する敬老会等事業に対して 　老人の日の前後に各区の男女最高齢者の方を訪問し、

補助金を交付する。 念品等を贈呈する。そのうち1区には市長が訪問する。

２　敬老祝金支給事業 ４　シルバーカード発行事業

　当該年度の9月15日現在において、市内に引き続き6か 　身分証明書として携帯していただくことを目的として

月以上居住し、かつ住民登録している満75歳・80歳・85 新たに65歳以上になられた方及び他市町村から転入され

歳・90歳・95歳・100歳及び100歳を超える方へ敬老祝金 た方にシルバーカードを発行する。

を支給する。

５　シルバー元気応援ショップ事業

　シルバーカードの提示により、登録店舗から割引等の

サービスを受けられる優待制度を実施する。

前年度予算額 340,941

24,102 増減

一般財源 365,043

予算額 365,043

前年度予算額 120,056

△ 25,103 

老人福祉費 老人福祉総務費

増減

諸収入 91

一般財源 94,862

予算額 94,953

343

　これまで社会に貢献してきた高齢者の方への敬愛及び感謝の念を表し、高齢者
の健康増進と生きがいづくりの推進と明るい高齢社会づくりに寄与することを目
的として、敬老会等事業の助成や敬老祝金の支給などを行います。

221,289

＜事業の目的・内容＞

局/部/課 保健福祉局/福祉部/高齢福祉課

　高齢者福祉の諸事業について管理を行うことにより、全ての高齢者が、自立と
尊厳を保ちつつ、いきいきと生活できる都市｢さいたま｣を目指して、それぞれを
一体的に策定すること、また高齢者福祉の諸業務の効率的な執行に寄与すること
を目的とします。

予算書Ｐ. 民生費 老人福祉費

＜事業の目的・内容＞

事務事業名 老人福祉執行管理事業

事務事業名 長寿慶祝事業

老人福祉費

局/部/課 保健福祉局/福祉部/高齢福祉課

予算書Ｐ. 民生費

547

596

18,487

5,306

142,265

65,857
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

113 3款 3項 2目 -

＜主な事業＞

１　大学及び大学院 　　　大宮校 120名

　(1)　大学(一般教養) 定　員 　　　岩槻校 80名

　　　北浦和校 144名 　　　北大宮校(新設) 60名

　　　東浦和校 144名 　(3)　大学院(専門課程) 定　員

　　　大宮中央校 96名 　　　福祉科 30名

　　　大宮校 120名 　　　ＩＴ科 20名

　　　岩槻校 80名 　　　音楽科 20名

　　　北大宮校 60名

　(2)　大学院(一般教養) 定　員

　　　北浦和校 144名

　　　東浦和校 144名

　　　大宮中央校 60名

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

113 3款 3項 2目 22款

-

＜主な事業＞

１　敬老マッサージ事業 ４　全国健康福祉祭選手団派遣事業

　市内居住の75歳以上の希望者に対してマッサージ利用 　毎年国内各地で開催される｢全国健康福祉祭｣への市民

補助券を交付する。 の参加に当たり、市実行委員会の運営に対して補助金を

交付する。

２　シルバーゲートボール大会事業

　チームを公募し、市老人クラブ連合会との共催でゲー ５　シルバーバンク事業

トボール大会を実施する。 　60歳以上のボランティア等の地域活動を希望する市民

に登録してもらい、ボランティアに来てほしい団体・施

３　シルバー作品展示会事業 設等とマッチングすることを通じて、市民の生きがいづ

　60歳以上の市民を対象に公募した作品を市内2会場で くりと地域の更なる活性化を目指す。

展示する。

前年度予算額 34,169

増減 △ 7,284 

＜事業の目的・内容＞ 一般財源 26,852

　健康づくり、スポーツ、趣味など高齢者の社会参加を促進する事業を実施する
ことにより、高齢者の健康と生きがいづくりを支援し、加速する高齢化社会を明
るく活力あるものとします。

局/部/課 保健福祉局/福祉部/高齢福祉課

予算書Ｐ. 民生費 老人福祉費 老人福祉費 諸収入 33

　高齢者の方に生涯学習の一環として、社会変化に対応する能力と心身の健康を
培い、また積極的な社会参加と学生間の親睦と交流を図ることにより生きがいを
高め、併せて地域での活躍の道を開くことを目的として、シニアユニバーシティ
を設置し、各種講座を開催します。

前年度予算額 16,364

△ 1,303 増減

事務事業名 生きがい推進事業 予算額 26,885

保健福祉局/福祉部/高齢福祉課

＜事業の目的・内容＞

予算書Ｐ. 民生費 老人福祉費 老人福祉費

局/部/課

一般財源 15,061

事務事業名 高齢者大学事業 予算額 15,061
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

113 3款 3項 2目 16款

-

＜主な事業＞

１　老人クラブ育成事業

　老人クラブが行う社会奉仕や趣味・教養の集い・各種

スポーツ・レクリエーションなどの活動に対して補助金

を交付する。また、老人クラブ組織の自立支援を目的と

して、老人クラブに対する育成指導を行う。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

113 3款 3項 2目 15款

18款

22款

-

＜主な事業＞

１　シルバー人材センター事業 ２　生きがい活動センター管理運営事業

　高齢者の生きがいを求めて就業の促進と福祉の向上を 　高齢者就労支援、地域活動拠点機能及び老人憩いの家

図るとともに高齢者の能力を生かした地域社会づくりの の機能を持つ｢高齢者生きがい活動センター｣について、

ために、公益社団法人さいたま市シルバー人材センター 指定管理者による効率的・効果的な施設の運営管理を行

に対して運営費の資金補助を行い、団体運営の育成指導 う。

を行う。 　指定管理者:(公社)さいたま市シルバー人材センター

前年度予算額 364,348

増減 △ 28,982 

＜事業の目的・内容＞ 財産収入 10

　市内に在住で60歳以上の方を対象に臨時的かつ短期的な仕事・その他の軽易な
仕事を登録制で紹介する公益社団法人さいたま市シルバー人材センターに対して
事業資金の補助等を行い、労働による高齢者の健康や生きがいの推進を図るとと
もに、高齢者の地域社会への貢献により経済及び社会の発展に寄与することを目
的とします。

諸収入 150,000

一般財源 184,827

局/部/課 保健福祉局/福祉部/高齢福祉課

予算書Ｐ. 民生費 老人福祉費 老人福祉費 使用料及び手数料 529

事務事業名 シルバー人材センター事業 予算額 335,366

前年度予算額 36,604

増減 △ 986 

＜事業の目的・内容＞ 一般財源 24,422

　高齢者の生きがい・健康づくり、社会参加を促進するため、老人クラブ活動に
対する支援を行い、老人福祉の増進を図ります。

局/部/課 保健福祉局/福祉部/高齢福祉課

予算書Ｐ. 民生費 老人福祉費 老人福祉費 国庫支出金 11,196

事務事業名 老人クラブ育成事業 予算額 35,618

35,618

14,778320,588
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

113 3款 3項 2目 16款

-

＜主な事業＞

１　認知症疾患医療センター運営事業 ４　認知症サポーター養成事業

　認知症に関する診断・治療・相談を実施する認知症疾 　地域で認知症の人やその家族を支えるため、認知症サ

患医療センターの運営を行う。 ポーター養成講座を開催する。

２　認知症ケア総合推進事業

　地域における総合的な認知症対策を推進するため、医    

療と介護の連携強化や、認知症の人やその家族を支援す

る事業を実施する。

３　認知症介護実践等研修事業    

　認知症介護施設等の職員を対象とした研修を実施し、

認知症高齢者に対する介護サービス等の充実を図る。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

113 3款 3項 2目 22款

-

＜主な事業＞

１　高齢者居室等整備資金融資及び利子助成事業 18 ３　要介護高齢者居宅改善費補助事業

　高齢者と同居する、又は同居しようとする市民に対 　日常生活において介助を必要とする高齢者の居宅の改

し、高齢者専用の居室を増築又は改築するために要する 善工事(介護保険給付対象以外の工事)をするための経費

借り入れ資金の利子助成を行う。 の一部を補助する。

　※平成22年度から、従来分の返済への助成のみ

２　高齢者民間賃貸住宅住替え家賃助成事業

　民間の賃貸住宅に居住するひとり暮らし等の高齢者が

住宅の所有者から住宅の取り壊しなどのために立ち退き

を求められ、市内の他の住宅に転居した場合に、転居後

の家賃の一部を助成する。

前年度予算額 7,273

増減 △ 55 

＜事業の目的・内容＞ 一般財源 7,202

　健全な居住環境の確保を通じて、高齢者福祉の増進を図るため、専用居室の増
改築に係る便宜供与や、住宅取り壊し等による本人の意思に反する住居の住替え
について家賃の一部助成等の支援を行います。

局/部/課 保健福祉局/福祉部/高齢福祉課

予算書Ｐ. 民生費 老人福祉費 老人福祉費 諸収入 16

事務事業名 高齢者居室等整備事業 予算額 7,218

事務事業名 認知症高齢者等総合支援事業 予算額 22,296

局/部/課 保健福祉局/福祉部/高齢福祉課

予算書Ｐ. 民生費 老人福祉費 老人福祉費 国庫支出金 11,420

＜事業の目的・内容＞ 一般財源 10,876

　認知症高齢者とその家族が、地域社会の中でその人らしく安心して暮らし続け
ることができる環境づくりを進めるため、認知症の方とその家族に対して体系的
な支援を行います。

前年度予算額 23,741

増減 △ 1,445 

7,780 1,080

6,500

6,936

1,200

6,000
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

113 3款 3項 2目 -

＜主な事業＞

１　浴場利用事業 ４　ひとり暮らし高齢者等あんしんコールセンター緊急

　市内居住の65歳以上のひとり暮らし及び高齢者のみ世 　通報事業

帯の希望者を対象に市内13か所の公衆浴場で利用できる 　慢性疾患等により常時注意を要するひとり暮らし高齢

入浴券(一部本人負担)を交付する。 者に緊急通報機器を貸与し、救急対応の要請に応じる。

２　ふれあい会食サービス事業 ５　日常生活用具給付事業

　70歳以上のひとり暮らし高齢者の地域における交流を 　生活保護等を受けているか市県民税が課されいてない

促進するため、交流会や食事会などを開催する市社会福 ひとり暮らし高齢者に対し、日常生活の手助けとなる用

祉協議会の事業に対して補助金を交付する。 具を給付する。

３　福祉電話事業 ６　ひとり暮らし高齢者安否確認等事業

　ひとり暮らしで電話を所有していない市県民税非課税 　ひとり暮らし高齢者に電話で安否確認・各種相談業務

の高齢者に対し電話を設置する。 等を行う。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

113 3款 3項 2目 14款

-

＜主な事業＞

１　入所判定委員会の開催

　養護老人ホームへの入所措置の要否を判定する。

２　養護老人ホームへの入所措置及びやむを得ない事由

　による特別養護老人ホーム等への措置

　環境上の事情や経済的事情により、日常生活を営むの

に支障のある高齢者を養護老人ホーム等に入所措置を行

う。また、やむを得ない理由により必要に応じて、特別

養護老人ホームの入所やその他の介護サービスによる措

置を行う。

前年度予算額 534,977

増減 7,143 

＜事業の目的・内容＞ 一般財源 459,401

　日常生活を営むのに支障がある方について、養護老人ホーム等に入所等の措置
を行い、必要な生活の場を確保します。また、やむを得ない理由により特別養護
老人ホーム等に入所が必要な場合や、居宅における訪問介護等の介護サービスが
受けられない場合などに際し、必要な措置を講じ、高齢者の福祉の増進を図りま
す。

局/部/課 保健福祉局/福祉部/高齢福祉課

予算書Ｐ. 民生費 老人福祉費 老人福祉費 分担金及び負担金 82,719

事務事業名 老人措置事業 予算額 542,120

一般財源 172,013予算書Ｐ. 民生費 老人福祉費 老人福祉費

予算額 172,013

局/部/課 保健福祉局/福祉部/高齢福祉課

事務事業名 ひとり暮らし等高齢者事業

＜事業の目的・内容＞

　ひとり暮らしまたは高齢者のみの世帯を対象とした入浴券の交付やふれあい会
食の機会の設定を通じて、高齢者の孤独感の解消や交流を促進します。
　ひとり暮らし高齢者に対し、生活用具の給付や緊急時の通信手段の提供及び定
期的な安否確認を行うことにより、安全で安心な日常生活を支援します。

増減 △ 46,927 

前年度予算額 218,940

78,618

1,938

4,353

68,146

9,200

9,759

394

541,501
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

113 3款 3項 2目 -

＜主な事業＞

１　基幹型在宅介護支援センター　 ２　浦和サービスセンター管理費及び修繕積立金等

　市内全域の地域包括支援センター及び地域型在宅介護

支援センター(地域包括支援センターブランチ)と密接な 　在宅の高齢者やその家族などを支援するために社会福

連携を図りつつ、地域ケア会議の開催、各種保健福祉 祉協議会が運営する浦和サービスセンターの管理費及び

サービス等の情報提供、要援護高齢者への訪問指導、助 修繕積立金等の負担金を支払う。

言等を行うとともに、地域の在宅ケア体制を整備するた

め、関係機関や地域住民などとの連携強化・ケアシステ

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

113 3款 3項 2目 -

＜主な事業＞

１　介護予防水中運動教室事業 ３　生きがいミニデイサービス事業(岩槻区のみ)

　60歳以上の健康に不安のある市民又は要支援1若しく 　小学校の余裕教室を改修、転用し、家に閉じこもりが

は2の市民を対象に、水中歩行を中心とした運動教室を ちな高齢者にレクリエーションの機会やこどもたちとの

実施する。 交流の機会を提供する。

２　生きがい活動支援通所事業 ４　高齢者世話付住宅生活援助員派遣事業

　介護保険制度における要介護・要支援認定で非該当と 　高齢者世話付住宅に居住する高齢者等に対し、家事援

なった方で身体上、精神上又は生活環境上の理由により 助などの生活支援や自立の支援を行う。

日常生活を営むのに支障のある方に対し、市内のデイサ

ービスセンターが送迎を行い、給食やレクリエーション

などのサービスを提供する。

50,962

増減 △ 4,766 

　介護保険の対象にはならないものの、日常生活に不安を抱えたり、支障をきた
している高齢者のために、運動教室やデイサービスと同様の事業を実施し、高齢
者の自立した生活の支援を行います。

前年度予算額

局/部/課 保健福祉局/福祉部/高齢福祉課

予算書Ｐ. 民生費 老人福祉費 老人福祉費 一般財源 46,196

事務事業名 介護予防・生活支援事業 予算額 46,196

前年度予算額 187,509

増減 △ 119,160 

＜事業の目的・内容＞

　在宅での介護の支援が必要な高齢者や要介護・要支援の状態となるおそれのあ
る高齢者及びその家族に対し、在宅介護等に関する総合的な相談に応じ、適切な
保健福祉サービスが提供できるよう各種の支援及び総合調整を行うとともに地域
福祉を推進する団体及び個人に対して高齢者福祉の専門的な支援を行います。

予算書Ｐ. 民生費 老人福祉費 老人福祉費 一般財源 68,349

65,448

＜事業の目的・内容＞

2,901

ムの構築を行う。

事務事業名 在宅介護支援センター事業 予算額 68,349

局/部/課 保健福祉局/福祉部/高齢福祉課
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

113 3款 3項 2目 -

＜主な事業＞

１　重度要介護高齢者等訪問理・美容サービス事業 ３　重度要介護高齢者等寝具乾燥事業

　家庭において寝具類の乾燥等を行うことが困難な重度

　市内に居住する寝たきり状態である高齢者が健康で安 要介護高齢者に対し、寝具乾燥・消毒・丸洗いを行う。

らかな生活ができるよう理・美容師が家庭を訪問し、理    

髪・髭剃りなどのサービスが受けられる利用券を年間4

枚交付する。

２　重度要介護高齢者手当

　介護保険施設等に入所していない方で、本人の介護保

険料の段階が第4段階以下の重度要介護高齢者に対し、

月額10,000円を支給する。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

113 3款 3項 2目 -

＜主な事業＞

１　介護予防高齢者住環境改善支援事業 ３　アクティブチケット交付事業

　介護保険制度の要支援・要介護認定を受けていないが 　①前年度一定の介護予防・ボランティアポイントを付

自宅内での転倒等の可能性が高い心身状態の高齢者を対 与された方、②市が実施する介護予防事業参加者、③支

象として、市独自の住宅改修費用補助を行う。介護予防 え合いの活動に取り組む自治会、④75歳以上の希望者を

事業と一体化した相乗効果を図る。 対象に、無料又は低額で公共施設等を利用できる｢アク

ティブチケット｣を交付する。

２　高齢者見守り事業

　見守りに取り組む自治会等を市が支援するため、奨励    

金を交付するなどの支援を実施する。

23,190

9,000

5,250

前年度予算額 35,950

増減 1,490 

予算書Ｐ. 民生費 老人福祉費 老人福祉費 一般財源 37,440

局/部/課 保健福祉局/福祉部/高齢福祉課

636,241

増減 51,444 

事務事業名 生涯現役のまち推進事業 予算額 37,440

53,541

627,650

　重度の要介護状態にある高齢者に対し、訪問して理髪・髭剃りなどの理美容
サービスを提供することにより、衛生的で快適な生活の確保及び経済的負担の軽
減を図ります。また、日常生活に支障のある重度要介護高齢者(要介護度が3～5の
方)の負担を軽減し、福祉の増進を図るため、手当の支給や寝具乾燥等のサービス
を提供します。 前年度予算額

予算書Ｐ. 民生費 老人福祉費 老人福祉費 一般財源 687,685

事務事業名 重度要介護高齢者対策事業 予算額 687,685

6,494

局/部/課 保健福祉局/福祉部/高齢福祉課

＜事業の目的・内容＞

＜事業の目的・内容＞

　市民が生涯にわたって誇りと支え合う心を保ち、安心して長生きすることがで
きる地域社会を実現するため、安心長生きのまちづくりに関する施策を総合的に
推進し、もって引き続き活力ある地域社会の実現に寄与することを目的としま
す。
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

113 3款 3項 2目 -

＜主な事業＞

１　在宅高齢者等宅配食事サービス事業

　自分で食事の支度をすることが困難なひとり暮らしの    

高齢者及び高齢者のみ世帯に対し、定期的に食事を配達    

し、健康管理、孤独感の解消、安否の確認を行う。    

　・夕食を週5回(月・火・水・木・金)ただし祝日を除    

　　く

　・1食あたり400円

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

113 3款 3項 2目 -

＜主な事業＞

１　生活援助員派遣事業

　要支援・要介護状態になるおそれがあり、かつ身体

上、精神上又は環境上の理由により日常生活を営むのに

支障のある高齢者に対して、生活援助員を派遣し、必要

な支援・指導を行い、自立した生活を送ることができる

ように援助を行う。

前年度予算額 14,249

増減 △ 4,387 

＜事業の目的・内容＞

　要支援・要介護状態になるおそれがある在宅の高齢者に対し、生活援助員を派
遣し、必要な援助を行い、自立した生活を送ることができるようにします。

保健福祉局/福祉部/高齢福祉課

予算書Ｐ. 民生費 老人福祉費 老人福祉費 一般財源 9,862

局/部/課

△ 10,865 

事務事業名 在宅高齢者支援事業 予算額 9,862

　ひとり暮らしの高齢者及び高齢者世帯等に対し、地域のボランティアや社会資
源を活用しながら、定期的に食事を宅配することにより、孤独感を解消し、併せ
て健康、安否等を確認し、利用者の福祉の向上と地域福祉活動の活性化を図りま
す。

前年度予算額 140,000

増減

一般財源 129,135

＜事業の目的・内容＞

予算書Ｐ. 民生費 老人福祉費 老人福祉費

予算額 129,135

局/部/課 保健福祉局/福祉部/高齢福祉課

事務事業名 宅配食事サービス事業

129,135

9,862
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

113 3款 3項 2目 -

＜主な事業＞

１　長寿応援制度 　[参考]

　市内の65歳以上の高齢者が、一定の要件を満たし、か 　　ポイント付与・ポイント交換の率

つ、市の指定を受けたふれあい会食や高齢者サロンへ参 　　・1日=1ポイント

加又は健康サークルなどの団体において活動をした場合 　　・1ポイント=20円、1人1年度5,000円が上限

に、その活動実績に応じてポイントを付与する。 　　・25ポイント(500円)以上で交換可能

　貯まったポイントは、その合計に応じて奨励金に交換 　　・活動した翌年度から交換可能

できる。    

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

113 3款 3項 2目 -

＜主な事業＞

１　助成金の交付

　市内の介護保険施設等勤務者を対象に、厚生労働大臣

が指定した介護福祉士養成施設で所定の講習を受講した

｢実技試験免除講習受講者｣に対し、研修費の一部を助成

する。

　・対象人数　100人

　・交付額　　1人あたり2万円まで

＜事業の目的・内容＞

局/部/課 保健福祉局/福祉部/介護保険課

事務事業名

2,005

増減 0 

2,000

　市内の介護保険施設等に勤務している介護人材の育成・定着や処遇改善を図る
ために、介護福祉士国家資格取得を支援します。

前年度予算額

予算書Ｐ. 民生費 老人福祉費 老人福祉費 一般財源 2,005

介護人材確保事業 予算額 2,005

前年度予算額 30,000

増減 △ 22,820 

7,180

＜事業の目的・内容＞

　民間団体等が主催する高齢者サロンや健康サークルなどに参加した高齢者にポ
イントを付与し、それに応じて奨励金を交付することで、高齢者の健康づくりや
当該グループ活動の活性化等を支援します。

局/部/課 保健福祉局/福祉部/高齢福祉課

予算書Ｐ. 民生費 老人福祉費 老人福祉費 一般財源 7,180

事務事業名 シルバーポイント（長寿応援ポイント）事業 予算額 7,180
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

113 3款 3項 2目 16款

-

＜主な事業＞

１　認定調査員研修 ３　介護認定審査会事務局研修　 50

　介護認定調査に従事する者(新規従事者を含む。)に対 　介護認定審査会の事務局職員に対し、適切な運営を図

し、公平・公正な認定調査に必要な知識・技能の向上の るために必要な知識・技能の向上のため研修を行う。

ため、研修を行う。

　・新任研修会　2回実施　

　・現任研修会　2回実施

２　介護認定審査会委員研修

　介護認定審査会委員が適切な審査判定を行うために必

要な知識・技能の向上のため研修を行う。併せて、認定

の平準化や適正化を図るための指導を行う。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

113 3款 3項 2目 22款

-

＜主な事業＞

１　後期高齢者健康診査

　受診者の負担なしで身体計測、血圧、血中脂質検査、

肝機能検査、血糖検査、尿検査、腎機能検査等を実施す

る。

２　後期高齢者人間ドック

　人間ドックに要する費用の一部について、助成金を交

付する。

480

前年度予算額 280,615

増減 3,659 

202,541

一般財源 81,733

　後期高齢者医療制度における保健事業を実施することにより、被保険者の健康
の保持・増進を促し、医療費の削減を図ることにより、制度運営の安定に寄与し
ます。

民生費 老人福祉費 老人福祉費 諸収入

予算額 284,274

局/部/課 保健福祉局/福祉部/年金医療課

前年度予算額 636

増減 84 

＜事業の目的・内容＞ 一般財源 361

　認定調査に従事する者、介護認定審査会委員及び介護認定審査会事務局職員に
対し、適切な要介護認定を実施するために必要な知識を修得させ、資質を向上さ
せるため、研修を実施します。

局/部/課 保健福祉局/福祉部/介護保険課

予算書Ｐ. 民生費 老人福祉費 老人福祉費 国庫支出金 359

事務事業名 訪問介護員養成等研修事業 予算額 720

190

272,274

12,000

＜事業の目的・内容＞

事務事業名 後期高齢者保健事業

予算書Ｐ.
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

113 3款 3項 2目 -

＜主な事業＞

１　在日外国人高齢者等福祉手当給付事業 　[参考]

　在日外国人や海外居住の日本人は、国民年金の加入か 　　受給者の推移

ら適用除外とされていたため、過去に遡った加入等の救 　　・平成20年度末　　　13名

済措置がなかったことを鑑みて、国において同様の趣旨 　　・平成21年度末　　　14名

の制度が創設されるまでの間の福祉的な措置を行う。 　　・平成22年度末　　　10名

　・支給額　月額　10,000円 　　・平成23年度末　　　 9名

　　・平成24年度12月末　 9名

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

113 3款 3項 2目 16款

17款

22款

-

＜主な事業＞

１　第三者納付金・返納金の歳入とその償還

　第三者納付金・返納金の歳入とそれに伴う社会保険診

療報酬支払基金・国・県への償還を行う。

5,503

増減 1,093 

6,593

県支出金 1

　老人保健事業の適正な管理運営を確保します。
　なお、老人保健制度は平成20年3月をもって終了しているため、主に第三者納付
金・返納金の歳入とそれに伴う社会保険診療報酬支払基金・国・県への償還を行
います。

諸収入 483

一般財源 6,111

前年度予算額

予算書Ｐ. 民生費 老人福祉費 老人福祉費 国庫支出金 1

1,829

増減 △ 120 

事務事業名 老人保健事業 予算額 6,596

　国民年金法の制度的な理由から、公的年金の受給権を得られなかった在日外国
人無年金高齢者及び日本人無年金高齢者に対して、福祉的な措置として手当金の
支給を行います。

前年度予算額

予算書Ｐ. 民生費 老人福祉費 老人福祉費 一般財源 1,709

事務事業名 在日外国人高齢者等福祉手当給付事業 予算額 1,709

＜事業の目的・内容＞

局/部/課 保健福祉局/福祉部/年金医療課

＜事業の目的・内容＞

1,680

局/部/課 保健福祉局/福祉部/年金医療課
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

113 3款 3項 2目 17款

-

＜主な事業＞

１　後期高齢者医療事業特別会計への繰出し 　[参考]

　事務に要する経費及び負担金について、一般会計から 　　繰出金の推移

繰出しを行う。 　　・平成20年度当初予算額

　(1)　事務経費 　　・平成21年度当初予算額

　(2)　共通経費負担金 　　・平成22年度当初予算額

　(3)　保険基盤安定負担金 　　・平成23年度当初予算額

　(4)　療養給付費負担金 　　・平成24年度当初予算額

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

113 3款 3項 3目 15款

18款

-

＜主な事業＞

１　老人福祉センター武蔵浦和荘の管理運営 ４　(仮称)宝来グラウンド・ゴルフ場等整備事業

　指定管理者：オ－エンス・アイルグループ

　西区宝来にある約2万平方メートルの土地に高齢者の

２　老人憩いの家ふれあいプラザの管理運営 方の健康づくりのためのグラウンド・ゴルフ場を整備す

　指定管理者：(財)さいたま市文化振興事業団 るための設計等を実施する。

３　老人福祉センター・健康福祉センター西楽園及び上

　記以外の老人憩いの家の管理運営

　指定管理者：(福)さいたま市社会福祉事業団

15,816

1,265,932

局/部/課 保健福祉局/福祉部/年金医療課

6,934,566

6,117,975

8,059,897

117,146 7,184,712

226,878 7,030,658

7,566,704

事務事業名 後期高齢者医療事業特別会計繰出金 予算額 8,544,522

予算書Ｐ. 民生費 老人福祉費 老人福祉費 県支出金 949,448

＜事業の目的・内容＞ 一般財源 7,595,074

　後期高齢者医療事業特別会計における、事務に要する経費及び法律等に基づく
負担金について、一般会計から繰出しを行います。

前年度予算額 8,059,897

増減 484,625 

事務事業名 老人福祉センター等管理運営事業 予算額 676,929

局/部/課 保健福祉局/福祉部/高齢福祉課

予算書Ｐ. 民生費 老人福祉費 老人福祉施設費 使用料及び手数料 154

＜事業の目的・内容＞ 財産収入 3

　老人福祉センター等の指定管理者による管理運営、公共建築物定期点検、施設
修繕等を行い、施設利用者へのサービス向上を図ります。
　また、高齢者サロン活動の拡充を図るため、未実施地区への働きかけを行いま
す。

一般財源 676,772

前年度予算額 665,737

増減 11,192 
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

113 3款 3項 3目 18款

-

＜主な事業＞

１　グリーンヒルうらわ・槻寿苑デイサービスセンター ５　年輪荘の管理運営

　の管理運営 　指定管理者：(福)埼玉県共済会

　指定管理者：(福)さいたま市社会福祉事業団

２　大砂土デイサービスセンターの管理運営

　指定管理者：(福)欣彰会

３　上峰デイサービスセンターの管理運営

　指定管理者：(福)明日栄会

４　与野本町デイサービスセンターの管理運営

　指定管理者：(福)毛呂病院

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

113 3款 3項 3目 -

＜主な事業＞

１　ふれあいセンターしらぎく運営費補助事業

　社会福祉法人が設置・運営を行う老人福祉センター

｢ふれあいセンターしらぎく｣の運営費の一部を助成す

る。

前年度予算額 39,476

増減 0 

＜事業の目的・内容＞

　社会福祉法人が設置・運営を行う老人福祉センターを公設の老人福祉センター
と同額で利用できるよう、運営費の一部助成を行います。

局/部/課 保健福祉局/福祉部/高齢福祉課

予算書Ｐ. 民生費 老人福祉費 老人福祉施設費 一般財源 39,476

事務事業名 老人福祉施設運営補助事業（高齢福祉課） 予算額 39,476

前年度予算額 290,627

増減 △ 10,783 

＜事業の目的・内容＞ 一般財源 279,506

　公立老人福祉施設の指定管理者による管理運営、公共建築物定期点検、施設修
繕等を行い、施設利用者へのサービス向上を図ります。

局/部/課 保健福祉局/福祉部/高齢福祉課

予算書Ｐ. 民生費 老人福祉費 老人福祉施設費 財産収入 338

事務事業名 老人福祉施設管理運営事業 予算額 279,844

- 180 -



（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

113 3款 3項 3目 -

＜主な事業＞

１　軽費老人ホーム事務費補助金交付事業

　軽費老人ホーム利用料等取り扱い基準に基づき、施設

が入所者から徴収すべき事務費から入所者本人からの事

務費徴収額を差し引いた金額を補助する。

２　ユニットケア施設等研修事業

　ユニットケア施設及び認知症介護施設の人材育成・人

材確保を目的として研修を実施する。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

113 3款 3項 3目 17款

23款

-

＜主な事業＞

１　老人福祉施設整備費補助金交付事業 ３　施設開設準備経費特別対策事業費等補助金

　社会福祉法人が建設する介護老人福祉施設に対し、そ

の建設費の一部を助成する。 　地域密着型特別養護老人ホーム等を市内に設置する民

間事業者等に対し、施設の円滑な開設を支援することを

２　特別養護老人ホームきりしき建設借入償還金助成 目的として、施設開設準備経費を助成する。

　｢特別養護老人ホームきりしき｣の建設借入償還金の元

金の全額及び利子の1/4を助成する。

2,067,407

43,200

13,857

117,444

708

前年度予算額 1,431,055

増減 693,409 

＜事業の目的・内容＞ 1,802,500

　老人福祉施設等について、施設設置者の負担軽減を図り、社会福祉法人等の積
極的な整備意欲を喚起し、介護基盤の整備を推進するため、建設費用等の整備費
の一部を助成します。

一般財源 278,764

市債

局/部/課 保健福祉局/福祉部/介護保険課

予算書Ｐ. 民生費 老人福祉費 老人福祉施設費 県支出金 43,200

事務事業名 老人福祉施設等施設建設補助事業 予算額 2,124,464

前年度予算額 112,990

増減 5,162 

＜事業の目的・内容＞

　軽費老人ホームを設置する社会福祉法人が、入所者から徴収すべき事務費の一
部を減額した額を助成します。また、新規開設施設を対象に、ユニットケア施設
等研修事業を実施します。

局/部/課 保健福祉局/福祉部/介護保険課

予算書Ｐ. 民生費 老人福祉費 老人福祉施設費 一般財源 118,152

事務事業名 老人福祉施設運営補助事業（介護保険課） 予算額 118,152
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

115 3款 4項 2目 22款

-

＜主な事業＞

１　子育て支援医療費助成事業

　0歳から中学校卒業前までの乳幼児・児童の保護者を

対象に、乳幼児・児童にかかる入通院の医療費(保険診

療の一部負担金及び入院時には食事療養標準負担額の1

/2の額)を助成する。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

115 3款 4項 2目 17款

22款

-

＜主な事業＞

１　ひとり親家庭等医療費支給事業 　[参考]

　受給資格証の交付を受けた｢ひとり親家庭の父又は母 　　・所得制限

若しくは養育者とその家庭の児童｣に対し、入通院の医 　　　児童扶養手当制度に準じた所得制限あり。

療費(保険診療の一部負担金及び入院時には食事療養標

準負担額の1/2の額)を助成する。

前年度予算額 456,518

増減 △ 5,416 

＜事業の目的・内容＞ 諸収入 8,416

　母子家庭、父子家庭、父又は母が障害者である家庭等のいわゆる｢ひとり親家庭
等｣の生活の安定と自立を支援し、ひとり親家庭等の福祉の増進を図るため、対象
者に対して医療費の一部を助成します。

一般財源 251,059

局/部/課 保健福祉局/福祉部/年金医療課

予算書Ｐ. 民生費 児童福祉費 児童福祉費 県支出金 191,627

事務事業名 ひとり親家庭等医療費支給事業 予算額 451,102

前年度予算額 4,770,057

増減 573,127 

＜事業の目的・内容＞ 一般財源 5,332,897

　次代を担う子どもたちを安心して生み育てることのできる環境づくりの推進に
資することを目的として、少子化対策として、子育て支援の観点から、乳幼児・
児童にかかる医療費の一部を助成します。

局/部/課 保健福祉局/福祉部/年金医療課

予算書Ｐ. 民生費 児童福祉費 児童福祉費 諸収入 10,287

事務事業名 子育て支援医療費助成事業 予算額 5,343,184

5,310,000

447,207
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

119 3款 5項 1目 16款

17款

22款

-

＜主な事業＞

１　生活保護受給者に対する就労支援　　　　　　 ４　医療扶助、介護扶助の適正化の推進　

　各区にキャリアカウンセラーを含む就労支援員2名を 　診療・介護報酬明細書の点検、審査を実施する。

配置し、生活保護受給者に対する専門的な就労支援を実

施する。また、就労体験や各種セミナーを実施すること ５　生活保護実施水準の向上　　　　　　　

により就労意欲の喚起を図り、自立助長を促す。 　生活保護法施行事務監査を実施するとともに、生活保

２　生活保護受給者に対する居宅移行支援　　　　 護関係職員が各種研修会へ参加する。

　第二種無料低額宿泊所及び法的位置付けのない施設の

入所者等、安定した居所がない生活保護受給者を対象と ６　業務効率化の推進　　　　　　　　　　

して、アパート等への居宅移行を支援する。 　生活保護システムの整備等を行う。

３　生活保護受給者に対する学習支援　　　　

　市内に複数の学び場を設置し、市内全域の生活保護受

給世帯の中学生を対象に総合的な学習支援を実施する。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

119 3款 5項 1目 17款

＜主な事業＞

１　巡回相談の推進

　ホームレス相談員を配置し、ホームレスの起居する場

所の巡回を行い、生活相談を実施する。

＜事業の目的・内容＞

局/部/課 保健福祉局/福祉部/保護課

事務事業名

前年度予算額 3,923

増減 81 

　ホームレスに対して、巡回及び生活相談を行うことにより、自立を支援しま
す。

予算書Ｐ. 民生費 生活保護費 生活保護総務費 県支出金 4,004

ホームレス対策事業 予算額 4,004

前年度予算額 285,330

増減 223,136 

＜事業の目的・内容＞ 県支出金 70,000

　生活保護及び中国残留邦人等支援給付の適正な運営を確保するため、生活保護
受給者に対する自立・就労支援策の整備、診療報酬明細書の点検強化等による医
療扶助の適正化、生活保護法施行事務監査、関係職員の資質向上のための研修の
実施、業務効率化等、各種適正化の取組を推進します。

諸収入 1

一般財源 80,508

局/部/課 保健福祉局/福祉部/保護課

予算書Ｐ. 民生費 生活保護費 生活保護総務費 国庫支出金 357,957

事務事業名 生活保護執行管理事業 予算額 508,466
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

119 3款 5項 2目 16款

22款

-

＜主な事業＞

１　扶助費の支給

　生活扶助、生活支援給付等、国の保護の基準に規定さ

れた最低生活費を支給する。

２　中国残留邦人等地域生活支援給付の推進

　中国残留邦人等が日本語教室に通った際の交通費、教

材費を支給する。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

119 3款 6項 1目 17款

-

１　障害者訪問介護等利用者負担額減額事業 ３　在宅サービス利用者負担助成事業

　訪問介護の利用料として、本人が負担した金額の10割 　在宅介護サービスの利用者負担の支払いが困難な方に

相当額を助成する。(障害者自立支援法の訪問介護を利 対して、本人が負担した金額の5割又は7割相当額を助成

用していた方で、かつ境界層該当として定率負担額が0 する。

円となっていた方が対象)

２　社会福祉法人等利用者負担軽減事業

　社会福祉法人が行う低所得者への減免措置に対して、

助成を行う。

＜事業の目的・内容＞

事務事業名 生活保護事業

157 3,390

139

前年度予算額 3,541

増減 145 

＜事業の目的・内容＞ 一般財源 3,467

　介護保険サービスを利用する低所得の要支援・要介護者を対象に、訪問介護
サービス等の利用者負担額を助成することにより、介護保険の継続的な利用を図
ります。

局/部/課 保健福祉局/福祉部/介護保険課

予算書Ｐ. 民生費 介護保険費 介護保険費 県支出金 219

31,461,241

増減 2,074,136 

事務事業名 介護保険特別対策事業 予算額 3,686

1,725

33,533,652

諸収入 300,001

　生活保護法に基づき、生活に困窮する国民に対して、その困窮の程度に応じ必
要な保護を行い、最低生活を保障するとともに、その自立を助長します。
　また、中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関す
る法律に基づき、中国残留邦人等の生活の安定を図ります。

一般財源 8,454,827

前年度予算額

予算書Ｐ. 民生費 生活保護費 扶助費 国庫支出金 24,780,549

局/部/課 保健福祉局/福祉部/保護課

予算額 33,535,377
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

119 3款 6項 1目 15款

-

＜主な事業＞

１　介護保険事業者指定業務 40

　介護保険サービス事業者の指定・指導を行う。

２　介護保険指定事業者等管理システムの運用 315

　介護保険事業者指定に係るシステムの保守業務を行

う。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

119 3款 6項 1目 -

＜主な事業＞

１　介護保険事業特別会計への繰出し

　地域支援事業費の市負担分を充当するため、一般会計

から繰出しを行う。

　(1)　地域支援事業(介護予防事業)の市負担分(12.5%)

　(2)　地域支援事業(包括的支援事業・任意事業)の市

　　 負担分(19.75%)

＜事業の目的・内容＞

369,872

前年度予算額

290

　介護保険サービス提供事業者に適切なサービスの実施を行わせることにより、
利用者がより快適な介護サービスを利用できるよう、介護保険法及び関係政省令
等に基づき、介護保険サービス事業者の指定・指導を行います。

増減 0 

一般財源

355

前年度予算額 293,051

増減 76,821 

＜事業の目的・内容＞

　地域支援事業費の市負担分を充当するため、介護保険事業特別会計へ一般会計
から繰出しを行います。

局/部/課 保健福祉局/福祉部/高齢福祉課

予算書Ｐ. 民生費 介護保険費 介護保険費 一般財源 369,872

事務事業名 介護保険事業特別会計繰出金（高齢福祉課） 予算額 369,872

局/部/課 保健福祉局/福祉部/介護保険課

予算書Ｐ. 民生費 介護保険費 介護保険費 使用料及び手数料 65

事務事業名 介護保険事業者指定事業 予算額 355
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

119 3款 6項 1目 -

＜主な事業＞

１　介護保険事業特別会計への繰出し 　[参考]

　介護給付費の市負担分、並びに介護保険事業運営に係 　　繰出金の推移(高齢福祉課分を含む)

る職員人件費及び事務費の財源に充当するため、一般会 　　・平成20年度当初予算額

計から繰出しを行う。 　　・平成21年度当初予算額

　(1)　介護給付費の市負担分(12.5%) 　　・平成22年度当初予算額

　(2)　介護保険事業運営に係る職員人件費 　　・平成23年度当初予算額

　(3)　介護保険事業運営に係る事務費 　　・平成24年度当初予算額

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

121 3款 7項 2目 16款

＜主な事業＞

１　被保険者の資格異動等の処理 　[参考]

　被保険者からの資格異動、氏名・住所変更等に関する 　　さいたま市の国民年金被保険者数

届出を受理し、日本年金機構への報告を行う。 　　・第１号被保険者

２　保険料免除等の処理 　　　　平成22年度174,243人、平成23年度173,662人

　保険料免除・若年者納付猶予・学生納付特例申請の受 　　・任意加入被保険者

理、審査、日本年金機構への報告を行う。 　　　　平成22年度　3,728人、平成23年度　3,512人

３　受給権者からの申請等の処理 　　・第３号被保険者

　受給権者から基礎年金・その他給付に係る申請等の受 　　　　平成22年度118,524人、平成23年度117,159人

理、審査、日本年金機構への報告を行う。 　　・年度合計で

４　相談対応や広報活動 　　　　平成22年度296,495人、平成23年度294,333人

　国民年金に係る相談への対応や広報活動を行う。

５　特別障害給付金に関する認定請求等の受付

9,537,789

7,642,892

7,981,000

8,869,275

前年度予算額 9,195,629

増減 342,160 

9,488,680

7,674,555

前年度予算額 53,670

増減 5,688 

＜事業の目的・内容＞

　国民年金法に基づき、国民年金に関する届出や相談等の法定受託事務を行いま
す。また、国民年金に任意加入していなかったことにより、障害基礎年金等を受
給していない障害者の方について、国民年金制度の発展過程において生じた特別
な事情に鑑み、福祉的措置として定めた特別障害給付金に関する請求受付等を行
います。

局/部/課 保健福祉局/福祉部/年金医療課

予算書Ｐ. 民生費 国民年金費 国民年金事務費 国庫支出金 59,358

事務事業名 国民年金事業 予算額 59,358

＜事業の目的・内容＞

　保険給付費の市負担分、並びに介護保険事業運営に係る職員人件費及び事務費
に充当するため、介護保険事業特別会計へ一般会計から繰出しを行います。

局/部/課 保健福祉局/福祉部/介護保険課

予算書Ｐ. 民生費 介護保険費 介護保険費 一般財源 9,537,789

事務事業名 介護保険事業特別会計繰出金（介護保険課） 予算額 9,537,789
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

121 3款 8項 1目 22款

＜主な事業＞

１　高額療養費資金の貸付け

　高額療養費の支給の対象となる療養を受けた場合、そ

の療養について支給が見込まれる高額療養費の10分の9

以内の額(1,000円未満切捨て)を世帯主に対して貸付け

を行う。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

121 3款 8項 1目 22款

＜主な事業＞

１　出産費資金の貸付け

　出産育児一時金の支給を受けることが見込まれる場合

出産育児一時金支給見込額の10分の8以内の額(1万円未

満切捨て)を世帯主に対して貸付けを行う。

事務事業名

局/部/課 保健福祉局/福祉部/国民健康保険課

＜事業の目的・内容＞

33,000

増減 △ 16,500 

　国民健康保険の加入者が出産育児一時金の支給を受けることが見込まれ、その
出産に係る費用の支払が困難である場合に、世帯主に必要な資金の貸付けを行い
ます。

前年度予算額

予算書Ｐ. 民生費 国民健康保険費 国民健康保険費 諸収入 16,500

出産費資金貸付事業 予算額 16,500

前年度予算額 1,000

増減 0 

＜事業の目的・内容＞

　国民健康保険の加入者が高額療養費の支給の対象となる療養を受け、その療養
に係る医療費の支払が困難である場合に、世帯主に必要な資金の貸付けを行いま
す。

局/部/課 保健福祉局/福祉部/国民健康保険課

予算書Ｐ. 民生費 国民健康保険費 国民健康保険費 諸収入 1,000

事務事業名 高額療養費資金貸付事業 予算額 1,000
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

121 3款 8項 1目 -

＜主な事業＞

１　新事務所への移転

　現在レセプト室が所在する大宮区役所下町庁舎Ｆ棟の

使用が平成25年度中に終了することに伴い、レセプト室

を新事務所へ移転する。

２　新事務所の維持管理

　新事務所での事務を実施するために必要となる維持管

理を行う。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

121 3款 8項 1目 16款

17款

-

＜主な事業＞

１　国民健康保険事業特別会計への繰出し 　[参考]

　国民健康保険事業を行うに当たっての事務経費、人件 　　繰出金の推移

費、出産育児一時金の費用の一部などの諸経費について 　　・平成20年度当初予算額

一般会計から繰出しを行う。 　　・平成21年度当初予算額

　(1)　保険税軽減の補填分 　　・平成22年度当初予算額

　(2)　国民健康保険事業運営に係る職員人件費及び事 　　・平成23年度当初予算額

　　務費 　　・平成24年度当初予算額

　(3)　出産育児一時金の費用の一部

　(4)　国民健康保険財政の健全化のための経費

　(5)　被保険者負担の軽減分

＜事業の目的・内容＞

7,545

13,034

＜事業の目的・内容＞

9,939,426

7,476,109

　国民健康保険課レセプト室を新事務所へ移転し、同事務所の維持管理を行いま
す。

局/部/課 保健福祉局/福祉部/国民健康保険課

事務事業名

予算書Ｐ. 民生費 国民健康保険費 国民健康保険費

レセプト室移転事業

皆増 増減

8,839,036

10,726,419

県支出金 1,721,019

8,655,389

前年度予算額 7,476,109

20,579

予算額 20,579

前年度予算額 0

一般財源

　国民健康保険事業を行うに当たっての事務経費、人件費、出産育児一時金の費
用の一部などの諸経費について、一般会計から繰出しを行います。

一般財源 4,048,013

△ 1,389,656 増減

局/部/課 保健福祉局/福祉部/国民健康保険課

予算書Ｐ. 民生費 国民健康保険費 国民健康保険費 国庫支出金 317,421

事務事業名 国民健康保険事業特別会計繰出金 予算額 6,086,453
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

123 3款 9項 1目 17款

19款

22款

-

＜主な事業＞

１　災害見舞金

　・全焼、全壊、流失 　　 　1世帯3万円 1人2万円

　・半焼、半壊、床上浸水　　1世帯2万円 1人1万円

　・死亡　　 　　　　 　　　　　　　　1人10万円

　・重傷(加療1か月以上)     　　　　 　1人5万円

２　児童災害見舞金

　・死亡　　　　　　　　　　　　　　　　 50万円 

　・重度障害の後遺症 　　　　　　　　　　15万円 

　・6月以上の治療を要する傷害　　 　　　 10万円 

　・3月以上の治療を要する傷害　　 　　　　5万円 

　・1月以上の治療を要する傷害 　　　　　　3万円 

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

123 4款 1項 1目 18款

＜主な事業＞

１　保健衛生に係る大都市会議への参加 130

　大都市衛生主管局長会議や全国衛生部長会へ参加し、

保健衛生に関する大都市共通の課題について協議を行

う。

２　大宮医師会館維持管理事業

　(社)大宮医師会に有償で貸し付けている大宮医師会館

を維持管理するために修繕を行う。

1,000

前年度予算額 6,747

増減 △ 3,906 

＜事業の目的・内容＞

　保健衛生に係る大都市会議への参加等、保健衛生事業の推進により、市民の健
康の保持及び増進を図ります。

局/部/課 保健福祉局/保健部/健康増進課

予算書Ｐ. 衛生費 保健衛生費 保健衛生総務費 財産収入 2,841

事務事業名 地域保健推進事業（健康増進課） 予算額 2,841

前年度予算額 8,100

増減 0 

＜事業の目的・内容＞ 寄附金 1

　市内に発生した火災等により被災した市民に対して、見舞金等を支給します。
　また、市内の公共施設等や市内で市が主催又は共催した行事において独立行政
法人日本スポーツ振興センター法の適用外の事故や交通事故以外の事故による死
亡若しくは傷害又は重度障害の後遺症を負った児童に対して見舞金を支給しま
す。

諸収入 1

一般財源 8,096

局/部/課 保健福祉局/福祉部/福祉総務課

予算書Ｐ. 民生費 災害救助費 災害救助費 県支出金 2

事務事業名 災害救助事業 予算額 8,100

7,100

1,000
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

123 4款 1項 1目 16款

17款

＜主な事業＞

１　難病相談、研修事業 984

　難病患者、家族、その関係者に対し、医療、日常生活

における相談、研修事業等を行い、疾病に対する不安解

消を図る。

２　特定疾患治療研究事業 191

　埼玉県を実施主体としている特定疾患治療研究事業医

療給付申請の受付業務等を、各区保健センター及び保健

所にて行う。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

123 4款 1項 1目 17款

18款

-

＜主な事業＞

１　地域保健医療協議会運営事業 249

　さいたま保健医療圏における埼玉県地域保健医療計画

を推進するため、関係団体や公募委員との協議を行う。

２　看護専門学校、歯科保健事業等補助事業

　医師会・歯科医師会が運営する看護専門学校等に対す

る補助金及び歯科医師会・薬剤師会が実施する事業に対

する補助金を支出する。

31,000

＜事業の目的・内容＞

局/部/課 保健福祉局/保健部/健康増進課

事務事業名 地域医療推進事業（健康増進課）

＜事業の目的・内容＞

予算書Ｐ. 衛生費

31,674

増減 △ 425 

財産収入 5,415

　各種医療団体が実施する事業に対して補助を行うことにより、地域医療の発展
を促進します。

一般財源 25,586

前年度予算額

保健衛生費 保健衛生総務費

701

増減 474 

31,249

248

県支出金 685

　疾病の原因、治療方針が未確立な難病に対する患者等への支援、相談及び必要
な情報提供を行います。
　特定疾患医療給付申請の受付、受給者情報の管理を行います。(事業の実施主体
は埼玉県)

前年度予算額

局/部/課 保健福祉局/保健所/疾病予防対策課

予算書Ｐ. 衛生費 保健衛生費 保健衛生総務費 国庫支出金 490

事務事業名 地域保健推進事業（疾病予防対策課） 予算額 1,175

予算額

県支出金
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

123 4款 1項 1目 17款

18款

-

＜主な事業＞

１　初期救急医療(休日・夜間・在宅当番医)の診療事業 ４　ＡＥＤの普及・啓発の実施

　 　救命救急の環境整備を推進するため、ＡＥＤの普及・

　休日夜間における初期救急患者に対する診療を行う。 促進を図る。

２　二次救急医療(輪番制)の診療事業 ５　小児救急医療体制の整備

　休日夜間における二次救急患者に対する診療を行う。 　重層的な小児救急医療体制を整備する。

３　病診連携事業 ６　産科医等確保支援事業

　中核病院と地域の医療機関との機能分担・機能連携の 　産科医等の処遇を改善し、確保を図るため、分娩取扱

推進を図る。 医療機関等に対して支援を行う。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

123 4款 1項 1目 16款

17款

-

＜主な事業＞

１　精神保健福祉審議会の開催 112 ４　自殺対策に関する普及啓発

　条例に基づき、市長の諮問を受け、精神保健福祉審議 　自殺対策に関する普及啓発を、

会を適宜開催する。 ガイドブックの作成やメディアの

活用により、広域的に実施する。

２　精神科病院等実地指導、措置入院患者等実地審査の

　実施 362

　市内精神科病院に対する実地指導、長期措置入院患者

に対する実地審査を実施する。

５　自殺予防対策事業 89

３　精神科救急医療体制の整備 　埼玉県と共同で埼玉県自殺対策連絡協議会を設置し、

　埼玉県と共同で、埼玉県精神科救急医療体制整備事業 総合的な自殺対策について協議する。

を実施する。

増減 △ 337 

1,780

25,549

県支出金 1,779

　精神障害者に対し、必要な医療及び保護を行う体制の整備により、市民の精神
保健の向上を図ります。また、総合的な自殺対策の推進により、安心して暮らせ
る地域社会の実現を図ります。

一般財源 23,192

前年度予算額

局/部/課 保健福祉局/保健部/健康増進課

予算書Ｐ. 衛生費 保健衛生費 保健衛生総務費 国庫支出金 3,555

事務事業名 精神保健福祉事業（健康増進課） 予算額 28,526

前年度予算額 739,816

増減 △ 4,015 

＜事業の目的・内容＞ 財産収入 105

　救急医療体制を重層的に整備し、救急患者の医療を確保するほか、地域のかか
りつけ医と中核病院による機能連携、機能分担により効率的な地域医療体制を確
保します。

一般財源 708,363

局/部/課 保健福祉局/保健部/地域医療課

予算書Ｐ. 衛生費 保健衛生費 保健衛生総務費 県支出金 27,333

事務事業名 地域医療推進事業（地域医療課） 予算額 735,801

14,973

540,204

23,569

28,863

52,345

80,504

15,200

＜事業の目的・内容＞

【参考】平成23年度こころの健康ガイド
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

123 4款 1項 1目 16款

17款

-

＜主な事業＞

１　精神保健福祉相談 ４　自殺と依存症地域対策事業

　精神保健及び精神障害者の福祉に関する相談及び指導 　アルコール問題の相談に対して、｢初期介入プログラ

を行う。 ム｣を実施し、アルコール等の依存症を背景とする自殺

２　普及啓発及び教育研修 の予防を図る。

　講演会等のイベントを開催するほか、当センターの機 ５　｢親子関係改善プログラム｣推進事業 

関紙として｢咲いたまごころ｣を発行する。また、精神保 　思春期を中心とした子どもと保護者に対し、改善プロ

健に従事する職員等の技術水準の向上を図るため基礎知 グラムを企画、実施し、自傷行為、自殺などの事態の予

識、専門的知識の習得を図る研修を実施する。 防を図る。

３　自殺対策医療連携事業 ６　ひきこもり対策推進事業

　救急医療機関、一般医及び行政機関の相談従事者から 　｢ひきこもり相談センター｣にて、専門職員による相談

精神科医療機関への紹介システムを実施する。 支援、地域連携、研修・技術支援、普及啓発を行う。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

123 4款 1項 1目 16款

22款

-

＜主な事業＞

１　精神保健医療事業 ４　はぁといきいきプロジェクト 319

　精神保健福祉法に基づく関係事項の調査及び法施行事 　市民への精神保健福祉の普及啓発を行うことを目的と

務を円滑に行い、措置入院患者の医療費の公費負担及び して、心の健康に関する講演会を開催する。

第34条による精神科病院への移送を行う。

５　精神科医療適正化事業

２　地域精神保健訪問事業 550 　精神保健福祉法に基づき、精神科病院の管理者等に法

　本人の状況、家庭環境、社会環境等の状況を訪問によ 定書類の提出を求め、確認・指導を行なう。

って把握し、精神的健康の保持増進を図る。

３　家族教室 261

　回復途上にある統合失調症患者の家族に、病気の正し

い知識・対応方法等の普及啓発を行う。

5,607

2,513

13,945

前年度予算額 48,817

増減 1,631 

諸収入 60

　市民への精神障害者の理解を深めるとともに、精神障害者に対する適切な医療
及び保健・福祉の提供により、早期治療及び再発防止を図り、自立した地域生活
が継続できることを目的とします。

一般財源 18,027

＜事業の目的・内容＞

予算書Ｐ. 衛生費 保健衛生費 保健衛生総務費 国庫支出金 32,361

保健福祉局/保健所/精神保健課

事務事業名 精神保健福祉事業（精神保健課） 予算額 50,448

　精神保健福祉の向上を図るため、精神保健福祉相談や専用回線による電話相談｢
こころの電話｣を行います。精神保健福祉に関する知識の普及として、市民向け講
演会や広報誌の発行を行うとともに、関係市職員等への研修を実施します。さら
に、地域自殺対策緊急強化基金を活用し、自殺対策を実施します。また、｢ひきこ
もり相談センター｣にて、専門職員による支援を行います。

一般財源 10,925

前年度予算額 38,413

増減

国庫支出金 2,024

県支出金 20,756

予算書Ｐ. 衛生費 保健衛生費 保健衛生総務費

事務事業名 精神保健福祉事業（こころの健康センター） 予算額 33,705

1,899

△ 4,708 

3,209

3,541

3,036

47,419

局/部/課 保健福祉局/保健部/こころの健康センター

＜事業の目的・内容＞

局/部/課
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

123 4款 1項 1目 -

＜主な事業＞

１　市立病院の外部評価等

　市立病院の中期経営計画の進捗管理のため、外部評価

等を行う。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

123 4款 1項 1目 -

＜主な事業＞

１　市立病院の連絡調整等 203

　市立病院との連絡調整や事務遂行に当たり、必要な庶

務(旅費の支給、消耗品の購入等)を行う。

予算書Ｐ.

事務事業名

　市立病院との連絡調整等の各種事務を行い、円滑な事務の遂行を確保します。

　外部有識者で構成する｢市立病院経営評価委員会｣において、市立病院の中期経
営計画の進捗状況等を点検・評価するとともに、その進捗状況を踏まえながら、
経営に関する権限と責任が明確に一体化する体制の構築に向けた検討を行いま
す。

231

一般財源

予算額 2,469

局/部/課 保健福祉局/保健部/病院経営企画課

事務事業名 病院企画事業

2,469

5,171

増減 △ 2,702 

＜事業の目的・内容＞

局/部/課 保健福祉局/保健部/病院経営企画課

予算書Ｐ. 衛生費 保健衛生費 保健衛生総務費

前年度予算額

203

一般財源 203

病院管理事業 予算額

＜事業の目的・内容＞

前年度予算額

衛生費 保健衛生費 保健衛生総務費

増減 △ 28 

2,469
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

123 4款 1項 1目 -

＜主な事業＞

１　献血思想の普及啓発 629

　献血啓発品を作成・配布することにより、献血思想の

普及啓発を図る。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

123 4款 1項 1目 15款

-

＜主な事業＞

１　こころの健康センターの維持管理 ４　精神障害者保健福祉手帳及び自立支援医療費支給判

　こころの健康センターの維持管理を行うことにより、 　定委員会 832

精神保健福祉の技術的中核機関に必要な相談機能等を維 　精神科医師による判定委員会を設置し、公平・公正な

持する。 精神障害者手帳等の判定を行う。

２　各種研修会等への参加

　専門機関の職員に不可欠な知識・情報等を蓄積し、職 ５　こころの健康センター運営協議会 33

員研修や相談技術支援等を通じてさいたま市全体の質的 　精神保健福祉の専門機関たる当センターに求めらてい

向上を図る。 る地域のニーズの把握と、センター業務の適切かつ効果

３　精神医療審査会 的な運営を図るため、協議会を開催する。

　精神障害者の入院について精神医療審査会が審査を行

い、適正な医療及び人権の保護を確保する。

1,507

＜事業の目的・内容＞

局/部/課 保健福祉局/保健部/生活衛生課

＜事業の目的・内容＞

2,519

　精神保健福祉に関する技術的中核機関である、こころの健康センター(精神保健
福祉センター)の管理・運営を行います。
　また、附属機関として｢精神障害者保健福祉手帳及び自立支援医療費支給判定委
員会｣と｢精神医療審査会｣を開催します。

局/部/課 保健福祉局/保健部/こころの健康センター

事務事業名

事務事業名 献血推進事業

　献血に対する意識の向上により、献血実績を高め、血液の確保量を増やすこと
により、血液製剤の国内自給を確保し、血液製剤の安全性の向上及び安定供給の
確保を図ります。

使用料及び手数料

一般財源

こころの健康センター管理運営事業 予算額 8,915

3,863

前年度予算額 9,321

増減 △ 406 

予算書Ｐ. 衛生費 保健衛生費 保健衛生総務費

増減

一般財源 629

△ 33 

前年度予算額 662

予算額 629

予算書Ｐ. 衛生費 保健衛生費 保健衛生総務費

8,909

6
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

123 4款 1項 1目 -

＜主な事業＞

１　ソーシャルクラブ 937

　在宅の精神障害者の方を対象に、グループ活動を通じ

て対人関係や生活リズムを維持・改善し、社会復帰の促

進を図る。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

123 4款 1項 2目 -

＜主な事業＞

１　ヘルスプラン２１(第2次)の推進 643 ４　九都県市受動喫煙防止対策共同キャンペーン 121

　健康づくり推進協議会や健康づくりセミナーを開催す 　9月から11月まで共同啓発キャンペーンを実施する。

る。

５　熱中症の対策 607

２　ヘルスプラン２１(第2次)の啓発 　熱中症予防のための啓発媒体作成・配布を行う。

　ヘルスプラン２１(第2次)推進講演会の開催や、啓発

媒体の作成・配布を行う。 ６　医療講演会補助 500

　医師会が開催する医療講演会に補助金を支出する。

３　ウォーキングの推奨

　生活習慣病予防のため、地域の団体などと連携したウ ７　母子保健に係る主管課長会議への参加 7

ォーキング講座の開催やガイドブックの配布を行う。 　政令指定都市等母子保健主管課長会議へ参加する。

予算額

2,176

2,434

　食生活や運動習慣の改善を支援し、健康寿命の延伸を目指して、ヘルスプラン
２１(第2次)の推進を図ります。
　生活習慣病予防のため、ウォーキングを推奨し、普及を図ります。

＜事業の目的・内容＞

局/部/課 保健福祉局/保健所/精神保健課

事務事業名 地域精神保健福祉事業

事務事業名 健康づくり事業（健康増進課）

＜事業の目的・内容＞

6,576一般財源

前年度予算額 10,758

増減 △ 4,182 

増減

局/部/課 保健福祉局/保健部/健康増進課

予算書Ｐ. 衛生費 保健衛生費 予防費

　在宅の精神障害者をより身近な地域で支援します。

前年度予算額

予算書Ｐ. 衛生費 保健衛生費 保健衛生総務費 一般財源 937

予算額 937

△ 60 

997

6,576
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

123 4款 1項 2目 16款

-

＜主な事業＞

１　国民の健康に関する調査 886

　健康増進法に基づき、国民の身体の状況、栄養摂取量

及び生活習慣の状況を明らかにし、国民の健康の増進の

総合的な推進を図るため、国民健康・栄養調査を行う。

２　健康づくり事業

　健康づくりの環境整備として、給食施設指導や飲食店

等での栄養表示の推進、栄養や歯科に関する相談や健康

教育、健康食品等の適切な表示についての相談・指導を

行う。

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

123 4款 1項 2目 22款

-

＜主な事業＞

１　食育推進協議会の運営 　(3)　食育を実践しようプロジェクトの開催

　年2回、食育推進に関する専門家会議を開催する。 　　　若年層への食育の実践を勧めるため、食育関係団

　　体等へ講演や料理講習会を開催し、食育を広めるた

２　食育に関する普及啓発 　　めの人材育成を行う。

　(1)　食育・健康なびの情報発信・維持管理 　(4)　第2次食育推進計画の普及

　(2)　食育なびの改修 　　　第2次食育推進計画の推進のた

　　　第2次食育推進計画の推進のため、｢食育なび｣の 　　め、ポスターやリーフレット等

　　コンテンツ｢レシピ紹介｣を改修し、あわせて｢レシ 　　の啓発媒体の作成・配布を行う。

　　ピ紹介｣をスマートフォン等での閲覧に適応させる

　　ためにシステム開発を行う。

事務事業名 健康づくり事業（地域保健支援課）

257

前年度予算額 8,784

増減 △ 2,459 

＜事業の目的・内容＞ 一般財源

＜事業の目的・内容＞

局/部/課 保健福祉局/保健部/健康増進課

予算書Ｐ. 衛生費 保健衛生費 予防費 諸収入 1

増減 △ 2,351 

事務事業名 食育推進事業 予算額 6,325

一般財源 2,170

　健康増進法に基づき、健康や栄養に関する調査による地域の実態把握、健康課
題の分析を実施します。また、市民の健康の保持増進を図るために健康づくりに
関する事業を展開します。

前年度予算額

国庫支出金 886

局/部/課 保健福祉局/保健所/地域保健支援課

予算書Ｐ. 衛生費 保健衛生費 予防費

予算額 3,056

5,407

6,324

　第2次さいたま市食育推進計画に基づき、食育の推進を行うことで、市民の食に
対する意識の向上を図るとともに、心身の健康の増進を図ります。

5,954

2,170

【参考】平成24年度6月食育月間用ポスター
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